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は じ め に

自動車や鉄道は、世界各国において経済活動や国民生活を支える重要な役割を担って

います。安全・安心で環境に優しい交通社会を実現するため、交通事故の削減や地球環

境の保全について、より一層取り組む必要があります。さらに、少子高齢化・労働力不

足の進行や地域公共交通の厳しい経営環境に対応するため、自動運転の実現、生産性の

向上、インフラ保守の効率化等にも取り組む必要があります。

また、我が国の自動車や鉄道は海外においても生産されるとともに世界各国に輸出さ

れているため、我が国の国際競争力を確保する観点から、自動車及び鉄道に関する基準・

規格の国際化も重要となっています。

交通安全環境研究所は、これらの社会的課題の解決に向け、自動車及び鉄道に関する

基準・規格の策定のための研究、さらに、自動車の型式指定に関する審査・リコールに

関する技術的検証、鉄道製品に関する国際規格の認証業務などを実施しています。

本年の交通安全環境研究所フォーラムは、「新たな課題や国際化への対応」というテー

マを掲げ、二日間の日程で行います。

まず、行政や外部の専門家をお招きして、最新の動向等についてご講演いただきます。

また、交通安全環境研究所からの発表として、自動運転車に係る安全性評価や認証業

務への取り組み、地方鉄道におけるインフラ保守の効率化に資する研究といった新たな

課題への対応や、海外への鉄道輸出促進等に資する規格適合性評価に関しその国際規格

の動向、対歩行者の事故防止及び衝突事故の被害低減に資する取り組みといった国際化

への対応についてご紹介いたします。同時に、ポスターセッションにおいて、最新の研

究成果などについて幅広くご紹介いたします。

ご来場の皆様から忌憚のないご意見をいただくことにより、交通安全環境研究所の活

動をさらに充実・発展させ、社会的な期待と信頼に応えていく所存でございます。

今後とも、皆様方のご理解、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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標準ドライバモデルを適用したシャシダイナモ
メーター試験手法の検討

ポスターNo. 講演題目 所属 発表者（※：主発表者）

① 第三者安全性評価と規格適合性評価の併存
について 交通システム研究部

※林田守正、佐藤安弘、竹内俊裕、工藤 希、渡邉翔一郎、
長谷川智紀（鉄道認証室）、森 裕貴（鉄道認証室）、
水間 毅（東京大学）

③

列車運転シミュレータを活用した運転支援
装置の評価の取組

環境研究部 奥井伸宜

② 交通システム研究部
※渡邉翔一郎、竹内俊裕、長谷川智紀、山口大助、
押立貴志(客員研究員)

④ 環境研究部 ※山本敏朗、鈴木央一、柴﨑勇一

⑤

重量貨物車のディーゼル微粒子捕集フィルター
（DPF）再生時における排出ガス挙動等の把握

環境研究部 ※小鹿健一郎、菊野 樹（自動車認証審査部）

⑥

燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法の
バリデーションと国際基準調和活動への貢献

自動車安全研究部 ※細川成之、田中良知、松井靖浩

⑦

軽貨物自動車の前面衝突時の乗員傷害について

自動車安全研究部 ※松井 靖浩、及川 昌子（首都大学東京）

⑧

大型車の車両衝突速度と歩行者傷害との関係
からみた衝突被害軽減ブレーキの効果予測に
関する研究

自動車安全研究部
※青木義郎、後閑雅人、田中信壽、戸高信一（本田技術研究所）
、守屋輝人（本田技術研究所）、後藤 亮（本田技術研究所）、
千々松 良（本田技術研究所）、髙橋大介（小糸製作所）、
大塩洋彦（小糸製作所）、山本逸平（小糸製作所）

⑨

交通弱者に配慮したグレアレスADBに関する
評価解析

自動車安全研究部 ※児島 亨、岩瀬常利、廣渡太一、浦手耕二

⑩

AEBSの不要作動を確認する試験シナリオ
（案）に関する研究

自動車安全研究部 ※中川正夫、小林 摂、新国哲也

⑪

運転操作の自動化に向けた最高速度の認知に
関する検討

自動車安全研究部 新国哲也

11/21
講演1

自動運転車両における情報･セキュリティ分野
の基準に関する活動報告

交通システム研究部 ※緒方正剛、佐藤安弘

11/21
講演2

レール横圧載荷治具を用いた軌間拡大リスク
に対する検討

交通システム研究部
※山口大助、工藤 希、竹内俊裕、長谷川智紀、
篠田憲幸(客員研究員)

11/21
講演3

車上主体型列車制御システムにおける列車
位置検知技術の評価に関する取組

交通システム研究部
※工藤 希、林田守正、渡邉翔一郎、佐藤安弘、
水間  毅（東京大学）

11/21
講演4

新たな安全設計手法を用いた鉄道信号の設計
安全性評価に関する取組

鉄道認証室 長谷川智紀

11/21
講演5

規格適合で求められるトレーサビリティの
重要性について

鉄道認証室 服部鉄範（客員専門調査員）

11/21
講演6

規格適合におけるRAMS規格の現状と今後の
動向について

鉄道認証室 森 崇（客員専門調査員）

11/22
講演1

鉄道信号保安装置における通信と国際規格の
活用

環境研究部 ※奥井伸宜

11/22
講演2

電気重量車の電力消費率を高精度に評価する
ための新たなHILS試験手法の検討

環境研究部 ※宝渦寬之、関根道昭、榎本 恵、坂本一朗

11/22
講演5

後退時警報装置の基準化に関する国内外の動向

自動車安全研究部 ※田中良知、細川成之、松井靖浩、水野幸治

11/22
講演6

自動車の新たな歩行者頭部保護に関する研究

自動車安全研究部
※後閑雅人、田中信壽、岩瀬常利、廣渡太一、安本まこと、
古川 修（客員研究員）

11/22
講演7

自動運転中の作業負荷定量化手法に関する
基礎的検討

自動運転車の制動制御の安全性評価手法の開発

自動車安全研究部 ※関根道昭、榎本 恵、加藤洋子、澤間祐人（東京農工大）

ポスタータイトル 会場：カンファレンスセンターRoomA2019.11.22（Fri） 講演会場：イイノホール　                                  
ポスターセッション：カンファレンスセンターRoomA

  11.22講演タイムテーブル
  事務局 連絡10:00～10:05

  国土交通省における自動車の環境政策と国際基準調和について
  国土交通省自動車局 環境政策課長 山﨑 孝章　

10:20～11:05 招待講演1

11:05～11:30 講演1

11:30～11:55 講演2

13:10～13:35 講演3

13:35～14:00 講演4

  環境研究部における研究の概要と方向性 10:05～10:20

  ソフトウェアからみた自動車の安全性とサイバーセキュリティについて
  名古屋大学大学院 情報学研究科教授 高田 広章

16:10～16:55 招待講演2

  閉会の挨拶16:55～17:00   理事 石井 素

  自動車安全研究部における研究の概要と方向性14:00～14:15   自動車安全研究部長 河合 英直

  環境研究部長 坂本 一朗

  昼休み（ポスターセッション）11:55～13:10

14:15～14:40 講演5

15:20～15:45 講演6

15:45～16:10 講演7

  コーヒーブレイク（ポスターセッション）14:40～15:20

  電気重量車（EV）の今後の普及に備え、現在、HILS（Hardware In the
  Loop Simulation）を用いたEV試験法の整備が進められている。この際、
  EVのバッテリは、モデル化され扱われる。しかし、バッテリは劣化する、
  車両走行時は温度が変化する等、実使用時のバッテリ状態をモデルで再現
  することは難しい。そこで、実バッテリとHILSをリアルタイムに協調制御
  させた新たなHILS評価手法を検討した。

  電気重量車の電力消費率を
  高精度に評価するための新たな
  HILS試験手法の検討
  主任研究員
  奥井 伸宜

  大型車等に取り付けられている後退時警報装置については、現在、国際的な
  枠組みにおいて、新たな基準制定が進められている。この後退時警報装置に
  ついては、対歩行者の事故防止に一定の効果がある一方で、比較的大きな音量
  を発することから、周辺住民等の苦情の原因となりうる。そのため、適切な
  音量を検討しつつ、あわせてカメラモニタリングシステム等の他の安全装置に
  よる安全も比較考量のうえ、国際的な議論が行われている。本講演では、
  国際的な基準制定の動向と、交通安全環境研究所の取組について紹介を行う。

  後退時警報装置の基準化に
  関する国内外の動向
  主任研究員
  宝渦 寬之

  高い技術力による厳正な審査と、申請者にとって利便性・合理性の高い審査を
  両立することが、従来にも増して強く求められている中で、自動車認証審査部 
  は業務実施体制の強化を図るべく、様々な措置を講じている。ここでは、審査
  業務の現状と、自動運転や、サイバーセキュリティ及びソフトウェアアップ
  デートをはじめとした先進技術・安全性に関連する認証業務への対応等の
  自動車認証審査部における取組について概説する。

  自動車認証審査部における
  取組の概要について
  自動車認証審査部長
  是則 武志

  リコール技術検証業務に関して、「不具合情報の分析」、技術検証」、
  「車両調査」、「ユーザーへの注意喚起への取組」などについて現状を
  報告する。また、排出ガスに係る不正ソフトの有無の確認（サーベイランス）
  を紹介するとともに、今後の主な取組に関しても紹介する。

  リコール技術検証業務の現状と
  今後の取組
  リコール技術検証部長
  堀江 暢俊

  本講演では、自動運転車とドライバが運転する車両との混合交通環境下に
  おいて、自動運転車が行う制動制御の安全性を評価する手法について紹介する。
  自動運転車には、ドライバが運転する車両との交通流の中で、安全に走行する
  ことが求められる。後方を走行するドライバが感じる主観評価及び追突の危険
  性から、自動運転車の安全性を評価する手法を開発した。

  自動運転車の制動制御の
  安全性評価手法の開発
  研究員
  後閑 雅人

  日本の交通事故死亡者数の低減のためには、割合の最も高い歩行中死亡者数の
  低減が重要である。歩行中死亡事故では頭部を受傷する事例が最も多い。
  そして、歩行者保護基準の頭部保護試験範囲外の部位に頭部が衝突している
  事例が多いと考えられる。今回、歩行者頭部保護試験範囲外で加害性が最も
  高いと考えらえるAピラー部付近へ頭部インパクタ試験を実施し、歩行者頭部
  保護性能に関する検討を実施した。

  自動車の新たな歩行者頭部保護
  に関する研究
  主席研究員
  田中 良知

  自動運転中の情報端末操作が運転復帰要請後の運転復帰時間に及ぼす影響を
  調べた。情報端末の操作と並行してドライバに与えた視覚・触覚刺激に対する
  反応時間により作業負荷の定量化を試みた。若年者においてはこの手法の
  有効性を確認できたが、高齢者においては個人差が大きく、うまく評価が
  できなかったため、評価手法を改良する必要があると考えられた。

  自動運転中の作業負荷
  定量化手法に関する
  基礎的検討
  上席研究員
  関根 道昭

（開場9：30）

  鉄道認証室における最近の活動概要

  レール横圧載荷治具を用いた
  軌間拡大リスクに対する検討
  上席研究員　
  緒方 正剛

  横圧方向の荷重をレールに載荷でき、かつ、載荷荷重に対する軌間の変化を
  測定できる治具を製作し、この治具を用いることによって締結状態の良否を
  評価する方法を検討した。実験用軌道における実験及び現地実験によって、
  横圧載荷治具による荷重と軌間拡大量の関係に基づき、締結状態を含む
  まくらぎの不良を判断できる可能性を検討したので結果を報告する。

13:45～14:10 講演4

  ポスターセッション

13:30～13:45   鉄道認証室長 山﨑 輝

14:10～14:35 講演5

14:35～15:00 講演6

15:05～16:30

  地方鉄道をはじめとする採算性の厳しい路線では、列車の位置検知を正確に
  行う軌道回路の維持や更新が大きな負担となっている。この課題に対し、
  軌道回路によらない車上主体型の列車位置検知技術として、当研究所では
  これまで衛星測位システム（GNSS）の活用を検討してきたが、この過程で
  GNSSの測位精度が課題となった。本発表ではGNSSを補完するシステムを
  含む車上主体型の列車位置検知技術の評価手法等に係る検討の取組を紹介する。

  車上主体型列車制御システムに
  おける列車位置検知技術の評価
  に関する取組
  主任研究員　
  山口 大助

  海外向け鉄道システムの設計安全性評価に関し、当研究所ではこれまでの
  実績に基づき、国際規格との調和や規格適合性評価等との関連について検討
  してきた。一方、複雑化した鉄道信号システムに対応するためには、従来の
  FTA（Fault Tree Analysis）／FMEA（Failure Mode and Effects Analysis）
  等の手法に加え、STAMP（System Theoretic Accident Model and
  Processes）／STPA（System Theoretic Process. Analysis)の活用が有効
 と考えられる。本稿では、STAMP／STPAに関する取組を紹介する。

  新たな安全設計手法を用いた
  鉄道信号の設計安全性評価に
  関する取組
  主任研究員　
  工藤 希

  近年、海外における鉄道関連プロジェクトにおいて、国際規格への規格適合
  が求められることが増えてきた。特に、RAMS規格として知られているIEC 
  62278、SafetyCase規格で知られているIEC 62425、そしてソフトウェア
  規格として知られているIEC62279が求められる。これらに共通して要求
  されるものとして、トレーサビリティがある。本講演ではトレーサビリティ
  の重要性とともに、階層的な仕様が求められる意義を紹介する。

  規格適合で求められるトレーサ
  ビリティの重要性について
  主席研究員
  長谷川 智紀

  IPネットワークの活用、クラウド化が進む現在、鉄道保安装置においてもその
  流れが加速しつつある。通信と鉄道保安装置の融合が進む今、IEC規格の中
  でも鉄道において現在広く活用されているIEC62280の適用方法について、
  またこの規格を活用するに当たり必要なライフサイクル管理について、
  実際のシステム構築を行う上での留意すべき点とともに紹介する。

  鉄道信号保安装置における通信
  と国際規格の活用
  客員専門調査員
  森 崇

  近年の鉄道関連プロジェクトにおいて、システムのハード・ソフトの安全性に
  関するエビデンスだけでなく、システム構築のプロセスについても実証が求め
  られるケースが多い。その際、最も多用されるのがRAMS規格（IEC 62278／
  EN 50126）である。本講演では認証及び規格適合性評価におけるRAMS規格
  の適用の現状と解釈の例、また2017年に欧州規格が改訂されたことに伴う、
  今後の動向を紹介する。

  規格適合におけるRAMS規格の
  現状と今後の動向について
  客員専門調査員
  服部 鉄範

  カンファレンスセンターRoomAでは、本講演の内容に加え、より幅広いテーマでの
  最新の研究成果をパネル展示しております。ポスターセッションの時間では、
  説明パネルの前に担当者が待機しており、ご説明・意見交換をさせて
  いただきます。また、この時間以外にも、昼休みとコーヒーブレイクの時間
  に担当者が待機しておりますので、ぜひお立ち寄りください。
    ※展示ポスターのタイトル一覧は、中面３ページ目をご覧ください。

2019.11.21（Thu） 講演会場：イイノホール　                                  
ポスターセッション：カンファレンスセンターRoomA

  11.21講演タイムテーブル
  開会の挨拶10:00～10:05

10:20～11:05 招待講演

  交通システム研究部における研究の概要と方向性10:05～10:20  交通システム研究部長 佐藤 安弘

 交通安全環境研究所長 江角 直樹

（開場9：30）

  鉄道技術行政における最近の動向
   国土交通省鉄道局 技術企画課 技術開発室長 東平 伸

11:05～11:30 講演1

11:30～11:55 講演2

  昼休み（ポスターセッション）12:20～13:30

11:55～12:20 講演3

  事務局 連絡15:00～15:05

※
講
演
内
容
・
講
演
者
は
変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
予
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。



標準ドライバモデルを適用したシャシダイナモ
メーター試験手法の検討

ポスターNo. 講演題目 所属 発表者（※：主発表者）

① 第三者安全性評価と規格適合性評価の併存
について 交通システム研究部

※林田守正、佐藤安弘、竹内俊裕、工藤 希、渡邉翔一郎、
長谷川智紀（鉄道認証室）、森 裕貴（鉄道認証室）、
水間 毅（東京大学）

③

列車運転シミュレータを活用した運転支援
装置の評価の取組

環境研究部 奥井伸宜

② 交通システム研究部
※渡邉翔一郎、竹内俊裕、長谷川智紀、山口大助、
押立貴志(客員研究員)

④ 環境研究部 ※山本敏朗、鈴木央一、柴﨑勇一

⑤

重量貨物車のディーゼル微粒子捕集フィルター
（DPF）再生時における排出ガス挙動等の把握

環境研究部 ※小鹿健一郎、菊野 樹（自動車認証審査部）

⑥

燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法の
バリデーションと国際基準調和活動への貢献

自動車安全研究部 ※細川成之、田中良知、松井靖浩

⑦

軽貨物自動車の前面衝突時の乗員傷害について

自動車安全研究部 ※松井 靖浩、及川 昌子（首都大学東京）

⑧

大型車の車両衝突速度と歩行者傷害との関係
からみた衝突被害軽減ブレーキの効果予測に
関する研究

自動車安全研究部
※青木義郎、後閑雅人、田中信壽、戸高信一（本田技術研究所）
、守屋輝人（本田技術研究所）、後藤 亮（本田技術研究所）、
千々松 良（本田技術研究所）、髙橋大介（小糸製作所）、
大塩洋彦（小糸製作所）、山本逸平（小糸製作所）

⑨

交通弱者に配慮したグレアレスADBに関する
評価解析

自動車安全研究部 ※児島 亨、岩瀬常利、廣渡太一、浦手耕二

⑩

AEBSの不要作動を確認する試験シナリオ
（案）に関する研究

自動車安全研究部 ※中川正夫、小林 摂、新国哲也

⑪

運転操作の自動化に向けた最高速度の認知に
関する検討

自動車安全研究部 新国哲也

11/21
講演1

自動運転車両における情報･セキュリティ分野
の基準に関する活動報告

交通システム研究部 ※緒方正剛、佐藤安弘

11/21
講演2

レール横圧載荷治具を用いた軌間拡大リスク
に対する検討

交通システム研究部
※山口大助、工藤 希、竹内俊裕、長谷川智紀、
篠田憲幸(客員研究員)

11/21
講演3

車上主体型列車制御システムにおける列車
位置検知技術の評価に関する取組

交通システム研究部
※工藤 希、林田守正、渡邉翔一郎、佐藤安弘、
水間  毅（東京大学）

11/21
講演4

新たな安全設計手法を用いた鉄道信号の設計
安全性評価に関する取組

鉄道認証室 長谷川智紀

11/21
講演5

規格適合で求められるトレーサビリティの
重要性について

鉄道認証室 服部鉄範（客員専門調査員）

11/21
講演6

規格適合におけるRAMS規格の現状と今後の
動向について

鉄道認証室 森 崇（客員専門調査員）

11/22
講演1

鉄道信号保安装置における通信と国際規格の
活用

環境研究部 ※奥井伸宜

11/22
講演2

電気重量車の電力消費率を高精度に評価する
ための新たなHILS試験手法の検討

環境研究部 ※宝渦寬之、関根道昭、榎本 恵、坂本一朗

11/22
講演5

後退時警報装置の基準化に関する国内外の動向

自動車安全研究部 ※田中良知、細川成之、松井靖浩、水野幸治

11/22
講演6

自動車の新たな歩行者頭部保護に関する研究

自動車安全研究部
※後閑雅人、田中信壽、岩瀬常利、廣渡太一、安本まこと、
古川 修（客員研究員）

11/22
講演7

自動運転中の作業負荷定量化手法に関する
基礎的検討

自動運転車の制動制御の安全性評価手法の開発

自動車安全研究部 ※関根道昭、榎本 恵、加藤洋子、澤間祐人（東京農工大）

ポスタータイトル 会場：カンファレンスセンターRoomA2019.11.22（Fri） 講演会場：イイノホール　                                  
ポスターセッション：カンファレンスセンターRoomA

  11.22講演タイムテーブル
  事務局 連絡10:00～10:05

  国土交通省における自動車の環境政策と国際基準調和について
  国土交通省自動車局 環境政策課長 山﨑 孝章　

10:20～11:05 招待講演1

11:05～11:30 講演1

11:30～11:55 講演2

13:10～13:35 講演3

13:35～14:00 講演4

  環境研究部における研究の概要と方向性 10:05～10:20

  ソフトウェアからみた自動車の安全性とサイバーセキュリティについて
  名古屋大学大学院 情報学研究科教授 高田 広章

16:10～16:55 招待講演2

  閉会の挨拶16:55～17:00   理事 石井 素

  自動車安全研究部における研究の概要と方向性14:00～14:15   自動車安全研究部長 河合 英直

  環境研究部長 坂本 一朗

  昼休み（ポスターセッション）11:55～13:10

14:15～14:40 講演5

15:20～15:45 講演6

15:45～16:10 講演7

  コーヒーブレイク（ポスターセッション）14:40～15:20

  電気重量車（EV）の今後の普及に備え、現在、HILS（Hardware In the
  Loop Simulation）を用いたEV試験法の整備が進められている。この際、
  EVのバッテリは、モデル化され扱われる。しかし、バッテリは劣化する、
  車両走行時は温度が変化する等、実使用時のバッテリ状態をモデルで再現
  することは難しい。そこで、実バッテリとHILSをリアルタイムに協調制御
  させた新たなHILS評価手法を検討した。

  電気重量車の電力消費率を
  高精度に評価するための新たな
  HILS試験手法の検討
  主任研究員
  奥井 伸宜

  大型車等に取り付けられている後退時警報装置については、現在、国際的な
  枠組みにおいて、新たな基準制定が進められている。この後退時警報装置に
  ついては、対歩行者の事故防止に一定の効果がある一方で、比較的大きな音量
  を発することから、周辺住民等の苦情の原因となりうる。そのため、適切な
  音量を検討しつつ、あわせてカメラモニタリングシステム等の他の安全装置に
  よる安全も比較考量のうえ、国際的な議論が行われている。本講演では、
  国際的な基準制定の動向と、交通安全環境研究所の取組について紹介を行う。

  後退時警報装置の基準化に
  関する国内外の動向
  主任研究員
  宝渦 寬之

  高い技術力による厳正な審査と、申請者にとって利便性・合理性の高い審査を
  両立することが、従来にも増して強く求められている中で、自動車認証審査部 
  は業務実施体制の強化を図るべく、様々な措置を講じている。ここでは、審査
  業務の現状と、自動運転や、サイバーセキュリティ及びソフトウェアアップ
  デートをはじめとした先進技術・安全性に関連する認証業務への対応等の
  自動車認証審査部における取組について概説する。

  自動車認証審査部における
  取組の概要について
  自動車認証審査部長
  是則 武志

  リコール技術検証業務に関して、「不具合情報の分析」、技術検証」、
  「車両調査」、「ユーザーへの注意喚起への取組」などについて現状を
  報告する。また、排出ガスに係る不正ソフトの有無の確認（サーベイランス）
  を紹介するとともに、今後の主な取組に関しても紹介する。

  リコール技術検証業務の現状と
  今後の取組
  リコール技術検証部長
  堀江 暢俊

  本講演では、自動運転車とドライバが運転する車両との混合交通環境下に
  おいて、自動運転車が行う制動制御の安全性を評価する手法について紹介する。
  自動運転車には、ドライバが運転する車両との交通流の中で、安全に走行する
  ことが求められる。後方を走行するドライバが感じる主観評価及び追突の危険
  性から、自動運転車の安全性を評価する手法を開発した。

  自動運転車の制動制御の
  安全性評価手法の開発
  研究員
  後閑 雅人

  日本の交通事故死亡者数の低減のためには、割合の最も高い歩行中死亡者数の
  低減が重要である。歩行中死亡事故では頭部を受傷する事例が最も多い。
  そして、歩行者保護基準の頭部保護試験範囲外の部位に頭部が衝突している
  事例が多いと考えられる。今回、歩行者頭部保護試験範囲外で加害性が最も
  高いと考えらえるAピラー部付近へ頭部インパクタ試験を実施し、歩行者頭部
  保護性能に関する検討を実施した。

  自動車の新たな歩行者頭部保護
  に関する研究
  主席研究員
  田中 良知

  自動運転中の情報端末操作が運転復帰要請後の運転復帰時間に及ぼす影響を
  調べた。情報端末の操作と並行してドライバに与えた視覚・触覚刺激に対する
  反応時間により作業負荷の定量化を試みた。若年者においてはこの手法の
  有効性を確認できたが、高齢者においては個人差が大きく、うまく評価が
  できなかったため、評価手法を改良する必要があると考えられた。

  自動運転中の作業負荷
  定量化手法に関する
  基礎的検討
  上席研究員
  関根 道昭

（開場9：30）

  鉄道認証室における最近の活動概要

  レール横圧載荷治具を用いた
  軌間拡大リスクに対する検討
  上席研究員　
  緒方 正剛

  横圧方向の荷重をレールに載荷でき、かつ、載荷荷重に対する軌間の変化を
  測定できる治具を製作し、この治具を用いることによって締結状態の良否を
  評価する方法を検討した。実験用軌道における実験及び現地実験によって、
  横圧載荷治具による荷重と軌間拡大量の関係に基づき、締結状態を含む
  まくらぎの不良を判断できる可能性を検討したので結果を報告する。

13:45～14:10 講演4

  ポスターセッション

13:30～13:45   鉄道認証室長 山﨑 輝

14:10～14:35 講演5

14:35～15:00 講演6

15:05～16:30

  地方鉄道をはじめとする採算性の厳しい路線では、列車の位置検知を正確に
  行う軌道回路の維持や更新が大きな負担となっている。この課題に対し、
  軌道回路によらない車上主体型の列車位置検知技術として、当研究所では
  これまで衛星測位システム（GNSS）の活用を検討してきたが、この過程で
  GNSSの測位精度が課題となった。本発表ではGNSSを補完するシステムを
  含む車上主体型の列車位置検知技術の評価手法等に係る検討の取組を紹介する。

  車上主体型列車制御システムに
  おける列車位置検知技術の評価
  に関する取組
  主任研究員　
  山口 大助

  海外向け鉄道システムの設計安全性評価に関し、当研究所ではこれまでの
  実績に基づき、国際規格との調和や規格適合性評価等との関連について検討
  してきた。一方、複雑化した鉄道信号システムに対応するためには、従来の
  FTA（Fault Tree Analysis）／FMEA（Failure Mode and Effects Analysis）
  等の手法に加え、STAMP（System Theoretic Accident Model and
  Processes）／STPA（System Theoretic Process. Analysis)の活用が有効
 と考えられる。本稿では、STAMP／STPAに関する取組を紹介する。

  新たな安全設計手法を用いた
  鉄道信号の設計安全性評価に
  関する取組
  主任研究員　
  工藤 希

  近年、海外における鉄道関連プロジェクトにおいて、国際規格への規格適合
  が求められることが増えてきた。特に、RAMS規格として知られているIEC 
  62278、SafetyCase規格で知られているIEC 62425、そしてソフトウェア
  規格として知られているIEC62279が求められる。これらに共通して要求
  されるものとして、トレーサビリティがある。本講演ではトレーサビリティ
  の重要性とともに、階層的な仕様が求められる意義を紹介する。

  規格適合で求められるトレーサ
  ビリティの重要性について
  主席研究員
  長谷川 智紀

  IPネットワークの活用、クラウド化が進む現在、鉄道保安装置においてもその
  流れが加速しつつある。通信と鉄道保安装置の融合が進む今、IEC規格の中
  でも鉄道において現在広く活用されているIEC62280の適用方法について、
  またこの規格を活用するに当たり必要なライフサイクル管理について、
  実際のシステム構築を行う上での留意すべき点とともに紹介する。

  鉄道信号保安装置における通信
  と国際規格の活用
  客員専門調査員
  森 崇

  近年の鉄道関連プロジェクトにおいて、システムのハード・ソフトの安全性に
  関するエビデンスだけでなく、システム構築のプロセスについても実証が求め
  られるケースが多い。その際、最も多用されるのがRAMS規格（IEC 62278／
  EN 50126）である。本講演では認証及び規格適合性評価におけるRAMS規格
  の適用の現状と解釈の例、また2017年に欧州規格が改訂されたことに伴う、
  今後の動向を紹介する。

  規格適合におけるRAMS規格の
  現状と今後の動向について
  客員専門調査員
  服部 鉄範

  カンファレンスセンターRoomAでは、本講演の内容に加え、より幅広いテーマでの
  最新の研究成果をパネル展示しております。ポスターセッションの時間では、
  説明パネルの前に担当者が待機しており、ご説明・意見交換をさせて
  いただきます。また、この時間以外にも、昼休みとコーヒーブレイクの時間
  に担当者が待機しておりますので、ぜひお立ち寄りください。
    ※展示ポスターのタイトル一覧は、中面３ページ目をご覧ください。

2019.11.21（Thu） 講演会場：イイノホール　                                  
ポスターセッション：カンファレンスセンターRoomA

  11.21講演タイムテーブル
  開会の挨拶10:00～10:05

10:20～11:05 招待講演

  交通システム研究部における研究の概要と方向性10:05～10:20  交通システム研究部長 佐藤 安弘

 交通安全環境研究所長 江角 直樹

（開場9：30）

  鉄道技術行政における最近の動向
   国土交通省鉄道局 技術企画課 技術開発室長 東平 伸

11:05～11:30 講演1

11:30～11:55 講演2

  昼休み（ポスターセッション）12:20～13:30

11:55～12:20 講演3

  事務局 連絡15:00～15:05

※
講
演
内
容
・
講
演
者
は
変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
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。
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め
ご
了
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だ
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い
。



標準ドライバモデルを適用したシャシダイナモ
メーター試験手法の検討

ポスターNo. 講演題目 所属 発表者（※：主発表者）

① 第三者安全性評価と規格適合性評価の併存
について 交通システム研究部

※林田守正、佐藤安弘、竹内俊裕、工藤 希、渡邉翔一郎、
長谷川智紀（鉄道認証室）、森 裕貴（鉄道認証室）、
水間 毅（東京大学）

③

列車運転シミュレータを活用した運転支援
装置の評価の取組

環境研究部 奥井伸宜

② 交通システム研究部
※渡邉翔一郎、竹内俊裕、長谷川智紀、山口大助、
押立貴志(客員研究員)

④ 環境研究部 ※山本敏朗、鈴木央一、柴﨑勇一

⑤

重量貨物車のディーゼル微粒子捕集フィルター
（DPF）再生時における排出ガス挙動等の把握

環境研究部 ※小鹿健一郎、菊野 樹（自動車認証審査部）

⑥

燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法の
バリデーションと国際基準調和活動への貢献

自動車安全研究部 ※細川成之、田中良知、松井靖浩

⑦

軽貨物自動車の前面衝突時の乗員傷害について

自動車安全研究部 ※松井 靖浩、及川 昌子（首都大学東京）

⑧

大型車の車両衝突速度と歩行者傷害との関係
からみた衝突被害軽減ブレーキの効果予測に
関する研究

自動車安全研究部
※青木義郎、後閑雅人、田中信壽、戸高信一（本田技術研究所）
、守屋輝人（本田技術研究所）、後藤 亮（本田技術研究所）、
千々松 良（本田技術研究所）、髙橋大介（小糸製作所）、
大塩洋彦（小糸製作所）、山本逸平（小糸製作所）

⑨

交通弱者に配慮したグレアレスADBに関する
評価解析

自動車安全研究部 ※児島 亨、岩瀬常利、廣渡太一、浦手耕二

⑩

AEBSの不要作動を確認する試験シナリオ
（案）に関する研究

自動車安全研究部 ※中川正夫、小林 摂、新国哲也

⑪

運転操作の自動化に向けた最高速度の認知に
関する検討

自動車安全研究部 新国哲也

11/21
講演1

自動運転車両における情報･セキュリティ分野
の基準に関する活動報告

交通システム研究部 ※緒方正剛、佐藤安弘

11/21
講演2

レール横圧載荷治具を用いた軌間拡大リスク
に対する検討

交通システム研究部
※山口大助、工藤 希、竹内俊裕、長谷川智紀、
篠田憲幸(客員研究員)

11/21
講演3

車上主体型列車制御システムにおける列車
位置検知技術の評価に関する取組

交通システム研究部
※工藤 希、林田守正、渡邉翔一郎、佐藤安弘、
水間  毅（東京大学）

11/21
講演4

新たな安全設計手法を用いた鉄道信号の設計
安全性評価に関する取組

鉄道認証室 長谷川智紀

11/21
講演5

規格適合で求められるトレーサビリティの
重要性について

鉄道認証室 服部鉄範（客員専門調査員）

11/21
講演6

規格適合におけるRAMS規格の現状と今後の
動向について

鉄道認証室 森 崇（客員専門調査員）

11/22
講演1

鉄道信号保安装置における通信と国際規格の
活用

環境研究部 ※奥井伸宜

11/22
講演2

電気重量車の電力消費率を高精度に評価する
ための新たなHILS試験手法の検討

環境研究部 ※宝渦寬之、関根道昭、榎本 恵、坂本一朗

11/22
講演5

後退時警報装置の基準化に関する国内外の動向

自動車安全研究部 ※田中良知、細川成之、松井靖浩、水野幸治

11/22
講演6

自動車の新たな歩行者頭部保護に関する研究

自動車安全研究部
※後閑雅人、田中信壽、岩瀬常利、廣渡太一、安本まこと、
古川 修（客員研究員）

11/22
講演7

自動運転中の作業負荷定量化手法に関する
基礎的検討

自動運転車の制動制御の安全性評価手法の開発

自動車安全研究部 ※関根道昭、榎本 恵、加藤洋子、澤間祐人（東京農工大）

ポスタータイトル 会場：カンファレンスセンターRoomA2019.11.22（Fri） 講演会場：イイノホール　                                  
ポスターセッション：カンファレンスセンターRoomA

  11.22講演タイムテーブル
  事務局 連絡10:00～10:05

  国土交通省における自動車の環境政策と国際基準調和について
  国土交通省自動車局 環境政策課長 山﨑 孝章　

10:20～11:05 招待講演1

11:05～11:30 講演1

11:30～11:55 講演2

13:10～13:35 講演3

13:35～14:00 講演4

  環境研究部における研究の概要と方向性 10:05～10:20

  ソフトウェアからみた自動車の安全性とサイバーセキュリティについて
  名古屋大学大学院 情報学研究科教授 高田 広章

16:10～16:55 招待講演2

  閉会の挨拶16:55～17:00   理事 石井 素

  自動車安全研究部における研究の概要と方向性14:00～14:15   自動車安全研究部長 河合 英直

  環境研究部長 坂本 一朗

  昼休み（ポスターセッション）11:55～13:10

14:15～14:40 講演5

15:20～15:45 講演6

15:45～16:10 講演7

  コーヒーブレイク（ポスターセッション）14:40～15:20

  電気重量車（EV）の今後の普及に備え、現在、HILS（Hardware In the
  Loop Simulation）を用いたEV試験法の整備が進められている。この際、
  EVのバッテリは、モデル化され扱われる。しかし、バッテリは劣化する、
  車両走行時は温度が変化する等、実使用時のバッテリ状態をモデルで再現
  することは難しい。そこで、実バッテリとHILSをリアルタイムに協調制御
  させた新たなHILS評価手法を検討した。

  電気重量車の電力消費率を
  高精度に評価するための新たな
  HILS試験手法の検討
  主任研究員
  奥井 伸宜

  大型車等に取り付けられている後退時警報装置については、現在、国際的な
  枠組みにおいて、新たな基準制定が進められている。この後退時警報装置に
  ついては、対歩行者の事故防止に一定の効果がある一方で、比較的大きな音量
  を発することから、周辺住民等の苦情の原因となりうる。そのため、適切な
  音量を検討しつつ、あわせてカメラモニタリングシステム等の他の安全装置に
  よる安全も比較考量のうえ、国際的な議論が行われている。本講演では、
  国際的な基準制定の動向と、交通安全環境研究所の取組について紹介を行う。

  後退時警報装置の基準化に
  関する国内外の動向
  主任研究員
  宝渦 寬之

  高い技術力による厳正な審査と、申請者にとって利便性・合理性の高い審査を
  両立することが、従来にも増して強く求められている中で、自動車認証審査部 
  は業務実施体制の強化を図るべく、様々な措置を講じている。ここでは、審査
  業務の現状と、自動運転や、サイバーセキュリティ及びソフトウェアアップ
  デートをはじめとした先進技術・安全性に関連する認証業務への対応等の
  自動車認証審査部における取組について概説する。

  自動車認証審査部における
  取組の概要について
  自動車認証審査部長
  是則 武志

  リコール技術検証業務に関して、「不具合情報の分析」、技術検証」、
  「車両調査」、「ユーザーへの注意喚起への取組」などについて現状を
  報告する。また、排出ガスに係る不正ソフトの有無の確認（サーベイランス）
  を紹介するとともに、今後の主な取組に関しても紹介する。

  リコール技術検証業務の現状と
  今後の取組
  リコール技術検証部長
  堀江 暢俊

  本講演では、自動運転車とドライバが運転する車両との混合交通環境下に
  おいて、自動運転車が行う制動制御の安全性を評価する手法について紹介する。
  自動運転車には、ドライバが運転する車両との交通流の中で、安全に走行する
  ことが求められる。後方を走行するドライバが感じる主観評価及び追突の危険
  性から、自動運転車の安全性を評価する手法を開発した。

  自動運転車の制動制御の
  安全性評価手法の開発
  研究員
  後閑 雅人

  日本の交通事故死亡者数の低減のためには、割合の最も高い歩行中死亡者数の
  低減が重要である。歩行中死亡事故では頭部を受傷する事例が最も多い。
  そして、歩行者保護基準の頭部保護試験範囲外の部位に頭部が衝突している
  事例が多いと考えられる。今回、歩行者頭部保護試験範囲外で加害性が最も
  高いと考えらえるAピラー部付近へ頭部インパクタ試験を実施し、歩行者頭部
  保護性能に関する検討を実施した。

  自動車の新たな歩行者頭部保護
  に関する研究
  主席研究員
  田中 良知

  自動運転中の情報端末操作が運転復帰要請後の運転復帰時間に及ぼす影響を
  調べた。情報端末の操作と並行してドライバに与えた視覚・触覚刺激に対する
  反応時間により作業負荷の定量化を試みた。若年者においてはこの手法の
  有効性を確認できたが、高齢者においては個人差が大きく、うまく評価が
  できなかったため、評価手法を改良する必要があると考えられた。

  自動運転中の作業負荷
  定量化手法に関する
  基礎的検討
  上席研究員
  関根 道昭

（開場9：30）

  鉄道認証室における最近の活動概要

  レール横圧載荷治具を用いた
  軌間拡大リスクに対する検討
  上席研究員　
  緒方 正剛

  横圧方向の荷重をレールに載荷でき、かつ、載荷荷重に対する軌間の変化を
  測定できる治具を製作し、この治具を用いることによって締結状態の良否を
  評価する方法を検討した。実験用軌道における実験及び現地実験によって、
  横圧載荷治具による荷重と軌間拡大量の関係に基づき、締結状態を含む
  まくらぎの不良を判断できる可能性を検討したので結果を報告する。

13:45～14:10 講演4

  ポスターセッション

13:30～13:45   鉄道認証室長 山﨑 輝

14:10～14:35 講演5

14:35～15:00 講演6

15:05～16:30

  地方鉄道をはじめとする採算性の厳しい路線では、列車の位置検知を正確に
  行う軌道回路の維持や更新が大きな負担となっている。この課題に対し、
  軌道回路によらない車上主体型の列車位置検知技術として、当研究所では
  これまで衛星測位システム（GNSS）の活用を検討してきたが、この過程で
  GNSSの測位精度が課題となった。本発表ではGNSSを補完するシステムを
  含む車上主体型の列車位置検知技術の評価手法等に係る検討の取組を紹介する。

  車上主体型列車制御システムに
  おける列車位置検知技術の評価
  に関する取組
  主任研究員　
  山口 大助

  海外向け鉄道システムの設計安全性評価に関し、当研究所ではこれまでの
  実績に基づき、国際規格との調和や規格適合性評価等との関連について検討
  してきた。一方、複雑化した鉄道信号システムに対応するためには、従来の
  FTA（Fault Tree Analysis）／FMEA（Failure Mode and Effects Analysis）
  等の手法に加え、STAMP（System Theoretic Accident Model and
  Processes）／STPA（System Theoretic Process. Analysis)の活用が有効
 と考えられる。本稿では、STAMP／STPAに関する取組を紹介する。

  新たな安全設計手法を用いた
  鉄道信号の設計安全性評価に
  関する取組
  主任研究員　
  工藤 希

  近年、海外における鉄道関連プロジェクトにおいて、国際規格への規格適合
  が求められることが増えてきた。特に、RAMS規格として知られているIEC 
  62278、SafetyCase規格で知られているIEC 62425、そしてソフトウェア
  規格として知られているIEC62279が求められる。これらに共通して要求
  されるものとして、トレーサビリティがある。本講演ではトレーサビリティ
  の重要性とともに、階層的な仕様が求められる意義を紹介する。

  規格適合で求められるトレーサ
  ビリティの重要性について
  主席研究員
  長谷川 智紀

  IPネットワークの活用、クラウド化が進む現在、鉄道保安装置においてもその
  流れが加速しつつある。通信と鉄道保安装置の融合が進む今、IEC規格の中
  でも鉄道において現在広く活用されているIEC62280の適用方法について、
  またこの規格を活用するに当たり必要なライフサイクル管理について、
  実際のシステム構築を行う上での留意すべき点とともに紹介する。

  鉄道信号保安装置における通信
  と国際規格の活用
  客員専門調査員
  森 崇

  近年の鉄道関連プロジェクトにおいて、システムのハード・ソフトの安全性に
  関するエビデンスだけでなく、システム構築のプロセスについても実証が求め
  られるケースが多い。その際、最も多用されるのがRAMS規格（IEC 62278／
  EN 50126）である。本講演では認証及び規格適合性評価におけるRAMS規格
  の適用の現状と解釈の例、また2017年に欧州規格が改訂されたことに伴う、
  今後の動向を紹介する。

  規格適合におけるRAMS規格の
  現状と今後の動向について
  客員専門調査員
  服部 鉄範

  カンファレンスセンターRoomAでは、本講演の内容に加え、より幅広いテーマでの
  最新の研究成果をパネル展示しております。ポスターセッションの時間では、
  説明パネルの前に担当者が待機しており、ご説明・意見交換をさせて
  いただきます。また、この時間以外にも、昼休みとコーヒーブレイクの時間
  に担当者が待機しておりますので、ぜひお立ち寄りください。
    ※展示ポスターのタイトル一覧は、中面３ページ目をご覧ください。

2019.11.21（Thu） 講演会場：イイノホール　                                  
ポスターセッション：カンファレンスセンターRoomA

  11.21講演タイムテーブル
  開会の挨拶10:00～10:05

10:20～11:05 招待講演

  交通システム研究部における研究の概要と方向性10:05～10:20  交通システム研究部長 佐藤 安弘

 交通安全環境研究所長 江角 直樹

（開場9：30）

  鉄道技術行政における最近の動向
   国土交通省鉄道局 技術企画課 技術開発室長 東平 伸

11:05～11:30 講演1

11:30～11:55 講演2

  昼休み（ポスターセッション）12:20～13:30

11:55～12:20 講演3

  事務局 連絡15:00～15:05

※
講
演
内
容
・
講
演
者
は
変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
予
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。
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■交通システム研究部の取組

交通システム研究部における研究の概要と方向性 交通システム研究部長 佐藤	安弘 1

講演１	 レール横圧載荷治具を用いた軌間拡大リスクに対する検討 上席研究員 緒方	正剛 3

講演２	 車上主体型列車制御システムにおける列車位置検知技術の評価に
関する取組

主任研究員 山口	大助 7

講演３	 新たな安全設計手法を用いた鉄道信号の設計安全性評価に関する
取組

主任研究員 工藤	希 11

■鉄道認証室の取組

鉄道認証室における最近の活動概要 鉄道認証室長 山﨑	輝 15

講演４	 規格適合で求められるトレーサビリティの重要性について 主席研究員 長谷川	智紀 17

講演５	 規格適合における RAMS 規格の現状と今後の動向について 客員専門調査員 服部	鉄範 21

講演６	 鉄道信号保安装置における通信と国際規格の活用 客員専門調査員 森	崇 25

	 11月22日の講演（イイノホール）
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■環境研究部の取組

環境研究部における研究の概要と方向性 環境研究部長 坂本	一朗 31

講演１	 電気重量車の電力消費率を高精度に評価するための新たな HILS 試
験手法の検討

主任研究員 奥井	伸宜 33

講演２	 後退時警報装置の基準化に関する国内外の動向 主任研究員 宝渦	寬之 37

■自動車認証審査部・リコール技術検証部の取組

講演３	 自動車認証審査部における取組の概要について 自動車認証審査部長 是則	武志 41

講演４	 リコール技術検証業務の現状と今後の取組 リコール技術検証部長 堀江	暢俊 43

■自動車安全研究部の取組
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交通システム研究部における研究の概要と方向性 
 
 

交通システム研究部   佐藤 安弘 
 

 
１．まえがき 

 交通安全環境研究所は、日々の生活や経済活動に

欠かせない自動車及び鉄道等の陸上交通について、

国の施策に直結した試験研究業務を通じて、安全・

安心の確保及び環境の保全に貢献するための取り

組みを進めている。 
 その中で、交通システム研究部は、鉄道、LRT
（Light Rail Transit：次世代型路面電車システム）等

の交通システムに係る安全及び安定輸送の確保に

貢献するため、事故の原因究明、省コストで安全性

の向上を図ることができる事故防止対策の検討、新

たな交通システム・設備・車両の技術評価等を実施

してきた。また、地域交通の維持・活性化、高齢者

や交通弱者の移動の安全・安心の確保、自動車と鉄

道等の技術連携など、陸上交通の総合的な安全・環

境に関わる様々な課題について、自動車・鉄道の双

方を所管する当研究所の特長を生かした分野横断

的な研究にも取り組んできた。 
 また、近年では、我が国鉄道技術の国際的な展開

が国の重要施策の一つとして位置づけられている

中で、この鉄道技術の国際的な展開に資するため、

海外向けの交通システム・設備・車両の技術評価等

に取り組んできた。 
 本稿では、当研究部が実施している取り組みの概

要について報告する。 
 

２．交通システム研究部の研究 
２．１．研究重点分野 
 自動車技術総合機構の平成 28 年度から令和 2 年

度までの中期計画において、当研究部関係としては、

研究重点分野として以下の 3 つの柱を立てている。 
（1）都市交通システムの安全性・信頼性評価 
（2）地方鉄道の安全性向上 
（3）公共交通の導入促進・評価 

 これらは国土交通省における鉄道分野の主要施

策に対応しているものであるが、この各重点分野に

おいて、1 つ又は複数の研究テーマを立てて、研究

に取り組んでいる。以下、各重点分野ごとに現在の

取り組みを紹介する。  
２．２．都市交通システムの安全性・信頼性評価 
 都市交通システムに用いられる技術の安全性・信

頼性に関し、技術評価の的確な遂行に資するよう、

国内外の動向を踏まえた評価手法の研究を行い、新

たな技術の導入促進及び主要施策である我が国鉄

道技術の国際的な展開に貢献することを目指して

いる。 
 具体的には、海外プロジェクト向けの安全性評価

等を受託研究として実施してきており、我が国の鉄

道における安全確保の考え方に立脚しつつ、国際規

格との調和や信頼性にも着目した評価手法につい

て、標準化・体系化に取り組んできた。平成 30 年

度からは、無線式列車制御システム等、近年の信号

システムの高度化・複雑化に対応した新たなモデル

によるリスク解析を含めた評価の深度化に取り組

んでいる。 
 また、海外プロジェクト向けの同一システムに対

して、当研究部が実施する安全性評価及び鉄道認証

室が実施する国際規格適合性評価の両方が求めら

れる場合があり、そのような場合を含め、より相手

先が理解しやすい安全性評価報告書等のありかた

について検討している。 
 今後も新たに開発されたシステム等の安全性評

価を継続的に実施することとしている。 
２．３．地方鉄道の安全性向上 
 自動車分野等で急速に進展している情報通信技

術、画像処理技術、衛星測位技術、各種センサ技術

等に着目し、鉄道分野の予防安全や運転支援システ

ム等を低コストで実現する手法の研究を行い、次世

代技術を活用したメンテナンスの効率化・省力化及
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講演１．レール横圧載荷治具を用いた軌間拡大リスクに対する検討 

 
 

 

交通システム研究部  ※緒方 正剛  佐藤 安弘 
 

 

１．はじめに 
鉄道の軌道構造として古くから用いられてきた木

まくらぎ軌道は、地方鉄道等において現在も広く用い

られている。急曲線部などでは列車の走行に伴い比較

的大きな横圧がレールに作用する一方で、木まくらぎ

の劣化などにより犬くぎによるレール締結力が低下

すると、軌間拡大が発生し、脱線事故につながるリス

クが高まる。近年、地方鉄道において軌間拡大による

脱線事故が目立っており、まくらぎや締結装置の維持

管理が十分行われていない状況が指摘されている
1)-3)。  
軌道の維持管理において、まくらぎの劣化等につい

ては目視による異常の判別を要し、熟練した技能を要

することから、異常の判断基準を数値で示せることが

望ましい。従来から、軌道検測車を用いた動的な軌道

変位の測定によって、輪重や横圧が作用する条件での

軌間変位を管理することができるものの、コスト等の

面から軌道検測車を導入することが困難な地方鉄道

事業者もある。また、路面電車の軌道は舗装に覆われ

ている場合、締結装置の状態を目視確認できない。 
そこで、舗装除去がない低コストな検査として、横

圧方向の荷重をレールに載荷でき、かつ、載荷荷重に

対する軌間の変化を測定できる治具を製作し、締結の

不良状態を模擬した実験を行った。さらに、実際の軌

道でこの治具を用いた実験を実施し、締結状態の良否

を数値で評価できるかを検討したので報告する。 
 

２．横圧載荷治具の検討と製作 
 軌間拡大によるリスクを線路全線に渡って把握す

るためには、走行中に動的な軌間変位が測定可能であ

ることが望ましい 4)が、軌道検測車以外の方法で正確

に把握することは、現状では困難となっている。そこ

で、目視等でまくらぎの劣化等について疑われる箇所

において、レールに左右方向の荷重をかけ、軌間の変

化を簡易に評価する方法を検討した 5)。このために製

作した治具の仕様を表 1 及び図 1 に示す。 
 

表 1 横圧載荷治具の仕様 

図 1 横圧載荷治具 
 

３．実験用軌道における実験 
３．１．実験用軌道の概要 

 実験室内の実験用軌道において、製作した横圧載荷

治具を用いた実験を行い、レール締結状態と軌間変化

の関係を把握した。横圧載荷治具の設置状況を図 2 に

示す。実験用軌道の諸元は表 2 に示すとおりである。 

図 2 実験用軌道への横圧載荷治具の設置状況 

構成 油圧ジャッキ，手動ポンプ等

最大荷重 15kN(ロードセルによる測定)

軌間 1435mm, 1067mm(部材組替により対応)

軌間拡大量の 100mm(デジタル式リニアスケールによ
最大値 る測定)

載荷部位 レール頭部(併用軌道対応)

電源 乾電池等(商用電源不要)

びモニタリング技術を活用した事故等の未然防止

に資する施策に貢献することを目指している。 
 自動車・鉄道の双方にかかる分野横断的な研究と

して、ITS（Intelligent Transport Systems：高度道路交

通システム）の車車間通信技術や測位技術等を活用

し、危険状態を検知してドライバー・運転士に注意

喚起を行う安全運転支援システムにこれまで取り

組んできたが、平成 30 年度より、自動車の自動運

転用自律検知技術を地方鉄道等に導入する際に技

術評価を行うための研究を開始した。 
 鉄道の車両、施設の保守管理については、脱線事

故の防止等走行安全性の確保のため極めて重要で

あり、近年低コスト化、高性能化が進んでいるセン

サ類を活用し、主に地方鉄道を対象とした軌道等の

状態監視技術に関する研究を進め、地方鉄道の保守

負担を軽減しつつ安全性の維持・向上に貢献してい

くこととしている。具体的には、振動センサ、騒音

計、GPS、汎用無線等を組み合わせて、営業車両を

活用した軌道状態監視システム（プローブ車両）に

よる予防保全支援システムの構築を進めているほ

か、最近では、軌間拡大による脱線に対するリスク

を簡易な治具を用いて評価するための検討を進め

ている。 
 さらに、将来に向けて一層の保守負担軽減、省コ

スト化を図るには、軌道回路等の地上設備に頼って

いる列車の位置検知を車上主体に置き換え、地上設

備を削減・省力化することが求められる。このため、

準天頂衛星、GPS 等の衛星測位技術を活用して列車

の位置検知を行う車上システムについて、これまで

取り組んできた衛星測位による位置検知の精度上

の課題を踏まえ、慣性計測装置等の車上列車位置検

知技術も活用しつつ、位置検知の精度・信頼性を含

む安全性に関する研究に取り組んでいる。 
２．４．公共交通の導入促進・評価 
 超高齢化・人口減少等の社会情勢の変化に対応し、

高齢者、交通弱者等の特性を考慮した交通システム

技術や軌道系交通システムと自動車交通の連携を

踏まえた公共交通導入評価手法に関する研究を行

い、将来にわたって持続可能な交通ネットワークの

構築に資する施策に貢献することを目指している。 
 LRT は、地下鉄・高架鉄道に比して乗降における

上下移動が少なく、高齢化社会が進展する中で交通

弱者にも利用しやすい軌道系交通システムである。

その一方で、既存の道路空間に併用軌道として導入

する場合には、車線減少や交差点での信号制御の変

更などによる道路交通流への影響が考えられるこ

とから、路線バスなどを含む道路交通及び LRT な

どの軌道系交通を模擬したシミュレーションによ

る評価を行い、LRT の導入効果や道路交通流への影

響等について、CO2 排出量など環境への影響も含め

た定量的評価を行っている。 
 近年では、電動で、時速 20km 未満で公道を走る

4 人乗り以上のモビリティ「グリーンスローモビリ

ティ」の活用が推進されている。こうした、スロー

モビリティの導入効果の評価を行うための交通流

シミュレーション等の研究を進めている。 
 また、当研究所に設置されている列車運転シミュ

レータにより、架線レス車両などを対象に省エネル

ギー運転の評価や運転支援手法の研究を実施する

など、新たな方式の交通システムや新技術の導入を

支援するための技術評価等に取り組んでいる。 
２．５．その他の取組 
 上記の取り組みの他、当機構の中期計画における

研究の重点分野とは位置づけていないものの、継続

的な取り組みが必要なテーマについて、自主事業と

して実施している。特に、当研究所は、索道（ロー

プウェイ、リフト等）の試験を行うことができる我

が国唯一の公的機関として、握索装置（搬器をロー

プに固定する装置）や新型ロープの試験など索道に

関する試験研究に継続的に取り組んでいる。  
 

３．今後の展開 
 交通システム研究部では、都市交通システムの安

全性・信頼性評価、地方鉄道の安全性向上、公共交

通の導入促進・評価を重点分野として研究に取り組

んでおり、これらの研究を通じて、国の施策の支援

や、安全で持続可能な交通社会の実現に貢献してい

る。 
 今後も、無線式列車制御システム、自動運転用技

術、車上列車位置検知技術などの新技術の動向を踏

まえ、新技術の安全で円滑な導入に貢献できるよう、

当研究所が有する研究資産と、これまで培ってきた

技術力を活用しつつ、自動車・鉄道の双方を所管す

る当研究所の特長を生かした研究に積極的に取り

組むことにより、引き続き、我が国鉄道技術の安全

性・信頼性の確保や国際的な展開への貢献を果たし

ていきたいと考えている。 
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講演１．レール横圧載荷治具を用いた軌間拡大リスクに対する検討 

 
 

 

交通システム研究部  ※緒方 正剛  佐藤 安弘 
 

 

１．はじめに 
鉄道の軌道構造として古くから用いられてきた木

まくらぎ軌道は、地方鉄道等において現在も広く用い

られている。急曲線部などでは列車の走行に伴い比較

的大きな横圧がレールに作用する一方で、木まくらぎ

の劣化などにより犬くぎによるレール締結力が低下

すると、軌間拡大が発生し、脱線事故につながるリス

クが高まる。近年、地方鉄道において軌間拡大による

脱線事故が目立っており、まくらぎや締結装置の維持

管理が十分行われていない状況が指摘されている
1)-3)。  
軌道の維持管理において、まくらぎの劣化等につい

ては目視による異常の判別を要し、熟練した技能を要

することから、異常の判断基準を数値で示せることが

望ましい。従来から、軌道検測車を用いた動的な軌道

変位の測定によって、輪重や横圧が作用する条件での

軌間変位を管理することができるものの、コスト等の

面から軌道検測車を導入することが困難な地方鉄道

事業者もある。また、路面電車の軌道は舗装に覆われ

ている場合、締結装置の状態を目視確認できない。 
そこで、舗装除去がない低コストな検査として、横

圧方向の荷重をレールに載荷でき、かつ、載荷荷重に

対する軌間の変化を測定できる治具を製作し、締結の

不良状態を模擬した実験を行った。さらに、実際の軌

道でこの治具を用いた実験を実施し、締結状態の良否

を数値で評価できるかを検討したので報告する。 
 

２．横圧載荷治具の検討と製作 
 軌間拡大によるリスクを線路全線に渡って把握す

るためには、走行中に動的な軌間変位が測定可能であ

ることが望ましい 4)が、軌道検測車以外の方法で正確

に把握することは、現状では困難となっている。そこ

で、目視等でまくらぎの劣化等について疑われる箇所

において、レールに左右方向の荷重をかけ、軌間の変

化を簡易に評価する方法を検討した 5)。このために製

作した治具の仕様を表 1 及び図 1 に示す。 
 

表 1 横圧載荷治具の仕様 

図 1 横圧載荷治具 
 

３．実験用軌道における実験 
３．１．実験用軌道の概要 

 実験室内の実験用軌道において、製作した横圧載荷

治具を用いた実験を行い、レール締結状態と軌間変化

の関係を把握した。横圧載荷治具の設置状況を図 2 に

示す。実験用軌道の諸元は表 2 に示すとおりである。 

図 2 実験用軌道への横圧載荷治具の設置状況 
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ている。 
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備を削減・省力化することが求められる。このため、

準天頂衛星、GPS 等の衛星測位技術を活用して列車
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取り組んできた衛星測位による位置検知の精度上
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知技術も活用しつつ、位置検知の精度・信頼性を含

む安全性に関する研究に取り組んでいる。 
２．４．公共交通の導入促進・評価 
 超高齢化・人口減少等の社会情勢の変化に対応し、

高齢者、交通弱者等の特性を考慮した交通システム

技術や軌道系交通システムと自動車交通の連携を

踏まえた公共交通導入評価手法に関する研究を行

い、将来にわたって持続可能な交通ネットワークの

構築に資する施策に貢献することを目指している。 
 LRT は、地下鉄・高架鉄道に比して乗降における

上下移動が少なく、高齢化社会が進展する中で交通

弱者にも利用しやすい軌道系交通システムである。

その一方で、既存の道路空間に併用軌道として導入

する場合には、車線減少や交差点での信号制御の変

更などによる道路交通流への影響が考えられるこ

とから、路線バスなどを含む道路交通及び LRT な

どの軌道系交通を模擬したシミュレーションによ

る評価を行い、LRT の導入効果や道路交通流への影

響等について、CO2 排出量など環境への影響も含め

た定量的評価を行っている。 
 近年では、電動で、時速 20km 未満で公道を走る

4 人乗り以上のモビリティ「グリーンスローモビリ

ティ」の活用が推進されている。こうした、スロー

モビリティの導入効果の評価を行うための交通流

シミュレーション等の研究を進めている。 
 また、当研究所に設置されている列車運転シミュ

レータにより、架線レス車両などを対象に省エネル

ギー運転の評価や運転支援手法の研究を実施する

など、新たな方式の交通システムや新技術の導入を

支援するための技術評価等に取り組んでいる。 
２．５．その他の取組 
 上記の取り組みの他、当機構の中期計画における

研究の重点分野とは位置づけていないものの、継続

的な取り組みが必要なテーマについて、自主事業と

して実施している。特に、当研究所は、索道（ロー

プウェイ、リフト等）の試験を行うことができる我

が国唯一の公的機関として、握索装置（搬器をロー

プに固定する装置）や新型ロープの試験など索道に

関する試験研究に継続的に取り組んでいる。  
 

３．今後の展開 
 交通システム研究部では、都市交通システムの安

全性・信頼性評価、地方鉄道の安全性向上、公共交

通の導入促進・評価を重点分野として研究に取り組

んでおり、これらの研究を通じて、国の施策の支援

や、安全で持続可能な交通社会の実現に貢献してい

る。 
 今後も、無線式列車制御システム、自動運転用技

術、車上列車位置検知技術などの新技術の動向を踏

まえ、新技術の安全で円滑な導入に貢献できるよう、

当研究所が有する研究資産と、これまで培ってきた

技術力を活用しつつ、自動車・鉄道の双方を所管す

る当研究所の特長を生かした研究に積極的に取り

組むことにより、引き続き、我が国鉄道技術の安全

性・信頼性の確保や国際的な展開への貢献を果たし

ていきたいと考えている。 
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横圧変動分(車両の左右動の影響等)の和として算定す

ることができる 6)。ここでは一例として、曲線通過時

の車両による発生横圧を 40kN とする。 
   一方、軌間変位の限度値は、レールと輪軸の寸法

関係から、一般に 40mm 程度となっている 6)。当該箇

所のスラックや静的な軌間変位によって、動的な軌間

拡大量の許容値は異なる。一例として、昭和 62 年以

前の旧国鉄におけるスラックの最大値 25mm を適用

した場合の保守余裕は、40mm－25mm＝15mm とな

る。なおかつ、当該箇所には軌間変位が生じている可

能性がある。軌間変位の静的値は整備基準値を下回っ

ているものとし、仮に+5mm(静的値)発生しているも

のとすると、動的な軌間拡大量の許容値は 15mm－

5mm＝10mm となる。 
４．２．実験結果を用いた評価例 
 以上の例について、実験用軌道の実験結果を当ては

めて検討した結果を表 3 に示す。 
 

表 3 実験用軌道の実験結果に基づく評価例 

 
 表 3 では、まくらぎ連続不良本数 2 本までは、横圧

40kN 発生時の軌間拡大量は許容値を下回る一方、ま

くらぎ連続不良本数3本以上では許容値を上回ること

を示している。文献 7)によれば、「まくらぎの危険限

界については、曲線部において連続 2 本以上、直線部

においては 3 本以上、不良まくらぎが連続配列になる

と列車通過時の動的軌間拡大量が大きくなって 7mm
を超えることがあり、犬くぎの押出しに対する残留変

位も発生しやすくなる」とされており、表 3 の結果は

このことと整合性があるものと考えられる。 
 

５．現地実験による評価法の検証 
５．１．構内側線における実験 
５．１．１．実験状況 
 地方鉄道の構内の側線で現地実験を実施した。実験

では、横圧載荷治具を用いて、荷重と変位（軌間拡大

量）の関係を複数箇所で把握した。2 箇所はまくらぎ

及び締結の状態が比較的よいと思われる箇所、2 箇所

はまくらぎの劣化により締結状態が比較的悪いと思

われる箇所を選定した。軌道条件を表 4 に示す。実験

による軌道の破損を避けるため、載荷荷重は 3kN まで

を目安とし、載荷中に軌間拡大量が 3mm に達した場

合は、荷重はそれ以上かけないこととした。 
 

表 4 構内側線における軌道の諸元 

 
５．１．２．実験結果 
 4 箇所の地点のうち、地点 1 については、締結状態

不良により横圧を 1.5kN 載荷した時点で変位が 3mm
に達する状況であったため、載荷を中止した。それ以

外の地点について、前記 3 章での検討に準じて、曲線

通過時の発生横圧 40kN の場合の軌間拡大量推定値

を求めた結果は、表 5 の通りとなった。 
 

表 5 実験結果及び締結状態の評価 

 
 地点 1 のほかに、目視でも不良が疑われた地点 3 に

ついては、軌間拡大量は許容値を超えて大きくなると

推定されるため、不良と判断される。ただし、地点 3
は直線区間であり、車両通過時の作用横圧が 40kN を

かなり下回ると思われるので、実際の軌間拡大量はか

なり小さくなるものと考えられる。 
 一方、目視で締結状態が正常であった地点 2 及び地

点4では、軌間拡大量の推定値は許容値を下回るため、

実験結果からも正常と判断される。特に、犬くぎ締結

直後の地点 4 は、最も軌間拡大量が小さいことが確認

された。 
５．２．併用軌道における実験 
５．２．１．実験状況 
 路面電車の併用軌道で現地実験を実施した。4 箇所

を選定し、横圧載荷治具を用いて、荷重と変位（軌間

拡大量）の関係を把握した。1 箇所は近年スラブ直結

まくらぎ連続不良本数(本) 2 3 4

軌間拡大量 (mm)(5kN載荷実験時) 1.1 1.5 2.1

軌間拡大量 (mm)(横圧40kN推定値) 8.8 12 16.8

軌間拡大量 (mm)(許容値) 10 10 10

判定 〇 × ×

軌間 1067mm

レール種別 30kg

まくらぎ種別 木まくらぎ

まくらぎ配置本数 6本／5m

締結装置 犬くぎ(1まくらぎ当たり4本)

道床 砕石

地点 1 2 3 4

線形 直線 曲線 直線 曲線

締結状態(目視) 不良 良 不良 良(最近打直し)

地点 2 3 4

軌間拡大量 (mm)(3kN載荷実験時) 0.7 1.8 0.4

軌間拡大量 (mm)(横圧40kN推定値) 8.8 24.3 5.1

軌間拡大量 (mm)(許容値) 10 10 10

判定 〇 × 〇

表 2 実験用軌道の諸元 

 

３．２．実験方法 
 実験用軌道の全長が限られていることから、実験可

能な条件は限られているものの、軌道の状態について

不良本数の違いを見るため、以下の 4 条件を設定し、

実験を行った。 
・締結装置が全て正常(表 2 に示す締結トルク)の場合 
・まくらぎ 6 本のうち中央部 2 本の締結装置が緩んで

いた場合(まくらぎ連続不良 2 本：締結装置 8 箇所

の締結トルクが 0Nm でそのほかは正常) 
・中央部 3 本の締結装置が緩んでいた場合(まくらぎ

連続不良 3 本) 
・中央部 4 本の締結装置が緩んでいた場合(まくらぎ

連続不良 4 本) 
 
 横圧載荷治具を軌道の中央部に設置し、荷重は

0.5kN ずつ増加させ、それぞれの荷重における変位量

(軌間拡大量)を測定する。最大荷重は 5kN とする。同

条件における荷重載荷を複数回実施する。 
３．３．実験結果 
 荷重-変位曲線(横圧と軌間拡大量の関係)を図 3～図

5 に示す。この実験結果より、以下のことがわかった。 
 荷重 1～2kN 程度では、軌間が動かないことがある

ため、少なくとも 3kN 以上の荷重を載荷しないと、軌

道側の条件による違いが判然としない。一方、5kN ま

での載荷におけるいずれの条件においても、荷重と変

位の間にはほぼ線形の関係があった。 
 また、締結状態が不良であるまくらぎの本数が増え

るほど、同じ荷重による変位(軌間拡大量)が増加する。

例えば、締結装置が全て正常の場合の荷重 5kN におけ

る変位量は 1.0mm であった。これに対し、まくらぎ

不良本数 4 本の場合の荷重 5kN における変位量は

2.1mm であった。したがって、レール横圧載荷治具に

よる荷重と軌間拡大量の関係に基づき、締結状態を含

むまくらぎの不良を判断できる可能性があると考え

られる。 

図 3 横圧と軌間拡大量の関係(まくらぎ正常) 

図 4 横圧と軌間拡大量の関係(まくらぎ不良 2 本) 

図 5 横圧と軌間拡大量の関係(まくらぎ不良 4 本) 
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拡大による脱線事故は急曲線部で主に発生しており、

曲線通過時の発生横圧は線形や車両諸元等によって
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横圧変動分(車両の左右動の影響等)の和として算定す

ることができる 6)。ここでは一例として、曲線通過時

の車両による発生横圧を 40kN とする。 
   一方、軌間変位の限度値は、レールと輪軸の寸法

関係から、一般に 40mm 程度となっている 6)。当該箇

所のスラックや静的な軌間変位によって、動的な軌間

拡大量の許容値は異なる。一例として、昭和 62 年以

前の旧国鉄におけるスラックの最大値 25mm を適用

した場合の保守余裕は、40mm－25mm＝15mm とな

る。なおかつ、当該箇所には軌間変位が生じている可

能性がある。軌間変位の静的値は整備基準値を下回っ

ているものとし、仮に+5mm(静的値)発生しているも

のとすると、動的な軌間拡大量の許容値は 15mm－

5mm＝10mm となる。 
４．２．実験結果を用いた評価例 
 以上の例について、実験用軌道の実験結果を当ては

めて検討した結果を表 3 に示す。 
 

表 3 実験用軌道の実験結果に基づく評価例 

 
 表 3 では、まくらぎ連続不良本数 2 本までは、横圧

40kN 発生時の軌間拡大量は許容値を下回る一方、ま

くらぎ連続不良本数3本以上では許容値を上回ること

を示している。文献 7)によれば、「まくらぎの危険限

界については、曲線部において連続 2 本以上、直線部

においては 3 本以上、不良まくらぎが連続配列になる

と列車通過時の動的軌間拡大量が大きくなって 7mm
を超えることがあり、犬くぎの押出しに対する残留変

位も発生しやすくなる」とされており、表 3 の結果は

このことと整合性があるものと考えられる。 
 

５．現地実験による評価法の検証 
５．１．構内側線における実験 
５．１．１．実験状況 
 地方鉄道の構内の側線で現地実験を実施した。実験

では、横圧載荷治具を用いて、荷重と変位（軌間拡大

量）の関係を複数箇所で把握した。2 箇所はまくらぎ

及び締結の状態が比較的よいと思われる箇所、2 箇所

はまくらぎの劣化により締結状態が比較的悪いと思

われる箇所を選定した。軌道条件を表 4 に示す。実験

による軌道の破損を避けるため、載荷荷重は 3kN まで

を目安とし、載荷中に軌間拡大量が 3mm に達した場

合は、荷重はそれ以上かけないこととした。 
 

表 4 構内側線における軌道の諸元 

 
５．１．２．実験結果 
 4 箇所の地点のうち、地点 1 については、締結状態

不良により横圧を 1.5kN 載荷した時点で変位が 3mm
に達する状況であったため、載荷を中止した。それ以

外の地点について、前記 3 章での検討に準じて、曲線

通過時の発生横圧 40kN の場合の軌間拡大量推定値

を求めた結果は、表 5 の通りとなった。 
 

表 5 実験結果及び締結状態の評価 

 
 地点 1 のほかに、目視でも不良が疑われた地点 3 に

ついては、軌間拡大量は許容値を超えて大きくなると

推定されるため、不良と判断される。ただし、地点 3
は直線区間であり、車両通過時の作用横圧が 40kN を

かなり下回ると思われるので、実際の軌間拡大量はか

なり小さくなるものと考えられる。 
 一方、目視で締結状態が正常であった地点 2 及び地

点4では、軌間拡大量の推定値は許容値を下回るため、

実験結果からも正常と判断される。特に、犬くぎ締結

直後の地点 4 は、最も軌間拡大量が小さいことが確認

された。 
５．２．併用軌道における実験 
５．２．１．実験状況 
 路面電車の併用軌道で現地実験を実施した。4 箇所

を選定し、横圧載荷治具を用いて、荷重と変位（軌間

拡大量）の関係を把握した。1 箇所は近年スラブ直結

まくらぎ連続不良本数(本) 2 3 4

軌間拡大量 (mm)(5kN載荷実験時) 1.1 1.5 2.1

軌間拡大量 (mm)(横圧40kN推定値) 8.8 12 16.8

軌間拡大量 (mm)(許容値) 10 10 10

判定 〇 × ×

軌間 1067mm

レール種別 30kg

まくらぎ種別 木まくらぎ

まくらぎ配置本数 6本／5m

締結装置 犬くぎ(1まくらぎ当たり4本)

道床 砕石

地点 1 2 3 4

線形 直線 曲線 直線 曲線

締結状態(目視) 不良 良 不良 良(最近打直し)

地点 2 3 4

軌間拡大量 (mm)(3kN載荷実験時) 0.7 1.8 0.4

軌間拡大量 (mm)(横圧40kN推定値) 8.8 24.3 5.1

軌間拡大量 (mm)(許容値) 10 10 10

判定 〇 × 〇

表 2 実験用軌道の諸元 

 

３．２．実験方法 
 実験用軌道の全長が限られていることから、実験可

能な条件は限られているものの、軌道の状態について

不良本数の違いを見るため、以下の 4 条件を設定し、

実験を行った。 
・締結装置が全て正常(表 2 に示す締結トルク)の場合 
・まくらぎ 6 本のうち中央部 2 本の締結装置が緩んで

いた場合(まくらぎ連続不良 2 本：締結装置 8 箇所

の締結トルクが 0Nm でそのほかは正常) 
・中央部 3 本の締結装置が緩んでいた場合(まくらぎ

連続不良 3 本) 
・中央部 4 本の締結装置が緩んでいた場合(まくらぎ

連続不良 4 本) 
 
 横圧載荷治具を軌道の中央部に設置し、荷重は

0.5kN ずつ増加させ、それぞれの荷重における変位量

(軌間拡大量)を測定する。最大荷重は 5kN とする。同

条件における荷重載荷を複数回実施する。 
３．３．実験結果 
 荷重-変位曲線(横圧と軌間拡大量の関係)を図 3～図

5 に示す。この実験結果より、以下のことがわかった。 
 荷重 1～2kN 程度では、軌間が動かないことがある

ため、少なくとも 3kN 以上の荷重を載荷しないと、軌

道側の条件による違いが判然としない。一方、5kN ま

での載荷におけるいずれの条件においても、荷重と変

位の間にはほぼ線形の関係があった。 
 また、締結状態が不良であるまくらぎの本数が増え

るほど、同じ荷重による変位(軌間拡大量)が増加する。

例えば、締結装置が全て正常の場合の荷重 5kN におけ

る変位量は 1.0mm であった。これに対し、まくらぎ

不良本数 4 本の場合の荷重 5kN における変位量は

2.1mm であった。したがって、レール横圧載荷治具に

よる荷重と軌間拡大量の関係に基づき、締結状態を含

むまくらぎの不良を判断できる可能性があると考え

られる。 

図 3 横圧と軌間拡大量の関係(まくらぎ正常) 

図 4 横圧と軌間拡大量の関係(まくらぎ不良 2 本) 

図 5 横圧と軌間拡大量の関係(まくらぎ不良 4 本) 
 

４．評価法の検討 
４．１．軌間拡大量の推定と許容値の設定 
 上記の実験結果により、横圧と軌間拡大量の間には

ほぼ線形の関係があることを前提に、車両の当該箇所

通過時の発生横圧がわかれば、レール横圧載荷治具に

よる荷重と軌間拡大量の関係に基づき、車両による横

圧発生時の軌間拡大量を推定することができる。軌間

拡大による脱線事故は急曲線部で主に発生しており、

曲線通過時の発生横圧は線形や車両諸元等によって

異なるものの、定常横圧(転向横圧及び超過遠心力)と
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講演２．車上主体型列車制御システムにおける列車位置検知技術の 

評価に関する取組 
 
 

交通システム研究部  ※山口 大助  工藤 希  竹内 俊裕  長谷川 智紀 
篠田 憲幸（客員研究員） 

 
 

１．はじめに 
鉄道ではこれまで軌道回路や地上子を用いて列車の

位置検知を正確に行う列車制御システムによって安全

を確保してきた。しかしながら、地方鉄道をはじめと

する採算性の厳しい路線では、軌道回路のような地上

主体の設備の維持や更新に係るコストが大きな負担と

なっている。これを解決する手段として、軌道回路に

よらない車上主体型の列車位置検知を基本とした無線

式列車制御システムが期待されている 1）ほか、慣性セ

ンサと速度発電機の併用により車上で位置検知するシ

ステムの開発が進められている 2)。 
交通安全環境研究所では列車位置検知を衛星測位

システム（GNSS; Global Navigation Satellite Sys-
tems）で行い、これと汎用無線を組み合わせた列車制

御システムを提案してきた 3),4)。この過程で GNSS の

測位精度が課題となり、精度向上を図る手法の検討 5)

を行ってきたが、精度向上の効果が一定ではなかった

ことから、引き続き検討が必要となっている 6)。 
本稿では、車上主体型の列車位置検知を基本とする

列車制御システムへの活用等を想定して、既に列車位

置検知に活用されているセンサと今後活用される可能

性のあるセンサについて技術的な観点での整理や、

GNSSをはじめとする複数の位置検知センサの組み合

わせの整理を試みるとともに、列車位置検知技術の評

価に関する取組について述べる。 
 

２．車上主体型位置検知技術 
２．１．軌道上の列車位置 
位置には「絶対位置」と「相対位置」の二つがあり、

本節では鉄道における絶対位置と相対位置を考える。 
絶対位置はキロ程や緯度・経度が該当する。列車制

御における軌道回路や地上子、架線柱等の構造物の位

置はキロ程に紐付けられており、これに基づく管理が

行われている。また、曲線通過速度を高めるための車

体傾斜制御もキロ程情報に基づいて行われているケー

スがある 7)。軌道中心を点と捉えると、軌道は列車走

行方向にこの点が無数に連なったものと見ることがで

きる。この点を介してキロ程と測量等で得た緯度・経

度を紐付けることができる。 
相対位置は列車の走行距離、列車と構造物（架線柱、

信号機柱、建築物等）の間の距離が該当する。無線式

列車制御システムでは、車両に備わった速度発電機や

速度センサから得られる速度情報を基に列車位置を演

算している。この方法は車輪の滑走・空転や車輪の摩

耗による車輪径の変化によって算出結果に誤差が生じ

るため、走行距離を補正するために一定間隔に軌道に

地上子を設置している 8)。 
列車制御は軌道回路や地上子を使って行われること

が多い。いずれもキロ程に紐付けられていることから、

列車制御は絶対位置に基づいて行われるといえる。無

線式列車制御システムでは、先述の列車位置と地上子

の組み合わせで絶対位置を得て、前後の列車の各絶対

位置から算出される相対距離（間隔）により列車制御

が行われている。 
２．２．位置検知センサの併用 
列車制御システムには、万が一システムを構成する

装置に故障が発生した場合にも故障後の事象が安全側

に遷移するフェールセーフ性が求められる。鉄道で安

全側に働く対策の基本は列車を止めることにある。無

線式列車制御システムでは、列車位置検知ができなく

なった場合には速やかに列車を停止させる措置が取ら

れる。ATS（自動列車停止装置）等の保安装置に使わ

れる地上子については、車両側の読取機である車上子

が地上子を検知しない場合（空振り）を考慮して、地

上子が複数隣接して設けられる場合もある。 
 車上主体で列車位置を検知するシステムにおいて、

構造に更新された箇所、3 箇所は従来の木まくらぎ構

造で締結が比較的緩いと思われる箇所で測定した。 

軌道条件を表 6 に示す。実験による軌道の破損を避け

るため、載荷荷重は 3kN までを目安とした。 
 

表 6 併用軌道における軌道の諸元 

 
５．２．２．実験結果 
 前記 3 章での検討に準じて、路面電車で曲線通過時

の発生横圧 23kN とした場合の軌間拡大量推定値を

求めた結果は、表 7 の通りとなった。 
 

表 7 実験結果及び締結状態の評価 

 
 舗装アスファルトのひび割れ状況等から、目視でも

不良が疑われた地点 3 及び地点 4 については、軌間拡

大量は許容値を超えて大きくなると推定されるため、

曲線部では不良と判断される。地点2の締結状態では、

判定結果は問題ないものの、曲線部では許容値に近い

軌間拡大量となることも想定される。一方、スラブ直

結構造に更新された地点 1 では、最も軌間拡大量が小

さいことが確認された。ただし、実際の測定地点はい

ずれも直線区間であり、車両通過時の作用横圧がかな

り小さくなると推定されるので、実際の測定地点では

車両通過時の軌間拡大量はかなり小さいものと考え

られる。 
５．３．検証結果 
 このように、車両通過時の横圧の推定値と、当該箇

所での横圧載荷治具による載荷荷重と軌間拡大量の

関係がわかれば、締結の劣化状況やまくらぎの連続不

良本数が不明な場合であっても、まくらぎの不良等に

よる軌間拡大のリスクが定量的に把握可能になると

考えられる。現地実験の結果から、目視による劣化状

況と横圧載荷治具による判定結果は一致しており、し

かも定量的に評価できることを確認した。 
 また、今回製作した治具は、狭軌及び標準軌、地方

鉄道の軌道のほか、路面電車の併用軌道にも対応可能

なことを確認した。 
 なお、本評価法では、横圧載荷治具による荷重載荷

時に、輪重に相当する上下方向の荷重がレールに作用

していないため、レールとまくらぎとの間に横圧と逆

方向に作用する摩擦抵抗力が実際よりも小さくなる

ことが想定される。従って、軌間拡大に対しては実際

よりも厳しい条件の評価となると考えられる。 
 

６．まとめ 
 地方鉄道において発生している軌間拡大による脱

線事故を予防するため、これまでの熟練した技能を要

するまくらぎや締結の目視による異常の判断を支援

できるよう、横圧方向の荷重をレールに載荷でき、か

つ、載荷荷重に対する軌間の変化を定量的に測定でき

る治具を製作し、締結の不良状態を模擬した実験を行

った。さらに、実際の軌道条件でこの治具を用いた実

験を行った。 
その結果、横圧載荷治具による荷重と軌間拡大量の

関係に基づき、車両による横圧発生時の軌間拡大量を

推定することによって、締結状態を含むまくらぎの不

良を判断でき、これにより、これまでの熟練した技能

を要するまくらぎや締結の目視による異常の判断を

支援することができるものと考えられる。引き続き、

現地の評価実績を積み重ねることとしたい。 
最後に、実験に協力いただいた事業者各位に謝意を

表します。 
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１．はじめに 
鉄道ではこれまで軌道回路や地上子を用いて列車の

位置検知を正確に行う列車制御システムによって安全

を確保してきた。しかしながら、地方鉄道をはじめと

する採算性の厳しい路線では、軌道回路のような地上

主体の設備の維持や更新に係るコストが大きな負担と

なっている。これを解決する手段として、軌道回路に

よらない車上主体型の列車位置検知を基本とした無線

式列車制御システムが期待されている 1）ほか、慣性セ

ンサと速度発電機の併用により車上で位置検知するシ

ステムの開発が進められている 2)。 
交通安全環境研究所では列車位置検知を衛星測位

システム（GNSS; Global Navigation Satellite Sys-
tems）で行い、これと汎用無線を組み合わせた列車制

御システムを提案してきた 3),4)。この過程で GNSS の

測位精度が課題となり、精度向上を図る手法の検討 5)

を行ってきたが、精度向上の効果が一定ではなかった

ことから、引き続き検討が必要となっている 6)。 
本稿では、車上主体型の列車位置検知を基本とする

列車制御システムへの活用等を想定して、既に列車位

置検知に活用されているセンサと今後活用される可能

性のあるセンサについて技術的な観点での整理や、

GNSSをはじめとする複数の位置検知センサの組み合

わせの整理を試みるとともに、列車位置検知技術の評

価に関する取組について述べる。 
 

２．車上主体型位置検知技術 
２．１．軌道上の列車位置 
位置には「絶対位置」と「相対位置」の二つがあり、

本節では鉄道における絶対位置と相対位置を考える。 
絶対位置はキロ程や緯度・経度が該当する。列車制

御における軌道回路や地上子、架線柱等の構造物の位

置はキロ程に紐付けられており、これに基づく管理が

行われている。また、曲線通過速度を高めるための車

体傾斜制御もキロ程情報に基づいて行われているケー

スがある 7)。軌道中心を点と捉えると、軌道は列車走

行方向にこの点が無数に連なったものと見ることがで

きる。この点を介してキロ程と測量等で得た緯度・経

度を紐付けることができる。 
相対位置は列車の走行距離、列車と構造物（架線柱、

信号機柱、建築物等）の間の距離が該当する。無線式

列車制御システムでは、車両に備わった速度発電機や

速度センサから得られる速度情報を基に列車位置を演

算している。この方法は車輪の滑走・空転や車輪の摩

耗による車輪径の変化によって算出結果に誤差が生じ

るため、走行距離を補正するために一定間隔に軌道に

地上子を設置している 8)。 
列車制御は軌道回路や地上子を使って行われること

が多い。いずれもキロ程に紐付けられていることから、

列車制御は絶対位置に基づいて行われるといえる。無

線式列車制御システムでは、先述の列車位置と地上子

の組み合わせで絶対位置を得て、前後の列車の各絶対

位置から算出される相対距離（間隔）により列車制御

が行われている。 
２．２．位置検知センサの併用 
列車制御システムには、万が一システムを構成する

装置に故障が発生した場合にも故障後の事象が安全側

に遷移するフェールセーフ性が求められる。鉄道で安

全側に働く対策の基本は列車を止めることにある。無

線式列車制御システムでは、列車位置検知ができなく

なった場合には速やかに列車を停止させる措置が取ら

れる。ATS（自動列車停止装置）等の保安装置に使わ

れる地上子については、車両側の読取機である車上子

が地上子を検知しない場合（空振り）を考慮して、地

上子が複数隣接して設けられる場合もある。 
 車上主体で列車位置を検知するシステムにおいて、

構造に更新された箇所、3 箇所は従来の木まくらぎ構

造で締結が比較的緩いと思われる箇所で測定した。 

軌道条件を表 6 に示す。実験による軌道の破損を避け

るため、載荷荷重は 3kN までを目安とした。 
 

表 6 併用軌道における軌道の諸元 

 
５．２．２．実験結果 
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の発生横圧 23kN とした場合の軌間拡大量推定値を

求めた結果は、表 7 の通りとなった。 
 

表 7 実験結果及び締結状態の評価 
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軌間拡大量となることも想定される。一方、スラブ直
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ずれも直線区間であり、車両通過時の作用横圧がかな

り小さくなると推定されるので、実際の測定地点では
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られる。 
５．３．検証結果 
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良本数が不明な場合であっても、まくらぎの不良等に

よる軌間拡大のリスクが定量的に把握可能になると

考えられる。現地実験の結果から、目視による劣化状

況と横圧載荷治具による判定結果は一致しており、し

かも定量的に評価できることを確認した。 
 また、今回製作した治具は、狭軌及び標準軌、地方

鉄道の軌道のほか、路面電車の併用軌道にも対応可能

なことを確認した。 
 なお、本評価法では、横圧載荷治具による荷重載荷

時に、輪重に相当する上下方向の荷重がレールに作用

していないため、レールとまくらぎとの間に横圧と逆

方向に作用する摩擦抵抗力が実際よりも小さくなる

ことが想定される。従って、軌間拡大に対しては実際

よりも厳しい条件の評価となると考えられる。 
 

６．まとめ 
 地方鉄道において発生している軌間拡大による脱

線事故を予防するため、これまでの熟練した技能を要

するまくらぎや締結の目視による異常の判断を支援

できるよう、横圧方向の荷重をレールに載荷でき、か

つ、載荷荷重に対する軌間の変化を定量的に測定でき

る治具を製作し、締結の不良状態を模擬した実験を行

った。さらに、実際の軌道条件でこの治具を用いた実

験を行った。 
その結果、横圧載荷治具による荷重と軌間拡大量の

関係に基づき、車両による横圧発生時の軌間拡大量を

推定することによって、締結状態を含むまくらぎの不

良を判断でき、これにより、これまでの熟練した技能

を要するまくらぎや締結の目視による異常の判断を

支援することができるものと考えられる。引き続き、

現地の評価実績を積み重ねることとしたい。 
最後に、実験に協力いただいた事業者各位に謝意を

表します。 
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軌間 1435mm

レール種別 50N

まくらぎ種別 なし 木まくらぎ

まくらぎ配置本数 スラブ2m 　9本／5m

締結装置 直結 犬くぎ

道床 コンクリート 砕石

地点 1 2 3 4

線形 直線 直線 直線 直線

締結状態(目視) 良 やや不良 不良 不良

地点 1 2 3 4

軌間拡大量 (mm)(3kN載荷実験時) 0.9 1.3 1.7 2.0
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列車位置検知に活用できる可能性のあるセンサとし

て、磁気マーカ、慣性計測装置（IMU：Inertial 
Measurement Unit）、レーダドップラ速度計、レー

ザドップラ速度計、カメラ、レーザセンサ（LiDAR）

が挙げられる。表 1 と同様に、これらについて設置箇

所、計測可能な項目等を整理したものが表 2 である。 
自動車分野では、車両挙動を加速度・角速度で検出

する慣性計測装置がカーナビゲーションシステムに内

蔵され、加速度・角速度を時間積分し、走行距離に換

算して自車位置をモニタ上に表示している。これは同

じ移動体である鉄道にも応用可能と考えられる。 
また、現在、自動車の自動運転の技術開発が非常に

盛んで、開発を担う自動車メーカ等が所有する試験車

両には、カメラやレーザセンサ（LiDAR）10)が搭載さ

れている。これらは自動運転のセンシングデバイスと

して自車周辺の環境認識のために使われる。自動車の

自動運転ではダイナミックマップと呼ばれるデジタル

地図に収録された建築物等の形状や位置の情報とカメ

ラや LiDAR から得られる情報を照合しながら自車の

走行位置を推定する。 
この技術を鉄道に当てはめると、先ず車両に設置し

たカメラや LiDAR が地物（構造物、建築物等）やタ

ーゲット（キロポスト、数字が書かれた標識等）の映

像を記録する。この映像から列車との間の距離を検出

できるが、この距離は相対位置となる。先述の通り、

列車制御に用いる位置は絶対位置であることから、絶

対位置を測定できる他のセンサとの組み合わせによっ

てカメラや LiDAR を列車位置検知に活用できる可能

性がある。交通安全環境研究所では LiDAR によって

列車と建築物等の間の相対位置を検出できることを確

認している 11）。LiDAR がリアルタイムで記録するの

は建築物等の形状であり、それがどこの建物かまでは

認識できない。LiDAR やカメラを位置検知に活用す

るには、これらが検出した形状や物体と絶対位置を紐

付けるものが必要となる。 
２．４．位置検知センサの組み合わせ方 

2.1 節で述べたように、列車制御はキロ程に基づく

絶対位置の情報を用いて行われる。Ⅰ系、Ⅱ系ともに

相対位置を出力するセンサでなければ、Ⅰ系、Ⅱ系の

どちらかに相対位置を出力するセンサの使用は可能で

ある。これを整理したものが表 3 である。表中の〇は

組み合わせ可、×は不可を示す。Ⅰ系を主、Ⅱ系を副

とする組み合わせ、Ⅰ系とⅡ系の出力結果を常に比較

するような組み合わせなど、様々なⅠ系とⅡ系の構成

が考えられるが、これは列車制御システムの設計コン

セプトや全体構成により決定される。 
2.2 節で述べたように、Ⅰ系のセンサが位置検知機

能を喪失してもⅡ系のセンサが正常作動していれば列

車の位置検知を継続できる可能性が高い。これを実現

するには、Ⅰ系とⅡ系が共通原因故障に至らないよう、

Ⅰ系とⅡ系は特性の全く異なることが望ましい。 
２．５．列車位置検知技術の評価方法の検討 
前節まで車上主体型の列車位置検知に有用なセンサ

の組み合わせについての整理を試みた。個別の組み合

わせの評価については以下の手順が考えられる。 
適用線区の状況（列車密度や列車編成長等）や列車

制御システムの設計コンセプトより要求性能が定めら

れる。この要求性能としては、検知精度やリアルタイ

ム性のほか、信頼性（要求された機能を果たせる能力）、

アベイラビリティ（継続して稼動できる能力、可用性）、

保全性（要求された機能を修復させる能力）、安全性

（フェールセーフ性、故障検知機能等）、環境性能（耐

振動性、耐環境性等）がある。コストや寿命の観点も

組み合わせを評価していく上で重要になる。 
更に、要求性能を満たすことの検証・評価方法も必

要であるが、これについては今後検討を進めていく。 
 

３．GNSS に関する取組 
本章では GNSS に関する交通安全環境研究所の取

組について述べる。 
３．１．衛星測位 
衛星測位とは、少なくとも 4 機の衛星からの電波を

受信して、衛星から受信機に到達するまでの時間を求

め、電波の速度を乗じて距離を得て現在位置を算出す

ることである 6）。GNSSとして最も有名な米国のGPS
をはじめ、日本も準天頂衛星を 4 機打ち上げており、

これらの衛星の電波を受信して測位することができる。 
しかし、GNSS による測位は誤差が生じやすい。誤

差の要因には、電波が通過する電離層や対流圏の影響

のほか、時々刻々変化する衛星の配置やマルチパス 6）

によるものがある。また、トンネル内では電波を受信

表 3 I 系センサとⅡ系センサの組み合わせ方 
Ⅱ系センサ

絶対位置 相対位置

Ⅰ系センサ
絶対位置 ○ ○

相対位置 ○ ×  

位置検知が困難になった場合は速やかに停止措置を取

ることが最もシンプルな安全対策である。しかし、位

置検知システムの点検や安全確認を経て再発車するま

でには時間を長く要する場合も考えられる。よって、

停車せずに走行を続けられ、走行の継続が困難な状況

に陥った場合に限り停車させるような対策の方が望ま

しい。位置検知の確実性を高め、列車の走行を極力継

続する手段として、位置を検知するセンサを複数組み

合わせることが有用と考えられる。 
複数のセンサは 2 個以上の構成が想定されるが、個

数が増えるほど導入コストや維持管理コストも増加す

るため、個数には上限がある。2 個の場合は 1 個目の

センサが位置検知機能を喪失しても2個目のセンサが

正常作動していれば列車の位置検知を継続できる可能

性が高い。3 個の場合は各センサの検知結果に基づく

多数決により列車位置検知を正確に行える可能性があ

る。先述のコスト等も踏まえると、複数のセンサは 2
個ないし 3 個が適当かつ現実的といえる。検討を容易

にするため、本稿では 2 個のセンサを使用するケース

を対象に述べる。また、2 個の位置検知センサをそれ

ぞれⅠ系、Ⅱ系と呼ぶことにする。 
２．３．位置検知機能を有するセンサ 
 本節では I 系、Ⅱ系になり得るセンサについて技術

的な観点での整理を試みる。 
２．３．１．列車位置検知に活用されているセンサ 
先述のように、列車の位置検知手段として、軌道回

路、地上子、速度発電機が既に活用されている。この

ほかにも、ループコイル、アクスルカウンタ（車軸検

出器）、RFID（Radio Frequency IDentification）、

トロリコンタクタ、無線測距、GNSS がある。これら

のセンサについて、設置箇所（地上／車上）、計測可

能な項目等を整理したものが表 1 である。アクスルカ

ウンタや路面電車で使われているトロリコンタクタは

地上側のみの設備であるため、検討の対象外とする。

GNSSについては交通安全環境研究所の取組事例があ

り、3 章で後述する。 
２．３．２．列車位置検知に活用できる可能性のある

センサ 

表 1 列車位置検知に活用されているセンサ 

センサ 地上側 車上側
絶対位置／

相対位置

位置／速度
分類 備考

位置 速度

軌道回路 ○ ○（ATC受電器） 絶対位置 ○ ー 面で検知

ループコイル ○ ○ 絶対位置 ○ ー 面で検知 複数の種類あり

アクスルカウンタ
（車軸検出器）

○ ー 絶対位置 ○ ー 点で検知

地上子 ○ ○（車上子） 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

RFID ○（タグ） ○（読取機） 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

トロリコンタクタ ○ ー 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

無線測距 ○（沿線無線機） ○（車上無線機） 絶対位置 ○ ー 電波で検知 SPARCS9)の場合

衛星測位（GNSS） ー ○ 絶対位置 ○ ○ 電波で検知 電波のドップラ効果で速度検知可能

速度発電機 ー ○ 相対位置 ◇ ○ 速度で検知

（凡例）○：設置 －：非設置 （凡例）○：測定可 －：測定不可
◇：計算等を介して間接的に取得可  

表 2 列車位置検知に活用できる可能性のあるセンサ 

センサ 地上側 車上側
絶対位置／

相対位置

位置／速度
分類 備考

位置 速度

磁気マーカ ○ ○（読取機） 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

慣性計測装置（IMU） ー ○ 相対位置 ◇ ◇ 速度で検知
加速度，角速度の積分により位置と速
度を算出

レーダドップラ速度計 ー ○ 相対位置 ◇ ○ 速度で検知

レーザドップラ速度計 ー ○ 相対位置 ◇ ○ 速度で検知

カメラ
（単眼，ステレオ）

○
（地物，ターゲット）

○
相対位置
絶対位置

○ ー
周辺環境
認識で検知

絶対位置検知は地物やターゲットの絶
対位置との紐付けが必要

レーザセンサ
（LiDAR）

○
（地物，ターゲット）

○
相対位置
絶対位置

○ ー
周辺環境
認識で検知

絶対位置検知は地物やターゲットの絶
対位置との紐付けが必要

（凡例）○：設置 －：非設置 （凡例）○：測定可 －：測定不可
◇：計算等を介して間接的に取得可  
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列車位置検知に活用できる可能性のあるセンサとし

て、磁気マーカ、慣性計測装置（IMU：Inertial 
Measurement Unit）、レーダドップラ速度計、レー

ザドップラ速度計、カメラ、レーザセンサ（LiDAR）

が挙げられる。表 1 と同様に、これらについて設置箇

所、計測可能な項目等を整理したものが表 2 である。 
自動車分野では、車両挙動を加速度・角速度で検出

する慣性計測装置がカーナビゲーションシステムに内

蔵され、加速度・角速度を時間積分し、走行距離に換

算して自車位置をモニタ上に表示している。これは同

じ移動体である鉄道にも応用可能と考えられる。 
また、現在、自動車の自動運転の技術開発が非常に

盛んで、開発を担う自動車メーカ等が所有する試験車

両には、カメラやレーザセンサ（LiDAR）10)が搭載さ

れている。これらは自動運転のセンシングデバイスと

して自車周辺の環境認識のために使われる。自動車の

自動運転ではダイナミックマップと呼ばれるデジタル

地図に収録された建築物等の形状や位置の情報とカメ

ラや LiDAR から得られる情報を照合しながら自車の

走行位置を推定する。 
この技術を鉄道に当てはめると、先ず車両に設置し

たカメラや LiDAR が地物（構造物、建築物等）やタ

ーゲット（キロポスト、数字が書かれた標識等）の映

像を記録する。この映像から列車との間の距離を検出

できるが、この距離は相対位置となる。先述の通り、

列車制御に用いる位置は絶対位置であることから、絶

対位置を測定できる他のセンサとの組み合わせによっ

てカメラや LiDAR を列車位置検知に活用できる可能

性がある。交通安全環境研究所では LiDAR によって

列車と建築物等の間の相対位置を検出できることを確

認している 11）。LiDAR がリアルタイムで記録するの

は建築物等の形状であり、それがどこの建物かまでは

認識できない。LiDAR やカメラを位置検知に活用す

るには、これらが検出した形状や物体と絶対位置を紐

付けるものが必要となる。 
２．４．位置検知センサの組み合わせ方 

2.1 節で述べたように、列車制御はキロ程に基づく

絶対位置の情報を用いて行われる。Ⅰ系、Ⅱ系ともに

相対位置を出力するセンサでなければ、Ⅰ系、Ⅱ系の

どちらかに相対位置を出力するセンサの使用は可能で

ある。これを整理したものが表 3 である。表中の〇は

組み合わせ可、×は不可を示す。Ⅰ系を主、Ⅱ系を副

とする組み合わせ、Ⅰ系とⅡ系の出力結果を常に比較

するような組み合わせなど、様々なⅠ系とⅡ系の構成

が考えられるが、これは列車制御システムの設計コン

セプトや全体構成により決定される。 
2.2 節で述べたように、Ⅰ系のセンサが位置検知機

能を喪失してもⅡ系のセンサが正常作動していれば列

車の位置検知を継続できる可能性が高い。これを実現

するには、Ⅰ系とⅡ系が共通原因故障に至らないよう、

Ⅰ系とⅡ系は特性の全く異なることが望ましい。 
２．５．列車位置検知技術の評価方法の検討 
前節まで車上主体型の列車位置検知に有用なセンサ

の組み合わせについての整理を試みた。個別の組み合

わせの評価については以下の手順が考えられる。 
適用線区の状況（列車密度や列車編成長等）や列車

制御システムの設計コンセプトより要求性能が定めら

れる。この要求性能としては、検知精度やリアルタイ

ム性のほか、信頼性（要求された機能を果たせる能力）、

アベイラビリティ（継続して稼動できる能力、可用性）、

保全性（要求された機能を修復させる能力）、安全性

（フェールセーフ性、故障検知機能等）、環境性能（耐

振動性、耐環境性等）がある。コストや寿命の観点も

組み合わせを評価していく上で重要になる。 
更に、要求性能を満たすことの検証・評価方法も必

要であるが、これについては今後検討を進めていく。 
 

３．GNSS に関する取組 
本章では GNSS に関する交通安全環境研究所の取

組について述べる。 
３．１．衛星測位 
衛星測位とは、少なくとも 4 機の衛星からの電波を

受信して、衛星から受信機に到達するまでの時間を求

め、電波の速度を乗じて距離を得て現在位置を算出す

ることである 6）。GNSSとして最も有名な米国のGPS
をはじめ、日本も準天頂衛星を 4 機打ち上げており、

これらの衛星の電波を受信して測位することができる。 
しかし、GNSS による測位は誤差が生じやすい。誤

差の要因には、電波が通過する電離層や対流圏の影響

のほか、時々刻々変化する衛星の配置やマルチパス 6）

によるものがある。また、トンネル内では電波を受信

表 3 I 系センサとⅡ系センサの組み合わせ方 
Ⅱ系センサ

絶対位置 相対位置

Ⅰ系センサ
絶対位置 ○ ○

相対位置 ○ ×  

位置検知が困難になった場合は速やかに停止措置を取

ることが最もシンプルな安全対策である。しかし、位

置検知システムの点検や安全確認を経て再発車するま

でには時間を長く要する場合も考えられる。よって、

停車せずに走行を続けられ、走行の継続が困難な状況

に陥った場合に限り停車させるような対策の方が望ま

しい。位置検知の確実性を高め、列車の走行を極力継

続する手段として、位置を検知するセンサを複数組み

合わせることが有用と考えられる。 
複数のセンサは 2 個以上の構成が想定されるが、個

数が増えるほど導入コストや維持管理コストも増加す

るため、個数には上限がある。2 個の場合は 1 個目の

センサが位置検知機能を喪失しても2個目のセンサが

正常作動していれば列車の位置検知を継続できる可能

性が高い。3 個の場合は各センサの検知結果に基づく

多数決により列車位置検知を正確に行える可能性があ

る。先述のコスト等も踏まえると、複数のセンサは 2
個ないし 3 個が適当かつ現実的といえる。検討を容易

にするため、本稿では 2 個のセンサを使用するケース

を対象に述べる。また、2 個の位置検知センサをそれ

ぞれⅠ系、Ⅱ系と呼ぶことにする。 
２．３．位置検知機能を有するセンサ 
 本節では I 系、Ⅱ系になり得るセンサについて技術

的な観点での整理を試みる。 
２．３．１．列車位置検知に活用されているセンサ 
先述のように、列車の位置検知手段として、軌道回

路、地上子、速度発電機が既に活用されている。この

ほかにも、ループコイル、アクスルカウンタ（車軸検

出器）、RFID（Radio Frequency IDentification）、

トロリコンタクタ、無線測距、GNSS がある。これら

のセンサについて、設置箇所（地上／車上）、計測可

能な項目等を整理したものが表 1 である。アクスルカ

ウンタや路面電車で使われているトロリコンタクタは

地上側のみの設備であるため、検討の対象外とする。

GNSSについては交通安全環境研究所の取組事例があ

り、3 章で後述する。 
２．３．２．列車位置検知に活用できる可能性のある

センサ 

表 1 列車位置検知に活用されているセンサ 

センサ 地上側 車上側
絶対位置／

相対位置

位置／速度
分類 備考

位置 速度

軌道回路 ○ ○（ATC受電器） 絶対位置 ○ ー 面で検知

ループコイル ○ ○ 絶対位置 ○ ー 面で検知 複数の種類あり

アクスルカウンタ
（車軸検出器）

○ ー 絶対位置 ○ ー 点で検知

地上子 ○ ○（車上子） 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

RFID ○（タグ） ○（読取機） 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

トロリコンタクタ ○ ー 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

無線測距 ○（沿線無線機） ○（車上無線機） 絶対位置 ○ ー 電波で検知 SPARCS9)の場合

衛星測位（GNSS） ー ○ 絶対位置 ○ ○ 電波で検知 電波のドップラ効果で速度検知可能

速度発電機 ー ○ 相対位置 ◇ ○ 速度で検知

（凡例）○：設置 －：非設置 （凡例）○：測定可 －：測定不可
◇：計算等を介して間接的に取得可  

表 2 列車位置検知に活用できる可能性のあるセンサ 

センサ 地上側 車上側
絶対位置／

相対位置

位置／速度
分類 備考

位置 速度

磁気マーカ ○ ○（読取機） 絶対位置 ○ ○ 点で検知 2点間で速度検知可能

慣性計測装置（IMU） ー ○ 相対位置 ◇ ◇ 速度で検知
加速度，角速度の積分により位置と速
度を算出

レーダドップラ速度計 ー ○ 相対位置 ◇ ○ 速度で検知

レーザドップラ速度計 ー ○ 相対位置 ◇ ○ 速度で検知

カメラ
（単眼，ステレオ）

○
（地物，ターゲット）

○
相対位置
絶対位置

○ ー
周辺環境
認識で検知

絶対位置検知は地物やターゲットの絶
対位置との紐付けが必要

レーザセンサ
（LiDAR）

○
（地物，ターゲット）

○
相対位置
絶対位置

○ ー
周辺環境
認識で検知

絶対位置検知は地物やターゲットの絶
対位置との紐付けが必要

（凡例）○：設置 －：非設置 （凡例）○：測定可 －：測定不可
◇：計算等を介して間接的に取得可  
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講演３．新たな安全設計手法を用いた 
鉄道信号の設計安全性評価に関する取組 

 
 

交通システム研究部  ※工藤 希  林田 守正  渡邉 翔一郎  佐藤 安弘 
東京大学        水間 毅 

 
 

１．はじめに 
交通安全環境研究所では、海外向け鉄道システムの

設計安全性評価に関し、これまでの実績に基づき、国

際規格との調和や規格適合性評価等との関連につい

て検討してきた 1)。一方、複雑化した鉄道信号システ

ムに対応するためには、従来の安全性評価手法に加

え、近年提案された新しい評価手法の活用が有効と考

えられる。本稿では、新しい評価手法として STAMP 
（System Theoretic Accident Model and Processes）/ 
STPA （STAMP based Process Analysis）による評価を

試行したので報告する。 
 

２．第三者安全性評価の位置づけ 
２．１．国際規格への対応 

近年、メーカ等が鉄道システムの輸出に際し、その

安全性を相手先に証明する方法として、表 1 に示した

ような機能安全関連の国際規格への適合性について

第三者評価及び認証（以下、「規格適合性評価」とい

う。）を受けることが一般化している。一方、海外向

け鉄道システムの設計段階を主な対象とする第三者

による技術的な安全性評価（以下、「設計安全性評価」

という。）は、機能安全性関連の国際規格を参照して

行われることが多い。 
規格適合性評価とは異なり、設計安全性評価は、シ

ステムの技術内容及び設計仕様等について、リスク分

析に基づいた定量的評価や、システムの安全管理にか

かわる定性的な評価などを行なうものである。鉄道シ

ステム導入先の必要に応じて、規格適合性評価等を補

強する目的で実施され、規格適合性評価報告書の補足

文書として添付される位置づけが考えられる。一方、

導入先によっては、規格適合性に関する第三者評価を

必要とせず、設計安全性評価だけを求められる場合も

ある。こうした設計安全性評価の目的に対応するた

め、当研究所としては、表 1 の中でも特に、IEC 62425
及び IEC 62278 を重点的に参照し、これらの規格と

の整合を図った安全性評価報告書の構成案を提案し

てきた 2)。 
表 1 参照する国際規格の一例 

規格番号 規格名・通称 
IEC 62425 鉄道信号用安全関連電子装置の安全

性証明 
IEC 62278 鉄道における RAMS 
IEC 62279 鉄道信号システムのソフトウェアの

安全性 
IEC 62280 鉄道信号システムの通信の安全性 
IEC 62236 鉄道システムの EMC（電磁両立性） 
 

２．２．安全性の水準 
IEC 62425 においては、安全性の水準として、非安

全事象の発生頻度に基づいて 4 段階の SIL（Safety 
Integrity Level）が定義されており。その最高水準は

SIL4（発生頻度 1×10-9～10-8/h）とされている 3)。一

般的に鉄道の列車制御システム及び信号システムに

対しては SIL4 を達成することが要求されるため、各

要素又はシステム全体における非安全事象の発生頻

度が SIL4 を達成するか否かを主要な判断基準とす

る。 
２．３．これまでの安全性解析 
これまで、設計安全性評価では、FMEA（Failure 

Mode and Effects Analysis）及び FTA（Fault Tree 
Analysis）を中心とする評価手法により実施してき

た。これらの手法は、システムのハザードとその要因

を事前に分析するための安全解析手法である。部品レ

ベルまで細分化して分析できるため、深い分析が可能

であるという特徴がある。 

できず測位が困難である。GNSS を活用するには

GNSS の誤差やデメリットを補完する必要があり、こ

れには他のセンサとの併用が有用と考えられる。 
３．２．他のセンサとの併用例 

GNSS を補完するセンサは複数あると考えられ、そ

の一つに慣性計測装置（IMU）が挙げられる。IMU
は 3 軸の加速度及び角速度を検出し、さらにこれらか

ら姿勢角（ロール、ピッチ）と方位角（ヨー）を演算

する装置である。 
GNSS を補完するセンサとして IMU を併用し、実

車走行時に測位を行った結果の一例を図 1 に示す。本

図は立体交差の下を列車が通過したときの結果である。

図中の青線は GPS で測位した結果、水色線は IMU で

補完した結果、黄色矢印は列車の進行方向を示す。 
僅かな時間ながら列車が立体交差下を通過すること

で電波の受信が遮断され、その影響を受けて GPS の

測位結果は軌道から大きく離れている。これに対して、

IMU で補完した測位結果は軌道に沿っている。列車

位置は軌道に沿って検知されていることが望ましい。

本結果から、IMU は GNSS を補完するセンサになり

得ることを確認した。 
GNSS については「鉄道における準天頂衛星等シス

テム活用検討会」12)（座長：中村英夫日本大学名誉教

授、事務局：国土交通省鉄道局、交通安全環境研究所）

にて準天頂衛星をはじめとする GNSS の鉄道への利

活用が検討されている。列車位置検知に GNSS を適

用する場合については同検討会の議論を参照しながら

今後検討を進めていくこととしたい。 
 

４．おわりに 
本稿では、既に列車位置検知に活用されているセン

サと今後活用される可能性のあるセンサについて技術

的な観点での整理や、GNSS をはじめとする複数の位

置検知センサの組み合わせの整理を試みるとともに、

列車位置検知技術の評価に関する取組について述べ

た。今後は検知精度や信頼性などの観点から複数のセ

ンサの適切な組み合わせについて検討を進めるととも

に、車上主体型の列車位置検知技術に求められる要件

やその評価方法などを検討する。 
今後検討を進めていくにあたり、関係各位のご意見

やご知見を多く賜れれば幸いである。 
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であるという特徴がある。 

できず測位が困難である。GNSS を活用するには

GNSS の誤差やデメリットを補完する必要があり、こ
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IMU で補完した測位結果は軌道に沿っている。列車

位置は軌道に沿って検知されていることが望ましい。

本結果から、IMU は GNSS を補完するセンサになり

得ることを確認した。 
GNSS については「鉄道における準天頂衛星等シス
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用する場合については同検討会の議論を参照しながら

今後検討を進めていくこととしたい。 
 

４．おわりに 
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置検知センサの組み合わせの整理を試みるとともに、
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た。今後は検知精度や信頼性などの観点から複数のセ

ンサの適切な組み合わせについて検討を進めるととも
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る要素を転てつ機と仮定し、制御構造図（コントロー

ルストラクチャ）を図３に示すように構築した。連動

装置から転てつ機への制御指示は、定位への転換、反

位への転換、鎖錠及び解錠とし、各々の制御指示につ

いて連動装置へのフィードバック機能を有すること

とした。また、それ以外の関係要素として、進路構成、

軌道回路（4 区間）及び信号機（出発／場内）を挙げ

た。

図３ コントロールストラクチャ

この検討で出てくるアクシデント・ハザード・安全

制約の一覧を表２に示す。アクシデントに分岐器上の

脱線又は衝突を挙げ、そのハザードと安全制約を挙げ

た。次に、コントロールアクションに対して安全制約

違反となる UCA を表３に整理した。表中赤字の項目

が UCA となる。コントロールアクションが与えられ

ない場合、与えられた場合、早すぎ／遅すぎ及び早す

ぎる停止／長すぎる適用のそれぞれの場合にどうい

った事象が起こりえるかを整理しており、装置間の時

間的な遷移も考慮に入れた抽出が可能である。

これらの抽出された UCA に対し、図４に示すガイ

ドワードを参考に、図５に示すようなコントロールル

ープ図を作成し、HCF を抽出した。ガイドワードと

は、解析する際のヒントとなる言葉であり、これがあ

表２ アクシデント・ハザード・安全制約一覧表

アクシデント ハザード 安全制約

（A1）列車が分岐器上で脱線する （H1）列車が分岐器上に在線中に不正転換する （SC1）列車が分岐器上に在線中は転換してはならない

（A1）列車が分岐器上で脱線する （H2）列車が分岐器上を走行中に鎖錠されない （SC2）列車が分岐器上に在線中は鎖錠しなければならない

（A1）列車が分岐器上で脱線する （H3）列車が非開通の分岐器を背向で通過する （SC3）列車が背向で分岐器を通過する際に非開通であってはならない

（A2）列車同士が衝突する
（H4）到着列車の進路が駅在線列車と競合する方向に分岐器が開通して
いる

（SC4）進路が競合するように分岐器を開通させてはならない

所定の列車が駅から出発できない
・分岐器非開通の場合、解錠ができない
・分岐器非開通の場合、定位または反位への転換ができない
・分岐器開通後の鎖錠ができない

出発ができるよう解錠、転換、鎖錠を行う

所定の列車が駅に到着できない
・分岐器非開通の場合、解錠ができない
・分岐器非開通の場合、定位または反位への転換ができない
・分岐器開通後の鎖錠ができない

所定の到着ができるよう解錠、転換、鎖錠を行う

表３ UCA 識別表

コントロール
アクション

与えられないと
ハザード

与えられると
ハザード

早すぎ／遅すぎ／誤順序でハザード
早すぎる停止／

長すぎる適用でハザード

反位から定位
に転換指示

・1番線の発着が不可
・(UCA1)1番線から誤発
車すると脱線SC3違反

・(UCA2)列車が分岐器上に
在線すると脱線SC1違反
・(UCA3) 2番線から誤発車
すると脱線SC3違反

早すぎると
・1番線からの列車より先行する2番線からの列車の出発が不可
・1番線からの列車出発前の2番線への列車到着が不可
・1番線への列車に先行する2番線への列車の到着が不可
・2番線への到着列車が分岐器直前だと1番線に誤進入（（UCA4）1番
線に他列車在線だと衝突）) SC4違反
・(UCA5)2番線への到着列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
・(UCA6)2番線からの出発列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
遅すぎると
・1番線からの出発が遅延
・1番線への到着が遅延

早すぎる停止だと
・転換が途中で停止し列車
の発着が不可

長すぎる適用だと
・次の反位への転換が不可

定位から反位
に転換指示

・2番線の発着が不可
・(UCA7） 2番線から誤発
車すると脱線SC3違反

・（UCA8）列車が分岐器上
に在線すると脱線SC1違反
・（UCA9）1番線から誤発車
すると脱線 SC3違反

早すぎると
・2番線からの列車より先行する1番線からの列車の出発が不可
・2番線からの列車出発前の1番線への列車到着が不可
・2番線への列車に先行する1番線への列車の到着が不可
・1番線への到着列車が分岐器直前だと2番線に誤進入（（UCA10 ）2
番線に他列車在線だと衝突）SC4違反
・（UCA11）1番線への到着列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
・（UCA12）1番線からの出発列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
遅すぎると
・2番線からの出発が遅延
・2番線への到着が遅延

早すぎる停止だと
・転換が途中で停止列車の
発着が不可

長すぎる適用だと
・次の定位への転換が不可

鎖錠指示
（UCA13）車両が分岐器
上を走行中だと脱線 SC2
違反

転換が不可
遅すぎると
・（UCA14）分岐器に進入した車両が脱線 SC2違反

早すぎる停止だと
・（UCA15）分岐器に進入し
た車両が脱線 SC2違反
長すぎる適用だと
・次の解錠、転換が不可

解錠指示 転換が不可
（UCA16）車両が分岐器上を
走行中だと脱線 SC2違反

早すぎると
・（UCA17）分岐器から進出前の車両が脱線 SC2違反

早すぎる停止だと
・解錠が不完全で次の転換
が不可
長すぎる適用だと
・次の鎖錠が不可

これまでの設計安全性評価においては、FMEA の

結果から選定した非安全事象をトップ事象とする

FTA を行い、そのトップ事象が発生する確率又は頻

度が十分に小さいことを確認してきた。図１に FTA
の例を示す。FTA では部品の故障率を積み上げるこ

とでトップ事象に至る確率、すなわち非安全事象の発

生頻度を求めることができるが、FTA の制約ゲート

（制約条件事象が発生する場合に限って入力事象が有

効となるゲート。AND ゲートと同等に計算できるも

の）には、定期検査等の人の動作によるものが含まれ

るが、それらにより防護しなければ、安全性の水準（例

えば、SIL4）を達成できないケースもある。このよ

うなヒューマンエラーの発生確率は、安全性の水準の

達成目標から逆算して求めることもでき、これまでの

評価では、逆算した結果、ヒューマンエラーの発生確

率を 0.01～0.001 以下に抑えることを条件として

SIL4 が達成されるケースも存在した。

一方、一般的には定例作業時のエラー発生率は 0.01
～0.00001 とされている 4)ため、この前述の逆算によ

って求めた結果は妥当と考えられる。但し、このエラ

ー発生率は教育・訓練がきちんと行われていることが

前提であり、特に海外向けの評価においては、この前

提を明示しておくことが必要である。

図 1 FTA の例

３．STAMP/STPAの概要

３．１．概要

技術の進展に伴い評価対象装置も複雑化してきて

おり、これまでの FMEA 及び FTA のみでは機器の相

互作用及び時間的遷移を伴うなどの複雑な事象の解

析が難しくなってきた。そのため、機器の相互作用及

び時間的遷移を含む解析を得意とするSTAMP/STPA
を用いた安全性解析を検討した。

STAMP は 2012 年にマサチューセッツ工科大学の

Leveson 教授が提唱した安全解析手法である 5)。現代

のシステムのアクシデントの多くは、システムの構成

要素の故障によって起きるのではなく、システムの中

で安全のための制御を行う要素（コントローラ）と制

御される要素（被コントロールプロセス）の相互作用

が働かないことによって起きるというアクシデント

モデルであり、この STAMP を前提として、システム

のハザード要因を分析する安全解析手法が STPA で

ある。機器の相互作用及び時間的遷移を含む解析を得

意とする一方、部品レベルの解析には解析が膨大とな

ることが想定され、そのような解析にはこれまで通

り、FMEA 及び FTA を用いる方が良いと思われる。

３．２．鉄道への活用事例

鉄道における STAMP/STPA の活用事例としては、

踏切制御を扱った例 5)、ATC に対する安全性・信頼性

解析を行った例6)及びATS装置を対象とした例7)等が

ある。

特に ATS 装置を対象とした例では、FMEA 及び

FTA と共に STAMP を実施し、FTA で抽出できなか

った項目を STAMP/STPA により抽出した項目が示

されており、今後の安全性評価について、FMEA 及

び FTA だけでなく必要に応じて STAMP/STPA を行

うことに一定の効果があることが示されている。

STAMP/STPA自体が最近提唱された手法であるた

め、活用例は多くはないが、今後の安全性評価に有用

な手法であると考えられる。

４．STAMP/STPAの試行

前報 1)に続き、図２に示すような簡単な連動装置を

モデルとして STAMP/STPA の適用を試行した。

４．１．試行手順

STAMP/STPA ではまず、アクシデント・ハザード・

安全制約の識別及びコントロールストラクチャを構

築する。次に、UCA（Unsafe Control Action：非安

全制御動作）を抽出し、UCA 毎に HCF（Hazard 
Causal Factor：ハザード誘発要因）を特定する。

図２ モデル

４．２．STAMP/STPAの適用

本検討では、制御を行う要素を連動装置、制御され
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る要素を転てつ機と仮定し、制御構造図（コントロー

ルストラクチャ）を図３に示すように構築した。連動

装置から転てつ機への制御指示は、定位への転換、反

位への転換、鎖錠及び解錠とし、各々の制御指示につ

いて連動装置へのフィードバック機能を有すること

とした。また、それ以外の関係要素として、進路構成、

軌道回路（4 区間）及び信号機（出発／場内）を挙げ

た。

図３ コントロールストラクチャ

この検討で出てくるアクシデント・ハザード・安全

制約の一覧を表２に示す。アクシデントに分岐器上の

脱線又は衝突を挙げ、そのハザードと安全制約を挙げ

た。次に、コントロールアクションに対して安全制約

違反となる UCA を表３に整理した。表中赤字の項目

が UCA となる。コントロールアクションが与えられ

ない場合、与えられた場合、早すぎ／遅すぎ及び早す

ぎる停止／長すぎる適用のそれぞれの場合にどうい

った事象が起こりえるかを整理しており、装置間の時

間的な遷移も考慮に入れた抽出が可能である。

これらの抽出された UCA に対し、図４に示すガイ

ドワードを参考に、図５に示すようなコントロールル

ープ図を作成し、HCF を抽出した。ガイドワードと

は、解析する際のヒントとなる言葉であり、これがあ

表２ アクシデント・ハザード・安全制約一覧表

アクシデント ハザード 安全制約

（A1）列車が分岐器上で脱線する （H1）列車が分岐器上に在線中に不正転換する （SC1）列車が分岐器上に在線中は転換してはならない

（A1）列車が分岐器上で脱線する （H2）列車が分岐器上を走行中に鎖錠されない （SC2）列車が分岐器上に在線中は鎖錠しなければならない

（A1）列車が分岐器上で脱線する （H3）列車が非開通の分岐器を背向で通過する （SC3）列車が背向で分岐器を通過する際に非開通であってはならない

（A2）列車同士が衝突する
（H4）到着列車の進路が駅在線列車と競合する方向に分岐器が開通して
いる

（SC4）進路が競合するように分岐器を開通させてはならない

所定の列車が駅から出発できない
・分岐器非開通の場合、解錠ができない
・分岐器非開通の場合、定位または反位への転換ができない
・分岐器開通後の鎖錠ができない

出発ができるよう解錠、転換、鎖錠を行う

所定の列車が駅に到着できない
・分岐器非開通の場合、解錠ができない
・分岐器非開通の場合、定位または反位への転換ができない
・分岐器開通後の鎖錠ができない

所定の到着ができるよう解錠、転換、鎖錠を行う

表３ UCA 識別表

コントロール
アクション

与えられないと
ハザード

与えられると
ハザード

早すぎ／遅すぎ／誤順序でハザード
早すぎる停止／

長すぎる適用でハザード

反位から定位
に転換指示

・1番線の発着が不可
・(UCA1)1番線から誤発
車すると脱線SC3違反

・(UCA2)列車が分岐器上に
在線すると脱線SC1違反
・(UCA3) 2番線から誤発車
すると脱線SC3違反

早すぎると
・1番線からの列車より先行する2番線からの列車の出発が不可
・1番線からの列車出発前の2番線への列車到着が不可
・1番線への列車に先行する2番線への列車の到着が不可
・2番線への到着列車が分岐器直前だと1番線に誤進入（（UCA4）1番
線に他列車在線だと衝突）) SC4違反
・(UCA5)2番線への到着列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
・(UCA6)2番線からの出発列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
遅すぎると
・1番線からの出発が遅延
・1番線への到着が遅延

早すぎる停止だと
・転換が途中で停止し列車
の発着が不可

長すぎる適用だと
・次の反位への転換が不可

定位から反位
に転換指示

・2番線の発着が不可
・(UCA7） 2番線から誤発
車すると脱線SC3違反

・（UCA8）列車が分岐器上
に在線すると脱線SC1違反
・（UCA9）1番線から誤発車
すると脱線 SC3違反

早すぎると
・2番線からの列車より先行する1番線からの列車の出発が不可
・2番線からの列車出発前の1番線への列車到着が不可
・2番線への列車に先行する1番線への列車の到着が不可
・1番線への到着列車が分岐器直前だと2番線に誤進入（（UCA10 ）2
番線に他列車在線だと衝突）SC4違反
・（UCA11）1番線への到着列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
・（UCA12）1番線からの出発列車が分岐器上だと脱線 SC1違反
遅すぎると
・2番線からの出発が遅延
・2番線への到着が遅延

早すぎる停止だと
・転換が途中で停止列車の
発着が不可

長すぎる適用だと
・次の定位への転換が不可

鎖錠指示
（UCA13）車両が分岐器
上を走行中だと脱線 SC2
違反

転換が不可
遅すぎると
・（UCA14）分岐器に進入した車両が脱線 SC2違反

早すぎる停止だと
・（UCA15）分岐器に進入し
た車両が脱線 SC2違反
長すぎる適用だと
・次の解錠、転換が不可

解錠指示 転換が不可
（UCA16）車両が分岐器上を
走行中だと脱線 SC2違反

早すぎると
・（UCA17）分岐器から進出前の車両が脱線 SC2違反

早すぎる停止だと
・解錠が不完全で次の転換
が不可
長すぎる適用だと
・次の鎖錠が不可

これまでの設計安全性評価においては、FMEA の

結果から選定した非安全事象をトップ事象とする

FTA を行い、そのトップ事象が発生する確率又は頻

度が十分に小さいことを確認してきた。図１に FTA
の例を示す。FTA では部品の故障率を積み上げるこ

とでトップ事象に至る確率、すなわち非安全事象の発

生頻度を求めることができるが、FTA の制約ゲート

（制約条件事象が発生する場合に限って入力事象が有

効となるゲート。AND ゲートと同等に計算できるも

の）には、定期検査等の人の動作によるものが含まれ

るが、それらにより防護しなければ、安全性の水準（例

えば、SIL4）を達成できないケースもある。このよ

うなヒューマンエラーの発生確率は、安全性の水準の

達成目標から逆算して求めることもでき、これまでの

評価では、逆算した結果、ヒューマンエラーの発生確

率を 0.01～0.001 以下に抑えることを条件として

SIL4 が達成されるケースも存在した。

一方、一般的には定例作業時のエラー発生率は 0.01
～0.00001 とされている 4)ため、この前述の逆算によ

って求めた結果は妥当と考えられる。但し、このエラ

ー発生率は教育・訓練がきちんと行われていることが

前提であり、特に海外向けの評価においては、この前

提を明示しておくことが必要である。

図 1 FTA の例

３．STAMP/STPAの概要

３．１．概要

技術の進展に伴い評価対象装置も複雑化してきて

おり、これまでの FMEA 及び FTA のみでは機器の相

互作用及び時間的遷移を伴うなどの複雑な事象の解

析が難しくなってきた。そのため、機器の相互作用及

び時間的遷移を含む解析を得意とするSTAMP/STPA
を用いた安全性解析を検討した。

STAMP は 2012 年にマサチューセッツ工科大学の

Leveson 教授が提唱した安全解析手法である 5)。現代

のシステムのアクシデントの多くは、システムの構成

要素の故障によって起きるのではなく、システムの中

で安全のための制御を行う要素（コントローラ）と制

御される要素（被コントロールプロセス）の相互作用

が働かないことによって起きるというアクシデント

モデルであり、この STAMP を前提として、システム

のハザード要因を分析する安全解析手法が STPA で

ある。機器の相互作用及び時間的遷移を含む解析を得

意とする一方、部品レベルの解析には解析が膨大とな

ることが想定され、そのような解析にはこれまで通

り、FMEA 及び FTA を用いる方が良いと思われる。

３．２．鉄道への活用事例

鉄道における STAMP/STPA の活用事例としては、

踏切制御を扱った例 5)、ATC に対する安全性・信頼性

解析を行った例6)及びATS装置を対象とした例7)等が

ある。

特に ATS 装置を対象とした例では、FMEA 及び

FTA と共に STAMP を実施し、FTA で抽出できなか

った項目を STAMP/STPA により抽出した項目が示

されており、今後の安全性評価について、FMEA 及

び FTA だけでなく必要に応じて STAMP/STPA を行

うことに一定の効果があることが示されている。

STAMP/STPA自体が最近提唱された手法であるた

め、活用例は多くはないが、今後の安全性評価に有用

な手法であると考えられる。

４．STAMP/STPAの試行

前報 1)に続き、図２に示すような簡単な連動装置を

モデルとして STAMP/STPA の適用を試行した。

４．１．試行手順

STAMP/STPA ではまず、アクシデント・ハザード・

安全制約の識別及びコントロールストラクチャを構

築する。次に、UCA（Unsafe Control Action：非安

全制御動作）を抽出し、UCA 毎に HCF（Hazard 
Causal Factor：ハザード誘発要因）を特定する。

図２ モデル

４．２．STAMP/STPAの適用

本検討では、制御を行う要素を連動装置、制御され
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鉄道認証室における最近の活動概要 
 

鉄道認証室   山﨑  輝 
 

１．はじめに 

 交通安全環境研究所では、平成 23 年 4 月に鉄道

認証室を設置するとともに、平成 24 年 9 月には独

立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター

（IAJapan）から、鉄道分野の認証機関としては我

が国初の認定を取得した。以来、７年余が経過した

ところであり、ここでは、認証機関としての最近の

活動の概要について紹介する。 
 

２．鉄道認証機関の体制整備と現状 

２．１．鉄道認証機関の体制整備 

 鉄道の安全で安定な輸送の確保を図るため、鉄道

事業者、メーカ等の関係者において、過去の事故や

トラブルの経験を踏まえ、事故防止等のための努力

が積み重ねられている。これらの安全等に係る活動

は、技術基準、規格（日本産業規格や鉄道関連団体

規格等）等のもとで実践されてきている。このうち

各種鉄道製品・システムの規格類への適合性に関し

ては、一般的には、製品供給側（メーカ等）におい

て技術文書中で規格準拠が宣言され、調達側（鉄道

事業者等）において製品等の受入れの妥当性判断が

行われている。 
 他方、海外、特に欧州においては、規格として EN
規格（欧州統一規格）または国際規格（IEC 等）に

準拠することが求められ、その規格適合性判断を客

観的な第三者機関にゆだねる「認証」が主流になっ

ている。そのため、日本の鉄道関連メーカ等の安全

関連製品等の海外展開に際しては、製品等の国際規

格に対する認証が求められることが多くなってい

る。 
 このような状況の下で、平成 20 年 6 月の交通政

策審議会陸上交通分科会鉄道部会提言を受けて鉄

道技術標準化調査検討会の下に設置された鉄道認

証機関設立検討 WG における検討等を踏まえ、平

成 23 年 4 月に鉄道認証室が設置された。平成 28 年

4 月以降は、独立行政法人自動車技術総合機構内の

機関として「交通安全環境研究所」が位置づけられ、

中期目標（平成 28 年 4 月～令和 3 年 3 月）に基づ

き鉄道関連業務もこれまでと同様に取り組んでい

る。現在の認証業務実施体制の概要を図１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 認証業務実施体制 
 
 認証業務の実施にあたっては、内部の審査要員に

加えて、関連規格に精通し適切な実務経験を有する

技術者を外部審査要員として予め登録し申請され

た案件毎に指名して認証業務を担当戴いている。業

務増に伴い執務室を拡張し、本年７月には IAJapan
に登録した。また、マネジメントシステムの維持及

び公平性の確保に関する事項を審議戴く鉄道製品

認証業務運営委員会から助言を戴く体制となって

いる。 

 

２．２．認証対象規格と認定の取得 

 認証対象規格は、発足前の関係者において選定さ

れた海外でニーズの高い IEC 62278、IEC 62279、 
IEC 62280、IEC 62425 及び IEC 62236 の 5 規格

である。平成 24 年 9 月に IEC 62425 を対象とする

認定を取得して以降、認定機関による定期的な検査

が実施され、当認証機関の適格性が継続的に認めら

れてきており、その後、平成 28 年 9 月には、IEC  
62279 及び IEC 62280 について、さらに平成 30 年

5 月には、かねてより関係者から要望のあった IEC 

ることで、対象とする装置に詳しい人間でなくても容

易に解析を行うことができるものである。

図４ STAMP におけるガイドワード 8)

図５ コントロールループ図の例（UCA17）

図５はUCA17に対してコントロールストラクチャ

を作成しそのハザード要因を解析したコントロール

ループ図の例である。同様に他の UCA に対しても解

析を行った。抽出されたすべての UCA に対して解析

を行った結果、表４のように、HCF とその対策を整

理した。

以上より、STAMP/STPA を実施することにより、

相互作用及び時間的遷移も考慮に入れた安全性解析

を行うことが可能であることを確認した。

表４ HCF とその対策の例（UCA17）（一部）

ハザード誘発要因 対策

HS-17-1 論理誤りによ

り誤った解錠指示を出力

設計段階・製造段階で

の検査

HS-17-2 故障により解

錠指示を出力

定期検査

HP-17-1 故障により指

示のない解錠

定期検査

５．おわりに

海外向け鉄道システムの設計安全性評価に関し、複

雑化した鉄道信号システムに対応するための評価手

法について検討した。

これまでのFMEA及びFTAのような部品故障を対

象とする考え方だけではなく、装置間の相互作用を解

析する STAMP／STPA の活用が有効なケースもある

と考えられ、その一例として連動装置を例に検討を実

施した結果、時間的遷移も考慮に入れた解析が可能な

ことから、その有効性を確認した。

今後は、FMEA 及び FTA による従来の安全性解析

に加え、複雑化した鉄道信号システムに対応した

STAMP/STPA の適用実績を積み重ねていき、引き続

き設計安全性評価に貢献していきたい。
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鉄道認証室における最近の活動概要 
 

鉄道認証室   山﨑  輝 
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ところであり、ここでは、認証機関としての最近の
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き鉄道関連業務もこれまでと同様に取り組んでい

る。現在の認証業務実施体制の概要を図１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 認証業務実施体制 
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２．２．認証対象規格と認定の取得 

 認証対象規格は、発足前の関係者において選定さ

れた海外でニーズの高い IEC 62278、IEC 62279、 
IEC 62280、IEC 62425 及び IEC 62236 の 5 規格

である。平成 24 年 9 月に IEC 62425 を対象とする

認定を取得して以降、認定機関による定期的な検査

が実施され、当認証機関の適格性が継続的に認めら

れてきており、その後、平成 28 年 9 月には、IEC  
62279 及び IEC 62280 について、さらに平成 30 年

5 月には、かねてより関係者から要望のあった IEC 

ることで、対象とする装置に詳しい人間でなくても容

易に解析を行うことができるものである。

図４ STAMP におけるガイドワード 8)

図５ コントロールループ図の例（UCA17）

図５はUCA17に対してコントロールストラクチャ

を作成しそのハザード要因を解析したコントロール

ループ図の例である。同様に他の UCA に対しても解

析を行った。抽出されたすべての UCA に対して解析

を行った結果、表４のように、HCF とその対策を整

理した。

以上より、STAMP/STPA を実施することにより、

相互作用及び時間的遷移も考慮に入れた安全性解析

を行うことが可能であることを確認した。

表４ HCF とその対策の例（UCA17）（一部）

ハザード誘発要因 対策

HS-17-1 論理誤りによ

り誤った解錠指示を出力

設計段階・製造段階で

の検査

HS-17-2 故障により解

錠指示を出力

定期検査

HP-17-1 故障により指

示のない解錠

定期検査

５．おわりに

海外向け鉄道システムの設計安全性評価に関し、複

雑化した鉄道信号システムに対応するための評価手

法について検討した。

これまでのFMEA及びFTAのような部品故障を対

象とする考え方だけではなく、装置間の相互作用を解

析する STAMP／STPA の活用が有効なケースもある

と考えられ、その一例として連動装置を例に検討を実

施した結果、時間的遷移も考慮に入れた解析が可能な

ことから、その有効性を確認した。

今後は、FMEA 及び FTA による従来の安全性解析

に加え、複雑化した鉄道信号システムに対応した

STAMP/STPA の適用実績を積み重ねていき、引き続

き設計安全性評価に貢献していきたい。

参考文献

1) 林田他，“鉄道信号システムの設計安全性評価に

関する新たな取組”，交通安全環境研究所フォー

ラム 2018講演概要集，pp.55-58（2018）
2) 林田他，“軌道系交通システムの国際展開に対応し

た技術評価手法の検討”，交通安全環境研究所フォ

ーラム 2015 講演概要集，pp.53-56（2015）
3) IEC 62425 “Railway applications -

Communication, signalling and processing 
systems - Safety related electronic systems for 
signaling”, Ed.1.0 (2007)

4) 中條武志，“人間信頼性工学：エラー防止への工学

的アプローチ”，
http://www.indsys.chuo-u.ac.jp/~nakajo/open-da
ta/Healthcare_Errorproofing2.pdf

5) システム安全性解析手法 WG，“はじめての

STAMP/STPA～システム思考に基づく新しい安

全性解析手法”，独立行政法人情報処理推進機構

p.1（2016）
6) 川野卓，“列車制御システムにおけるアシュアラン

ス技術の適用に関する研究”，pp.70-85（2018）
7) 杉本他，“STAMP 解析による時系列表現を取り入

れた FTA 解析の提案”，日本信頼性学会，第 27 回

春季信頼性シンポジウム発表報文集，pp.109-112
8) システム安全性・信頼性解析手法 WG，“はじめて

の STAMP/STPA（実践編）”，独立行政法人情報

処理推進機構 p.8（2017）



－ 16 －

 
 
講演４．規格適合で求められるトレーサビリティの重要性について 

 
 

 鉄道認証室    ※長谷川 智紀  田代 維史  渡邉 朝紀 
           服部 鉄範（客員専門調査員） 森 崇（客員専門調査員） 

 
 

１．はじめに 
近年、海外における鉄道関連プロジェクトにおい

て、ISO（International Organization for 
Standardization, 英）や IEC（International 
Electrotechnical Commission, 英）に代表される国際

規格、地域規格である欧州規格（EN：European 
Norm, 仏）への規格適合が求められる。特に、RAMS
（Reliability, Availability, Maintainability and 
Safety, 英）規格として知られている IEC 622781)や

EN 501262)、Safety Case 規格で知られている IEC 
624253)や EN 501294)、そしてソフトウェア規格とし

て知られている IEC 622795)や EN 501286)が要求さ

れる。 
交通安全環境研究所では、鉄道分野で国内初となる

認証機関として、NRCC（NTSEL Railway 
Certification Center）を立ち上げ、IEC 62278、IEC 
62279 及び IEC 62425 等の規格適合に関する認証業

務を平成 23 年度から開始し、平成 24 年度に製品評価

技術機構（NITE：National Institute of Technology 
and Evaluation, 英）認定センター（IAJapan：
International Accreditation Japan, 英）より IEC 
62425 に対する製品認証機関として認定を受けた。現

在、認定を受けている規格は IEC 62278、IEC 62279、
IEC 622807)及び IEC 62425 の 4 規格になる。 
これまで、令和元年 10 月 1 日現在、32 件の認証書

の発行を行ってきたところであるが、旧来からの日本

国内向けのやり方では、規格適合が困難になる可能性

が高いことが分かってきた。 
特に、前述の規格で共通として求められているもの

として、トレーサビリティがあるが、旧来からの日本

国内向けのやり方ではトレーサビリティを確保する

ことが難しいと著者としては感じている。 
そこで、本発表では、旧来からの日本国内向けのや

り方においてなじみのない、トレーサビリティについ

て、その意義と重要性、並びに階層的な仕様と要件の

細かさの平均化が求められる意義について紹介する。 
 

２．トレーサビリティとその重要性 
２．１．トレーサビリティとは 
業界や用途によってトレーサビリティの意味する

内容は変わってくる。食品の世界では、「食品の移動

を把握できること」8)を指し、計量の世界では、「個々

の校正が測定不確かさに寄与する、文書化された切れ

目のない校正の連鎖を通じて、測定結果を計量参照に

関連付けることができる測定結果の性質」9)を指す。 
そのため、本報告では、IEC 62278, IEC 62279, 

IEC 62425 において求められているトレーサビリテ

ィについて述べる事とする。 
これらの規格におけるトレーサビリティとは、以下

の点について確認することである。 
・ 全ての要件が適切に満たされていること 
・ 追跡不可能な事項が入り込んでいないこと 
なお、IEC 62278 では、トレーサビリティについて

明示的に要求はされていないが、図１に示す

Verification 及びValidationにおいて次のように定義

がされており、実質的にトレーサビリティを求めてい

る。 

図１ RAMS 規格の V スキーム 
 

第１段階：構想

第２段階：適用範囲の定義

第３段階：リスク分析

第４段階：システム要求事項

第６段階：設計

第７段階：製造

第１４段階：使用停止と廃棄

第５段階：システム要求事項の割当て

第１３段階：変更と改良第１２段階：性能監視

Validation

Verification

Verification

Verification

Verification

Verification

Verification

Validation

第１１段階：運用と保守

第１０段階：受入れ

第９段階：機能と安全性の検証

第８段階：据付

62278 の認定を取得した。現在の認証対象規格を表

1 に示す。なお、IEC 62236 については、実際に申

請を受けて認定を取得したいと考えている。 
 

表 1 認証対象規格及び認定規格 
規格名称 規格番号 認定規格 

信頼性、アベイラビリティ、保全性、安全性（RAMS）

の仕様と実証 IEC 62278:2002  ○ 

通信、信号

及び処理シ

ステム 

信号用の安全関連電子システム IEC 62425:2007 ○ 

鉄道の制御、保護システム用ソフトウ

ェア 
IEC 62279:2002 ○ 

IEC 62279:2015 ○ 
クローズトトランスミッションシステム

における安全性に関する通信 
IEC 62280-1:2002 ○ 

オープントランスミッションシステム

における安全性に関する通信 
IEC 62280-2:2002 ○ 

トランスミッションシステムにおける

安全性に関する通信 
IEC 62280:2014 ○ 

電磁両立性 
通則、鉄道システム全体の外部等への

エミッション等 

IEC 62236-1～5 

:2008 
 

 

３．認証機関としての活動 

３．１．認証の業務  

 本年 10月 1日までの認証書の発行実績は合計 35
件（規格件数）である（図２参照）。なお、一つの案

件で複数の規格適合性を申請される場合があるた

め案件数では 32 案件である。この 32 案件のうち

認証が維持されているものは 30 案件、認証取得者

の申請により認証を終了したものは 2 案件である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 認証書発行実績（規格件数） 
  
３．２．広報活動 

 認証活動を国内外に広く周知することにより、当

認証機関の活用を促すとともに、国際通用性を高め

るための広報活動にも力を注いでいる。 
(1)鉄道認証情報交換会 
 認証活動の状況を周知するとともに認証を取り

巻く情勢について情報共有を行うため、鉄道関連メ

ーカ、関連協会及び国土交通省との情報交換会を定

期的に実施している。 
(2)電子媒体による情報提供 
 これまでの認証実績、各種規程類の最新版を Web
ページに掲載している。 
(3)その他 
 交通研フォーラム及び講演会での報告をはじめ、 

国内外の各種鉄道技術展等における展示等の取組

を行っている。 
 

４．今後の取組について 

 近年、世界的に鉄道に対する期待が高まる中で、

多くの国において都市鉄道や高速鉄道等の整備が

検討・推進されており、引き続き、国内の鉄道関連

メーカを中心に積極的な展開が進められている。 
 一方、国内においては、少子化の進展等に伴う関

連技術伝承への取組の強化が従来にも増して重要

な課題となっている。また、様々な技術分野でシス

テム等が高機能化、複雑化する中で、製品／システ

ムの開発時から、安全性・信頼性がどのように考慮

されて設計・開発されたか等について説明可能であ

ることの重要性が指摘されるようになっている。  
 このような状況の下、海外展開にあたっての国際

社会との整合性の確保の観点や、新たな技術の社会

受容性に対する説明責任の要請から、鉄道関連分野

におけるエンジニアリング能力の向上とともに、技

術とマネジメントの組み合わせによって製品安全

性等を達成することを目標とする機能安全規格の

考え方に基づく取組の強化が求められていくもの

と考えられる。 
 このため、当室においては、認証機関に対する国

際規格の要求事項を遵守し認定の維持を図ること

はもちろん、引き続き、認証業務を着実に進め、認

証実績の拡充と認定範囲の拡大に努めていく。また、

規格適合性評価の手法を活用した製品品質の確保

に向けた取組の重要性について情報発信に取り組

んでいきたいと考えている。このような活動を通じ

て、当研究所では公平中立の立場から、日本の鉄道

技術の海外展開や鉄道技術の維持・発展に引き続き

貢献したいと考えている。鉄道関連メーカ、鉄道事

業者をはじめ鉄道業界の様々な立場の方々並びに

関係機関のご指導、ご協力をお願いする。  
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講演４．規格適合で求められるトレーサビリティの重要性について 

 
 

 鉄道認証室    ※長谷川 智紀  田代 維史  渡邉 朝紀 
           服部 鉄範（客員専門調査員） 森 崇（客員専門調査員） 

 
 

１．はじめに 
近年、海外における鉄道関連プロジェクトにおい

て、ISO（International Organization for 
Standardization, 英）や IEC（International 
Electrotechnical Commission, 英）に代表される国際

規格、地域規格である欧州規格（EN：European 
Norm, 仏）への規格適合が求められる。特に、RAMS
（Reliability, Availability, Maintainability and 
Safety, 英）規格として知られている IEC 622781)や

EN 501262)、Safety Case 規格で知られている IEC 
624253)や EN 501294)、そしてソフトウェア規格とし

て知られている IEC 622795)や EN 501286)が要求さ

れる。 
交通安全環境研究所では、鉄道分野で国内初となる

認証機関として、NRCC（NTSEL Railway 
Certification Center）を立ち上げ、IEC 62278、IEC 
62279 及び IEC 62425 等の規格適合に関する認証業

務を平成 23 年度から開始し、平成 24 年度に製品評価

技術機構（NITE：National Institute of Technology 
and Evaluation, 英）認定センター（IAJapan：
International Accreditation Japan, 英）より IEC 
62425 に対する製品認証機関として認定を受けた。現

在、認定を受けている規格は IEC 62278、IEC 62279、
IEC 622807)及び IEC 62425 の 4 規格になる。 
これまで、令和元年 10 月 1 日現在、32 件の認証書

の発行を行ってきたところであるが、旧来からの日本

国内向けのやり方では、規格適合が困難になる可能性

が高いことが分かってきた。 
特に、前述の規格で共通として求められているもの

として、トレーサビリティがあるが、旧来からの日本

国内向けのやり方ではトレーサビリティを確保する

ことが難しいと著者としては感じている。 
そこで、本発表では、旧来からの日本国内向けのや

り方においてなじみのない、トレーサビリティについ

て、その意義と重要性、並びに階層的な仕様と要件の

細かさの平均化が求められる意義について紹介する。 
 

２．トレーサビリティとその重要性 
２．１．トレーサビリティとは 
業界や用途によってトレーサビリティの意味する

内容は変わってくる。食品の世界では、「食品の移動

を把握できること」8)を指し、計量の世界では、「個々

の校正が測定不確かさに寄与する、文書化された切れ

目のない校正の連鎖を通じて、測定結果を計量参照に

関連付けることができる測定結果の性質」9)を指す。 
そのため、本報告では、IEC 62278, IEC 62279, 

IEC 62425 において求められているトレーサビリテ

ィについて述べる事とする。 
これらの規格におけるトレーサビリティとは、以下

の点について確認することである。 
・ 全ての要件が適切に満たされていること 
・ 追跡不可能な事項が入り込んでいないこと 
なお、IEC 62278 では、トレーサビリティについて

明示的に要求はされていないが、図１に示す

Verification及びValidationにおいて次のように定義

がされており、実質的にトレーサビリティを求めてい

る。 

図１ RAMS 規格の V スキーム 
 

第１段階：構想

第２段階：適用範囲の定義

第３段階：リスク分析

第４段階：システム要求事項

第６段階：設計

第７段階：製造

第１４段階：使用停止と廃棄

第５段階：システム要求事項の割当て

第１３段階：変更と改良第１２段階：性能監視

Validation

Verification

Verification

Verification

Verification

Verification

Verification

Validation

第１１段階：運用と保守

第１０段階：受入れ

第９段階：機能と安全性の検証

第８段階：据付

62278 の認定を取得した。現在の認証対象規格を表

1 に示す。なお、IEC 62236 については、実際に申

請を受けて認定を取得したいと考えている。 
 

表 1 認証対象規格及び認定規格 
規格名称 規格番号 認定規格 

信頼性、アベイラビリティ、保全性、安全性（RAMS）

の仕様と実証 IEC 62278:2002  ○ 

通信、信号

及び処理シ

ステム 

信号用の安全関連電子システム IEC 62425:2007 ○ 

鉄道の制御、保護システム用ソフトウ

ェア 
IEC 62279:2002 ○ 

IEC 62279:2015 ○ 
クローズトトランスミッションシステム

における安全性に関する通信 
IEC 62280-1:2002 ○ 

オープントランスミッションシステム

における安全性に関する通信 
IEC 62280-2:2002 ○ 

トランスミッションシステムにおける

安全性に関する通信 
IEC 62280:2014 ○ 

電磁両立性 
通則、鉄道システム全体の外部等への

エミッション等 

IEC 62236-1～5 

:2008 
 

 

３．認証機関としての活動 

３．１．認証の業務  

本年 10 月 1 日までの認証書の発行実績は合計 35
件（規格件数）である（図２参照）。なお、一つの案

件で複数の規格適合性を申請される場合があるた

め案件数では 32 案件である。この 32 案件のうち

認証が維持されているものは 30 案件、認証取得者

の申請により認証を終了したものは 2 案件である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 認証書発行実績（規格件数） 
  
３．２．広報活動 

 認証活動を国内外に広く周知することにより、当

認証機関の活用を促すとともに、国際通用性を高め

るための広報活動にも力を注いでいる。 
(1)鉄道認証情報交換会 
 認証活動の状況を周知するとともに認証を取り

巻く情勢について情報共有を行うため、鉄道関連メ

ーカ、関連協会及び国土交通省との情報交換会を定

期的に実施している。 
(2)電子媒体による情報提供 
 これまでの認証実績、各種規程類の最新版を Web
ページに掲載している。 
(3)その他 
 交通研フォーラム及び講演会での報告をはじめ、 

国内外の各種鉄道技術展等における展示等の取組

を行っている。 
 

４．今後の取組について 

 近年、世界的に鉄道に対する期待が高まる中で、

多くの国において都市鉄道や高速鉄道等の整備が

検討・推進されており、引き続き、国内の鉄道関連

メーカを中心に積極的な展開が進められている。 
 一方、国内においては、少子化の進展等に伴う関

連技術伝承への取組の強化が従来にも増して重要

な課題となっている。また、様々な技術分野でシス

テム等が高機能化、複雑化する中で、製品／システ

ムの開発時から、安全性・信頼性がどのように考慮

されて設計・開発されたか等について説明可能であ

ることの重要性が指摘されるようになっている。  
 このような状況の下、海外展開にあたっての国際

社会との整合性の確保の観点や、新たな技術の社会

受容性に対する説明責任の要請から、鉄道関連分野

におけるエンジニアリング能力の向上とともに、技

術とマネジメントの組み合わせによって製品安全

性等を達成することを目標とする機能安全規格の

考え方に基づく取組の強化が求められていくもの

と考えられる。 
 このため、当室においては、認証機関に対する国

際規格の要求事項を遵守し認定の維持を図ること

はもちろん、引き続き、認証業務を着実に進め、認

証実績の拡充と認定範囲の拡大に努めていく。また、

規格適合性評価の手法を活用した製品品質の確保

に向けた取組の重要性について情報発信に取り組

んでいきたいと考えている。このような活動を通じ

て、当研究所では公平中立の立場から、日本の鉄道

技術の海外展開や鉄道技術の維持・発展に引き続き

貢献したいと考えている。鉄道関連メーカ、鉄道事

業者をはじめ鉄道業界の様々な立場の方々並びに

関係機関のご指導、ご協力をお願いする。  
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要件に対する網羅性が低くなる可能性が生じる。また、

Software Requirements を詳細に作成する必要があり、

要件の網羅性が低くなる可能性がある。 
 
そこで、規格では、仕様を段階的に細かくする階層的

仕様による開発が求められている。例えば、IEC 62279
では、求められているドキュメントとして次のものが挙

げられる。 
 
・ Software Requirements Specification (SwRS) 
・ Software Architecture Specification (SwAS) 
・ Software Design Specification (SwDS) 
・ Software Component Design Specification 

(SwCDS) 
・ Software Source Code and supporting 

documentation (SwSCSD) 
 
このように階層毎に文書を複数作成することにより、

仕様書間の粒度の差を極力少なくし、要件のトレーサビ

リティを確保しやすくすることができる。（図５） 
また、各仕様書の要件が整理されることになるため、

仕様書における要件の実現を確認するテストの網羅性を

確保することが可能になる。IEC 62279 では次のテスト

関係のドキュメントが求められ、それらは各種仕様書と

トレーサビリティが求められる。（図６及び図７） 
 
・ Overall Software Test Specification (OSwTS) 
・ Overall Software Test Report (OSwTR) 
・ Software/Hardware Integration Test 

Specification (SwHwITS) 
・ Software/Hardware Integration Test Report 

(SwHwITR) 

・ Software Integration Test Specification 
(SwITS) 

・ Software Integration Test Report (SwITR) 
・ Software Component Test Specification 

(SwCTS) 
・ Software Component Test Report (SwCTR) 

 
なお、システムレベルにおいては、RAMS 活動の成果

物として IEC 62278 において規定はされ、要件とのトレ

ーサビリティを求めてはいるが、IEC 62279 のような文

書同士の明確なトレーサビリティに関する記述は見当た

らない。 
そのため、現状におけるRAMS 活動として作成すべ

き文書が不明確であることから、RAMS 活動を行う関係

者によっては、規格の解釈により各文書において要件の

粒度に違いが生じてしまう状況が見られる。 
トレーサビリティを確保するためにも、各要件の粒度

は均等になるよう仕様書を作成することが望ましいと考

える。 

図６ IEC 62279 におけるトレーサビリティの関係 
 
 

SwSCSD

SwCDS

SwDS

SwAS

SwRS R1

A1

D1

C1

S1

C2

S2 S3

D2

C3

S4

C4

S5 S6

A2

D3

C5

S7

C6

S8

D4

C7

S9

C8

S10

C9

S11 S12

A3

D5

C10

S13 S14 S15

C11

S16 S17

 
図５ IEC 62279 の階層的仕様を用いた要件の構造例 

・ Verification：指定された要件が満たされている

ことの客観的証拠の調査及び提供による確認 
・ Validation：特定の使用目的の特定の要件が満

たされていることの客観的証拠の調査及び提

供による確認 
また、IEC 62425 では、Verification 及び Validation

において次のように定義がされている。 
・ Verification：検討中の段階の要件が、前の段階

の出力を満たし、検討中の段階の出力がその要

件を満たしていることを、分析及びテストによ

り証明する行為 
・ Validation：製品が全ての要件を満たしている

ことを、テスト及び分析により証明する行為 
このように、設定した要件が、各開発段階における

入力・出力間で満たされおり、かつ製品が設定した要

件を満たしているかを追跡すること、これがトレーサ

ビリティである。これにより、要件の抜け漏れを防ぐ

ことを規格は求めている。 
 

２．２．トレーサビリティを用いる意義 
旧来からの日本国内向けのやり方においては、「ノ

ウハウ」、「経験」、「暗黙知」に基づき安全性要件

（Safety Requirements）や試験計画（Test Plan）が

作られる傾向がある。この方法では、属人的になりや

すい傾向があり、トレーサビリティがとりづらい仕組

みになっている。ただし、属人的な要員が当該製品に

対して終始一貫として携わることにより、当該要員に

よってトレーサビリティがとれてきた経緯がある。 
しかし、少子高齢化がすすみ、従来の技術伝承のひ

とつである OJT（On the Job Training, 英）では、

技術伝承の時間の確保が困難になりつつある。また、

ノウハウをもつ要員の退職等もあり、旧来からの日本

国内向けのやり方が限界に近づきつつある。10) 
そこで、海外向け鉄道製品にかかわらず、属人的な

仕様からの脱却とともに、仕様書の可読性を高める必

要がある。その対策として、上位文書から下位文書へ、

または下位文書から上位文書へ要件の追跡を可能と

させるトレーサビリティの確保が必要となる。標準的

な関係を図２に示す。 
ただし、トレーサビリティを確保するにあたって

は、その手法に決まりがない。そのため、トレースを

取るにあたり、次に示す注意すべき事項がある。なお、

ここでは、要件の細かさを「粒度」と呼ぶこととする。 

 
・ 上位文書と下位文書の間で要件の粒度 
・ 複数の要件を、ひとつの要件のように記述 
ひとつ目は、図３に示すように、上位・下位文書間

で粒度が大きく違うため、トレース先が多くなり、ト

レース先のトレーサビリティの確実性が落ちること

である。 
 
ふたつ目は、図４に示すように、要件を複雑にする

ことにより、トレース元のトレーサビリティの確実性

が落ちることである。 
このように、トレーサビリティの確実性を高めるに

あたっては、要件の記述方法に工夫が必要であり、そ

の一手法として、Formal Method（形式手法）や構造

化仕様があげられる。 
そこで、次章では、このうち構造化仕様について述

べる。 

 
３．階層的仕様と粒度の平均化 

RAMS 規格等では、仕様の階層的構築が求められてい

る。これは、例えば、Software Requirements からソー

スコードを作った場合、図 3 に示すように、一つの要件

から多数のソースコードとトレースを取ることになり、

 
図２ 標準的な仕様の上下関係 

 

仕様C

仕様Ａ 要件A1

要件C1 要件C2 要件C3 要件C4 要件C5

 

図３ 仕様書間で粒度の差が大きい場合 
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図４ 複数の要件を一つの要件と表現した場合 
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要件に対する網羅性が低くなる可能性が生じる。また、

Software Requirements を詳細に作成する必要があり、

要件の網羅性が低くなる可能性がある。

そこで、規格では、仕様を段階的に細かくする階層的

仕様による開発が求められている。例えば、IEC 62279
では、求められているドキュメントとして次のものが挙

げられる。

・ Software Requirements Specification (SwRS)
・ Software Architecture Specification (SwAS)
・ Software Design Specification (SwDS)
・ Software Component Design Specification

(SwCDS)
・ Software Source Code and supporting 

documentation (SwSCSD)

このように階層毎に文書を複数作成することにより、

仕様書間の粒度の差を極力少なくし、要件のトレーサビ

リティを確保しやすくすることができる。（図５）

また、各仕様書の要件が整理されることになるため、

仕様書における要件の実現を確認するテストの網羅性を

確保することが可能になる。IEC 62279 では次のテスト

関係のドキュメントが求められ、それらは各種仕様書と

トレーサビリティが求められる。（図６及び図７）

・ Overall Software Test Specification (OSwTS)
・ Overall Software Test Report (OSwTR)
・ Software/Hardware Integration Test 

Specification (SwHwITS)
・ Software/Hardware Integration Test Report 

(SwHwITR)

・ Software Integration Test Specification 
(SwITS)

・ Software Integration Test Report (SwITR)
・ Software Component Test Specification 

(SwCTS)
・ Software Component Test Report (SwCTR)

なお、システムレベルにおいては、RAMS 活動の成果

物として IEC 62278 において規定はされ、要件とのトレ

ーサビリティを求めてはいるが、IEC 62279 のような文

書同士の明確なトレーサビリティに関する記述は見当た

らない。

そのため、現状におけるRAMS 活動として作成すべ

き文書が不明確であることから、RAMS 活動を行う関係

者によっては、規格の解釈により各文書において要件の

粒度に違いが生じてしまう状況が見られる。

トレーサビリティを確保するためにも、各要件の粒度

は均等になるよう仕様書を作成することが望ましいと考

える。

図６ IEC 62279 におけるトレーサビリティの関係
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図５ IEC 62279 の階層的仕様を用いた要件の構造例

・ Verification：指定された要件が満たされている

ことの客観的証拠の調査及び提供による確認 
・ Validation：特定の使用目的の特定の要件が満

たされていることの客観的証拠の調査及び提

供による確認 
また、IEC 62425 では、Verification 及び Validation

において次のように定義がされている。 
・ Verification：検討中の段階の要件が、前の段階

の出力を満たし、検討中の段階の出力がその要

件を満たしていることを、分析及びテストによ

り証明する行為 
・ Validation：製品が全ての要件を満たしている
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３．階層的仕様と粒度の平均化 

RAMS 規格等では、仕様の階層的構築が求められてい
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図２ 標準的な仕様の上下関係 

 

仕様C

仕様Ａ 要件A1

要件C1 要件C2 要件C3 要件C4 要件C5

 

図３ 仕様書間で粒度の差が大きい場合 
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仕様Ｂ

仕様Ａ 要件A1, A2, A3

要件B1

要件C1 要件C2

要件B2

要件C3 要件C4

要件B3

要件C5 要件C6

要件B4

要件C7

 

図４ 複数の要件を一つの要件と表現した場合 
（ 様 様 ） 
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鉄道認証室    服部 鉄範（客員専門調査員） 

 
 

１．はじめに 
近年のアジア各国における鉄道関連プロジェクト

においては、その入札及び導入にあたり、システム／

製品のハードウェア及びソフトウェアの安全性に関

するエビデンスだけでなく、システム構築のプロセス

の適切性についても実証が求められるケースが多い。

その際、適用される主なプロセス規格のひとつに

RAMS 規格（IEC 622781)／EN 501262)）がある。国

内鉄道製品メーカは、国内需要の将来的な縮小を想定

し海外展開を推進していく中で、RAMS 規格を含め

た、いわゆる安全関連規格に関する認証審査への対応

力が必要となってきている。 
本稿ではこうした状況を鑑み、認証において適用さ

れる安全関連規格を俯瞰し、特に RAMS 規格に着目

し、その適用の現状と認証上の留意点について述べ

る。また鉄道関連プロジェクトの進展と共に、RAMS
認証に求められる内容が変化している側面があると

考えていることから、その概要についても併せて述べ

る。さらに 2017 年には欧州規格の改訂版（EN 
50126-1,-2）が発行されており、国際規格（IEC 62278）
の改訂へ影響を与える可能性が高いことから、現在判

明している範囲で、今後の動向について紹介する。 
 

２．安全関連 4 規格の認証件数の推移 
鉄道認証室における認証の件数については、安全関

連規格といわれる 4 規格分（IEC 62278（RAMS の

仕様と実証）、IEC 62425（信号用の安全関連電子シ

ステム）、IEC 62279（鉄道の制御、保護システム用

ソフトウェア）、IEC 62280（トランスミッションシ

ステムにおける安全性に関する通信））を合わせて、

平成 24 年度以来、令和元年 5 月末までに、計 33 件

（案件数としては 30 件）について、認証を完了してい

る。図 1 に示すとおり、その内 IEC 62425 が 24 件（約

73%）と全体に占める割合が高く、次に IEC 62279
が 5 件（約 15%）ということで、IEC 62278 及び IEC 
62280 の件数はデータの上では決して多くはないも

のの、平成 30 年 5 月に IEC 62278 が認定規格に追加

されたことに伴い、認証に関する照会が増加しており

IEC 62425 や IEC 62279 と共にセットで要求される

機会が増加すると想定している。図 2 に平成 30 年度

末までの各規格の認証件数を示す。近年は毎年 4～9
件程度の依頼数であるが、今後は、規格間の件数の偏

りが徐々に平準化され、かつ依頼の全体数がさらに増

加すると分析している。 

図 1 各安全関連規格の認証件数の比率 

図 2 安全関連規格の認証件数の推移  
 

３．RAMS 規格の適用の現状 
 国際規格としての RAMS の概要については、様々

な文献が発行されている。それらの多くは IEC 
62278:2002 の発行に関する情報、RAMS 要素、プロ

セスの重要性、他の安全関連規格との関係性、THR
（Tolerable Hazard Rate,英）及び SIL（Safety 
Integrity Level,英）の考え方、リスクマトリックスの

考え方など、規格の中で重要な内容について解説して

図７ 仕様書、テスト仕様書及びテスト報告書の関係

（SwCDS、SwCTS 及び SwCTR の場合）

４．まとめ

これまで鉄道認機関設立以降対応した認証審査を踏ま

え、規格適合におけるトレーサビリティの意義と重要性、

並びに階層的な仕様と粒度の平均化に係る意義について

述べた。

トレーサビリティの確実性を高めるにあたって、階層

的仕様による上位・下位文書間の差を少なくするととも

に、各仕様における要件の粒度を平均化することが重要

であることを述べた。

海外向け鉄道製品にかかわらず、トレーサビリティは

製品品質の確保において重要な活動であると考えられる

ため、国内向け製品に対しても積極的な適用、及びさら

なる取り組みの向上を検討いただくことによって、これ

までの国内向けのやり方の限界へのブレークスルーの一

助になるとともに、国内向け鉄道製品及び海外向け鉄道

製品の区別無い設計開発の構築を期待する。
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図 3 RAMS サイクルの解釈 

 
３．５．２．ドキュメント作成の役割分担 
 信号プロジェクトでは、インテグレータのマネジメ

ントのもと、サプライヤが製品を提供する。認証にあ

たってはインテグレータとサプライヤとのドキュメ

ント作成の役割分担を明確化することで、無理なく作

業を進めることができる。一般にセーフティプラン、

RAM プランなどのプラン系ドキュメントや現地試験

以降のドキュメントはインテグレータが作成し、詳細

仕様や工場内試験についてはサプライヤが作成する

ケースが多いが、決まりはないので、プロジェクト毎

に妥当な分担を協議しておく必要がある。また、

RAMS ではドキュメント間のトレーサビリティが求

められるが、プラン系ドキュメントが変更になった際

は、作成した組織が異なる場合でもレポート系ドキュ

メントを変更することが必要になるケースがある。プ

ランが変更になった際は、必要であれば積極的にドキ

ュメントを改訂することが、ベリフィケーションレポ

ート及びバリデーションレポートにおいて、矛盾点の

無いドキュメント群を作成することに繋がる 4)。 
 

４．RAMS 規格の今後の動向 
 現行の RAMS の国際規格 IEC 62278 は、1999 年

に発行された欧州規格EN 50126を 2002年に国際規

格化したもので、長年にわたり認証において適用され

てきている。そうした中、2017 年に欧州規格の改訂

版が EN 50126-1 及び-2 として発行された。これを受

けてIEC 62278:2002の改訂が今後進められる予定で

ある。鉄道認証室は国際規格での認証を実施している

ため、国際規格の改訂後の対応となる見込みである

が、改訂の動向については、関係の有識者にご指導を

頂きながら、事前に調査・分析を実施しているので、

その内容について主に認証の観点から紹介する 5)。 
４．１．EN 50126の改訂概要 
欧州規格 EN 50126 の改訂作業は、2008 年頃から

ERA（欧州鉄道庁）と CENELEC（欧州電気標準化

委員会）が協力して開始され、既存の安全関連規格群

を EN 50126 シリーズとしてパート毎に再構成する

方針となった。すなわち、IEC 62279 及び IEC 62425
のベースとなった EN 50128 及び EN 50129 は、EN 
50126 のパートとして再構成されることが計画され

た。その後、EN 50128 が 2011 年、EN 50129 が 2018
年に改訂されたが、結局、規格番号は変更されなかっ

た。さらに、EN 50126 が EN 50126-1 として 2017
年に改訂され、同時に EN 50126-2 が新設された。表

1 に最新の EN 50126 シリーズの構成を示す。パート

1は1999年に発行されたEN 50126の改訂版であり、

パート 2 は、Part 1 適用時の Safety に関する一般的

プロセスのガイドラインである。これら新しい欧州規

格をベースとして、国際規格が発行された際には、鉄

道認証室は新しい国際規格に従って認証を実施する

必要がある。 
表１ 最新の EN 50126 シリーズの構成 

パート 概要 
Part 1 Generic RAMS process 

・一般的RAMS プロセス 
・ EN 50126 の内容見直し、新規事項追加  

Part 2 Systems Approach to Safety 
・安全に関するシステムアプローチ 
・Part 1 適用時の Safety に関する一般的

プロセスのガイドライン 
４．２．IEC 62278との相違点 
 EN-50126-1:2017では大幅な改訂が行われたため、

現行のIEC 62278:2002との間には多くの相違点があ

るが、本稿では特徴的な点に絞って紹介する。 
４．２．１．リスクに関する用語定義の見直し 
規格内で用いられる用語については、第 3 章で定義

されているが、改訂により追加、削除、変更が行われ

おり、規格を理解する上で役立つ 3)。ただ、それらの

考え方を理解したとしても、実際にシステム／製品に

RAMS 規格を適用する際には、規格に記述されてい

ない部分で、少なからずハードルが生じる。本章では

規格の適用にあたり留意すべき項目について述べる。 
３．１．全体行程と実施体制の検討 

 製品開発を始めるにあたり、認証取得のための全体

スケジュールと実施体制を、開発と並行して事前に検

討しておくことが大切である。まず、対象製品が汎用

品なのか、1 度限りの特注品、あるいはシリーズ品で

あるのかによって、審査回数が異なり、行程に影響す

る。また、RAMS 規格は構想から廃棄に至る長期ラ

イフサイクルに対応する必要があり、関連する規格と

の調整も生じるため、開発工程と認証行程とを合わせ

て考え、途中で生じる開発の差分まで考慮した行程を

計画することにより、将来に亘り戦略的で無理のな

い、認証取得が可能となる。 
３．２．申請時の諸条件 
 認証機関への申請にあたり、諸々の条件を事前に決

定しなければならない。大きなポイントとしては、時

系列のライフサイクルフェーズでどの段階までを対

象とするのか、参照規格をどうするのか、認証結果が

必要な時期などがある。プロジェクト体制が存在する

場合には、システム統合を担当するインテグレータと

サブシステムを供給するサプライヤ間の事前協議が

必要である。 
 なお、申請にあたり必要なドキュメント様式をはじ

め、規程類については、鉄道認証室のホームページ

（https://www.ntsel.go.jp/certification.html）から閲

覧・ダウンロードすることができる。 
３．３．SILとその適用範囲の決定 
 実質的には、電子機器であれば IEC 62425、ソフト

ウェアであれば IEC 62279 の要求事項に沿って SIL
目標を設定するが、安全性分析の結果に基づいて SIL
を割り付ける際には、機能構成の中で SIL が必要な範

囲を明確化し、各機能に求められるレベルを過不足な

く割り当てることが大切である。本当に必要な機能だ

けに必要なレベルを割り付けることで、合理的な製品

設計を実施することができ、開発／認証に要する期間

を適正化することができる。 
３．４．適用ライフサイクルフェーズの決定 
 RAMS のライフサイクルフェーズでは、各フェー

ズで考慮すべき要求事項を満たすことが大切である

が、現在のところ、鉄道製品認証申請の際にどのフェ

ーズまで認証実施するかを決定している。認証におい

て多いのは第 6 フェーズ「設計と（RAMS 計画の）

実行」、次いで第 7 フェーズ「製造」までである。こ

れは主にサプライヤが製品のRAM性能を実証するた

めには、これらのフェーズまでエビデンスがあれば出

荷できるためと考えられるが、最近は、インテグレー

タによっては第 9 フェーズ「システムの妥当性確認」

まで、鉄道事業者では第 14 フェーズ「廃棄」までの

審査を求めるケースもあることから、今後は申請者の

ニーズに柔軟に対応した RAMS 認証をさらに模索す

る必要があると考える。 
３．５．信号プロジェクトの場合 
 従来は製品単体の認証依頼が多数であったが、近年

では、システム・サブシステム・インタフェースを有

するような、いわゆる信号プロジェクトに関する依頼

を受けるようになってきた。しかしながら、そのよう

な信号プロジェクトは、製品とは異なる側面があるた

め、RAMS 適用上留意すべき点について下記に述べ

る。 
３．５．１．開発と展開 
 大規模な信号システムを開発、展開しようとする場

合、日本では鉄道事業者とサプライヤが一旦、研究開

発契約などを締結してプロトタイプシステムを試作

し、試験を実施した上で、実用化判定を行い、その後

に展開のフェーズに進むという開発、展開のスタイル

がある。しかしながら RAMS 規格には、そのような

開発、展開の 2 段階の流れは明記されていない。従っ

てそのようなシステムの認証にあたっては、図 3 のよ

うな RAMS サイクルの解釈を行い、それに従ってド

キュメントを準備する必要がある。まず、「(1) プロト

タイプ開発」は、時系列として、鉄道事業者からの要

求仕様書などに基づき、機能の安全性分析を行った上

で、試作品を設計・開発し、試験的に現地試験や走行

試験を行う。その結果をみて組織内で実用化判定を行

う。なお、運用と保全以降のフェーズはプロトタイプ

開発では関係しない。次の段階として、「(2) 展開」に

進むと、工事計画に従い試作品ではなく実稼働用の製

品を製作し、現地に設置、試験を実施した上で、受入

れに関する手続きを行い、実線区で使用開始する。こ

の(1)と(2)とでは、開発と展開という意味で、自ずと

準備するドキュメントが異なる部分があるので、注意

が必要である。 



－ 23 －

図 3 RAMS サイクルの解釈

３．５．２．ドキュメント作成の役割分担
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格をベースとして、国際規格が発行された際には、鉄
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されているが、改訂により追加、削除、変更が行われ

おり、規格を理解する上で役立つ 3)。ただ、それらの
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規格の適用にあたり留意すべき項目について述べる。 
３．１．全体行程と実施体制の検討 

 製品開発を始めるにあたり、認証取得のための全体

スケジュールと実施体制を、開発と並行して事前に検

討しておくことが大切である。まず、対象製品が汎用

品なのか、1 度限りの特注品、あるいはシリーズ品で

あるのかによって、審査回数が異なり、行程に影響す

る。また、RAMS 規格は構想から廃棄に至る長期ラ

イフサイクルに対応する必要があり、関連する規格と

の調整も生じるため、開発工程と認証行程とを合わせ

て考え、途中で生じる開発の差分まで考慮した行程を

計画することにより、将来に亘り戦略的で無理のな

い、認証取得が可能となる。 
３．２．申請時の諸条件 
 認証機関への申請にあたり、諸々の条件を事前に決

定しなければならない。大きなポイントとしては、時

系列のライフサイクルフェーズでどの段階までを対

象とするのか、参照規格をどうするのか、認証結果が

必要な時期などがある。プロジェクト体制が存在する

場合には、システム統合を担当するインテグレータと

サブシステムを供給するサプライヤ間の事前協議が

必要である。 
 なお、申請にあたり必要なドキュメント様式をはじ

め、規程類については、鉄道認証室のホームページ

（https://www.ntsel.go.jp/certification.html）から閲

覧・ダウンロードすることができる。 
３．３．SILとその適用範囲の決定 
 実質的には、電子機器であれば IEC 62425、ソフト

ウェアであれば IEC 62279 の要求事項に沿って SIL
目標を設定するが、安全性分析の結果に基づいて SIL
を割り付ける際には、機能構成の中で SIL が必要な範

囲を明確化し、各機能に求められるレベルを過不足な

く割り当てることが大切である。本当に必要な機能だ

けに必要なレベルを割り付けることで、合理的な製品

設計を実施することができ、開発／認証に要する期間

を適正化することができる。 
３．４．適用ライフサイクルフェーズの決定 
 RAMS のライフサイクルフェーズでは、各フェー

ズで考慮すべき要求事項を満たすことが大切である

が、現在のところ、鉄道製品認証申請の際にどのフェ

ーズまで認証実施するかを決定している。認証におい

て多いのは第 6 フェーズ「設計と（RAMS 計画の）

実行」、次いで第 7 フェーズ「製造」までである。こ

れは主にサプライヤが製品のRAM性能を実証するた

めには、これらのフェーズまでエビデンスがあれば出

荷できるためと考えられるが、最近は、インテグレー

タによっては第 9 フェーズ「システムの妥当性確認」

まで、鉄道事業者では第 14 フェーズ「廃棄」までの

審査を求めるケースもあることから、今後は申請者の

ニーズに柔軟に対応した RAMS 認証をさらに模索す

る必要があると考える。 
３．５．信号プロジェクトの場合 
 従来は製品単体の認証依頼が多数であったが、近年

では、システム・サブシステム・インタフェースを有

するような、いわゆる信号プロジェクトに関する依頼

を受けるようになってきた。しかしながら、そのよう

な信号プロジェクトは、製品とは異なる側面があるた

め、RAMS 適用上留意すべき点について下記に述べ

る。 
３．５．１．開発と展開 
 大規模な信号システムを開発、展開しようとする場

合、日本では鉄道事業者とサプライヤが一旦、研究開

発契約などを締結してプロトタイプシステムを試作

し、試験を実施した上で、実用化判定を行い、その後

に展開のフェーズに進むという開発、展開のスタイル

がある。しかしながら RAMS 規格には、そのような

開発、展開の 2 段階の流れは明記されていない。従っ

てそのようなシステムの認証にあたっては、図 3 のよ

うな RAMS サイクルの解釈を行い、それに従ってド

キュメントを準備する必要がある。まず、「(1) プロト

タイプ開発」は、時系列として、鉄道事業者からの要

求仕様書などに基づき、機能の安全性分析を行った上

で、試作品を設計・開発し、試験的に現地試験や走行

試験を行う。その結果をみて組織内で実用化判定を行

う。なお、運用と保全以降のフェーズはプロトタイプ

開発では関係しない。次の段階として、「(2) 展開」に

進むと、工事計画に従い試作品ではなく実稼働用の製

品を製作し、現地に設置、試験を実施した上で、受入

れに関する手続きを行い、実線区で使用開始する。こ

の(1)と(2)とでは、開発と展開という意味で、自ずと

準備するドキュメントが異なる部分があるので、注意

が必要である。 
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講演６．鉄道信号保安装置における通信と国際規格の活用 
 
 

 
    鉄道認証室     森 崇（客員専門調査員） 
 

 
 

１．はじめに 
鉄道の安全を守るには、土木構造物、レールや枕木、

ポイントなどの軌道、車両などの維持管理だけではな

く、列車を制御するための信号装置や部外との交通と

の接続点である踏切装置等が重要な役割を果たして

いる。これらの装置は土木構造物や軌道等の「壊れな

い強度を持った安全、維持管理することにより保つ安

全」ではなく、「壊れてもできるだけ安全な状態に遷

移させる」というフェールセーフ思想でシステム設計

が行われている。 
この「フェールセーフ思想」で列車制御の安全を担

保する装置を「鉄道信号保安装置」と一般的に称する。

典型的な例には、列車と列車の間隔を確保し、衝突を

起こさないようにする「閉そく装置」、列車に対して

到着点まで安全に進路を確保する「連動装置」、「閉そ

く装置」や「連動装置」の情報を受け、運転士に対し

て進行の可否を示す「信号装置」、運転士が「信号装

置」の指示に従わず運転を継続した場合に停止させる

「ATS・ATC 装置」、列車の接近に応じて踏切を警報

させ、踏切道に異常があれば列車を停止させる「踏切

保安装置」などがある。 
これらの装置は有機的に結合され、連携して動作す

る。この連携には、装置間の通信が使用されることに

なる。過去にはリレーを動作させ、そのリレー接点の

ON/OFF により情報を伝送していたが、現代におい

ては、IP(Internet Protocol,英)ネットワークや無線装

置の活用が進みつつある。 
このように鉄道信号保安装置の中で通信の重要性

が増すにつれ、データの完全性の確保やセキュリティ

など今までの鉄道信号保安装置の技術分野ではなか

った事柄の重要性が増している。本発表では、鉄道保

安装置におけるデータの完全性の確保、セキュリティ

確保について国際規格を考慮に入れながら述べる。 

 
２．鉄道信号保安装置への通信活用の例 

鉄道信号保安装置として近年当室の認証において

も増加しているのは、CBTC(Communication Based 
Train Control,英)である。この装置の概要を図 1 に示

す。 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 1 CBTC の例 
 
このシステムはいくつかの装置からなる。

Interlocking(連動装置)は、列車に対して進路を確保

し、CBTC wayside equipment（地上装置）が先行列

車と連動装置の進路確保条件から、当該列車が進行を

許可される限界である LMA(Limit of Movement 
Authority,英)を決定する。LMA の情報をもとに、

Train-borne equipment( 車 上 装 置 ) は 、 ATP 
(Automatic Train Protection,英) profile を計算し、そ

の速度を超過するとブレーキ指令を出力する。 
進路確保条件が誤って CBTC 地上装置に伝わった

り、誤った LMA が車上装置に伝送されると、列車の

追突や脱線につながることになる。 
 このような事象を起こさないために、伝送データ

の完全性の確保は、CBTC において非常に重要である

ことがわかる。 
 ３．ネットワーク設計における一般的な留意点 

た。特徴的であるのは、risk の定義の変更である。表

2 に示すように、これまでリスクは hazard や harm
という言葉を用いることで safety に限定していたが、

今回の改訂で lossという言葉を使いRAMにも拡張さ

れた。 
表 2 "risk"定義の変更 

規格 定義 
IEC 62278 probable rate of occurrence of a 

hazard causing harm and the 
degree of severity of the harm 

EN 50126-1 combination of expected frequency 
of loss and the expected degree of 
severity of that loss 

４．２．２．適用設備の明記 

 規格が適用される対象設備については序論に記述

されているが、IEC 62278 では第 2 パラグラフに、

railway application（鉄道設備）と記述され、信号の

みに限定していないと解釈され、さらに EN 50126-1
では第 1 パラグラフに、railway application fields 
Command, Control and Signalling (Signalling), 
Rolling Stock and Electric power supply for 
Railways (Fixed Installations)（鉄道分野の信号、鉄

道車両、鉄道用電源（地上設備））と、適用設備が具

体的に明記された。 
４．２．３．解説文の追記 
 IEC 62278 では用語定義の後に直接 RAMS の考え

方について記述されているが、EN 50126-1 ではまず

Multi-level system approach（多層システムのアプロ

ーチ）及び Railway system overview（鉄道システム

外観）ということで、システムの階層構造と要求事項、

また鉄道システムの構造と RAMS 要求事項について

解説されており、システム・サブシステム・コンポー

ネントの関係、要求事項、特徴が整理されている。 
 また、EN 50129（国際規格では IEC 62425）に記

述されている、セーフティケースの目的と内容につい

ても、EN 50126-2 に記載されている。 
このように、解説が充実したことで、より的確に規

格の内容が理解できるようになったと考える。 
４．２．４．作成すべきドキュメントの明確化 
 IEC 62278 では第 6 章の各RAMS ライフサイクル

において、各フェーズの目的、インプット、要求事項、

成果物、ベリフィケーション、バリデーション内容に

ついて羅列的に記述されているのに対し、EN 

50126-1 では第 7 章において目的、活動、成果物に整

理され、ベリフィケーション、バリデーションの内容

は第 6 章に共通事項が整理された。これにより実施内

容がわかりやすくなったと考えられる。また成果物は

例えばシステム定義書、RAM プラン、Safety プラン

など、より具体的なドキュメント名が記述された。 
４．２．５．ライフサイクルフェーズの変更 
 これまでRAMSライフサイクルフェーズは14段階

まであったが、運用に係わる 11～13 段階をひとつに

したことで、全体が 12 段階までに変更された。 
４．３．IEC 62278の改訂に向けて 

2018 年の IEC/TC9 年次総会の決議において、IEC 
62278 改訂のためのメンテナンスチームを設置し、コ

ンビナーとエキスパートの募集を行うが、CENELEC
からの提案を待って作業開始することが決議された。

日本として有識者が協力し、十分な準備をして臨んで

いく。 
 

５．まとめ 
本稿では、RAMS 規格の認証への適用の現状と今

後の動向について述べた。交通安全環境研究所鉄道認

証室は、日本の鉄道製品の海外展開への貢献のため、

規格適合の適正化に引き続き、取り組んでいく。 
最後に本稿をまとめるにあたり、ご指導を賜りまし

た皆様方に深謝申し上げます。 
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講演６．鉄道信号保安装置における通信と国際規格の活用

   鉄道認証室     森 崇（客員専門調査員）

１．はじめに

鉄道の安全を守るには、土木構造物、レールや枕木、

ポイントなどの軌道、車両などの維持管理だけではな

く、列車を制御するための信号装置や部外との交通と

の接続点である踏切装置等が重要な役割を果たして

いる。これらの装置は土木構造物や軌道等の「壊れな

い強度を持った安全、維持管理することにより保つ安

全」ではなく、「壊れてもできるだけ安全な状態に遷

移させる」というフェールセーフ思想でシステム設計

が行われている。

この「フェールセーフ思想」で列車制御の安全を担

保する装置を「鉄道信号保安装置」と一般的に称する。

典型的な例には、列車と列車の間隔を確保し、衝突を

起こさないようにする「閉そく装置」、列車に対して

到着点まで安全に進路を確保する「連動装置」、「閉そ

く装置」や「連動装置」の情報を受け、運転士に対し

て進行の可否を示す「信号装置」、運転士が「信号装

置」の指示に従わず運転を継続した場合に停止させる

「ATS・ATC 装置」、列車の接近に応じて踏切を警報

させ、踏切道に異常があれば列車を停止させる「踏切

保安装置」などがある。

これらの装置は有機的に結合され、連携して動作す

る。この連携には、装置間の通信が使用されることに

なる。過去にはリレーを動作させ、そのリレー接点の

ON/OFF により情報を伝送していたが、現代におい

ては、IP(Internet Protocol,英)ネットワークや無線装

置の活用が進みつつある。

このように鉄道信号保安装置の中で通信の重要性

が増すにつれ、データの完全性の確保やセキュリティ

など今までの鉄道信号保安装置の技術分野ではなか

った事柄の重要性が増している。本発表では、鉄道保

安装置におけるデータの完全性の確保、セキュリティ

確保について国際規格を考慮に入れながら述べる。

２．鉄道信号保安装置への通信活用の例

鉄道信号保安装置として近年当室の認証において

も増加しているのは、CBTC(Communication Based 
Train Control,英)である。この装置の概要を図 1 に示

す。

図 1 CBTC の例
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３．ネットワーク設計における一般的な留意点

た。特徴的であるのは、risk の定義の変更である。表

2 に示すように、これまでリスクは hazard や harm
という言葉を用いることで safety に限定していたが、

今回の改訂で lossという言葉を使いRAMにも拡張さ

れた。 
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４．２．２．適用設備の明記 
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Multi-level system approach（多層システムのアプロ
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外観）ということで、システムの階層構造と要求事項、

また鉄道システムの構造と RAMS 要求事項について

解説されており、システム・サブシステム・コンポー

ネントの関係、要求事項、特徴が整理されている。 
 また、EN 50129（国際規格では IEC 62425）に記

述されている、セーフティケースの目的と内容につい

ても、EN 50126-2 に記載されている。 
このように、解説が充実したことで、より的確に規

格の内容が理解できるようになったと考える。 
４．２．４．作成すべきドキュメントの明確化 
 IEC 62278 では第 6 章の各RAMS ライフサイクル

において、各フェーズの目的、インプット、要求事項、

成果物、ベリフィケーション、バリデーション内容に

ついて羅列的に記述されているのに対し、EN 

50126-1 では第 7 章において目的、活動、成果物に整

理され、ベリフィケーション、バリデーションの内容

は第 6 章に共通事項が整理された。これにより実施内

容がわかりやすくなったと考えられる。また成果物は

例えばシステム定義書、RAM プラン、Safety プラン

など、より具体的なドキュメント名が記述された。 
４．２．５．ライフサイクルフェーズの変更 
 これまでRAMSライフサイクルフェーズは14段階

まであったが、運用に係わる 11～13 段階をひとつに

したことで、全体が 12 段階までに変更された。 
４．３．IEC 62278の改訂に向けて 

2018 年の IEC/TC9 年次総会の決議において、IEC 
62278 改訂のためのメンテナンスチームを設置し、コ

ンビナーとエキスパートの募集を行うが、CENELEC
からの提案を待って作業開始することが決議された。

日本として有識者が協力し、十分な準備をして臨んで

いく。 
 

５．まとめ 
本稿では、RAMS 規格の認証への適用の現状と今

後の動向について述べた。交通安全環境研究所鉄道認

証室は、日本の鉄道製品の海外展開への貢献のため、

規格適合の適正化に引き続き、取り組んでいく。 
最後に本稿をまとめるにあたり、ご指導を賜りまし

た皆様方に深謝申し上げます。 
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この処理を失敗した場合、間違ったデータにより処

理されてしまうため、異常の検出をできるだけ確実に

行うように、ソフトウェアの品質を高め、ハードウェ

アの故障があった場合素早く止めなければならない。

このため、安全関連伝送機能の処理は鉄道信号保安装

置の中で行うことが IEC 62280 で定められている。

なお、安全関連伝送機能は IEC62425(参考文献 2)鉄
道用途の伝送、信号及び処理システムにおける、信号

のための安全関連電子システム)に定められた技術的

手法によることとなっている。 
また、セキュリティ上の脅威に対応するため、必要

に応じて「安全関連認証・秘匿技術」を付加すること

になっている。 
４．２．IEC 62280 を中心に活用した設計 

IEC 62280 は、Annex  D に"Guidelines for use of 
the standard(この規格の使用ガイドライン)"があり、

設計ステップ（IEC 62280 D.1)が述べられている。 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4 伝送機能設計の流れ 

  
なお、図 4 における項目のうち、実線で囲われた部分

は IEC 62280 Annex D に記載のある事項であり、点

線で囲われた部分は、筆者が必要と思われる事項を追

記したものである。各々について、重要な事項を述べ

る。 
 
(1) 伝送適用対象 
 通信ネットワークにどのようなデータがそのよう

な頻度で流れるかを設計者が把握する。この把握がハ

ザードの解析の基礎となる。 
(2)ハザード解析 
 (1)で検討したデータが、 
  繰り返し   repetition;  
  削除  deletion; 
  挿入  insertion; 
  順序逆転  re-sequencing; 
  符号破壊  corruption; 
  遅延  delay; 
  なりすまし masquerade. 
があった場合どのような好ましくない事象が起こる

かを考えていく。この 7 つのガイドワードを IEC 
62280 では、「脅威(threat)」といっている。 
 この脅威は、通信ネットワークの特性により考慮し

なければならない場合と、考慮の必要がない場合があ

る。このため、与えられた通信ネットワークにより、

「専用で管理された category 1」、「専用ではないが外

部からの悪意ある侵入がない category2」、「オープ

ンでアクセス制限のない category3」に IEC 62280 で

は分類され、カテゴリごとの脅威への対策の必要性の

有無が Annex B に示されている。 
 また、鉄道信号保安装置において好ましくない事象

はほぼ「列車相互間の追突、衝突」、「列車の脱線」、

「部外（自動車、人や土砂など）との衝突」、「運行の

停止もしくは制限」とされる場合が多く、このうち人

命に影響を与えるような事象を危害（harm)という。 
 この解析結果を基に、どのような脅威が具体的に存

在し、危害などの好ましくない事象のリスクを評価

し、通信ネットワークがどのカテゴリにあるのかによ

り、リスク低減が必要かどうかを決定する。またなり

すましによる、人為的な攻撃については、確率的なア

プローチが困難なため、章を改め説明する。 
 表１に解析の例を示す。 
 
 
 
 

SIL割り当てと定量的

な目標 
(Allocation of SIL and 
quantitative targets) 

システム機能要求/安全要求仕様 
(System functional requirement / Safety specifications) 

伝送適用対象(Application of the transmission system) 

安全関連伝送機能設計とネットワーク設計 
(Safety-related transmission and network design) 

安全要求仕様 
(Safety requirement specification) 

通信ネットワーク機能要求仕様 
(Functional requirement specification for network) 

セキュリティ重篤度評価

と定量的な目標 
(Security severity 
assessment and 

quantitative targets) 
 

リスク低減 
(Risk reduction) 

ハザード解析 
(Hazard analysis) 

鉄道信号保安装置に通信ネットワークを活用する

際に留意すべき点を以下に述べる。

○鉄道信号保安装置の通信ネットワークは鉄道特注

品のみで構成することはほぼ不可能であり、幅広い市

販品の中から構成を検討することになる。

鉄道信号保安装置は、安全性を担保するため、故障

しても安全な状態に遷移させる必要があるが、通信を

担う通信ネットワーク機器はそのような思想で設計

されているものを選択することはほぼ不可能である。

汎用化が極度に進み、現実的には使用される機器はネ

ットワーク機器メーカが販売するものの中から選択

することになる。その機器選択、ネットワーク構成や

プロトコル選択については、鉄道事業者等の安全、稼

働率、セキュリティ及び投資可能金額についての考え

方によって大きく変わる。

○通信ネットワーク機器のライフサイクルは、製品寿

命よりも保守の終了によって決まる。

ネットワーク機器のライフサイクルは鉄道保安装

置の考える期間とは大きく異なり、５年から７年程度

で保守サポートが終了することとなる。これはネット

ワーク機器がソフトウェアで動作するという特性上、

ハードウェアのサポートだけではなく、ソフトウェア

のサポートがあり、組み込むソフトウェアモジュール

のサポートが終了すると、必然的に機器のソフトウェ

アのサポートを終了することになるためである。現在

はサポート切れのソフトウェアを使用することは、ネ

ットワークセキュリティの観点からは推奨されない

ため、その時点で機器の取り換えを行うこととなる。

このため、通信ネットワーク機器においてライフサイ

クル管理も非常に重要な観点となる。

鉄道信号保安装置に使用される通信ネットワーク

機器は、機器開発そのものをするのではなく、目的、

保守ライフサイクル、鉄道事業者の考え方に応じて提

供されているサービスや製品群から製品を選択し、代

替可能な製品群を選択し取り替えることにより構築

を行うことになる。このため、保守終了後、同一のプ

ロトコルで動作するように、普及しているネットワー

クプロトコルを選択することが重要である。

４．IEC 62280を中心にしたネットワーク構築の実際

４．１．IEC 62280の基本的な考え方

IEC 62280（参考文献 1))は、鉄道用途の伝送、信

号及び処理システムにおける、安全関連通信について

の規格である。

IEC 62280 においては、reference architecture(参
照構成)を定めている。これは現状を鑑み、一般の機

器を用いて通信ネットワークを自営で構成すること

や、商用の通信ネットワークサービスを用いて鉄道信

号保安装置の伝送を行うことを前提にしている。（図

2）

図 2 IEC 62280 参照構成

このモデルでは、安全関連伝送機能と通信ネットワ

ークが伝送に関係する。通信ネットワークは、誤りや

データ抜け、データの重複、順序変更が発生する可能

性がある。IEC 62280 では、通信ネットワークに非常

に高い品質を要求するのではなく、どのような品質の

ものであっても、安全関連伝送機能で、その誤りなど

を検出して、安全関連アプリケーションに使用しない

ように処理をすれば、誤ったデータで処理が行われず

に、安全が担保できるという考え方に基づいている。

その考え方の概要を図 3 に示す。

図 3 IEC 62280 の安全に対する考え方
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なお、安全関連伝送機能は IEC62425(参考文献 2)鉄
道用途の伝送、信号及び処理システムにおける、信号

のための安全関連電子システム)に定められた技術的

手法によることとなっている。 
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に応じて「安全関連認証・秘匿技術」を付加すること

になっている。 
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図 4 伝送機能設計の流れ 
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４．IEC 62280を中心にしたネットワーク構築の実際
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図 2 IEC 62280 参照構成
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に高い品質を要求するのではなく、どのような品質の

ものであっても、安全関連伝送機能で、その誤りなど

を検出して、安全関連アプリケーションに使用しない
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その考え方の概要を図 3 に示す。

図 3 IEC 62280 の安全に対する考え方
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表１ ボトムアップアプローチによる解析 
地上－車上間伝送の例（Category 3) 

情報種

別 
脅威 ハザード 好ましくな

い事象 
原因 頻度 評価 

臨時速

度制限 
繰り

返し 
アプリケーシ

ョン処理遅

延・停止 

列車運行不

能 
N/W
機器故

障 

B 
 

対策

必要 

削除 切断によるデ

ータ更新なし 
速度超過に

よる脱線で

の複数死亡 

断線 A 対策

必要 

挿入 機器故障によ

るデータ挿入 
不正な速度

低下 
N/W
機器故

障 

B 対策

必要 

： : :    
なり

すま

し 

ハッキングに

よるデータ操

作 

速度超過に

よる脱線で

の死亡 

無線区

間ハッ

キング 

 別途

検討 

列車運行不

能 
： ： ： ：    

 (3)リスク低減、SIL の割り当てと定量的な目標 
 リスク低減の対処が必要な場合、脅威を引き起こす

原因である hazardous event を解析し、通信ネットワ

ークで事象発生頻度を低減するか、hazardous event
があっても安全関連伝送機能で不正データを採用し

ないことにより対処することになる。安全関連伝送機

能で脅威対処を行う方法について IEC 62280 7 章で

考え方が示されている。以下に概要を示す。 
表 2 脅威とリスク低減手法 

 低減手法 
 
 
脅威 

シーケ

ンス番

号 

タイム

スタン

プ 

タイム

アウト 
 ID フィー

ドバッ

ク 

認証 安全コ

ード 
暗号技

術 

繰り返し X X       
削除 X        
挿入 X   X X X   
順序逆転 X X       
符号破壊       X X 
遅延  X X      
なりすま

し 
    X X  X 

 表 2 の通りリスク低減手法例は規格に示されてい

る。しかしながら、シーケンス番号や安全コードの長

さなどについては示されていない。 
 例えば、ある保安装置の機能に 10-9/h を許容危険側

遷移頻度として割り当てた場合、一般的にその装置の

SIL (Safety Integrity Level,英)は 4 となる。その伝送

を担う安全関連伝送機能にも SIL 4 を割り当てた場

合、符号破壊の見落としもそれを下回ることが要求さ

れる。 
 一般的に安全符号 ICV (Integrity check value,英)
において符号脆弱性がない場合、その符号衝突確率

は、安全符号長を n とすると、2-n/2となる。仮にメッ

セージを 1 秒間に 100 回伝送し、伝送路におけるメッ

セージの誤り率が 10-5の仮定の下で、符号誤り見逃し

頻度を 10-10/h を要求する場合、 
100×2-n/2×3600<10-5   

を満たすnとなる 71ビット以上の安全符号長が必要

である。このように、「安全符号を採用する」だけで

はなく、「脆弱性のない○○ビット長の安全符号を採用

する」というレベルまでの検討が必要である。 
５．人為的な脅威についての留意点 

 なりすましなど人為的な脅威は、その他の脅威とは

異なり、確率論的なアプローチのみで議論できない。

また技術進化によりリスクが増大する場合があるこ

とに留意した方が好ましい。 
人為的な脅威は、ハッキングを行う人の能力、それ

による利益、技術的及び環境などのハッキングの行い

やすさにより攻撃が成功するかどうか決まる。一般的

に安全を語る際、確率×重篤性がリスクと言われるが、

セキュリティについては、「実行可能性×ハッカーの利

益」が評価指標となるため、ハッキングを行った際の

利益やその利益の高い部分への重点的な対処が必要

である。また、技術進化により一般的にはリスクは増

大するため、人為的脅威は日頃から脅威を監視する必

要性がある。IEC 62280 におけるなりすましへの対策

について、上記のような視点が望まれると考える。 
６．最後に 

鉄道認証室において、データ伝送を活用したシステ

ムの審査は今後ともますます増えていくと思われる。

規格適合性において、システムが規格に合致すること

のみを目的とするのではなく、その規格の精神を生か

し、より安全でセキュアなシステムを構築するために

規格を活用していただけると幸いである。 
鉄道認証室においても限られたメンバーではある

が、これからも伝送系における安全とセキュリティに

ついての調査研究を進めて参りたい。 
参考文献 

1) IEC，“Railway applications – Communication, 

signalling and processing systems – Safety 

related communication in transmission systems 

" IEC 62280 (2014) 

2) IEC, " Railway applications –  Communication, 

signalling and processing systems – Safety 

related electronic systems for signalling" 

IEC 62425 (2007) 
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環境研究部における研究の概要と方向性 
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１．はじめに 
大気汚染物質の排出に対する自動車の寄与は大き

く、これまで厳しい排出ガス規制が設けられてきた。

その結果、平成 29 年度の二酸化窒素（NO2）、浮遊粒

子状物質（SPM）等による大気汚染については大き

く改善されている。一方で、微小粒子状物質（PM2.5）
の環境基準達成率は、自排局で 86.2%であり、平成

28 年度と比較してやや低下し、自動車から排出され

る粒子状物質のさらなる低減が課題となっている 1)。 
2017 年度の日本の二酸化炭素排出量 2)は 11 億

9,000 万トンで、自動車全体で日本全体の 15.4%（運

輸部門の 86.2%）を占めており、排出ガス規制ととも

に、更に厳しくなる燃費基準との両立が求められてい

る。また、「成長戦略フォローアップ」（令和元年 6 月

21 日閣議決定）3)では、2030 年までに新車販売に占

める次世代自動車の割合を 5～7 割とすることを目指

すこととしている。 
騒音については、平成 29 年度自動車交通騒音状況

では、昼夜間とも環境基準を超過していたのは全体の

2.8％であり、道路に面する地域における環境基準の

達成状況は緩やかな改善傾向にあるものの、幹線交通

を担う道路に近接する空間においては、改善すべき余

地が依然として大きく 4)、沿道騒音に係る苦情件数は、

ここ数年は減少傾向は見られない。 
上記のような背景のもと、交通安全環境研究所環境

研究部は、陸上交通に係る環境の保全、及び、温室効

果ガスの排出削減を図るため、国が実施する関連行政

施策の立案や技術基準の策定等に資する研究等を行

うことをミッションとして、下記の課題について重点

的に取り組んでいる。 
・燃料電池等新技術搭載自動車の安全・環境性能評価 
・実走行時の有害物質及び騒音の評価 
・実用燃費の評価 
 本稿では、当部で行っている研究及び国際基準調和

活動の概要と方向性について述べる。 

２．研究の概要 
２．１．燃料電池等新技術搭載自動車の安全・環境性

能評価 
当研究所では、電気自動車（EV）、燃料電池自動車

（FCV）等次世代自動車といった新技術搭載車両につ

いて、環境性能（水素燃料に対するエネルギー消費効

率等）を正しく評価するための研究を実施している。

世界統一技術規則第 15 号（GTR-15）に規定されてい

る FCV の水素燃料消費率試験法は、検証結果がない

状況で試験法が検討されたものであるため、その後、

日本において FCV が販売されたことから、当研究所

において、量産車を用いて水素燃料消費率試験法の妥

当性の確認を行い、公正な試験を実施するために必要

な要件を明らかにした。この結果を基に、日本から

GTR-15 の改正提案を行い、第 178 回 WP29 におい

て改正が可決された。また、現在未整備である FCV
の一充填走行距離（レンジ）の試験法を整備するため、

FCV の使用可能な水素量の測定法を検討し、レンジ

を計算式で求める手法の検討を行っている。 
２．２．実走行時の有害物質及び騒音の評価 
自動車の有害物質排出及び騒音に関しては、より実

走行条件に即した様々な運転条件下において適用可

能な評価方法の高度化等に関する研究を行っている。 
例えば、国土交通省の「次世代大型車開発・実用化

促進事業（第 4 期）」（平成 27～30 年度）においては、

実走行時の燃費向上・排出ガス対策、ハイブリッド車

等の試験法の高度化に取り組み、必要な技術基準等を

整備するための技術的な調査を行った。 
引き続き、国土交通省は、運輸部門における CO2

排出量の多い大型車分野に関し、電動化技術や内燃機

関分野等の開発促進の強化を図り、高効率次世代大型

車両の開発・実用化の促進を目指して、産学官連携で

「産学官連携による高効率次世代大型車両開発促進事

業」を 5 か年計画（令和元年～5 年度）で行うことと

しており、令和元年度は、当研究所が中核的研究機関 
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環境研究部における研究の概要と方向性 
 

 
        環境研究部   坂本 一朗 

 
 

１．はじめに 
大気汚染物質の排出に対する自動車の寄与は大き

く、これまで厳しい排出ガス規制が設けられてきた。

その結果、平成 29 年度の二酸化窒素（NO2）、浮遊粒

子状物質（SPM）等による大気汚染については大き

く改善されている。一方で、微小粒子状物質（PM2.5）
の環境基準達成率は、自排局で 86.2%であり、平成

28 年度と比較してやや低下し、自動車から排出され

る粒子状物質のさらなる低減が課題となっている 1)。 
2017 年度の日本の二酸化炭素排出量 2)は 11 億

9,000 万トンで、自動車全体で日本全体の 15.4%（運

輸部門の 86.2%）を占めており、排出ガス規制ととも

に、更に厳しくなる燃費基準との両立が求められてい

る。また、「成長戦略フォローアップ」（令和元年 6 月

21 日閣議決定）3)では、2030 年までに新車販売に占

める次世代自動車の割合を 5～7 割とすることを目指

すこととしている。 
騒音については、平成 29 年度自動車交通騒音状況

では、昼夜間とも環境基準を超過していたのは全体の

2.8％であり、道路に面する地域における環境基準の

達成状況は緩やかな改善傾向にあるものの、幹線交通

を担う道路に近接する空間においては、改善すべき余

地が依然として大きく 4)、沿道騒音に係る苦情件数は、

ここ数年は減少傾向は見られない。 
上記のような背景のもと、交通安全環境研究所環境

研究部は、陸上交通に係る環境の保全、及び、温室効

果ガスの排出削減を図るため、国が実施する関連行政

施策の立案や技術基準の策定等に資する研究等を行

うことをミッションとして、下記の課題について重点

的に取り組んでいる。 
・燃料電池等新技術搭載自動車の安全・環境性能評価 
・実走行時の有害物質及び騒音の評価 
・実用燃費の評価 
 本稿では、当部で行っている研究及び国際基準調和

活動の概要と方向性について述べる。 

２．研究の概要 
２．１．燃料電池等新技術搭載自動車の安全・環境性

能評価 
当研究所では、電気自動車（EV）、燃料電池自動車

（FCV）等次世代自動車といった新技術搭載車両につ

いて、環境性能（水素燃料に対するエネルギー消費効

率等）を正しく評価するための研究を実施している。

世界統一技術規則第 15 号（GTR-15）に規定されてい

る FCV の水素燃料消費率試験法は、検証結果がない

状況で試験法が検討されたものであるため、その後、

日本において FCV が販売されたことから、当研究所

において、量産車を用いて水素燃料消費率試験法の妥

当性の確認を行い、公正な試験を実施するために必要

な要件を明らかにした。この結果を基に、日本から

GTR-15 の改正提案を行い、第 178 回 WP29 におい

て改正が可決された。また、現在未整備である FCV
の一充填走行距離（レンジ）の試験法を整備するため、

FCV の使用可能な水素量の測定法を検討し、レンジ

を計算式で求める手法の検討を行っている。 
２．２．実走行時の有害物質及び騒音の評価 
自動車の有害物質排出及び騒音に関しては、より実

走行条件に即した様々な運転条件下において適用可

能な評価方法の高度化等に関する研究を行っている。 
例えば、国土交通省の「次世代大型車開発・実用化

促進事業（第 4 期）」（平成 27～30 年度）においては、

実走行時の燃費向上・排出ガス対策、ハイブリッド車

等の試験法の高度化に取り組み、必要な技術基準等を

整備するための技術的な調査を行った。 
引き続き、国土交通省は、運輸部門における CO2

排出量の多い大型車分野に関し、電動化技術や内燃機

関分野等の開発促進の強化を図り、高効率次世代大型

車両の開発・実用化の促進を目指して、産学官連携で

「産学官連携による高効率次世代大型車両開発促進事

業」を 5 か年計画（令和元年～5 年度）で行うことと

しており、令和元年度は、当研究所が中核的研究機関 
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講演 1.電気重量車の電力消費率を高精度に評価するための 

新たな HILS試験手法の検討 
 

環境研究部    奥井 伸宜 
 
 

１．は じ め に 

 プラグインハイブリッド自動車及び電気自動車等

の電動化技術搭載車両の普及が急速に進んでいる。ト

ラックやバス等の重量車分野においても、同様の流れ

にある。その普及の拡大を受け、国際連合の自動車基

準調和世界フォーラム（WP29）にて、WHDC
（Worldwide Heavy-Duty Certification procedure）
の gtr（global technical regulation）No.4 で、ハイ

ブリッド重量車を含む重量車の排出ガス試験法が規

定され、運用されている。一方、それら車両の燃料消

費率については、各国が独自に取り決め運用してい

る。ここで、日本におけるハイブリッド重量車やプラ

グインハイブリッド重量車の燃料消費率（燃費）及び

電気重量車の電力消費率（電費）の整備状況を、表 1
に示す。ハイブリッド重量車の燃費試験法は整備され

ているが、プラグインハイブリッド重量車の燃費試験

法及び電気重量車の電費試験法は、未整備の状況にあ

る。そこで、現在、国土交通省や環境省が中心となり

「重量車の電費等試験法検討会」を立ち上げ、整備を

進めている。その検討においては、既に整備されてい

る「ハイブリッド重量車試験法（従来 HILS
（Hardware In the Loop Simulation）試験法）」を参

考とし、それら重量車に必要な改良を行っている。 
従来 HILS 試験法は、車両のみならず、エンジン、

電動モーター及びバッテリー等のパワートレイン部

分をモデルで再現し、机上で計算機を用いて評価する

ものである。この際、エンジン等の状態が安定した「ホ

ットスタート」を前提としていることから、モデルで

それらを再現することは比較的容易である。しかしな

がら、電動化技術搭載車両の実運用時は、コールドス

タートとなる場面が多く、エンジン等は熱変化を伴う

ため、そのモデル化は困難である。そこで、プラグイ

ンを含むハイブリッド重量車のコールドスタートの

燃費や排出ガスを高精度に評価することを目的とし

て、エンジン部分をモデルから実機に置き換えて運用

する「拡張 HILS」手法を提案している 1)。 
バッテリー搭載容量が多い電気重量車は、車両運用

時にバッテリーが発熱する、劣化する等でバッテリー

の各種特性が時々刻々変化する。そのため、バッテリ

ーをモデルで扱うことは容易ではない。そこで、電気

重量車の電費を高精度に評価することを目的に、上述

した拡張 HILS 手法で得た知見を応用した「バッテリ

ーHILS」手法を検討した。具体的には、従来 HILS
に実機バッテリーを組み合わせる手法である。本実験

においては、電気重量車が入手困難であったため、市

販の電気乗用車を対象とした。実際に、新たな HILS
でこの電気乗用車をモデルで再現させ、各種検証を行

った。以下、その内容を紹介する。 
 

２．電気自動車用バッテリーのモデル化の課題 

実機バッテリーを低温環境下で使用した際、バッテリ

ーの内部抵抗が増加するためバッテリー温度は上昇す

る。そこで市販の電気自動車を用い、この一般特性に対

して車両性能がどの程度影響を受けるかを調べた。 

ハイブリッド
(HEV)

プラグインハイブリッド
(PHEV)

電気自動車
(EV)

乗用車 TRIAS_5-9-2009 TRIAS_5-9-2009 TRIAS_99-011-01

重量車
TRIAS_99-007～9-01
TRIAS_31-J041(1～3)-01 なし（→拡張HILS） なし

（TRIAS : Test Requirements and Instructions for Automobile Standards）

表 1 電動重量車の試験法整備状況（日本） 

Vehicle weight

Motor

Battery

Control system
Drive-train

Type

Max. output
Max. torque
Type
Rated voltage
Rated capacity

[kg]

[kW/min-1]
[Nm/min-1]

[V]
[kWh]

1,100
Permanent magnet
synchronous motor 
47 / 3,000 ～ 6,000
180 / 0 ～ 2,000
Lithium-ion
330
16
Inverter control
Rear-wheel drive

Product year 2009

表 2 供試車両 

として実施している。 
また、RDE（Real Driving Emissions）試験法に関

して、世界統一技術規則（GTR）策定のための議論に

おいて試験成立性に係る要件が変更されていること

から、新たな成立性要件における妥当性の検討を行っ

ている。粒子状物質の評価については、実走行時にお

ける PN 計測手法が確立されていないため、シャシダ

イナモメータ及び各種 PN 計測装置等を用いて、簡便

かつ精度よく評価が行える手法の検討を行っている。 
騒音に関しては、公道での走行騒音から、街頭検査

時の騒音試験法である近接排気騒音試験法の規制値

を超過する車両を判別すべく、深層学習を用いた判定

モデルの作成を行っている。騒音データから音質や車

両の走行方法等を加味して、車両騒音を判別するシス

テムを考案し、今後、街頭検査の効率化に資するべく、

実用化を目指した検討を行う予定である。 
２．３．実用燃費の評価 
実走行時の燃費と認証審査時に得られたカタログ

燃費については乖離があるという指摘がある。また、

今後普及が見込まれる電気自動車（EV）に対しては、

使用過程において一充電航続距離や電力消費率（電

費）が大きく減少する例が見られる。その要因の一つ

として、認証試験における運転挙動が運転者によって

異なることや、実走行においては室内空調が使用され

るなどの認証審査時と異なる使用状況が挙げられる。

認証試験における運転者の運転挙動は再現性や公平

性が求められることから、実路走行時の運転者の運転

挙動を再現した「ドライバモデル」を構築し、運転ロ

ボットで制御させ評価する新たな手法を検討した。 
また、空調使用時の乗用車の電費性能評価に向け、

試験手法の検討を行った。一方、重量車 EV について

は電費評価法が未整備であるため、重量車ハイブリッ

ド評価に用いられている HILS（Hardware In the 
Loop Simulation）試験法をベースとし、再現性、公

平性を有する新たな評価手法（装置）を検討した。 
 

３．国際基準調和活動 
環境研究部では、WP29 の環境に関する専門家会合

とその傘下のインフォーマル会議等において、基準の

原案作りや修正等の作業に積極的に関わっている。 
３．１．排出ガス・エネルギー専門家会合（ＧＲＰＥ） 

WLTP（Worldwide harmonized Light vehicles 
Test Procedure）インフォーマル会議は当研究所の職

員が副議長として参加しており、第 78 回 GRPE で承

認された GTR15（WLTP）の走行抵抗及び補間法等

を修正した改正案と、GTR19（WLTP EVAP）の設

備要件追加の修正案の作成に貢献した。また、EVE
（Electric Vehicles and the Environment）インフォ

ーマル会議等においても当研究所の職員が副議長と

して参画している。 
３．２．騒音・タイヤ専門家会合（ＧＲＢＰ） 

GRBP では、大型車等の後退を音で知らせる警報装

置についての新たな国連規則を検討するためのタス

クフォースが設置されており、当研究所の職員が議長

を担当し、当研究所にて実施した調査研究を報告する

など、国際基準の策定に向けて積極的に活動を行って

いる。また、加速走行騒音については、規制値見直し

等のための検討に貢献し、追加騒音規定を検討してい

る ASEP インフォーマル会議では当研究所の職員が

副議長として参画している。 
 

４．環境研究部の今後の方向性 
近年の自動車には、排出ガスや燃費性能向上のため

に、新たなデバイスや複雑な制御など次々に新技術が

導入されている。これらの技術を適切に評価するた

め、その評価システムや評価方法も高度化・複雑化し

ている。当研究所では、国の施策等に貢献するための

試験研究等を継続して実施していくことにより、自動

車メーカーが新たに開発した優れた技術を積極的に

投入できるように、関連する調査、研究等を進めてい

くとともに、国際基準調和に貢献していくこととして

いる。 
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１．は じ め に 

 プラグインハイブリッド自動車及び電気自動車等

の電動化技術搭載車両の普及が急速に進んでいる。ト

ラックやバス等の重量車分野においても、同様の流れ

にある。その普及の拡大を受け、国際連合の自動車基

準調和世界フォーラム（WP29）にて、WHDC
（Worldwide Heavy-Duty Certification procedure）
の gtr（global technical regulation）No.4 で、ハイ

ブリッド重量車を含む重量車の排出ガス試験法が規

定され、運用されている。一方、それら車両の燃料消

費率については、各国が独自に取り決め運用してい

る。ここで、日本におけるハイブリッド重量車やプラ

グインハイブリッド重量車の燃料消費率（燃費）及び

電気重量車の電力消費率（電費）の整備状況を、表 1
に示す。ハイブリッド重量車の燃費試験法は整備され

ているが、プラグインハイブリッド重量車の燃費試験

法及び電気重量車の電費試験法は、未整備の状況にあ

る。そこで、現在、国土交通省や環境省が中心となり

「重量車の電費等試験法検討会」を立ち上げ、整備を

進めている。その検討においては、既に整備されてい

る「ハイブリッド重量車試験法（従来 HILS
（Hardware In the Loop Simulation）試験法）」を参

考とし、それら重量車に必要な改良を行っている。 
従来 HILS 試験法は、車両のみならず、エンジン、

電動モーター及びバッテリー等のパワートレイン部

分をモデルで再現し、机上で計算機を用いて評価する

ものである。この際、エンジン等の状態が安定した「ホ

ットスタート」を前提としていることから、モデルで

それらを再現することは比較的容易である。しかしな

がら、電動化技術搭載車両の実運用時は、コールドス

タートとなる場面が多く、エンジン等は熱変化を伴う

ため、そのモデル化は困難である。そこで、プラグイ

ンを含むハイブリッド重量車のコールドスタートの

燃費や排出ガスを高精度に評価することを目的とし

て、エンジン部分をモデルから実機に置き換えて運用

する「拡張 HILS」手法を提案している 1)。 
バッテリー搭載容量が多い電気重量車は、車両運用

時にバッテリーが発熱する、劣化する等でバッテリー

の各種特性が時々刻々変化する。そのため、バッテリ

ーをモデルで扱うことは容易ではない。そこで、電気

重量車の電費を高精度に評価することを目的に、上述

した拡張 HILS 手法で得た知見を応用した「バッテリ

ーHILS」手法を検討した。具体的には、従来 HILS
に実機バッテリーを組み合わせる手法である。本実験

においては、電気重量車が入手困難であったため、市

販の電気乗用車を対象とした。実際に、新たな HILS
でこの電気乗用車をモデルで再現させ、各種検証を行

った。以下、その内容を紹介する。 
 

２．電気自動車用バッテリーのモデル化の課題 

実機バッテリーを低温環境下で使用した際、バッテリ

ーの内部抵抗が増加するためバッテリー温度は上昇す

る。そこで市販の電気自動車を用い、この一般特性に対

して車両性能がどの程度影響を受けるかを調べた。 

ハイブリッド
(HEV)

プラグインハイブリッド
(PHEV)

電気自動車
(EV)

乗用車 TRIAS_5-9-2009 TRIAS_5-9-2009 TRIAS_99-011-01

重量車
TRIAS_99-007～9-01
TRIAS_31-J041(1～3)-01 なし（→拡張HILS） なし

（TRIAS : Test Requirements and Instructions for Automobile Standards）

表 1 電動重量車の試験法整備状況（日本） 

Vehicle weight

Motor

Battery

Control system
Drive-train

Type

Max. output
Max. torque
Type
Rated voltage
Rated capacity

[kg]

[kW/min-1]
[Nm/min-1]

[V]
[kWh]

1,100
Permanent magnet
synchronous motor 
47 / 3,000 ～ 6,000
180 / 0 ～ 2,000
Lithium-ion
330
16
Inverter control
Rear-wheel drive

Product year 2009

表 2 供試車両 

として実施している。 
また、RDE（Real Driving Emissions）試験法に関

して、世界統一技術規則（GTR）策定のための議論に

おいて試験成立性に係る要件が変更されていること

から、新たな成立性要件における妥当性の検討を行っ

ている。粒子状物質の評価については、実走行時にお

ける PN 計測手法が確立されていないため、シャシダ

イナモメータ及び各種 PN 計測装置等を用いて、簡便

かつ精度よく評価が行える手法の検討を行っている。 
騒音に関しては、公道での走行騒音から、街頭検査

時の騒音試験法である近接排気騒音試験法の規制値

を超過する車両を判別すべく、深層学習を用いた判定

モデルの作成を行っている。騒音データから音質や車

両の走行方法等を加味して、車両騒音を判別するシス

テムを考案し、今後、街頭検査の効率化に資するべく、

実用化を目指した検討を行う予定である。 
２．３．実用燃費の評価 
実走行時の燃費と認証審査時に得られたカタログ

燃費については乖離があるという指摘がある。また、

今後普及が見込まれる電気自動車（EV）に対しては、

使用過程において一充電航続距離や電力消費率（電

費）が大きく減少する例が見られる。その要因の一つ

として、認証試験における運転挙動が運転者によって

異なることや、実走行においては室内空調が使用され

るなどの認証審査時と異なる使用状況が挙げられる。

認証試験における運転者の運転挙動は再現性や公平

性が求められることから、実路走行時の運転者の運転

挙動を再現した「ドライバモデル」を構築し、運転ロ

ボットで制御させ評価する新たな手法を検討した。 
また、空調使用時の乗用車の電費性能評価に向け、

試験手法の検討を行った。一方、重量車 EV について

は電費評価法が未整備であるため、重量車ハイブリッ

ド評価に用いられている HILS（Hardware In the 
Loop Simulation）試験法をベースとし、再現性、公

平性を有する新たな評価手法（装置）を検討した。 
 

３．国際基準調和活動 
環境研究部では、WP29 の環境に関する専門家会合

とその傘下のインフォーマル会議等において、基準の

原案作りや修正等の作業に積極的に関わっている。 
３．１．排出ガス・エネルギー専門家会合（ＧＲＰＥ） 

WLTP（Worldwide harmonized Light vehicles 
Test Procedure）インフォーマル会議は当研究所の職

員が副議長として参加しており、第 78 回 GRPE で承

認された GTR15（WLTP）の走行抵抗及び補間法等

を修正した改正案と、GTR19（WLTP EVAP）の設

備要件追加の修正案の作成に貢献した。また、EVE
（Electric Vehicles and the Environment）インフォ

ーマル会議等においても当研究所の職員が副議長と

して参画している。 
３．２．騒音・タイヤ専門家会合（ＧＲＢＰ） 

GRBP では、大型車等の後退を音で知らせる警報装

置についての新たな国連規則を検討するためのタス

クフォースが設置されており、当研究所の職員が議長

を担当し、当研究所にて実施した調査研究を報告する

など、国際基準の策定に向けて積極的に活動を行って

いる。また、加速走行騒音については、規制値見直し

等のための検討に貢献し、追加騒音規定を検討してい

る ASEP インフォーマル会議では当研究所の職員が

副議長として参画している。 
 

４．環境研究部の今後の方向性 
近年の自動車には、排出ガスや燃費性能向上のため

に、新たなデバイスや複雑な制御など次々に新技術が

導入されている。これらの技術を適切に評価するた

め、その評価システムや評価方法も高度化・複雑化し

ている。当研究所では、国の施策等に貢献するための

試験研究等を継続して実施していくことにより、自動

車メーカーが新たに開発した優れた技術を積極的に

投入できるように、関連する調査、研究等を進めてい

くとともに、国際基準調和に貢献していくこととして

いる。 
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３．課題対応（高精度評価に向けて） 

電気重量車の電費を高精度に評価するには、従来

HILSでバッテリーをモデル化して扱うことは困難で

ある。そこで、拡張 HILS 手法で得た知見を応用し、

電費を高精度に評価する新たな HILS 手法を検討し

た。以下、その装置を「バッテリーHILS」と呼ぶ。 
3.1 バッテリーHILSの構築 
バッテリーHILS の構成図を、図 4 に示す。 
操作 PC 上で実行される HILS プログラムは、電気

自動車モデル、ドライバモデル、道路状況等から構成

され、車両制御装置（VCU）と制御信号を送受信す

ることで、机上で仮想車両の走行が可能となる。今回

構築したバッテリーHILS は、従来 HILS のバッテリ

ー部分をモデルから実機に置き換え、車両モデルと実

機バッテリーをリアルタイムに協調制御させる装置

である。バッテリーHILS の構築に伴い、外部指令に

よりバッテリーを充放電できる「バイポーラ方式直流

安定化電源装置（PBZ20-100SR：KIKUSUI）」とバ

ッテリーの周囲温度を-40℃～+150℃で調整できる

「恒温槽（SH-242：ESPEC）」を使用した。 
ここで、従来 HILS 試験法の試験電池は、「単位電

池（モジュール）又はバランス装置等を含めた車両搭

載状態とする。」とあるが、今回は『バッテリーHILS
を構築し、運用の可能性を調査すること』を目的とし

ており、「セル単位」で評価を進めた。本実験に使用

した電池は、供試車両が搭載している同型の電池であ

り、HILS 上でスケーリング（セル単体×88 個）する

ことで、実車同等の電池パック容量を再現した。 
 

3.2 バッテリーHILSの検証 
（1）仮想車両の構築 
 実車両と同型の電動モーターを動力計に設置し、バ

ッテリーHILS で必要となる電動モーターの特性（マ

ップ）を取得した。そのマップを使い、電気乗用車の

仮想車両を HILS 上に構築した。図 5 に、バッテリー

HILS 上に再現した仮想車両が、JC08 モードを走行

した際の電動モーター出力とバッテリーSOC を、実

車と比較して示す。実車両やバッテリーHILS の実機

バッテリーの周囲温度は約 25℃である。ここで、実

車両の電動モーターと補機の消費電力量を、シャシダ

イナモメーターを用いて調査し、バッテリーHILS で

構築した仮想車両に、この補機の電力量を付与した。 
結果は、両者とも同等の傾向及び値を示し、仮想車

両がバッテリーHILS で再現できることを確かめた。 
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図 4 バッテリーHILS の構成図 
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図6 モード繰り返し走行時の端子電圧の推移の
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図 5 バッテリーHILS による供試車両性能の再現 

2.1 供試車両 
 本実験に用いた供試車両を表 2 に示す。軽自動車カ

テゴリーに属する電気自動車（2009 年製）である。

リチウムイオンバッテリーを 16kWh 搭載している。 
2.2 課題把握（実車両を使用して） 
 シャシダイナモメーターを用いて、供試車両のバッ

テリー特性を調査した。バッテリー満充電からバッテ

リー残量が無くなるまで、JC08 モードを繰り返し走

行した。車室内空調機は「オフ」である。 
（1）時間経過の影響 
 車両購入時から約 10 年が経過しており、その間の

航続可能距離の推移を調査した。図 1 に、航続可能距

離の結果を示す。納車後はカタログ性能（160km）に

近い約 157km 走行できたが、2019 年 7 月時点は約

115km となり、走行可能距離は約 42km（約 27%）

短くなった。 
（2）車両周囲（外気）温度の影響 

従来試験法規定の周囲温度 25℃に加え、7℃及び

37℃の環境下で航続可能距離を調査した。図 2 に周囲

温度に対する航続可能距離の結果を示す。試験実施時

の車両積算走行距離（オドメータ）は、約 5,000km
である。周囲温度が下がれば航続可能距離は減少し、

周囲温度が上がればその逆となった。 
（3）モード繰り返し走行時の影響 
 周囲温度違いの影響を詳細に調べるため、モード繰

り返し走行時のバッテリー温度の推移を、バッテリー

蓄電状態（SOC : State of Charge）を横軸として整理

した。結果を図 3 に示す。走行を繰り返すとバッテリ

ー温度が上昇し、その温度上昇幅（ΔT）は、低温環

境下ほど大きくなった。 
 以上の（1）～（3）で確認した通り、実使用時の電

気自動車搭載バッテリーは、様々な影響を受けること

を確認した。 
ここで、電気重量車の電費評価は、従来HILS 試験

法をベースに検討されている。従来 HILS 試験法で

は、電池の直流内部抵抗や端子電圧を求める際、「電

圧測定は単位電池端子間又は車両搭載状態端子間で

行う。試験開始時の電池温度は、25℃±2℃とする。

ただし、車両搭載状態相当でのモード運転時における

電池温度実測値を申請することで、45℃±2℃を選択

することができる。」と規定され、バッテリーをモデ

ル化する際は、「電流や電圧特性を、最小二乗法によ

って求める。」とされる。しかし、ハイブリッド車に

比べ、電気自動車のバッテリー使用領域（SOC 幅）

は広く、走行時の実機バッテリーは、上述した通り、

自己発熱により温度が上昇し、バッテリー特性が常に

変化する。このことから、規定通りの 25℃±2℃また

は 45℃±2℃で保たれた環境下でバッテリーをモデ

ル（マップ）化し、仮想車両を走行させた場合、実車

両の走行性能を再現できない恐れがある。 
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図 1 時間経過の影響（実車両、周囲温度：25℃） 図 2 周囲温度の影響（実車両） 

図 3 モード繰り返し走行時のバッテリー温度の推移（実車両） 
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り返し走行時のバッテリー温度の推移を、バッテリー

蓄電状態（SOC : State of Charge）を横軸として整理

した。結果を図 3 に示す。走行を繰り返すとバッテリ

ー温度が上昇し、その温度上昇幅（ΔT）は、低温環

境下ほど大きくなった。 
 以上の（1）～（3）で確認した通り、実使用時の電

気自動車搭載バッテリーは、様々な影響を受けること

を確認した。 
ここで、電気重量車の電費評価は、従来 HILS 試験

法をベースに検討されている。従来 HILS 試験法で

は、電池の直流内部抵抗や端子電圧を求める際、「電

圧測定は単位電池端子間又は車両搭載状態端子間で

行う。試験開始時の電池温度は、25℃±2℃とする。

ただし、車両搭載状態相当でのモード運転時における

電池温度実測値を申請することで、45℃±2℃を選択

することができる。」と規定され、バッテリーをモデ

ル化する際は、「電流や電圧特性を、最小二乗法によ

って求める。」とされる。しかし、ハイブリッド車に

比べ、電気自動車のバッテリー使用領域（SOC 幅）

は広く、走行時の実機バッテリーは、上述した通り、

自己発熱により温度が上昇し、バッテリー特性が常に

変化する。このことから、規定通りの 25℃±2℃また

は 45℃±2℃で保たれた環境下でバッテリーをモデ

ル（マップ）化し、仮想車両を走行させた場合、実車

両の走行性能を再現できない恐れがある。 
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図 1 時間経過の影響（実車両、周囲温度：25℃） 図 2 周囲温度の影響（実車両） 

図 3 モード繰り返し走行時のバッテリー温度の推移（実車両） 
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３．課題対応（高精度評価に向けて）

電気重量車の電費を高精度に評価するには、従来

HILSでバッテリーをモデル化して扱うことは困難で

ある。そこで、拡張 HILS 手法で得た知見を応用し、

電費を高精度に評価する新たな HILS 手法を検討し

た。以下、その装置を「バッテリーHILS」と呼ぶ。

3.1 バッテリーHILSの構築

バッテリーHILS の構成図を、図 4 に示す。

操作 PC 上で実行される HILS プログラムは、電気

自動車モデル、ドライバモデル、道路状況等から構成

され、車両制御装置（VCU）と制御信号を送受信す

ることで、机上で仮想車両の走行が可能となる。今回

構築したバッテリーHILS は、従来 HILS のバッテリ

ー部分をモデルから実機に置き換え、車両モデルと実

機バッテリーをリアルタイムに協調制御させる装置

である。バッテリーHILS の構築に伴い、外部指令に

よりバッテリーを充放電できる「バイポーラ方式直流

安定化電源装置（PBZ20-100SR：KIKUSUI）」とバ

ッテリーの周囲温度を-40℃～+150℃で調整できる

「恒温槽（SH-242：ESPEC）」を使用した。

ここで、従来 HILS 試験法の試験電池は、「単位電

池（モジュール）又はバランス装置等を含めた車両搭

載状態とする。」とあるが、今回は『バッテリーHILS
を構築し、運用の可能性を調査すること』を目的とし

ており、「セル単位」で評価を進めた。本実験に使用

した電池は、供試車両が搭載している同型の電池であ

り、HILS 上でスケーリング（セル単体×88 個）する

ことで、実車同等の電池パック容量を再現した。

3.2 バッテリーHILSの検証

（1）仮想車両の構築

実車両と同型の電動モーターを動力計に設置し、バ

ッテリーHILS で必要となる電動モーターの特性（マ

ップ）を取得した。そのマップを使い、電気乗用車の

仮想車両を HILS 上に構築した。図 5 に、バッテリー

HILS 上に再現した仮想車両が、JC08 モードを走行

した際の電動モーター出力とバッテリーSOC を、実

車と比較して示す。実車両やバッテリーHILS の実機

バッテリーの周囲温度は約 25℃である。ここで、実

車両の電動モーターと補機の消費電力量を、シャシダ

イナモメーターを用いて調査し、バッテリーHILS で

構築した仮想車両に、この補機の電力量を付与した。

結果は、両者とも同等の傾向及び値を示し、仮想車

両がバッテリーHILS で再現できることを確かめた。
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2.1 供試車両 
 本実験に用いた供試車両を表 2 に示す。軽自動車カ

テゴリーに属する電気自動車（2009 年製）である。

リチウムイオンバッテリーを 16kWh 搭載している。 
2.2 課題把握（実車両を使用して） 
 シャシダイナモメーターを用いて、供試車両のバッ

テリー特性を調査した。バッテリー満充電からバッテ

リー残量が無くなるまで、JC08 モードを繰り返し走

行した。車室内空調機は「オフ」である。 
（1）時間経過の影響 
 車両購入時から約 10 年が経過しており、その間の

航続可能距離の推移を調査した。図 1 に、航続可能距

離の結果を示す。納車後はカタログ性能（160km）に

近い約 157km 走行できたが、2019 年 7 月時点は約

115km となり、走行可能距離は約 42km（約 27%）

短くなった。 
（2）車両周囲（外気）温度の影響 

従来試験法規定の周囲温度 25℃に加え、7℃及び

37℃の環境下で航続可能距離を調査した。図 2 に周囲

温度に対する航続可能距離の結果を示す。試験実施時

の車両積算走行距離（オドメータ）は、約 5,000km
である。周囲温度が下がれば航続可能距離は減少し、

周囲温度が上がればその逆となった。 
（3）モード繰り返し走行時の影響 
 周囲温度違いの影響を詳細に調べるため、モード繰

り返し走行時のバッテリー温度の推移を、バッテリー

蓄電状態（SOC : State of Charge）を横軸として整理

した。結果を図 3 に示す。走行を繰り返すとバッテリ

ー温度が上昇し、その温度上昇幅（ΔT）は、低温環

境下ほど大きくなった。 
 以上の（1）～（3）で確認した通り、実使用時の電

気自動車搭載バッテリーは、様々な影響を受けること

を確認した。 
ここで、電気重量車の電費評価は、従来HILS 試験

法をベースに検討されている。従来 HILS 試験法で

は、電池の直流内部抵抗や端子電圧を求める際、「電

圧測定は単位電池端子間又は車両搭載状態端子間で

行う。試験開始時の電池温度は、25℃±2℃とする。

ただし、車両搭載状態相当でのモード運転時における

電池温度実測値を申請することで、45℃±2℃を選択

することができる。」と規定され、バッテリーをモデ

ル化する際は、「電流や電圧特性を、最小二乗法によ

って求める。」とされる。しかし、ハイブリッド車に

比べ、電気自動車のバッテリー使用領域（SOC 幅）

は広く、走行時の実機バッテリーは、上述した通り、

自己発熱により温度が上昇し、バッテリー特性が常に

変化する。このことから、規定通りの 25℃±2℃また

は 45℃±2℃で保たれた環境下でバッテリーをモデ

ル（マップ）化し、仮想車両を走行させた場合、実車

両の走行性能を再現できない恐れがある。 
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図 1 時間経過の影響（実車両、周囲温度：25℃） 図 2 周囲温度の影響（実車両） 

図 3 モード繰り返し走行時のバッテリー温度の推移（実車両） 
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講演２．後退時警報装置の基準化に関する国内外の動向 
 

  環境研究部      ※宝渦 寛之  坂本 一朗 
  自動車安全研究部    関根 道昭  榎本 恵    

 
 

１．はじめに 
後退時警報装置とは、図 1 に示すように大型車等に

取り付けられている車両後退時に警報音を発するも

のである。この装置については、我が国では装着の義

務はないものの広く普及しており、現在、国際的な枠

組みで基準化の検討が行われている。後退時警報装置

は、対歩行者の事故防止に一定の効果がある一方で、

比較的大きな音量を発することから、周辺住民等の苦

情の原因となりうる。そのため基準化にあたっては、

適切な音量を検討しつつ、カメラモニタリングシステ

ム等の他の安全装置による安全も比較考量のうえ、議

論が行われている。本稿では、国際的な基準策定の動

向と、交通安全環境研究所の取り組みを紹介する。 

図 1 後退時警報装置とその取付け例 
 
１．１．国際的な議論のはじまり 
国連の自動車基準国際フォーラム（WP29）傘下の

騒音・タイヤ専門家会議（GRBP）では、現在、後退

時警報装置に関する新たな国連規則の検討が行われ

ている。議論の発端は、2016 年 3 月に開催された第

168 回 WP.29 にてトルコが国内での後退時の事故増

加を理由に基準化の必要性を訴え、その後、2016 年 9
月に開催された第 64 回 GRB（GRBP の前身）にて、

ドイツが国内で後退時警報音に対する騒音苦情が多

いため基準化の必要性を訴えたことにある。2017 年 2
月の第 66 回 GRB では、日独より新基準のより具体

的なイメージについて提案を行い、2017 年 9 月に開

催された第 66 回 GRB では、日本、ドイツ、トルコ

にて協議を行い、後退時警報音に関する新たな会議体

の設立を要請し、同会議にて新たなタスクフォースを

設置することが認められた。新たな会議体は”Task 
Force on Reversing Alarm issues”とされ、日本が議

長を、トルコが副議長を務めることとなった。なお、

会議体の名称については、活動開始後に”Alarm（警

告）”のニュアンスが強いとの指摘があったことから、

現在は”Warning（警報）”を用いた”Task Force on 
Reversing Warning Sound issues”に変更されてい

る。このタスクフォースの議長は、設立時より交通安

全環境研究所の職員が務めている。 
１．２．国内の状況 
後退時警報装置は、1963 年に日本の山口電機工業

株式会社が世界に先駆けて発売したものである。我が

国において後退時警報装置は、装着義務はないものの

広く普及しており、装置から発せられる警報音は、そ

の音の特徴とともに、それが車両の後退を意味するも

のとして広く一般に認識されていると言える。一方

で、このような警報音は、苦情の原因となることもあ

る。国内のバス事業者及びトラック運送業者に対しア

ンケート調査を行った結果 1)では、回答した事業者の

うち約半数が、後退時警報音について苦情を受けた経

験があるとのことである。また平成 27 年には、徳島

県にて、苦情のために後退時警報音を停止させて後退

していた車両が、歩行中の視覚障害者と盲導犬をひい

てしまうという痛ましい事故が発生した。このような

状況から、我が国においても安全と環境の両面に配慮

した後退時警報装置の基準が、喫緊に必要な状況であ

る。このようななかで、交通安全環境研究所では、安

全（認知性）と環境（受容性）を考慮した規制値策定

に資するため、被験者による主観評価実験を実施し

た。 
 

２．後退時警報音の主観評価実験 
 警報音は、暗騒音が大きい環境においては、聞こえ

にくくなり認知性が低下し、暗騒音が小さい環境で

（2）モード繰り返し走行 
JC08 モードを繰り返し走行し、バッテリー（セル

単体）端子電圧及びバッテリー温度を調べた。この時

の実車及びバッテリーHILS（実機バッテリー）の周

囲温度は約 25℃である。今実験における実機バッテ

リー周囲温度の設定においては、恒温槽の温度調節機

能を停止し、操作室の室温条件下で実施した。 
図 6 に、バッテリー端子電圧の推移をサイクル毎に

整理し、実車両と仮想車両で比較して示す。実車両及

びバッテリーHILS の実機バッテリー（セル単体）の

端子電圧は、サイクルに対し同じ変化を示した。 
 次に、上記試験で得たバッテリーHILS と実車両の

バッテリー温度の推移を SOC でまとめ、図 7 に示す。

バッテリーHILS の実機バッテリー温度の推移は、実

車両と同様、サイクルが増すにつれ上昇し、バッテリ

ーHILS で実使用時のバッテリー特性が再現できた。 
 

3.3 バッテリーHILSの応用（周囲温度の影響） 

 バッテリーHILS の実機バッテリーの周囲温度を、

恒温槽を用いて変化させ、サイクルを繰り返し走行し

た。実際の周囲温度（平均）は、54℃、40℃、26℃、

14℃、0℃、-8℃、-16℃、-28℃である。セル単体の

端子電圧を調べた結果を図 8 に示す。周囲温度が低温

側（0℃以下）になるほど、1 サイクル当たりのバッ

テリー電圧が劣る結果が得られた。この時のバッテリ

ー温度上昇幅（満充電サイクルの走行開始時から、バ

ッテリーが空となるサイクルの走行終了時の温度の

差）を整理し、図 9 に示す。周囲温度が低温側（0℃
以下）になるほど、電池の温度は上昇した。これは、

低温側になるほど、バッテリーの内部抵抗の抵抗損失

による自己発熱が要因で、温度が上昇したと判断でき

る。参考までに、今回用いた恒温槽内の容積は小さく、

槽内設置ファンの風による影響を多少受けている。 
 以上より、今回構築したバッテリーHILS を用いれ

ば、電気重量車のあらゆる温度環境下における試験が

容易に高精度に行うことが可能である。ここで、

WLTP（乗用車）においては、低温環境下（-7℃程度）

における性能試験が今後検討される。重量車への適用

予定は決まっていないが、低温条件下の試験が求めら

れた際、このバッテリーHILS は有効な手法となる。 
 

４．まとめ 

バッテリーをモデルで扱う従来 HILS 手法で電気重

量車を評価する動きがある。しかし、車両走行時のバ

ッテリー特性は常に変化するため、モデルで扱う事こ

とは容易ではない。そこで、従来 HILS のバッテリー

部分をモデルから実機に置き換え、車両モデルと実機

バッテリーをリアルタイムに協調制御させる「バッテ

リーHILS」を構築した。このバッテリーHILS の手

法により、電気重量車のあらゆる温度環境下における

試験が容易に高精度に行える可能性がある。 
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講演２．後退時警報装置の基準化に関する国内外の動向

環境研究部   ※宝渦 寛之  坂本 一朗

  自動車安全研究部 関根 道昭  榎本 恵   

１．はじめに

後退時警報装置とは、図 1 に示すように大型車等に

取り付けられている車両後退時に警報音を発するも

のである。この装置については、我が国では装着の義

務はないものの広く普及しており、現在、国際的な枠

組みで基準化の検討が行われている。後退時警報装置

は、対歩行者の事故防止に一定の効果がある一方で、

比較的大きな音量を発することから、周辺住民等の苦

情の原因となりうる。そのため基準化にあたっては、

適切な音量を検討しつつ、カメラモニタリングシステ

ム等の他の安全装置による安全も比較考量のうえ、議

論が行われている。本稿では、国際的な基準策定の動

向と、交通安全環境研究所の取り組みを紹介する。

図 1 後退時警報装置とその取付け例

１．１．国際的な議論のはじまり

国連の自動車基準国際フォーラム（WP29）傘下の

騒音・タイヤ専門家会議（GRBP）では、現在、後退

時警報装置に関する新たな国連規則の検討が行われ

ている。議論の発端は、2016 年 3 月に開催された第

168 回 WP.29 にてトルコが国内での後退時の事故増

加を理由に基準化の必要性を訴え、その後、2016 年 9
月に開催された第 64 回 GRB（GRBP の前身）にて、

ドイツが国内で後退時警報音に対する騒音苦情が多

いため基準化の必要性を訴えたことにある。2017 年 2
月の第 66 回 GRB では、日独より新基準のより具体

的なイメージについて提案を行い、2017 年 9 月に開

催された第 66 回 GRB では、日本、ドイツ、トルコ

にて協議を行い、後退時警報音に関する新たな会議体

の設立を要請し、同会議にて新たなタスクフォースを

設置することが認められた。新たな会議体は”Task 
Force on Reversing Alarm issues”とされ、日本が議

長を、トルコが副議長を務めることとなった。なお、

会議体の名称については、活動開始後に”Alarm（警

告）”のニュアンスが強いとの指摘があったことから、

現在は”Warning（警報）”を用いた”Task Force on 
Reversing Warning Sound issues”に変更されてい

る。このタスクフォースの議長は、設立時より交通安

全環境研究所の職員が務めている。

１．２．国内の状況

後退時警報装置は、1963 年に日本の山口電機工業

株式会社が世界に先駆けて発売したものである。我が

国において後退時警報装置は、装着義務はないものの

広く普及しており、装置から発せられる警報音は、そ

の音の特徴とともに、それが車両の後退を意味するも

のとして広く一般に認識されていると言える。一方

で、このような警報音は、苦情の原因となることもあ

る。国内のバス事業者及びトラック運送業者に対しア

ンケート調査を行った結果 1)では、回答した事業者の

うち約半数が、後退時警報音について苦情を受けた経

験があるとのことである。また平成 27 年には、徳島

県にて、苦情のために後退時警報音を停止させて後退

していた車両が、歩行中の視覚障害者と盲導犬をひい

てしまうという痛ましい事故が発生した。このような

状況から、我が国においても安全と環境の両面に配慮

した後退時警報装置の基準が、喫緊に必要な状況であ

る。このようななかで、交通安全環境研究所では、安

全（認知性）と環境（受容性）を考慮した規制値策定

に資するため、被験者による主観評価実験を実施し

た。

２．後退時警報音の主観評価実験

警報音は、暗騒音が大きい環境においては、聞こえ

にくくなり認知性が低下し、暗騒音が小さい環境で

（2）モード繰り返し走行 
JC08 モードを繰り返し走行し、バッテリー（セル

単体）端子電圧及びバッテリー温度を調べた。この時

の実車及びバッテリーHILS（実機バッテリー）の周

囲温度は約 25℃である。今実験における実機バッテ

リー周囲温度の設定においては、恒温槽の温度調節機

能を停止し、操作室の室温条件下で実施した。 
図 6 に、バッテリー端子電圧の推移をサイクル毎に

整理し、実車両と仮想車両で比較して示す。実車両及

びバッテリーHILS の実機バッテリー（セル単体）の

端子電圧は、サイクルに対し同じ変化を示した。 
 次に、上記試験で得たバッテリーHILS と実車両の

バッテリー温度の推移を SOC でまとめ、図 7 に示す。

バッテリーHILS の実機バッテリー温度の推移は、実

車両と同様、サイクルが増すにつれ上昇し、バッテリ

ーHILS で実使用時のバッテリー特性が再現できた。 
 

3.3 バッテリーHILSの応用（周囲温度の影響） 

 バッテリーHILS の実機バッテリーの周囲温度を、

恒温槽を用いて変化させ、サイクルを繰り返し走行し

た。実際の周囲温度（平均）は、54℃、40℃、26℃、

14℃、0℃、-8℃、-16℃、-28℃である。セル単体の

端子電圧を調べた結果を図 8 に示す。周囲温度が低温

側（0℃以下）になるほど、1 サイクル当たりのバッ

テリー電圧が劣る結果が得られた。この時のバッテリ

ー温度上昇幅（満充電サイクルの走行開始時から、バ

ッテリーが空となるサイクルの走行終了時の温度の

差）を整理し、図 9 に示す。周囲温度が低温側（0℃
以下）になるほど、電池の温度は上昇した。これは、

低温側になるほど、バッテリーの内部抵抗の抵抗損失

による自己発熱が要因で、温度が上昇したと判断でき

る。参考までに、今回用いた恒温槽内の容積は小さく、

槽内設置ファンの風による影響を多少受けている。 
 以上より、今回構築したバッテリーHILS を用いれ

ば、電気重量車のあらゆる温度環境下における試験が

容易に高精度に行うことが可能である。ここで、

WLTP（乗用車）においては、低温環境下（-7℃程度）

における性能試験が今後検討される。重量車への適用

予定は決まっていないが、低温条件下の試験が求めら

れた際、このバッテリーHILS は有効な手法となる。 
 

４．まとめ 

バッテリーをモデルで扱う従来 HILS 手法で電気重

量車を評価する動きがある。しかし、車両走行時のバ

ッテリー特性は常に変化するため、モデルで扱う事こ

とは容易ではない。そこで、従来 HILS のバッテリー

部分をモデルから実機に置き換え、車両モデルと実機

バッテリーをリアルタイムに協調制御させる「バッテ

リーHILS」を構築した。このバッテリーHILS の手

法により、電気重量車のあらゆる温度環境下における

試験が容易に高精度に行える可能性がある。 
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安全局（NHTSA）が 2013 年に公表したモデル暗騒

音を参考に作成した 2）。この暗騒音は、幹線道路付近

の平均的な環境暗騒音を模擬した音とされており、過

去には、車両接近通報音に関する国連規則策定の際に

も使用された実績がある。本実験においても、この暗

騒音を用いることにより、現実の交通騒音環境におけ

る後退時警報音の聞こえ方を模擬的に評価できると

考え、付加暗騒音として採用した。付加暗騒音は、実

験参加者の周囲に設置したサラウンドスピーカから

モデル暗騒音を発生させ、耳元での音量を調整した。

NHTSA によれは、等価騒音レベルが 55 dB の場合を

平均的な交通騒音と想定しており、異なる暗騒音を再

現するために音量を調整した。本実験に使用した暗騒

音の音量とその音量のイメージを表 2 に示す。なお

35 dB の条件では、車両のエンジンを停止させ、実験

参加者に夜間をイメージさせるために室内の照度を

落として薄暗がりにした。この時の実験参加者の位置

の照度は、約 4 lux であった（通常は約 415 lux）。 
 
表 2 付加した暗騒音レベルとその音量のイメージ 

Traffic noise 
BGN : 

LAeq（dB) 
Real world 
situation 

Noisy 65 Nearby railway  

Normal 55 
Shopping 

district 
Slightly quiet 45 Resident area 

Quiet 35 
Resident area 

at dawn 
 
２．５．実験参加者 
 本実験には、20 歳代から 60 歳代の 35 名（男性 9
名，女性 26 名）が、事前に実験の概要を理解したう

えで本人の自由意志により参加した。全ての実験参加

者の聴力は、聴力検査により正常であることを確認し

た。なお本実験は、交通安全環境研究所における人間

を対象とする実験に関する倫理規程に基づき、安全と

人権に配慮した形で計画し、事前審査を経た上で実施

した。 
２．６．実験計画と手続 
 この実験では次の 3 条件を設定した。 
・警報音の種類 2 水準：純音（2.1 kHz）、広帯域音 
・警報音の音量 6 水準：40～90 dB まで 10 dB 刻み 
・暗騒音の大きさ 4 水準：35～65 dB まで 10dB 刻み 
 実験は、1 日最大 6 名の実験参加者を集め、1 名ず

つ交代で実施した。最初に実験参加者から実験倫理に

関するインフォームドコンセントを得た後、一人ずつ

控室から実験実施場所へ案内した。実験前には、室内

の状況を確認させ、車両との位置関係や警報音の聴取

方法、主観評価の回答方法などについて具体的に説明

した。また評価を開始する前に、この実験で使用する

2種類の警報音の最大音量90 dBと最小音量40 dBを

試聴させた。 
２．７．評価尺度 
 実験参加者に対し、1 つの警報音を提示した直後に

次の質問に回答させた。質問は総合評価尺度であり、

後退時警報音の聞こえやすさ（認知性）とうるささ（受

容性）の両方を考慮した 9 段階で評価を行った。奇数

の選択肢には次の説明文を添えた。 
1：音が小さすぎて聞こえない 
3：音が聞こえるが、その他の交通騒音と紛れて 
   聞きづらい 
5：音がはっきりと聞こえ、警報音として認識できる  
   ちょうどよい大きさ 
7：音がはっきりと聞こえるがややうるさい 
9：音が大きすぎて、とてもうるさい 
 実験参加者には、説明のない偶数の選択肢も連続し

た尺度であることを理解させ、1 から 9 までの最も適

切な数字を選ぶように教示した。実験は、質問の意味

を十分に説明した後に開始した。なお質問の提示はタ

ブレット PC に表示して行い、評価値を画面上で選択

させた。 
 実験参加者への警報音の提示は、45 dB 以上の 3 種

類の暗騒音条件を実験参加者ごとにランダムな順序

に振り分け、1 つの暗騒音条件において警報音の種類

と音量をランダムに組み合わせて 12 試行（＝2 水準

×6 水準）連続して実施した。その後、次の暗騒音の

条件に移った。このような手順で 6 名の実験を順番に

終えた後、室内の照明を薄暗くし、最後に暗騒音 35 
dB の条件を実施した。 
 警報音は、暗騒音が大きく、警報音が小さいと聞こ

えない可能性がある。そこで本実験では、警報音を提

示するタイミングを視覚的に示すため、警告灯を実験

参加者の前方に設置し、黄色いランプを 2 秒間点灯さ

せ、消灯と同時に警報音を提示した。 
 警報音は、0.4 秒間隔で出力と休止を交互に 7 回繰

り返す約 5 秒間の断続音とした。実験参加者は、希望

すれば警報音を聞き直すことが可能であった、聞き直

は、同じ音量でも相対的にうるさく感じ受容性が低下

する可能性がある。そこで本研究では、後退時警報音

の主観評価実験を行うにあたり、交通環境の暗騒音が

認知性と受容性に与える影響を検討した。

２．１．後退時警報音のサンプル調査

主観評価実験を実施するにあたり、後退時警報装置

の音質を調査した。ここでは、実際に車両に搭載され

ている 4 種類の後退時警報装置について警報音の周

波数等を調査した。結果を表 1 に示す。いずれの警報

装置も警報音の出力と休止を繰り返すものであり、装

置 A と装置 B は 2.1 kHz、装置 C は 1.4 kHz の単一

周波数（純音）の警報音を出力するものであった。装

置 D は通過帯域 0.6 kHz から 12 k Hz の広帯域音を

出力するものであった。また、すべての装置は約 0.4
秒間の出力（オンセット）と約 0.4 秒間の休止（オフ

セット）を繰り返す断続音を出力するものであった。

表 1 後退時警報音の測定結果

Device 
ID

Warning 
sound

Frequency
(kHz)

Onset 
Duration

(s)

Offset 
Duration

(s)

Duty 
Ratio
(%)

A 2.1 0.37 0.32 54
B 2.1 0.40 0.37 52
C 1.4 0.42 0.42 50
D 0.6 -12 0.43 0.34 46

これらの結果より、主観評価試験においては、純音

と広帯域音の 2 種類を用いることとした。純音の警報

音は、PC で合成した 2.1 kHz の波形を 0.4 秒間の出

力と 0.4 秒間の休止を交互に繰り返す断続音とし、広

帯域の警報音は、装置 D の警報音を録音した音源フ

ァイルを使用した。警報装置は、車体に取り付けた状

態では、本実験で必要とする音量を発することは出来

なかった。また同一条件で純音と広帯域音を効率的に

比較する必要があることから、本実験では車両の後方

に設置したスピーカから警報音を出力することにし

た。音量の条件として、車両後端から 7 m、高さ 1.2 m
の位置における A 特性音圧レベルを測定し、オーバー

オール値が 40 dB から 90 dB の音を 10 dB 刻みで 6
種類の音量を設定した。

２．２．実験場所

実験は、交通安全環境研究所の半無響室にて行っ

た。縦 15 m、横 15 m、高さ 6.8 m の室内空間に、実

験装置を全て設置し、実験参加者もこの室内にておい

て主観評価を行った。

２．３．実験装置

実験装置のレイアウトを図 2 に示し、テスト風景を

図 3 に示す。室内に最大積載量 3 トンのドライバント

ラック（いすゞ製，車両型式：SKG-NPR85AN）を

設置した。車両の後方の中心に、スピーカ（YAMAHA
社製、MSP5）を設置した。スピーカは、ウーファの

中心部が床面から約 0.6 m となるよう台座上に設置

した。実験中は、車両のエンジンを作動させアイドリ

ング音（約 60 dB）を発した。車両後端から 7 m の位

置に、車両に対して背中を向けて実験参加者が座る椅

子を設置した。この椅子は座面の高さを調整可能であ

り、実験参加者ごとに耳の位置を床面から 1.2 m に合

わせてから実験を行った。

図 2 主観評価実験におけるレイアウト

図 3 主観評価実験の様子

２．４．付加暗騒音

警報音の主観評価は、模擬的な交通暗騒音を付加し

て実施した。使用した暗騒音は、米国の国家道路交通
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安全局（NHTSA）が 2013 年に公表したモデル暗騒

音を参考に作成した 2）。この暗騒音は、幹線道路付近

の平均的な環境暗騒音を模擬した音とされており、過

去には、車両接近通報音に関する国連規則策定の際に

も使用された実績がある。本実験においても、この暗

騒音を用いることにより、現実の交通騒音環境におけ

る後退時警報音の聞こえ方を模擬的に評価できると

考え、付加暗騒音として採用した。付加暗騒音は、実

験参加者の周囲に設置したサラウンドスピーカから

モデル暗騒音を発生させ、耳元での音量を調整した。

NHTSA によれは、等価騒音レベルが 55 dB の場合を

平均的な交通騒音と想定しており、異なる暗騒音を再

現するために音量を調整した。本実験に使用した暗騒

音の音量とその音量のイメージを表 2 に示す。なお

35 dB の条件では、車両のエンジンを停止させ、実験

参加者に夜間をイメージさせるために室内の照度を

落として薄暗がりにした。この時の実験参加者の位置

の照度は、約 4 lux であった（通常は約 415 lux）。 
 
表 2 付加した暗騒音レベルとその音量のイメージ 

Traffic noise 
BGN : 

LAeq（dB) 
Real world 
situation 

Noisy 65 Nearby railway  

Normal 55 
Shopping 

district 
Slightly quiet 45 Resident area 

Quiet 35 
Resident area 

at dawn 
 
２．５．実験参加者 
 本実験には、20 歳代から 60 歳代の 35 名（男性 9
名，女性 26 名）が、事前に実験の概要を理解したう

えで本人の自由意志により参加した。全ての実験参加

者の聴力は、聴力検査により正常であることを確認し

た。なお本実験は、交通安全環境研究所における人間

を対象とする実験に関する倫理規程に基づき、安全と

人権に配慮した形で計画し、事前審査を経た上で実施

した。 
２．６．実験計画と手続 
 この実験では次の 3 条件を設定した。 
・警報音の種類 2 水準：純音（2.1 kHz）、広帯域音 
・警報音の音量 6 水準：40～90 dB まで 10 dB 刻み 
・暗騒音の大きさ 4 水準：35～65 dB まで 10dB 刻み 
 実験は、1 日最大 6 名の実験参加者を集め、1 名ず

つ交代で実施した。最初に実験参加者から実験倫理に

関するインフォームドコンセントを得た後、一人ずつ

控室から実験実施場所へ案内した。実験前には、室内

の状況を確認させ、車両との位置関係や警報音の聴取

方法、主観評価の回答方法などについて具体的に説明

した。また評価を開始する前に、この実験で使用する

2種類の警報音の最大音量90 dBと最小音量40 dBを

試聴させた。 
２．７．評価尺度 
 実験参加者に対し、1 つの警報音を提示した直後に

次の質問に回答させた。質問は総合評価尺度であり、

後退時警報音の聞こえやすさ（認知性）とうるささ（受

容性）の両方を考慮した 9 段階で評価を行った。奇数

の選択肢には次の説明文を添えた。 
1：音が小さすぎて聞こえない 
3：音が聞こえるが、その他の交通騒音と紛れて 
   聞きづらい 
5：音がはっきりと聞こえ、警報音として認識できる  
   ちょうどよい大きさ 
7：音がはっきりと聞こえるがややうるさい 
9：音が大きすぎて、とてもうるさい 
 実験参加者には、説明のない偶数の選択肢も連続し

た尺度であることを理解させ、1 から 9 までの最も適

切な数字を選ぶように教示した。実験は、質問の意味

を十分に説明した後に開始した。なお質問の提示はタ

ブレット PC に表示して行い、評価値を画面上で選択

させた。 
 実験参加者への警報音の提示は、45 dB 以上の 3 種

類の暗騒音条件を実験参加者ごとにランダムな順序

に振り分け、1 つの暗騒音条件において警報音の種類

と音量をランダムに組み合わせて 12 試行（＝2 水準

×6 水準）連続して実施した。その後、次の暗騒音の

条件に移った。このような手順で 6 名の実験を順番に

終えた後、室内の照明を薄暗くし、最後に暗騒音 35 
dB の条件を実施した。 
 警報音は、暗騒音が大きく、警報音が小さいと聞こ

えない可能性がある。そこで本実験では、警報音を提

示するタイミングを視覚的に示すため、警告灯を実験

参加者の前方に設置し、黄色いランプを 2 秒間点灯さ

せ、消灯と同時に警報音を提示した。 
 警報音は、0.4 秒間隔で出力と休止を交互に 7 回繰

り返す約 5 秒間の断続音とした。実験参加者は、希望

すれば警報音を聞き直すことが可能であった、聞き直

は、同じ音量でも相対的にうるさく感じ受容性が低下

する可能性がある。そこで本研究では、後退時警報音

の主観評価実験を行うにあたり、交通環境の暗騒音が

認知性と受容性に与える影響を検討した。

２．１．後退時警報音のサンプル調査

主観評価実験を実施するにあたり、後退時警報装置

の音質を調査した。ここでは、実際に車両に搭載され

ている 4 種類の後退時警報装置について警報音の周

波数等を調査した。結果を表 1 に示す。いずれの警報

装置も警報音の出力と休止を繰り返すものであり、装

置 A と装置 B は 2.1 kHz、装置 C は 1.4 kHz の単一

周波数（純音）の警報音を出力するものであった。装

置 D は通過帯域 0.6 kHz から 12 k Hz の広帯域音を

出力するものであった。また、すべての装置は約 0.4
秒間の出力（オンセット）と約 0.4 秒間の休止（オフ

セット）を繰り返す断続音を出力するものであった。

表 1 後退時警報音の測定結果

Device 
ID

Warning 
sound

Frequency
(kHz)

Onset 
Duration

(s)

Offset 
Duration

(s)

Duty 
Ratio
(%)

A 2.1 0.37 0.32 54
B 2.1 0.40 0.37 52
C 1.4 0.42 0.42 50
D 0.6 -12 0.43 0.34 46

これらの結果より、主観評価試験においては、純音

と広帯域音の 2 種類を用いることとした。純音の警報

音は、PC で合成した 2.1 kHz の波形を 0.4 秒間の出

力と 0.4 秒間の休止を交互に繰り返す断続音とし、広

帯域の警報音は、装置 D の警報音を録音した音源フ

ァイルを使用した。警報装置は、車体に取り付けた状

態では、本実験で必要とする音量を発することは出来

なかった。また同一条件で純音と広帯域音を効率的に

比較する必要があることから、本実験では車両の後方

に設置したスピーカから警報音を出力することにし

た。音量の条件として、車両後端から 7 m、高さ 1.2 m
の位置における A 特性音圧レベルを測定し、オーバー

オール値が 40 dB から 90 dB の音を 10 dB 刻みで 6
種類の音量を設定した。

２．２．実験場所

実験は、交通安全環境研究所の半無響室にて行っ

た。縦 15 m、横 15 m、高さ 6.8 m の室内空間に、実

験装置を全て設置し、実験参加者もこの室内にておい

て主観評価を行った。

２．３．実験装置

実験装置のレイアウトを図 2 に示し、テスト風景を

図 3 に示す。室内に最大積載量 3 トンのドライバント

ラック（いすゞ製，車両型式：SKG-NPR85AN）を

設置した。車両の後方の中心に、スピーカ（YAMAHA
社製、MSP5）を設置した。スピーカは、ウーファの

中心部が床面から約 0.6 m となるよう台座上に設置

した。実験中は、車両のエンジンを作動させアイドリ

ング音（約 60 dB）を発した。車両後端から 7 m の位

置に、車両に対して背中を向けて実験参加者が座る椅

子を設置した。この椅子は座面の高さを調整可能であ

り、実験参加者ごとに耳の位置を床面から 1.2 m に合

わせてから実験を行った。

図 2 主観評価実験におけるレイアウト

図 3 主観評価実験の様子

２．４．付加暗騒音

警報音の主観評価は、模擬的な交通暗騒音を付加し

て実施した。使用した暗騒音は、米国の国家道路交通
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講演３．自動車認証審査部における取組の概要について

自動車認証審査部 是則 武志

１．はじめに

自動車を購入し使用する際は、その自動車が安全

面や環境面での基準に合致していることを、運輸支

局等で行われる検査により一台一台確認すること

になっているが、この検査を効率的に行うため、自

動車、共通構造部及び自動車装置（以下「自動車等」

という。）について、安全・環境基準に合致している

か否かを生産段階で確認する「型式指定制度」が設

けられている。

自動車認証審査部（以下「審査部」という。）は、

型式指定制度の一環として、自動車等について、安

全・環境基準への適合性の確認を行う機関であり、

近年は、まだ基準が定められていない先進技術の性

能評価も行っている。

自動車等の審査は、基準に適合しない自動車が市

場に出回ることを防止することを目的としており、

厳正に行うことは当然であるが、併せて、自動車は

技術革新の進展が著しく、また、国際的な流通を念

頭に置いた商品であることに鑑み、合理的に行うこ

とも必要である。

ここでは、昨今の審査部の取組を概説する。

２．自動車認証審査部の業務実績

2018 年度の審査部における審査型式数は、自動

車にあっては 2,662 型式、自動車装置にあっては

335 型式となっている（図１）。

また、メーカの設計・開発をより円滑に進めるた

め、審査業務に先立ち試験等を行う先行受託試験に

ついては、2018 年度は 198 件（前年比 39 件減）の

受託があった。

さらに、国連の「車両の型式認定相互承認協定

（1958 年協定）」に基づく、日本政府による装置型

式指定認可証（E43）発行については、概ね国内で

使用される突入防止装置及び大型後部反射器を除

くと、2018 年度は 168 件 (前年度比 40 件増)であ

った。

この他に、国土交通省が 2018 年 3 月に創設した

「衝突被害軽減ブレーキの性能認定制度」に係る先

進安全技術の性能評価を行ったが、本評価について

は 3.2.項にて詳述する。

図 1 審査型式数の推移

３．審査体制の構築に係る取組

審査部では、中立・公正な審査を実施するため、

基準の制定及び改正等の機に、審査手法の確立、職

員の研修、さらに必要に応じて施設の整備を行い、

審査体制を構築している。

３．１．情報セキュリティ審査への対応

「自動運転に係る制度整備大綱」を踏まえ、レベ

ル 3 以上の自動運転の 2020 年目途の実用化に向

け、2018 年 9 月に国土交通省の交通政策審議会の

下に設置された小委員会において、自動運転車等の

設計・製造過程から使用過程にわたる総合的な安全

確保に必要な道路運送車両法に基づく各種制度の

あり方について検討が行われ、2019 年 1 月に報告

書がとりまとめられた。

この報告書において、「①第三者による不正アク

セスにより最悪の場合、自動車の制御が不能となり

重大な事故を引き起こすおそれがあることから、サ

イバーセキュリティ対策を講じることが必要であ

る。」「②（通信を活用した使用過程の自動車の安全

しを要求するものはほとんどいなかったため、提示す

る警報音の長さは適切であったと考えられる。

３．評価結果

実験参加者 35 名のうち、装置の不具合で実験が中

断し、データを取得できなかった者が 2 名いた。また

3 名の実験参加者については、矛盾した評価結果を示

したため除外した。従って以降では、計 30 名のデー

タについて示す。

３．１．警報音の総合評価

質問に対する回答を、警報音の種類別、警報音の音

量条件別、暗騒音条件別に平均し図 4 及び図 5 示す。

音量に関しては、全体的な傾向として、音量が最も小

さい 40 dB のときに評価値は 1 から 2（音が小さすぎ

て聞こえない）であり、大きくなるに従い評価値が増

加し、最大の場合（90 dB）には 8 から 9（音が大き

すぎて、とてもうるさい）となった。暗騒音の影響に

関しては、警報音の音量が 50dB から 70dB の間に顕

著に現れた。また、全ての警報音の音量において、暗

騒音が大きくなるに従い評価値は小さくなった。後退

時警報音の規制値については、２．７に示した評価尺

度とその説明文より、下限値は 3～4 の間、上限値は

6～7 の間とすることが適切であると言える。そのた

め、規制値の下限値は 50～60dB 程度、上限値は 70
～80dB 程度とすることが適切であると言える。

４．タスクフォース会議の動向

おわりに、基準化に向けてのタスクフォースの動向

を簡単に紹介する。タスクフォースでは、新たな基準

作成にあたり、まずは各国に対し現在の状況や新基準

のあるべき姿をアンケートにて聞き取り調査を行っ

た。その後、日本より、前章で述べた評価試験結果に

基づき、後退時警報装置を車両に取り付けた状態での

規制値提案を行っている。規制値については、現在の

ドラフトには装置単体のものも存在し、今後、議論が

開始される見込みである。また、同じく日本より、カ

メラモニタリングシステム等の他の安全装置が有効

である場合、苦情対策として、後退時警報音の一時停

止機能を認めるよう提案がされており、タスクフォー

スとして合意している。タスクフォース会議では、こ

の前提条件となるカメラモニタリングシステム等の

他の安全装置の要件について、新規則の検討を行って

いる他のグループと密に連携し、互いに矛盾が生じな

いよう慎重に議論を進めている。
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講演３．自動車認証審査部における取組の概要について

自動車認証審査部 是則 武志

１．はじめに

自動車を購入し使用する際は、その自動車が安全

面や環境面での基準に合致していることを、運輸支

局等で行われる検査により一台一台確認すること

になっているが、この検査を効率的に行うため、自

動車、共通構造部及び自動車装置（以下「自動車等」

という。）について、安全・環境基準に合致している

か否かを生産段階で確認する「型式指定制度」が設

けられている。

自動車認証審査部（以下「審査部」という。）は、

型式指定制度の一環として、自動車等について、安

全・環境基準への適合性の確認を行う機関であり、

近年は、まだ基準が定められていない先進技術の性

能評価も行っている。

自動車等の審査は、基準に適合しない自動車が市

場に出回ることを防止することを目的としており、

厳正に行うことは当然であるが、併せて、自動車は

技術革新の進展が著しく、また、国際的な流通を念

頭に置いた商品であることに鑑み、合理的に行うこ

とも必要である。

ここでは、昨今の審査部の取組を概説する。

２．自動車認証審査部の業務実績

2018 年度の審査部における審査型式数は、自動

車にあっては 2,662 型式、自動車装置にあっては

335 型式となっている（図１）。

また、メーカの設計・開発をより円滑に進めるた

め、審査業務に先立ち試験等を行う先行受託試験に

ついては、2018 年度は 198 件（前年比 39 件減）の

受託があった。

さらに、国連の「車両の型式認定相互承認協定

（1958 年協定）」に基づく、日本政府による装置型

式指定認可証（E43）発行については、概ね国内で

使用される突入防止装置及び大型後部反射器を除

くと、2018 年度は 168 件 (前年度比 40 件増)であ

った。

この他に、国土交通省が 2018 年 3 月に創設した

「衝突被害軽減ブレーキの性能認定制度」に係る先

進安全技術の性能評価を行ったが、本評価について

は 3.2.項にて詳述する。

図 1 審査型式数の推移

３．審査体制の構築に係る取組

審査部では、中立・公正な審査を実施するため、

基準の制定及び改正等の機に、審査手法の確立、職

員の研修、さらに必要に応じて施設の整備を行い、

審査体制を構築している。

３．１．情報セキュリティ審査への対応

「自動運転に係る制度整備大綱」を踏まえ、レベ

ル 3 以上の自動運転の 2020 年目途の実用化に向

け、2018 年 9 月に国土交通省の交通政策審議会の

下に設置された小委員会において、自動運転車等の

設計・製造過程から使用過程にわたる総合的な安全

確保に必要な道路運送車両法に基づく各種制度の

あり方について検討が行われ、2019 年 1 月に報告

書がとりまとめられた。

この報告書において、「①第三者による不正アク

セスにより最悪の場合、自動車の制御が不能となり

重大な事故を引き起こすおそれがあることから、サ

イバーセキュリティ対策を講じることが必要であ

る。」「②（通信を活用した使用過程の自動車の安全

しを要求するものはほとんどいなかったため、提示す

る警報音の長さは適切であったと考えられる。

３．評価結果

実験参加者 35 名のうち、装置の不具合で実験が中

断し、データを取得できなかった者が 2 名いた。また

3 名の実験参加者については、矛盾した評価結果を示

したため除外した。従って以降では、計 30 名のデー

タについて示す。

３．１．警報音の総合評価

質問に対する回答を、警報音の種類別、警報音の音

量条件別、暗騒音条件別に平均し図 4 及び図 5 示す。

音量に関しては、全体的な傾向として、音量が最も小

さい 40 dB のときに評価値は 1 から 2（音が小さすぎ

て聞こえない）であり、大きくなるに従い評価値が増

加し、最大の場合（90 dB）には 8 から 9（音が大き

すぎて、とてもうるさい）となった。暗騒音の影響に

関しては、警報音の音量が 50dB から 70dB の間に顕

著に現れた。また、全ての警報音の音量において、暗

騒音が大きくなるに従い評価値は小さくなった。後退

時警報音の規制値については、２．７に示した評価尺

度とその説明文より、下限値は 3～4 の間、上限値は

6～7 の間とすることが適切であると言える。そのた

め、規制値の下限値は 50～60dB 程度、上限値は 70
～80dB 程度とすることが適切であると言える。

４．タスクフォース会議の動向

おわりに、基準化に向けてのタスクフォースの動向

を簡単に紹介する。タスクフォースでは、新たな基準

作成にあたり、まずは各国に対し現在の状況や新基準

のあるべき姿をアンケートにて聞き取り調査を行っ

た。その後、日本より、前章で述べた評価試験結果に

基づき、後退時警報装置を車両に取り付けた状態での

規制値提案を行っている。規制値については、現在の

ドラフトには装置単体のものも存在し、今後、議論が

開始される見込みである。また、同じく日本より、カ

メラモニタリングシステム等の他の安全装置が有効

である場合、苦情対策として、後退時警報音の一時停

止機能を認めるよう提案がされており、タスクフォー

スとして合意している。タスクフォース会議では、こ

の前提条件となるカメラモニタリングシステム等の

他の安全装置の要件について、新規則の検討を行って

いる他のグループと密に連携し、互いに矛盾が生じな

いよう慎重に議論を進めている。
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１．まえがき 
リコール技術検証部は、平成 16 年にリコールに係

る不正行為が発覚したことを契機として、道路運送車

両法の改正に伴い、平成 18 年 5 月に交通安全環境研

究所に設置された。 
当部では、国土交通省と連携して、ユーザー等から

寄せられる不具合情報について、設計・製造に起因す

る不具合のおそれがあるかどうかを分析し、設計・製

造に起因すると疑われる情報については技術検証を

行うとともに、リコール届出の分析及び技術的な妥当

性検証を行うことを業務としている。 
 本稿ではリコール技術検証業務の現状とともに、本

フォーラムのテーマである「新たな課題や国際化への

対応」として、近年、急速に普及が進んでいる先進安

全自動車（ASV)に対する取組等紹介する。 
 

２．リコール技術検証業務の概要 
２．１．不具合情報分析 

当部においては、国土交通省にて集約されたユーザ

ー等から提供された不具合情報及びメーカからの事

故・火災情報のほか、警察や消防等の関係機関からの

不具合情報について国土交通省からの委託を受けて

傾向の分析を行っている。平成 30 年度は約 9,000 件

の不具合情報について分析を行っており、その件数及

び内訳を表 1 に示す。近年、ユーザーからの不具合情

報が増加傾向であり、平成 30 年度は平成 26 年度に比

べ、約 20%程度増加している。  
表 1 不具合情報分析件数推移 

※印は 1 月～12 月の件数、それ以外は 4 月～3 月の件数 

 

２．２．技術検証 
 国土交通省ではユーザー等から提供された不具合

情報についてメーカでの調査結果を報告させ（道路運

送車両法（以下、車両法）63 条の 4)、設計・製造に

起因するおそれのある事案の場合、リコール技術検証

部へ検証指示を行う(車両法 63 条の 2)。 
 リコール技術検証部では車両法に基づく国土交通

省からの指示を受けてメーカからの報告内容等につ

いて技術検証を行い、結果を国土交通省へ通知する。

検証の中で再度メーカへの質疑が必要な場合は国土

交通省を通じて再度報告を求めるため、多くの場合事

案１件あたり複数回の技術検証を行う。メーカの回答

と事実確認結果に妥当性が認められた場合、技術検証

終了とし国土交通省にその結果を通知する。メーカか

らリコール届出が出された不具合事案に対しても再

発等が疑われる場合やリコールの対象範囲拡大の必

要性が疑われた場合、技術検証と同様に国土交通省か

らの指示を受けて妥当性検証を行う（車両法 63 条の

3）。 
 平成 30 年度から過去 5 カ年の間に行った技術検証

について、技術検証開始事案件数、技術検証終了事案

件数および市場措置に繋がった事案件数を表 2 に示

す。技術検証開始事案件数は、年間約 100～200 件程

度の範囲で推移し、技術検証の終了事案件数も年間約

100～200 件程度で推移している。これらの事案件数

の変動は、事案毎の複雑度が影響したためと考える。 
市場措置に繋がった検証事案件数は年度によって

増減はあるものの、5 カ年平均で年 18 件となってお

り、リコール制度の適切な実施に継続的に貢献してい

るといえる。 
表 2 技術検証の実績 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 

技術検証開始事案件

数 
201 168 85 133 200 

技術検証終了事案件

数 
204 172 112 96 97 

市場措置に繋がった

検証事案件数 
17 18 24 19 12 

情報の種類 平成 26年度 平成 30年度 

ユーザーからの不具合情報 2,733 3,313 

メーカからの事故・火災情報※ 1,654 1,430 

メーカからの不具合情報※ 3,990 3,580 

その他（警察、消防、消費者庁等） 803 699 

計 9,180 9,022 

性に影響するソフトウェアのアップデートについ

て、）使用過程時の自動車の安全性に大きな影響を

及ぼすソフトウェア配信については、無線による配

信又は有線のコネクタ接続による配信に関わらず、

当該配信を適確に行うことができる能力や体制等

に関する一定の要件を満たした者が、保安基準上支

障がないと国により認められたものを配信する仕

組みを新たに創設する必要がある。」との報告がな

された。 

この報告を受け、2019 年 5 月 24 日に改正道路運

送車両法が公布され、「自動運行装置等に組み込ま

れたプログラムの改変による改造であって、その内

容が適切でなければ自動車が保安基準に適合しな

くなるおそれのあるものを電気通信回線の使用等

によりする行為等」にかかる許可制度が創設される

とともに、許可に係る技術的な審査は審査部が行う

こととなった。 

また、この制度は、公布の日から起算して 1 年 6
月を超えない範囲内において政令で定める日に施

行されることとなっており 2020 年には制度の運用

が開始される予定である。併せて、日本が国際的議

論を主導している国連の自動車基準調和世界フォ

ーラム（WP29）「サイバーセキュリティタスクフォ

ース」における国際基準の策定状況を踏まえ、サイ

バーセキュリティやソフトウェアアップデートに

関する保安基準等の国内法規も国土交通省におい

て現在検討されている。 

審査部では、このように 2020 年から新たに始ま

るサイバーセキュリティやソフトウェアアップデ

ートに関する認証審査を行う機関として、WP29 で

の議論への参画、国内調整、審査方法の検討を行う

ため、2019 年 4 月に「情報セキュリティ審査準備

室」を新設し、2020 年の円滑な審査開始に向けた

準備を進めている。 

 

３．２．先進安全技術の性能評価試験実績 

基準適合性審査に準ずる試験として、政府が推進

している「安全運転サポート車」の普及啓発のため

に、未だ基準が策定されていない先進安全技術（乗

用車用の衝突被害軽減ブレーキ）について、2018 年

度より性能評価試験を実施している（図 2）。国土交

通省による試験方法の策定にあたり、認証試験の知

見を生かし貢献するとともに、策定された試験方法

「自動車の先進安全技術の性能の評価等に関する規

程」（国土交通省告示）に沿った試験について、公平

な認定評価が行えるよう、審査に関する機構規程類

を整備し、適切に試験を実施した。また、これによ

り、将来の認証試験に向けた知識及び技能の習得に

も繋がることとなった。なお、2018 年度の実績は

申請自動車メーカ数：8 社 評価型式数：152 型式

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 衝突被害軽減ブレーキ性能評価試験の様子 

 

３．３．国際的な車両型式認証制度への対応 

我が国は、WP29 において国際的な車両型式認証

制度（IWVTA）の創設を提案したほか、傘下の専門

家会合でも副議長を務めるなど、同制度に係る国際

的議論を主導してきた。2018 年 7 月には本制度に

係る国際基準（UN 規則）第 0 号が発効され、2019
年 4 月から、IWVTA に基づく認可の相互承認が開

始された。 
審査部では、認証時の手続き等に関する規程類の

作成を行い、旧基準に基づく認証を含んだ L-
IWVTA の審査体制を整える等の準備を行った。 

 
４．まとめ 

自動運転技術等の複雑で高度な新技術の導入・普

及やサイバーセキュリティをはじめとする新たな

視点からの基準の導入に伴い、審査に必要となる知

識・技術レベルが高まっている。また、基準の国際

調和や IWVTA に基づく相互認証など、審査業務の

国際化の必要性も増しているところである。 

このような中、審査部は、適切な審査体制の保持・

整備を通じて業務を確実に実施し、認証審査制度の

信頼性の向上及び自動車の安全確保、環境保全等を

図っていくとともに、自動車産業の成長にも十分貢

献できるよう努めていく所存である。 
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リコール技術検証部は、平成 16 年にリコールに係

る不正行為が発覚したことを契機として、道路運送車

両法の改正に伴い、平成 18 年 5 月に交通安全環境研

究所に設置された。 
当部では、国土交通省と連携して、ユーザー等から

寄せられる不具合情報について、設計・製造に起因す

る不具合のおそれがあるかどうかを分析し、設計・製

造に起因すると疑われる情報については技術検証を

行うとともに、リコール届出の分析及び技術的な妥当

性検証を行うことを業務としている。 
 本稿ではリコール技術検証業務の現状とともに、本

フォーラムのテーマである「新たな課題や国際化への

対応」として、近年、急速に普及が進んでいる先進安

全自動車（ASV)に対する取組等紹介する。 
 

２．リコール技術検証業務の概要 
２．１．不具合情報分析 

当部においては、国土交通省にて集約されたユーザ

ー等から提供された不具合情報及びメーカからの事

故・火災情報のほか、警察や消防等の関係機関からの

不具合情報について国土交通省からの委託を受けて

傾向の分析を行っている。平成 30 年度は約 9,000 件

の不具合情報について分析を行っており、その件数及

び内訳を表 1 に示す。近年、ユーザーからの不具合情

報が増加傾向であり、平成 30 年度は平成 26 年度に比

べ、約 20%程度増加している。  
表 1 不具合情報分析件数推移 

※印は 1 月～12 月の件数、それ以外は 4 月～3 月の件数 

 

２．２．技術検証 
 国土交通省ではユーザー等から提供された不具合

情報についてメーカでの調査結果を報告させ（道路運

送車両法（以下、車両法）63 条の 4)、設計・製造に

起因するおそれのある事案の場合、リコール技術検証

部へ検証指示を行う(車両法 63 条の 2)。 
 リコール技術検証部では車両法に基づく国土交通

省からの指示を受けてメーカからの報告内容等につ

いて技術検証を行い、結果を国土交通省へ通知する。

検証の中で再度メーカへの質疑が必要な場合は国土

交通省を通じて再度報告を求めるため、多くの場合事

案１件あたり複数回の技術検証を行う。メーカの回答

と事実確認結果に妥当性が認められた場合、技術検証

終了とし国土交通省にその結果を通知する。メーカか

らリコール届出が出された不具合事案に対しても再

発等が疑われる場合やリコールの対象範囲拡大の必

要性が疑われた場合、技術検証と同様に国土交通省か

らの指示を受けて妥当性検証を行う（車両法 63 条の

3）。 
 平成 30 年度から過去 5 カ年の間に行った技術検証

について、技術検証開始事案件数、技術検証終了事案

件数および市場措置に繋がった事案件数を表 2 に示

す。技術検証開始事案件数は、年間約 100～200 件程

度の範囲で推移し、技術検証の終了事案件数も年間約

100～200 件程度で推移している。これらの事案件数

の変動は、事案毎の複雑度が影響したためと考える。 
市場措置に繋がった検証事案件数は年度によって

増減はあるものの、5 カ年平均で年 18 件となってお

り、リコール制度の適切な実施に継続的に貢献してい

るといえる。 
表 2 技術検証の実績 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 

技術検証開始事案件

数 
201 168 85 133 200 

技術検証終了事案件

数 
204 172 112 96 97 

市場措置に繋がった

検証事案件数 
17 18 24 19 12 

情報の種類 平成 26年度 平成 30年度 

ユーザーからの不具合情報 2,733 3,313 

メーカからの事故・火災情報※ 1,654 1,430 

メーカからの不具合情報※ 3,990 3,580 

その他（警察、消防、消費者庁等） 803 699 

計 9,180 9,022 

性に影響するソフトウェアのアップデートについ

て、）使用過程時の自動車の安全性に大きな影響を

及ぼすソフトウェア配信については、無線による配

信又は有線のコネクタ接続による配信に関わらず、

当該配信を適確に行うことができる能力や体制等

に関する一定の要件を満たした者が、保安基準上支

障がないと国により認められたものを配信する仕

組みを新たに創設する必要がある。」との報告がな

された。 

この報告を受け、2019 年 5 月 24 日に改正道路運

送車両法が公布され、「自動運行装置等に組み込ま

れたプログラムの改変による改造であって、その内

容が適切でなければ自動車が保安基準に適合しな

くなるおそれのあるものを電気通信回線の使用等

によりする行為等」にかかる許可制度が創設される

とともに、許可に係る技術的な審査は審査部が行う

こととなった。 

また、この制度は、公布の日から起算して 1 年 6
月を超えない範囲内において政令で定める日に施

行されることとなっており 2020 年には制度の運用

が開始される予定である。併せて、日本が国際的議

論を主導している国連の自動車基準調和世界フォ

ーラム（WP29）「サイバーセキュリティタスクフォ

ース」における国際基準の策定状況を踏まえ、サイ

バーセキュリティやソフトウェアアップデートに

関する保安基準等の国内法規も国土交通省におい

て現在検討されている。 

審査部では、このように 2020 年から新たに始ま

るサイバーセキュリティやソフトウェアアップデ

ートに関する認証審査を行う機関として、WP29 で

の議論への参画、国内調整、審査方法の検討を行う

ため、2019 年 4 月に「情報セキュリティ審査準備

室」を新設し、2020 年の円滑な審査開始に向けた

準備を進めている。 

 

３．２．先進安全技術の性能評価試験実績 

基準適合性審査に準ずる試験として、政府が推進

している「安全運転サポート車」の普及啓発のため

に、未だ基準が策定されていない先進安全技術（乗

用車用の衝突被害軽減ブレーキ）について、2018 年

度より性能評価試験を実施している（図 2）。国土交

通省による試験方法の策定にあたり、認証試験の知

見を生かし貢献するとともに、策定された試験方法

「自動車の先進安全技術の性能の評価等に関する規

程」（国土交通省告示）に沿った試験について、公平

な認定評価が行えるよう、審査に関する機構規程類

を整備し、適切に試験を実施した。また、これによ

り、将来の認証試験に向けた知識及び技能の習得に

も繋がることとなった。なお、2018 年度の実績は

申請自動車メーカ数：8 社 評価型式数：152 型式

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 衝突被害軽減ブレーキ性能評価試験の様子 

 

３．３．国際的な車両型式認証制度への対応 

我が国は、WP29 において国際的な車両型式認証

制度（IWVTA）の創設を提案したほか、傘下の専門

家会合でも副議長を務めるなど、同制度に係る国際

的議論を主導してきた。2018 年 7 月には本制度に

係る国際基準（UN 規則）第 0 号が発効され、2019
年 4 月から、IWVTA に基づく認可の相互承認が開

始された。 
審査部では、認証時の手続き等に関する規程類の

作成を行い、旧基準に基づく認証を含んだ L-
IWVTA の審査体制を整える等の準備を行った。 

 
４．まとめ 

自動運転技術等の複雑で高度な新技術の導入・普

及やサイバーセキュリティをはじめとする新たな

視点からの基準の導入に伴い、審査に必要となる知

識・技術レベルが高まっている。また、基準の国際

調和や IWVTA に基づく相互認証など、審査業務の

国際化の必要性も増しているところである。 

このような中、審査部は、適切な審査体制の保持・

整備を通じて業務を確実に実施し、認証審査制度の

信頼性の向上及び自動車の安全確保、環境保全等を

図っていくとともに、自動車産業の成長にも十分貢

献できるよう努めていく所存である。 
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今後、国土交通省とも連携し、過去の不具合情報、

技術検証結果及びリコール届出の情報分析の機能を

一層強化し、不具合の早期発見・早期改善を更に促進

していきたいと考えている。 

 

３．２．技術検証ノウハウの強化 

３．２．１．車両調査 

 自動車の不具合原因が設計・製造に起因するかどう

かの判断材料を迅速に収集するため、実際に事故や火

災が起きた車両について確認する車両調査を国土交

通省等の行政機関と連携して実施している。また、技

術検証中の事案で事故や火災に繋がったと疑われる

場合は積極的に車両調査に参加することで表 5 に示

すとおり、調査件数も増加傾向にある。また、販売会

社を訪問して整備の実態調査も実施している。 
     表 5 車両調査件数の推移 
年度 H26 H27 H28 H29 H30 

事故 19 12 21 15 20 

火災 28 44 44 54 56 

合計 47 56 65 69 76 

 
３．２．２．技術検証実験 

 技術検証の過程においては、メーカからの報告を参

考にしつつ、当部においても技術検証実験を行い、事

実関係を明らかにしている。また、技術的な知見の蓄

積を目的とした技術検証実験にも取り組んでいる。こ

れら技術検証実験のテーマ数の推移は表 6 のとおり

であり、毎年のテーマ数は 10 件程度となっている。 
 その中で、近年、重点的に知見を蓄積しようと取組

んでいるものとしては、車両火災に関する実験と先進

安全自動車に関する実験が挙げられる。 
 

表 6 技術検証実験のテーマ数の推移 
年度 H26 H27 H28 H29 H30 

実験テーマ総数 11 11 10 13 10 

内

訳 

個別事案の検証 8 7 3 1 3 

知見の蓄積 3 4 7 12 7 

うち、火災関係 0 3 3 4 3 

うち、ASV関係 1 0 0 9 4 

 

（１）火災に関する実証実験 

 車両火災については、平成 30 年版消防白書によれ

ば、表 7 にあるとおり、年間約 3,800 件程度起きてお

り、そのうち、出火原因が「その他（不明・調査中含

む）」が約 55%程度を占めている。また、当部が参加

した車両調査においても、出火原因が特定に至らなか

った事案が多々ある状況である。このような状況を踏

まえ、車両火災の原因究明を図るべく、車両火災に関

する実証実験を実施している。 
 昨年度においては、出火原因としては２番目に多い

ハーネスの燃焼実験を実施し、多くの知見が得られた

ので、その知見を火災見分時チェックリストに纏めて

火災見分の原因調査に活用を開始した。 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 図１ ハーネス燃焼実験（上：バッテリーショート   
    通電後煙発生、下：煙発生後発火） 
 また、過去の出火原因で多かったオルタネータの火

災について再現実験を実施し、単体での再現に成功し

た。今後は、消防センターの協力の下に再現したオル

タネータを組み込んで実車火災実験を実施する予定

である。 
表 7 車両火災の主な出火原因（平成 29 年） 

出火原因 件数 

排気管 637 

放火（放火の疑いを含む） 324 

電気機器 215 

交通機関内配線 388 

たばこ、マッチ・ライター 162 

その他（不明・調査中含む） 2,137 

計 3,863 

2 

２．３．リコール届出分析 
 表 3 に、国土交通省の公表データ 1)に基づき、平成

25年から平成29年におけるリコール届出の件数及び

対象台数の推移を示す。 
 リコール対象台数については、平成 27 年度以降、

タカタ製エアバッグのリコール届出により増加して

いるが、平成 29 年度では対象台数が減少傾向にあり、

平成 26 年以前の水準に戻りつつある。タカタ製エア

バッグを除いた対象台数は年間 684 万台であり、届出

１件当たりの対象台数も減少傾向にある。 
 表４に、国土交通省の公表データ 1)に基づき、不具

合発生の初報日からリコール届出までにかかった平

均月数の推移を示す。 
 平成 29 年度においては不具合発生の初報からリコ

ール届出までにかかる月数は減少に転じ、平均 15.6
ヶ月要している。 

表３ リコール届出件数及び対象台数の推移 
年度 H25 H26 H27 H28 H29 

届出件数 
303 

(295) 

355 

(333） 

368 

(319) 

364 

(319) 

377 

(357) 

対象台数 

（万台） 

798 

(724） 

956 

(736) 

1,900 

（944) 

1,585 

(963) 

770 

(684) 

※（ ）内：タカタ製エアバッグのリコール届出を除いた数 

表４ 不具合発生の初報日からリコール届出までの

平均月数の推移 
年度 H25 H26 H27 H28 H29 

平均月数 14.0 14.4 15.3 17.0 15.6 

 
３．自動車不具合の早期発見・改善に向けた取組 
 自動車における新技術の進展が著しい中、自動車部

品の共通化が進んでいる状況において、自動車社会の

安全・安心を確保していくためには、これまで以上に

自動車の不具合の早期発見・早期改善が求められてい

る。 

 そのような中、当部においては、「設計・製造に起

因する自動車不具合の早期発見・早期改善の促進」を

目標に掲げ、主に以下の取組を行っている。 

①不具合情報の収集・分析の向上 

②技術検証ノウハウの強化 

③排出ガス不正制御の発見（サーベイランス） 

④外国との市場不具合に対する情報連携 

 これらに加え、ユーザーから提供される不具合情報

において、ユーザーが自動車技術に関して誤った認識

を持っている事案が増加してきていることから、ユー

ザーに自動車の正しい認識を持ってもらう「ユーザー

への注意喚起」も、当部の重要な役割の１つとして取

組んでいる。 

 

３．１．不具合情報の収集・分析の向上 

３．１．１．既存の不具合情報の収集ルートの充実 

 ユーザーからの不具合情報については、増加傾向で

あり、また提供される不具合情報全体の 35%近くを占

めている。 

 引き続き、国土交通省とともにユーザーからの情報

提供を一層呼びかけるとともに、一般ユーザーのみな

らず、運送事業者や整備工場等からの情報提供に関す

る協力をお願いしていきたい。 

 

３．１．２．新たな不具合情報の収集ルートの構築 

 不具合情報の収集にあたっては、既存の収集ルート

の充実を推進するとともに、新たな収集ルートの構築

に取組んでいる。 

（１）自動車検査時における不具合情報 

 登録車の検査時における不具合情報については、自

動車技術総合機構の検査部門と連携し、検査部門で発

見した不具合情報を共有する仕組みを平成29年12月

から運用している。また、現在、軽自動車の検査時に

おける不具合情報についても、軽自動車検査協会から

情報収集を図るべく当該協会と検討している。 

（２）点検整備記録簿情報の分析 

 国土交通省にて平成 28 年度より収集している点検

整備記録簿情報に関して、同型車両において特定の整

備事項が多発する等があった場合に新たな情報源に

なりうると考えており、収集ルートを構築し分析を行

っている。 
 

３．１．３．不具合情報の分析強化 

ユーザー等から提供された不具合情報が設計・製造

に起因するおそれのある事案かどうか判断する際、過

去に提供された不具合情報における同車種の類似事

象件数の把握に努めた。これにより、設計・製造に起

因するおそれのある事案について、より早期に詳細な

検討を開始することが可能になった。 
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今後、国土交通省とも連携し、過去の不具合情報、

技術検証結果及びリコール届出の情報分析の機能を

一層強化し、不具合の早期発見・早期改善を更に促進

していきたいと考えている。

３．２．技術検証ノウハウの強化

３．２．１．車両調査

自動車の不具合原因が設計・製造に起因するかどう

かの判断材料を迅速に収集するため、実際に事故や火

災が起きた車両について確認する車両調査を国土交

通省等の行政機関と連携して実施している。また、技

術検証中の事案で事故や火災に繋がったと疑われる

場合は積極的に車両調査に参加することで表 5 に示

すとおり、調査件数も増加傾向にある。また、販売会

社を訪問して整備の実態調査も実施している。

   表 5 車両調査件数の推移

年度 H26 H27 H28 H29 H30

事故 19 12 21 15 20

火災 28 44 44 54 56

合計 47 56 65 69 76

３．２．２．技術検証実験

技術検証の過程においては、メーカからの報告を参

考にしつつ、当部においても技術検証実験を行い、事

実関係を明らかにしている。また、技術的な知見の蓄

積を目的とした技術検証実験にも取組んでいる。これ

ら技術検証実験のテーマ数の推移は表 6 のとおりで

あり、毎年のテーマ数は 10 件程度となっている。

その中で、近年、重点的に知見を蓄積しようと取組

んでいるものとしては、車両火災に関する実験と先進

安全自動車に関する実験が挙げられる。

表 6 技術検証実験のテーマ数の推移

年度 H26 H27 H28 H29 H30

実験テーマ総数 11 11 10 13 10

内

訳

個別事案の検証 8 7 3 1 3

知見の蓄積 3 4 7 12 7

うち、火災関係 0 3 3 4 3

うち、ASV関係 1 0 0 9 4

（１）火災に関する実証実験

車両火災については、平成 30 年版消防白書によれ

ば、表 7 にあるとおり、年間約 3,800 件程度起きてお

り、そのうち、出火原因が「その他（不明・調査中含

む）」が約 55%程度を占めている。また、当部が参加

した車両調査においても、出火原因が特定に至らなか

った事案が多々ある状況である。このような状況を踏

まえ、車両火災の原因究明を図るべく、車両火災に関

する実証実験を実施している。

昨年度においては、出火原因としては２番目に多い

ハーネスの燃焼実験を実施し、多くの知見が得られた

ので、その知見を火災見分時チェックリストに纏めて

火災見分の原因調査に活用を開始した。

図１ ハーネス燃焼実験（上：バッテリーショート

   通電後煙発生、下：煙発生後発火）

また、過去の出火原因で多かったオルタネータの火

災について再現実験を実施し、単体での再現に成功し

た。今後は、消防センターの協力の下に再現したオル

タネータを組み込んで実車火災実験を実施する予定

である。

表 7 車両火災の主な出火原因（平成 29 年）

出火原因 件数

排気管 637

放火（放火の疑いを含む） 324

電気機器 215

交通機関内配線 388

たばこ、マッチ・ライター 162

その他（不明・調査中含む） 2,137

計 3,863

2 

２．３．リコール届出分析 
 表 3 に、国土交通省の公表データ 1)に基づき、平成

25年から平成29年におけるリコール届出の件数及び

対象台数の推移を示す。 
 リコール対象台数については、平成 27 年度以降、

タカタ製エアバッグのリコール届出により増加して

いるが、平成 29 年度では対象台数が減少傾向にあり、

平成 26 年以前の水準に戻りつつある。タカタ製エア

バッグを除いた対象台数は年間 684 万台であり、届出

１件当たりの対象台数も減少傾向にある。 
 表４に、国土交通省の公表データ 1)に基づき、不具

合発生の初報日からリコール届出までにかかった平

均月数の推移を示す。 
 平成 29 年度においては不具合発生の初報からリコ

ール届出までにかかる月数は減少に転じ、平均 15.6
ヶ月要している。 

表３ リコール届出件数及び対象台数の推移 
年度 H25 H26 H27 H28 H29 

届出件数 
303 

(295) 

355 

(333） 

368 

(319) 

364 

(319) 

377 

(357) 

対象台数 

（万台） 

798 

(724） 

956 

(736) 

1,900 

（944) 

1,585 

(963) 

770 

(684) 

※（ ）内：タカタ製エアバッグのリコール届出を除いた数 

表４ 不具合発生の初報日からリコール届出までの

平均月数の推移 
年度 H25 H26 H27 H28 H29 

平均月数 14.0 14.4 15.3 17.0 15.6 

 
３．自動車不具合の早期発見・改善に向けた取組 
 自動車における新技術の進展が著しい中、自動車部

品の共通化が進んでいる状況において、自動車社会の

安全・安心を確保していくためには、これまで以上に

自動車の不具合の早期発見・早期改善が求められてい

る。 

 そのような中、当部においては、「設計・製造に起

因する自動車不具合の早期発見・早期改善の促進」を

目標に掲げ、主に以下の取組を行っている。 

①不具合情報の収集・分析の向上 

②技術検証ノウハウの強化 

③排出ガス不正制御の発見（サーベイランス） 
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 これらに加え、ユーザーから提供される不具合情報

において、ユーザーが自動車技術に関して誤った認識

を持っている事案が増加してきていることから、ユー

ザーに自動車の正しい認識を持ってもらう「ユーザー

への注意喚起」も、当部の重要な役割の１つとして取
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３．１．３．不具合情報の分析強化 

ユーザー等から提供された不具合情報が設計・製造
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因するおそれのある事案について、より早期に詳細な
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１． はじめに 

政府は第 10 次交通安全基本計画において 2020 年

までに交通事故による年間死者数を 2,500人以下とする

目標を掲げている。2018 年の交通事故による死傷者数

は 3,532 人であり、前年より 162 人減少、警察庁が保有

する 1973 年以降の統計で最少となった。同様に、人口

10 万人あたり死者数も減少傾向にある。しかし、その内

容を見ると 2008 年以降、自動車乗車中の死者数よりも

歩行中の死者数の方が多く、全死者数の約半数が歩行

中又は自転車乗車中の事故であり、そのうち約 7割が高

齢者となっている。政府目標を達成するためには、いわ

ゆる交通弱者と呼ばれる子供・高齢者・歩行者・自転車

乗員等への安全対策が求められる。このような状況にお

いて、従前からの衝突安全技術によって自動車乗車中

の死者数を削減するのみならず、さらに積極的に交通

事故を未然防止し、車外の交通弱者に対する被害削減

を進めることが必要と考えられる。 

近年、自動車に対する先進技術、特に自動運転技

術への期待は大きく、その開発速度も速くなってきてい

るが、その一方で、自動車の制御システムや外部との通

信における情報安全確保の重要性も増してきている。国

際的な基準調和について議論を行う国連欧州経済委員

会 自動車基準調和世界フォーラム(UN-ECE/WP29) 

においても、自動運転に関する基準策定が急務となっ

ている。自動運転関連規則について、より効率的に法規

化作業を進めるために、2018年6月に新たに「自動運転

専門部会(GRVA)」が設立された。現在、GRVA 傘下に

自動運転に係る４つの専門家会議が設置された。交通

研からは、GRVA副議長並びに、レベル3以上の自動運

転システムの安全性評価体系を検討することを目的とし

た「自動運転認証専門家会議(Informal Working Group 

Validation Method for Automated Driving :VMAD)」やサ

イバーセキュリティ専門家会議等３つの専門家会議に議

長として参加しており、自動運転に関する国際基準策定

に対して重要な役割を担っている。 

自動車安全研究部では、衝突安全、予防安全、情報

安全を自動車安全の三本柱と捉え、自動運転技術への

対応と車両安全の確保等を目的として、部内に衝突安

全、予防安全、情報安全、電気・電子技術・点検のグル

ープを構成、自動車の安全に係る先進技術に対して柔

軟かつ総合的に対応しながら、技術行政の推進に資す

る研究に取り組んでいる。同時に、GRVA での活動はも

ちろん、WP29 の下に組織されている GRSP(衝突安全)、

GRE(灯火器)、GRSG(一般安全)や多くの専門家会議に

議長、セクレタリ、委員等として積極的に参画し、国際基

準調和活動に貢献している。 

 

２. 研究概要 

２.１ 衝突安全グループ 

 衝突安全グループでは、交通事故の多様な実態を踏

まえながら、車両の衝突安全について広く検討してい

る。特に、第 10次交通安全基本計画において重点保護

対象とされている、高齢者、年少者、自転車乗員等の交

通弱者に対する衝突被害軽減に関する研究を中心とし

て、予防安全装置作動時の乗員被害軽減に関する研

究にも取り組んでいる。また、車両の安全基準が未整備

な自転車乗員について、自転車乗員の体格と衝突被害

との関係についての調査を実施している。頭部傷害指

標に関して生体工学の分野とも協力して研究を進め、新

たな頭部傷害基準策定に貢献することを目的に継続的

に取り組んでいる。 

 

２.２ 予防安全グループ 

予防安全グループでは、自動運転技術の試験法の

検討や効果評価に関する研究を中心に実施している。 
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（２）先進安全自動車に関する実証実験

先進安全自動車については、近年、新たな技術の導

入が急速に進み、多種多様な技術が混在している状況

である。そのため、新技術に対するユーザーの認識不

足による事案も含め、不具合情報が近年、国土交通省

に多く寄せられるようになってきた。当部としては、

今後、先進安全自動車の普及が加速していくことが予

想されることから、新技術の機能に対する知見を早急

に深めていくとともに、ユーザーに新技術の機能につ

いて正しい認識をもってもらうよう注意喚起してい

くこととしている。

昨年度においては、国土交通省から事業を受託して

先進安全自動車の中でもペダル踏み間違い時加速抑

制装置に関し、ユーザー等からの不具合情報を分析し

た。その分析結果を踏まえ、ユーザーの意図しない不

要作動、期待通りに作動しない不作動、装置作動が十

分でない条件を抽出し、様々な条件において、図２の

ペダル踏み間違い時加速抑制装置の作動確認実験を

実施した。その実験結果については、国土交通省のホ

ームページ上で動画として公表された。

図２ペダル踏み間違い時加速抑制装置作動確認実験

３．３ 排出ガス不正制御を防止する取組

近年、排出ガス低減装置を新規検査時にのみ作動さ

せる一方で実際の走行時には作動させないようにす

る不正ソフトを用いた排出ガス不正事案が発覚した。

この事案を受け、国土交通省からの要請に基づき、不

正ソフトの使用防止に資する抜き取り調査（サーベイ

ランス）を一昨年度から開始し、昨年度は 4 車種の調

査を実施し、実施結果を国土交通省へ報告した。

サーベイランスの実施にあたっては、当部自らが図

３の車載式排出ガス測定システム（PEMS）を使用し

て、従来の排出ガス測定方法であるシャシーダイナモ

測定に加えて、路上走行等による排出ガス測定を行

い、排出ガス値に乖離がないかを確認するなどによ

り、不正ソフトの使用の有無を確認している。

当部においては、今年度も、国土交通省からの要請

に基づき、サーベイランスを実施し、排出ガス不正制

御を防止する取組を継続すると共により効率の良い

サーベイランス手法の構築を目指していく。

図３ 車載式排出ガス測定システム（PEMS）
３．４ 外国との市場不具合に対する連携

日本に輸入される自動車はドイツ車が一番多いの

で、昨年ドイツ連邦自動車庁（KBA）を訪問し、市場

不具合に対する情報連携を約束した。今年度は日本で

起きているドイツ車の不具合について、ドイツでの不

具合発生状況とメーカの対応について確認した。その

結果、ドイツではメーカが市場への対応を検討中との

情報が得られた事案があったので、技術検証に情報が

活用できた。今後、今まで以上に連携を密にして市場

不具合の早期改善に取組んでいく。

４．終わりに

近年、自動車においては、社会的なニーズから新技

術が次々と導入され、来年のオリンピックに合わせ

て、自動運転車が実現しようとしている。リコール技

術検証部としては、これまで以上に先進技術に対応し

た検証体制構築を目指して、新たな取組を開始してい

る。今後は、自動運転技術の普及を見据えレベル２相

当（レーンキープ（LKAS）、車両追従(ACC)）車両の

作動条件の把握を行っていく予定である。

自動運転車が世の中に出回る頃には、十分な体制を

構築し、ユーザーが安心して走行出来る社会の実現に

向けて尽力して行きたいと考えている。

＜参考文献＞

１）国土交通省「平成 29 年度リコール届出内容の分

析結果について」
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当部においては、今年度も、国土交通省からの要請

に基づき、サーベイランスを実施し、排出ガス不正制

御を防止する取組を継続すると共により効率の良い

サーベイランス手法の構築を目指していく。

図３ 車載式排出ガス測定システム（PEMS）
３．４ 外国との市場不具合に対する連携

日本に輸入される自動車はドイツ車が一番多いの

で、昨年ドイツ連邦自動車庁（KBA）を訪問し、市場

不具合に対する情報連携を約束した。今年度は日本で

起きているドイツ車の不具合について、ドイツでの不

具合発生状況とメーカの対応について確認した。その

結果、ドイツではメーカが市場への対応を検討中との

情報が得られた事案があったので、技術検証に情報が

活用できた。今後、今まで以上に連携を密にして市場

不具合の早期改善に取組んでいく。

４．終わりに

近年、自動車においては、社会的なニーズから新技

術が次々と導入され、来年のオリンピックに合わせ

て、自動運転車が実現しようとしている。リコール技

術検証部としては、これまで以上に先進技術に対応し

た検証体制構築を目指して、新たな取組を開始してい

る。今後は、自動運転技術の普及を見据えレベル２相

当（レーンキープ（LKAS）、車両追従(ACC)）車両の

作動条件の把握を行っていく予定である。

自動運転車が世の中に出回る頃には、十分な体制を

構築し、ユーザーが安心して走行出来る社会の実現に

向けて尽力して行きたいと考えている。
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１．はじめに 

近年、日本の交通事故死亡者は減少傾向にあり、

2018 年の交通事故死亡者数は 3,532 人であった。図 1
に、2018 年の状態別交通事故死亡者数とその割合を

示す。歩行中死亡者数が最も多く 1,258 人（36%）で

あり、交通事故死亡者数のさらなる低減のためには、

歩行中死亡者数の低減が重要であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 状態別交通事故の死亡者割合（2018 年） 

 
日本においては、2005 年に歩行者頭部保護基準が

導入され、これにより、歩行中死亡者数が低減してい

ることが報告されている 1)。一方ミクロ事故調査では、

車両の歩行者保護基準の試験範囲外の領域に頭部が

衝突している事例が多いことも報告されている 2)。こ

の報告によると、1993 年から 2012 年の間に発生した

歩行者頭部が AIS2 以上の受傷をした 71 件の事故の

うち、歩行者頭部が歩行者保護試験範囲であるボンネ

ット部に衝突した事例は 15 件（21%）であり、その

範囲外の部位である A ピラー部付近は 23 件（32%）、

カウル部付近は 24 件（34%）と試験範囲内への衝突

より多かった。また、過去の交通研のマクロ事故調査

3)から、歩行者保護基準で想定している衝突速度以下

での歩行者死亡事故において、損傷主部位が頭部の場

合が 51%であり、そのうち 55%は頭部が車両と衝突

した際に受傷していた。これらの事故調査結果から、

歩行者死亡事故において、歩行者頭部保護試験で想定

されている範囲外に頭部が衝突している事例も多く、

交通事故での歩行中死亡者数低減のためには、歩行者

保護基準における頭部保護試験範囲拡大の検討が必

要と考えられる。 
今回、歩行者保護基準の頭部保護試験範囲拡大の検

討のため、現行の歩行者保護基準に適合した車両を用

いて、衝突時の客室空間確保のため歩行者への加害性

が高くなる A ピラー部付近を衝突領域として歩行者

頭部保護試験を行い、A ピラー部付近の歩行者頭部保

護性能を調査した。 
さらに、A ピラーからウィンドシールドの内側方向

に衝突位置を 10mm ずつ変更して歩行者頭部保護試

験のコンピューターシミュレーションを行い、A ピラ

ーから衝突位置までの距離と歩行者頭部保護性能の

関係を調査した。 
また、近年、予防安全装置の普及が進んでおり、予

防安全装置により歩行者事故において衝突速度が低

下することが考えられる。そこで、A ピラー部を対象

とし、衝突速度を変更して歩行者頭部保護試験を行

い、A ピラー部に頭部が衝突した場合の衝突速度の低

下による被害軽減効果について調査した。 
 

２．A ピラー部の頭部保護性能調査 
現行の歩行者保護基準に適合した車両を用いて、A

ピラー部付近を対象として歩行者頭部保護試験を実

施した。 
試験車両は、歩行者保護基準に適合し、かつ販売台

数が多い車種の中から前面形状の異なる普通乗用車

セダン（以下セダンとする）3 車種、普通乗用車ミニ

バン（以下ミニバンとする）2 車種及び軽乗用車（以

下軽乗用とする）2 車種とした。図 2 に、試験に使用

した車両を示す。 
歩行者頭部保護試験は、歩行者保護基準である UN 

Regulation No.127（以下 UN R127 とする）に定め

られた試験方法に準じて実施した。頭部インパクタの
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自動運転技術に関しては、混合交通を想定した自動

走行機能における車線変更制御の安全性を評価する手

法の検討を進めている。 

高齢ドライバによる交通事故防止対策に関しては、軽

度認知障害や虚弱ドライバ等による誤認識・誤操作が懸

念されることから、杏林大学医学部とも協力し、空間認知

機能と操舵・車速特性の解析により、高齢ドライバへの

自動運転技術等を活用した適切な運転支援方法につ

いて検討を進めている。 

さらに、新型自動車用灯火として、夜間における歩行

者の視認性向上を目的とした前照灯の高光度化や可変

配光化などの先進技術が導入されつつある。これらによ

るドライバからの夜間における歩行者等の視認性評価の

みならず、高齢ドライバや歩行者など交通弱者に与える

影響についても配慮した自動車用灯火の性能評価を実

施している。また、歩行者保護を目的としたコミュニケー

ションライトによる情報提供の必要性や効果に関する調

査及び路面描画ライトの効果評価等、新たな灯火の有

用性、評価法に関する研究を進めている。 

 

２.３ 情報安全グループ 

車両制御情報の不正利用防止を目的として、電子情

報安全性（e-Security, e-Safety)等について検討を進め

ている。具体的には、重要保安部品の制御に関する通

信メッセージの解析や電子情報安全性の課題を調査

し、最新車両における情報セキュリティ対策の現状を確

認、特に自動運転に関係する情報の解析やシステムの

脆弱性に関する調査に積極的に取り組んでいる。さら

に、自動運転の評価試験法と連動した自動運転情報記

録装置 DSSAD(Data Storage System for Automated 

Driving)の要件の明確化を検討している。これらの研究

成果を元に、積極的に UN-ECE/WP29 における自動車

セキュリティ・情報管理等の基準化と国内基準採用に対

応している。 

 

２.４ 電気・電子技術・点検グループ 

 電子制御装置の不具合検出方法、電磁両立性（EMC)

に関する評価方法、将来の高度に電子制御化された車

両にも対応可能な検査方法等に関する研究を進めてい

る。これらの研究成果を用いて、例えば、車載式故障診

断装置(OBD)を活用した自動車検査手法に関して、自

動車技術総合機構本部とともにその導入準備に協力し

ている。新たにブレーキ検査の代替走行テストの簡便

化・効率化を図ることを目的としたブレーキ検査方法の

高度化に関する研究も開始、将来の高度に電子制御化

された車両にも効率的に対応可能な検査方法を提案し

ていく。 

近年の電気自動車等、高密度、大容量の車載バッテ

リ搭載自動車が普及している中、電池安全性の確保は

ますます重要な課題となっている。自動車安全研究部で

は環境研究部と共同でバッテリ安全性能に係る現行試

験法の高度化とバッテリの安全性に関する新規技術基

準の策定を支援することを目的とした研究を進めてお

り、実行性の高い試験法の作成を目指している。 

  

３. 外部連携 

自動車安全研究部では、種々の研究課題について、

芝浦工業大学、首都大学東京、東京農工大学、電気通

信大学、杏林大学病院等との共同研究や、明治大学自

動運転社会総合研究所、NHTSA(米 )、VRTC(米 )、

BASt(独)、TÜV(独)、IIHS(米)、Thatcham(英)等の研究機

関等との連携、情報交換を進めている。特に、BASt と

は、安全研究の幅広いテーマについて密接な協力関係

を構築しており、年に数度、双方の研究者がお互いを訪

問し、具体的な研究テーマに関して意見交換、詳細議

論を行っている。  

自動運転に関しては、社会の期待も大きく、またその

技術開発に迅速に対応するため、国際的な基準と標準

策定に対して連携して対応するための全体戦略を検討

している自動運転基準化研究所において、我々の研究

成果を活用すると同時に、その議論を主導している。さ

らに、技術的側面のみならず法学的な考え方の理解も

必要なため法曹界とも定期的な意見交換と議論を実施

している。 

 

４. まとめ 

 近年の自動車は、高度運転支援システムや複雑な制

御など次々に先進技術が導入されている。これらの新し

い技術を搭載した車両の性能を公正、適切に評価する

ことが新技術の導入・普及につながり、更なる事故の削

減に貢献出来ると考える。今後も、自動車の安全に関わ

る種々の課題に積極的に取り組んで行く。 
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示す。歩行中死亡者数が最も多く 1,258 人（36%）で

あり、交通事故死亡者数のさらなる低減のためには、

歩行中死亡者数の低減が重要であると考えられる。 
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日本においては、2005 年に歩行者頭部保護基準が

導入され、これにより、歩行中死亡者数が低減してい
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車両の歩行者保護基準の試験範囲外の領域に頭部が

衝突している事例が多いことも報告されている 2)。こ

の報告によると、1993 年から 2012 年の間に発生した

歩行者頭部が AIS2 以上の受傷をした 71 件の事故の

うち、歩行者頭部が歩行者保護試験範囲であるボンネ

ット部に衝突した事例は 15 件（21%）であり、その

範囲外の部位である A ピラー部付近は 23 件（32%）、

カウル部付近は 24 件（34%）と試験範囲内への衝突

より多かった。また、過去の交通研のマクロ事故調査

3)から、歩行者保護基準で想定している衝突速度以下

での歩行者死亡事故において、損傷主部位が頭部の場

合が 51%であり、そのうち 55%は頭部が車両と衝突

した際に受傷していた。これらの事故調査結果から、

歩行者死亡事故において、歩行者頭部保護試験で想定

されている範囲外に頭部が衝突している事例も多く、

交通事故での歩行中死亡者数低減のためには、歩行者
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また、近年、予防安全装置の普及が進んでおり、予

防安全装置により歩行者事故において衝突速度が低

下することが考えられる。そこで、A ピラー部を対象

とし、衝突速度を変更して歩行者頭部保護試験を行

い、A ピラー部に頭部が衝突した場合の衝突速度の低

下による被害軽減効果について調査した。 
 

２．A ピラー部の頭部保護性能調査 
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セダン（以下セダンとする）3 車種、普通乗用車ミニ

バン（以下ミニバンとする）2 車種及び軽乗用車（以

下軽乗用とする）2 車種とした。図 2 に、試験に使用

した車両を示す。 
歩行者頭部保護試験は、歩行者保護基準である UN 
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化・効率化を図ることを目的としたブレーキ検査方法の

高度化に関する研究も開始、将来の高度に電子制御化

された車両にも効率的に対応可能な検査方法を提案し

ていく。 

近年の電気自動車等、高密度、大容量の車載バッテ

リ搭載自動車が普及している中、電池安全性の確保は

ますます重要な課題となっている。自動車安全研究部で

は環境研究部と共同でバッテリ安全性能に係る現行試

験法の高度化とバッテリの安全性に関する新規技術基

準の策定を支援することを目的とした研究を進めてお

り、実行性の高い試験法の作成を目指している。 

  

３. 外部連携 

自動車安全研究部では、種々の研究課題について、

芝浦工業大学、首都大学東京、東京農工大学、電気通

信大学、杏林大学病院等との共同研究や、明治大学自

動運転社会総合研究所、NHTSA(米 )、VRTC(米 )、

BASt(独)、TÜV(独)、IIHS(米)、Thatcham(英)等の研究機

関等との連携、情報交換を進めている。特に、BASt と

は、安全研究の幅広いテーマについて密接な協力関係

を構築しており、年に数度、双方の研究者がお互いを訪

問し、具体的な研究テーマに関して意見交換、詳細議

論を行っている。  

自動運転に関しては、社会の期待も大きく、またその

技術開発に迅速に対応するため、国際的な基準と標準

策定に対して連携して対応するための全体戦略を検討

している自動運転基準化研究所において、我々の研究

成果を活用すると同時に、その議論を主導している。さ

らに、技術的側面のみならず法学的な考え方の理解も

必要なため法曹界とも定期的な意見交換と議論を実施

している。 

 

４. まとめ 

 近年の自動車は、高度運転支援システムや複雑な制

御など次々に先進技術が導入されている。これらの新し

い技術を搭載した車両の性能を公正、適切に評価する

ことが新技術の導入・普及につながり、更なる事故の削

減に貢献出来ると考える。今後も、自動車の安全に関わ

る種々の課題に積極的に取り組んで行く。 
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図 6 軽乗用 B の A ピラー部 
 

３．A ピラーからの距離と頭部保護性能の関係調査 
現在の基準で定められた横方向の最外端位置は、車

両形状により A ピラーとの距離が異なる。そのため、

A ピラーから衝突位置までの距離と頭部傷害値の関

係について把握することが必要となる。頭部インパク

タを衝突させる位置を A ピラーからウィンドシール

ドの内側方向に、10 mm 間隔で変更して歩行者頭部

保護試験のコンピューターシミュレーションを実施

し、A ピラーから衝突位置までの距離と歩行者頭部保

護性能の関係を調査した。車両モデルは、２章の試験

で使用したセダン A のものを使用した。図 7 に、頭

部インパクタの衝突位置の一例を示す。A ピラー中心

を原点として、車両内側方向に 10 mm 間隔で、0～
150mm まで頭部インパクタ中心の衝突位置を設定し

てシミュレーションを実施した。今回のシミュレーシ

ョンにおいて、A ピラーの中心から内側端部までの距

離は 38.5mm であった。頭部インパクタの半径は

82.5mm であることから、頭部インパクタ中心と A ピ

ラー中心との距離が 121mm 以上の場合に、頭部イン

パクタは A ピラーとラップしなくなる。実施したシミ

ュレーションでは衝突位置が 130mm 以上の場合に、

頭部インパクタが A ピラーとラップしていない。 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 7 頭部インパクタ衝突位置の一例 
 
図 8 に、シミュレーションでの HIC と衝突位置と

の関係を示す。頭部インパクタ中心の衝突位置が A ピ

ラー中心から 30mm の場合に HIC が最大となり、

30mm より大きくなるに従い HIC が小さくなった。

距離が 90mm と 100mm の間で、HIC が 1,700 を下

回った。頭部インパクタ中心が 100mm の位置での頭

部インパクタとAピラーのラップ量は21mmであり、

頭部インパクタ直径 165mm に対して約 13%と小さ

かった。このことから、歩行者事故時に頭部が A ピラ

ーと衝突した場合、歩行者が死亡もしくは重傷となる

可能性が高く、歩行者頭部が A ピラーと全く衝突しな

い場合はその可能性が低いことが確認できた。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 8 HIC とインパクタ衝突位置との関係 
 

４．衝突速度が低下した場合の効果について 
近年、予防安全装置を装備した車両の普及が進んで

いる。予防安全装置により、事故時の車両の衝突速度

が低下して、歩行者傷害が低減することが期待され

る。そこで、A ピラー部を対象として、衝突速度を変

更して歩行者頭部保護試験を行い、予防安全装置によ

り衝突速度が低下した場合の A ピラー部の頭部保護

性能について調査した。 
試験には、2 章の試験で使用したセダン A、ミニバ

ン A 及び軽乗用 A の 3 種類の車両を使用した。衝突

位置は、前後方向は、セダン A とミニバン A は歩行

者保護基準において頭部保護試験範囲で最後端とな

る WAD2,100mm の位置とした。軽乗用 A の場合は、

WAD2,100mm の位置が A ピラー上端付近となり、ル

ーフの剛性が影響すると考えられることから、A ピラ

ー中央付近となる WAD1,800mm の位置とした。左右

方向は、A ピラー部に直接衝突させた。歩行者頭部保

護試験は、衝突位置と速度以外は UN R127 に定めら

れた試験方法に準じて実施した。頭部インパクタの衝

突速度は 35 km/h、25km/h、15km/h の 3 条件とし

た。 
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衝突速度は 35 km/h である。衝突位置は、車両の前

後方向位置については、軽乗用以外は歩行者保護基準

の最後端位置となるラップ・アラウンド・ディスタン

ス（Wrap around distance、以下 WAD とする）

2,100mm の位置とした。軽乗用の場合は、WAD 
2,100mm の位置が天井部もしくは天井部に近い位置

となり、天井部の剛性が影響することが考えられるた

め、WAD1,900mm の位置とした。左右方向位置につ

いて、UN R127 のボンネット部での左右方向最外端

位置の決め方に準じ、側面基準線から 82.5mm 内側の

位置とした。 
 
 
 
 

 
  (a)セダンA      (b)セダン B      (c)セダン C 

 
 
 

 
(d)ミニバン A     (e)ミニバン B  

 
 
 
 

(f)軽乗用 A       (g)軽乗用 B 
図 2 試験車両 

 
図 3 に試験後の車両の状況を示す。すべての試験

で、頭部インパクタ中心が衝突した位置はフロントウ

ィンドシールドであり、ウィンドシールドは割れてい

た。また、頭部インパクタは A ピラーとも衝突し、A
ピラー部が変形した。軽乗用 B の場合は、衝突位置が

ルーフ部に近く、ルーフパネルも変形した。頭部イン

パクタ中心が車両と衝突した位置は、車両形状により

異なっていた。 
図 4 に、それぞれの実験での頭部傷害値（Head 

Injury Criteria、頭部加速度から算出する傷害値で以

下 HIC という）の値を示す。軽乗用 A と軽乗用 B の

HIC は、歩行者保護基準の頭部傷害値のしきい値であ

る 1,700 より小さかったが、それ以外の車両の HIC
は 1,700 を超えていた。 
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(f)軽乗用 A       (g)軽乗用 B 
図 3 試験後の車両の状況 

 
 
 
 
 
 

図 4 HIC 値 
 
図 5 に、軽乗用 A の助手席側 A ピラーの断面を示

す。一般に A ピラー部は、前面衝突時の客室変形を抑

制するために補強部材が設定されている。しかし、軽

乗用 A の助手席側 A ピラーには補強部材は設定され

ていなかった。このため、A ピラーの強度が他の車両

に比べて小さくなり、HIC が 1,700 を下回ったものと

考えられる。 
 
 

 
 
 
 
 

図 5 軽乗用 A の A ピラー断面 
 
図 6 に、軽乗用 B の A ピラーの写真を示す。A ピ

ラーが前後に 2 本あり、前側の A ピラーが細くなって

いる。このため、前側の A ピラーの強度が他の車両に

比べて小さくなり、HIC が 1,700 を下回ったものと考

えられる。 
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が低下して、歩行者傷害が低減することが期待され
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講演６．自動運転車の制動制御の安全性評価手法の開発 
 

自動車安全研究部   ※後閑 雅人  田中 信壽  岩瀬 常利  廣渡 太一  
安本 まこと  古川 修（客員研究員） 

 
１．はじめに 

日本政府は、2020 年までに交通事故によって 24 時

間以内に亡くなった人数（以下、交通事故死者数）

を 2,500 人以下まで減らすことを目標に掲げ、世界一

安全な道路交通の実現を目指している 1)。国内におけ

る 2018 年の交通事故死者数は、3,532 人であり 2)、政

府の目標を達成するためには、より効果的な交通事

故対策が求められ、その対策の一つとして、自動運

転車の普及を推進している 3)。自動運転車の普及に伴

い、ドライバが運転する車両との混合交通を想定す

る必要があり、自動運転車には、この混合交通下に

おいて安全に走行することが求められる。これを実

現するためには、周りのドライバが安全に走行でき

ることが重要であり、自動運転車の車両制御はドラ

イバが予測できることに加えて、危険を感じさせな

いことが必要であると考えられる。そこで、周りの

ドライバが感じる衝突の危険を考慮して、自動運転

車の車両制御を評価する手法を検討した。 
過去 7 年間（2011～2017 年）に一般道路において

発生した交通事故件数 4)を事故形態別に分析すると、

追突事故の発生割合が最も多く、全体の約 35%を占

める（図 1 参照）。本研究では、後方車のドライバが

感じる追突に対する危険感及び追突の有無から追突

事故に関わる自動運転車の制動制御の安全性を評価

する手法を検討した。 
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図 1 交通事故形態別の交通事故発生割合 

２．評価手法の考案 
評価手法は、自動運転車の制動制御に対して、後

方車が追突するかどうかを判定する式（以下、追突

判定式：式(1)参照）及び後方車のドライバが危険を

感じるかどうかを判定する式（以下、危険判定式：

式(2)参照）を求め、各判定式に評価対象とする制動

制御の減速度及び減速開始車間距離を代入すること

で、安全性を評価するものである。ここで、各判定

式の偏回帰係数及び定数項は、ドライビングシミュ

レータ（以下、DS）上で異なる減速度及び減速開始

車間距離の制動制御をドライバが評価する被験者実

験を実施し、評価結果を基に重回帰分析から求める。 
【追突判定式】 

aX1 + bX2 - c ≧ 0 ････････････････････････(1) 
【危険判定式】 

dX1 + eX2 - f ≧ 0 ････････････････････････(2) 
X1：減速度[m/s2] X2：減速開始車間距離[m] 

a, b, d, e：偏回帰係数 c, f：定数項 
 

３．被験者実験 
３．１．評価環境の設定 
評価手法を検討する環境を設定するために、追突

事故が多発する道路形状を分析した。図 2 は、道路

形状別における追突事故件数の発生割合を示す 4)。追

突事故が最も発生している道路形状は、カーブ・屈

折部を除いた一般道路の単路（以下、直進単路）で

あり、追突事故全体の約 60%を占める。本分析より

直進単路を想定し、法定速度 60km/h からの制動制御

を対象とする。 
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図 2 道路形状別の追突事故発生割合 

図 12 に試験後の車両の状況を示す。全ての車種で、

衝突速度 35 km/h の場合が最も変形が大きく、衝突

速度 15 km/h の場合が最も変形が小さかった。衝突

速度 15km/h のミニバンとセダンの場合は、フロント

ウィンドシールドが割れなかった。 
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図 12 試験後の車両の状況 
 

図 13 に、それぞれの実験での HIC の値を示す。衝

突速度が速いほど、HIC の値が大きかった。衝突速度

が 35km/h と 25km/h の場合は全ての車両で HIC が

1,700 を上回っていた。衝突速度が 15km/h の場合は

全ての車両で HIC が 1,700 を下回っていた。今回の

調査では、衝突速度が 35 km/h から 25 km/h になる

と、HIC はおよそ 1/2 となった。さらに衝突速度が

25 km/h から 15 km/h となると、HIC はおよそ 1/3
となった。頭部インパクタのエネルギー量は、衝突速

度が 25km/h の場合は 35km/h の場合の約 51%であ

り、衝突速度が 15km/h の場合は 25km/h の場合の約

36%である。このため、HIC の変化は頭部インパクタ

のエネルギー量の変化により概算できることが考え

られる。 
 
 
 
 
 
 

図 13 HIC 値 
 

５．まとめ 
今回の調査から、A ピラーに最も近い位置で歩行者

保護試験を実施した場合、多くの車両で HIC が 1,700
を下回ることが難しいことが確認できた。また、A ピ

ラーを前後 2 本に分割して設置し、前方の A ピラー

強度を弱くすることで A ピラー部付近の歩行者保護

基準を満足できることが確認できた。車両構造の変更

により、A ピラー部の歩行者保護性能を向上させるこ

とが可能であると考えられる。 
シミュレーションの結果から、歩行者頭部が A ピラ

ーと衝突する場合は死亡重傷事故となる可能性が高

く、A ピラーと衝突しない場合は死亡重傷事故となる

可能性が低いことが確認できた。歩行者の死亡事故を

減らすうえで、頭部が A ピラーと直接衝突することを

防止することが重要であると考えられる。このため、

歩行者頭部が A ピラーと直接衝突することを防止す

る歩行者エアバッグを装備することは、歩行者保護に

有効であると考えられる。 
歩行者事故時の衝突速度が低下すると、歩行者傷害

の低減に有効であることが確認できた。歩行者事故で

の頭部の衝突速度が、35km/h から 10km/h 低下した

場合、HIC が約 1/2 になり、20km/h 低下した場合は、

HIC が約 1/6 になった。歩行者事故において頭部の衝

突速度が 15km/h まで低下すれば、死亡重傷事故とな

る可能性が低くなると考えられる。このことから、歩

行者に対応した予防安全装置の普及は、歩行者死亡事

故の低減に有効である可能性が考えられる。 
今後、A ピラー部を試験範囲に含める歩行者保護基

準改正の提案が必要と考えられる。その際に、予防安

全装置により衝突速度が低下した場合を想定して、衝

突速度を変更する検討も必要と考えられる。 
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１．はじめに 

日本政府は、2020 年までに交通事故によって 24 時

間以内に亡くなった人数（以下、交通事故死者数）

を 2,500 人以下まで減らすことを目標に掲げ、世界一

安全な道路交通の実現を目指している 1)。国内におけ

る 2018 年の交通事故死者数は、3,532 人であり 2)、政

府の目標を達成するためには、より効果的な交通事

故対策が求められ、その対策の一つとして、自動運

転車の普及を推進している 3)。自動運転車の普及に伴

い、ドライバが運転する車両との混合交通を想定す

る必要があり、自動運転車には、この混合交通下に

おいて安全に走行することが求められる。これを実

現するためには、周りのドライバが安全に走行でき

ることが重要であり、自動運転車の車両制御はドラ

イバが予測できることに加えて、危険を感じさせな

いことが必要であると考えられる。そこで、周りの

ドライバが感じる衝突の危険を考慮して、自動運転

車の車両制御を評価する手法を検討した。 
過去 7 年間（2011～2017 年）に一般道路において

発生した交通事故件数 4)を事故形態別に分析すると、

追突事故の発生割合が最も多く、全体の約 35%を占

める（図 1 参照）。本研究では、後方車のドライバが

感じる追突に対する危険感及び追突の有無から追突

事故に関わる自動運転車の制動制御の安全性を評価

する手法を検討した。 
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図 1 交通事故形態別の交通事故発生割合 

２．評価手法の考案 
評価手法は、自動運転車の制動制御に対して、後

方車が追突するかどうかを判定する式（以下、追突

判定式：式(1)参照）及び後方車のドライバが危険を

感じるかどうかを判定する式（以下、危険判定式：

式(2)参照）を求め、各判定式に評価対象とする制動

制御の減速度及び減速開始車間距離を代入すること

で、安全性を評価するものである。ここで、各判定

式の偏回帰係数及び定数項は、ドライビングシミュ

レータ（以下、DS）上で異なる減速度及び減速開始

車間距離の制動制御をドライバが評価する被験者実

験を実施し、評価結果を基に重回帰分析から求める。 
【追突判定式】 

aX1 + bX2 - c ≧ 0 ････････････････････････(1) 
【危険判定式】 

dX1 + eX2 - f ≧ 0 ････････････････････････(2) 
X1：減速度[m/s2] X2：減速開始車間距離[m] 

a, b, d, e：偏回帰係数 c, f：定数項 
 

３．被験者実験 
３．１．評価環境の設定 
評価手法を検討する環境を設定するために、追突

事故が多発する道路形状を分析した。図 2 は、道路

形状別における追突事故件数の発生割合を示す 4)。追

突事故が最も発生している道路形状は、カーブ・屈

折部を除いた一般道路の単路（以下、直進単路）で

あり、追突事故全体の約 60%を占める。本分析より

直進単路を想定し、法定速度 60km/h からの制動制御

を対象とする。 
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図 2 道路形状別の追突事故発生割合 

図 12 に試験後の車両の状況を示す。全ての車種で、

衝突速度 35 km/h の場合が最も変形が大きく、衝突

速度 15 km/h の場合が最も変形が小さかった。衝突

速度 15km/h のミニバンとセダンの場合は、フロント

ウィンドシールドが割れなかった。 
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図 12 試験後の車両の状況 
 

図 13 に、それぞれの実験での HIC の値を示す。衝

突速度が速いほど、HIC の値が大きかった。衝突速度

が 35km/h と 25km/h の場合は全ての車両で HIC が

1,700 を上回っていた。衝突速度が 15km/h の場合は

全ての車両で HIC が 1,700 を下回っていた。今回の

調査では、衝突速度が 35 km/h から 25 km/h になる

と、HIC はおよそ 1/2 となった。さらに衝突速度が

25 km/h から 15 km/h となると、HIC はおよそ 1/3
となった。頭部インパクタのエネルギー量は、衝突速

度が 25km/h の場合は 35km/h の場合の約 51%であ

り、衝突速度が 15km/h の場合は 25km/h の場合の約

36%である。このため、HIC の変化は頭部インパクタ

のエネルギー量の変化により概算できることが考え

られる。 
 
 
 
 
 
 

図 13 HIC 値 
 

５．まとめ 
今回の調査から、A ピラーに最も近い位置で歩行者

保護試験を実施した場合、多くの車両で HIC が 1,700
を下回ることが難しいことが確認できた。また、A ピ

ラーを前後 2 本に分割して設置し、前方の A ピラー

強度を弱くすることで A ピラー部付近の歩行者保護

基準を満足できることが確認できた。車両構造の変更

により、A ピラー部の歩行者保護性能を向上させるこ

とが可能であると考えられる。 
シミュレーションの結果から、歩行者頭部が A ピラ

ーと衝突する場合は死亡重傷事故となる可能性が高

く、A ピラーと衝突しない場合は死亡重傷事故となる

可能性が低いことが確認できた。歩行者の死亡事故を

減らすうえで、頭部が A ピラーと直接衝突することを

防止することが重要であると考えられる。このため、

歩行者頭部が A ピラーと直接衝突することを防止す

る歩行者エアバッグを装備することは、歩行者保護に

有効であると考えられる。 
歩行者事故時の衝突速度が低下すると、歩行者傷害

の低減に有効であることが確認できた。歩行者事故で

の頭部の衝突速度が、35km/h から 10km/h 低下した

場合、HIC が約 1/2 になり、20km/h 低下した場合は、

HIC が約 1/6 になった。歩行者事故において頭部の衝

突速度が 15km/h まで低下すれば、死亡重傷事故とな

る可能性が低くなると考えられる。このことから、歩

行者に対応した予防安全装置の普及は、歩行者死亡事

故の低減に有効である可能性が考えられる。 
今後、A ピラー部を試験範囲に含める歩行者保護基

準改正の提案が必要と考えられる。その際に、予防安

全装置により衝突速度が低下した場合を想定して、衝

突速度を変更する検討も必要と考えられる。 
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３．３．制動制御の評価実験（DS 実験） 
３．３．１．評価実験の概要 
本実験では、制動制御について、後方車の被験者

（人数：12 名、平均年齢 47.9 歳、標準偏差：9.6 歳）

が感じる追突に対する危険感及び追突の有無を評価

する。以下に実験内容を示す。 

①被験者がハンドル付近の ACC ボタンを押すと、前

方の自動運転車が 60km/h まで加速する。 
②被験者が乗車する後方車が、ACC で自動追従走行

を開始する。ただし、ハンドル操作については、被

験者が行う。 
③追従走行を継続すると、減速開始車間距離（28.3, 

19.1, 9.1m）が一定になり、車両速度が 60km/h で安

定する。 
④走行安定後、自動運転車が一定の減速度（3.71, 4.64, 

6.03, 7.42, 9.28m/s2）で制動制御を開始する。 
⑤被験者は、自動運転車との追突をさけるために制

動操作を行い、車両を停止させる。なお、ACC は

被験者の制動操作開始時に解除される。 
⑥被験者が前方の自動運転車による制動制御に対し

て主観評価を行う。 
３．３．２．評価指標 
３．３．１．⑥では、前方の自動運転車による制

動制御に対し、被験者が感じる追突に対する危険感

を、5 段階（1：危険、2：やや危険、3：普通、4：や

や安全、5：安全））の主観評価値で評価する。また、

追突の有無は、DS 上の前方車と後方車との相対距離

の最小値（以下、最小仮想車間距離）で評価する。 
３．３．３．実験結果 
３．３．３．１．最小仮想車間距離の分析 
表 1 は、減速度及び減速開始車間距離ごとに全被

験者の最小仮想車間距離の平均値を示す。本表の負

の値（赤字）は、追突の可能性が高い制動制御であ

ることを意味する。また、相関分析より最小仮想車

間距離の平均値に対して、減速度は負の相関（相関

係数：-0.71）、減速開始車間距離は正の相関（相関係

数：0.66）が確認できた。 
３．３．３．２．主観評価値の分析 
表 2 は、減速度及び減速開始車間距離ごとに全被

験者の主観評価値の平均値を示す。相関分析より主

観評価値の平均値に対して、減速度は負の相関（相

関係数：-0.68）、減速開始車間距離は正の相関（相関

係数：0.70）が確認できた。 

表 1 最小仮想車間距離の平均値 

減速度 
[m/s2] 

減速開始車間距離 [m] 
28.3 18.2 9.1 

3.71 10.8m 8.4m 5.7m 
4.64 8.4m 6.0m 4.2m 
6.03 6.5m 4.7m 1.0m 
7.42 5.8m 1.7m -2.1m 
9.28 4.9m 0.4m -2.5m 

表 2 主観評価値の平均値 
減速度 
[m/s2] 

減速開始車間距離 [m] 
28.3 18.2 9.1 

3.71 4.1 3.4 2.3 
4.64 3.8 2.9 2.0 
6.03 3.2 2.4 1.4 
7.42 2.7 1.7 1.1 
9.28 2.1 1.4 1.1 

３．４．判定式の定量化 
３．４．１．実施内容 
各判定式の定量化を図るために、評価結果に対し

て、以下の内容を実施する。 
①重回帰分析を用いて、最小仮想車間距離と主観評

価値を推定する回帰式を求める。 
②①で推定した回帰式を用いて、追突判定式及び危

険判定式の偏回帰係数と定数項を求める。 
３．４．２．重回帰分析 
重回帰分析より求めた最小仮想車間距離と主観評

価値を推定する回帰式を以下に示す。 

【MinD：最小仮想車間距離 [m]の回帰式】 
MinD = -1.34X1 + 0.31X2 + 6.78 ････････････(3) 

【EV：主観評価値の回帰式】 
EV = -0.32X1 + 0.08X2 + 2.82 ･･････････････(4) 

X1：減速度[m/s2] X2：減速開始車間距離[m] 
３．４．３．追突判定式及び危険判定式 
回帰式(3)を用いて、最小仮想車間距離が 0 未満に

なる判定式を追突判定式とした。同様に回帰式(4)を
用いて、主観評価値が 2.5 未満になる判定式を危険判

定式とした。その判定式を以下に示す。 

【追突判定式】 
-1.34X1 + 0.31X2 + 6.78 ＜ 0 ･･････････････(5) 

【危険判定式】 
-0.32X1 + 0.08X2 + 0.32 ＜ 0 ･･････････････(6) 

X1：減速度[m/s2] X2：減速開始車間距離[m] 

３．２．減速度及び減速開始車間距離の選定 
DS 上で被験者が制動制御を評価する実験を効率

的に実施するために、評価する減速度及び減速開始

車間距離を選定する。減速度及び減速開始車間距離

は、実車を用いて被験者が行う制動制御時の車両挙

動の特性を計測し、その特性に基づいて選定する。

なお、本研究では、当研究所における「人間を対象

とする実験に関する倫理規定」に基づいて事前に審

査が行われ、その承認のもとに実験を実施した。 
３．２．１．減速開始車間距離の選定 
自動運転ロボットにより操作される前方車は、

60km/h まで加速（1.44m/s2）した後、20 秒間定速走

行を行い、その後減速（4.81m/s2）する。この後方を

被験者（人数：8 名、平均年齢 45.6 歳、標準偏差：

12.7 歳）は追従走行し、その際の減速開始車間距離

を計測する。なお、計測回数は、被験者ごとに 5 回

とする。 
図 3 は、減速開始車間距離の計測結果を示す。青

色のデータが各被験者、赤色のデータが全被験者の

平均値と標準偏差を示す。全被験者の減速開始車間

距離の平均値は、28.3m（標準偏差：9.6m）である。

追突判定式及び危険判定式を求めるには、追突を回

避できる減速開始車間距離及び追突が生じる減速開

始車間距離において、制動制御を評価する必要があ

る。そこで、DS 実験で評価する減速開始車間距とし

て、28.3m（平均値）, 19.2m（平均値－標準偏差）, 9.1m
（平均値－2×標準偏差）の 3 種類を選定することとし

た。 
３．２．２．減速度の選定 
被験者（被験者人数：9 名、平均年齢 45.4 歳、標

準偏差：11.9 歳）は、Adaptive Cruise Control（以下、

ACC）を使用し、車両速度を 60km/h で定速走行させ

た状態から、過去に被験者自身が経験したことがあ

る急制動を再現する。なお、本実験は被験者自身が

急制動を再現できたと判断するまで繰り返す。計測

項目は、被験者が運転する車両の速度であり、その

車両速度から減速度を算出する。 
図 4 の青色のデータは、全被験者の急制動時にお

ける車両速度の変化を示す。本実験結果より、急制

動時は全被験者がほぼ一定の減速度で車両を停止さ

せる傾向を確認した。そこで、実験データから車両

速度が 59km/h 以下、1km/h 以上の区間を抽出し、線

形回帰分析により、全被験者の急制動時における平

均減速度を求めることとした。その結果、この平均

減速度は 4.64m/s2（以下、基準減速度）となった。こ

の基準減速度で60km/hから停止するまで減速する制

動制御を基準制動制御とする（図4の赤色のデータ）。

そこで、DS 実験で評価する減速度として、基準減速

度の80%（3.71m/s2）, 100%（4.64m/s2）, 130%（6.03m/s2）, 
160%（7.42m/s2）, 200%（9.28m/s2）の 5 種類を選定

することとした（図 5 参照）。 
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図 4 被験者の急制動と基準制動制御の車両速度 
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３．３．制動制御の評価実験（DS 実験） 
３．３．１．評価実験の概要 
本実験では、制動制御について、後方車の被験者

（人数：12 名、平均年齢 47.9 歳、標準偏差：9.6 歳）

が感じる追突に対する危険感及び追突の有無を評価

する。以下に実験内容を示す。 

①被験者がハンドル付近の ACC ボタンを押すと、前

方の自動運転車が 60km/h まで加速する。 
②被験者が乗車する後方車が、ACC で自動追従走行

を開始する。ただし、ハンドル操作については、被

験者が行う。 
③追従走行を継続すると、減速開始車間距離（28.3, 

19.1, 9.1m）が一定になり、車両速度が 60km/h で安

定する。 
④走行安定後、自動運転車が一定の減速度（3.71, 4.64, 

6.03, 7.42, 9.28m/s2）で制動制御を開始する。 
⑤被験者は、自動運転車との追突をさけるために制

動操作を行い、車両を停止させる。なお、ACC は

被験者の制動操作開始時に解除される。 
⑥被験者が前方の自動運転車による制動制御に対し

て主観評価を行う。 
３．３．２．評価指標 
３．３．１．⑥では、前方の自動運転車による制

動制御に対し、被験者が感じる追突に対する危険感

を、5 段階（1：危険、2：やや危険、3：普通、4：や

や安全、5：安全）の主観評価値で評価する。また、

追突の有無は、DS 上の前方車と後方車との相対距離

の最小値（以下、最小仮想車間距離）で評価する。 
３．３．３．実験結果 
３．３．３．１．最小仮想車間距離の分析 
表 1 は、減速度及び減速開始車間距離ごとに全被

験者の最小仮想車間距離の平均値を示す。本表の負

の値（赤字）は、追突の可能性が高い制動制御であ

ることを意味する。また、相関分析より最小仮想車

間距離の平均値に対して、減速度は負の相関（相関

係数：-0.71）、減速開始車間距離は正の相関（相関係

数：0.66）が確認できた。 
３．３．３．２．主観評価値の分析 
表 2 は、減速度及び減速開始車間距離ごとに全被

験者の主観評価値の平均値を示す。相関分析より主

観評価値の平均値に対して、減速度は負の相関（相

関係数：-0.68）、減速開始車間距離は正の相関（相関

係数：0.70）が確認できた。 

表 1 最小仮想車間距離の平均値 

減速度 
[m/s2] 

減速開始車間距離 [m] 
28.3 18.2 9.1 

3.71 10.8m 8.4m 5.7m 
4.64 8.4m 6.0m 4.2m 
6.03 6.5m 4.7m 1.0m 
7.42 5.8m 1.7m -2.1m 
9.28 4.9m 0.4m -2.5m 

表 2 主観評価値の平均値 
減速度 
[m/s2] 

減速開始車間距離 [m] 
28.3 18.2 9.1 

3.71 4.1 3.4 2.3 
4.64 3.8 2.9 2.0 
6.03 3.2 2.4 1.4 
7.42 2.7 1.7 1.1 
9.28 2.1 1.4 1.1 

３．４．判定式の定量化 
３．４．１．実施内容 
各判定式の定量化を図るために、評価結果に対し

て、以下の内容を実施する。 
①重回帰分析を用いて、最小仮想車間距離と主観評

価値を推定する回帰式を求める。 
②①で推定した回帰式を用いて、追突判定式及び危

険判定式の偏回帰係数と定数項を求める。 
３．４．２．重回帰分析 
重回帰分析より求めた最小仮想車間距離と主観評

価値を推定する回帰式を以下に示す。 

【MinD：最小仮想車間距離 [m]の回帰式】 
MinD = -1.34X1 + 0.31X2 + 6.78 ････････････(3) 

【EV：主観評価値の回帰式】 
EV = -0.32X1 + 0.08X2 + 2.82 ･･････････････(4) 

X1：減速度[m/s2] X2：減速開始車間距離[m] 
３．４．３．追突判定式及び危険判定式 
回帰式(3)を用いて、最小仮想車間距離が 0 未満に

なる判定式を追突判定式とした。同様に回帰式(4)を
用いて、主観評価値が 2.5 未満になる判定式を危険判

定式とした。その判定式を以下に示す。 

【追突判定式】 
-1.34X1 + 0.31X2 + 6.78 ＜ 0 ･･････････････(5) 

【危険判定式】 
-0.32X1 + 0.08X2 + 0.32 ＜ 0 ･･････････････(6) 

X1：減速度[m/s2] X2：減速開始車間距離[m] 

３．２．減速度及び減速開始車間距離の選定 
DS 上で被験者が制動制御を評価する実験を効率

的に実施するために、評価する減速度及び減速開始

車間距離を選定する。減速度及び減速開始車間距離

は、実車を用いて被験者が行う制動制御時の車両挙

動の特性を計測し、その特性に基づいて選定する。

なお、本研究では、当研究所における「人間を対象

とする実験に関する倫理規定」に基づいて事前に審

査が行われ、その承認のもとに実験を実施した。 
３．２．１．減速開始車間距離の選定 
自動運転ロボットにより操作される前方車は、

60km/h まで加速（1.44m/s2）した後、20 秒間定速走

行を行い、その後減速（4.81m/s2）する。この後方を

被験者（人数：8 名、平均年齢 45.6 歳、標準偏差：

12.7 歳）は追従走行し、その際の減速開始車間距離

を計測する。なお、計測回数は、被験者ごとに 5 回

とする。 
図 3 は、減速開始車間距離の計測結果を示す。青

色のデータが各被験者、赤色のデータが全被験者の

平均値と標準偏差を示す。全被験者の減速開始車間

距離の平均値は、28.3m（標準偏差：9.6m）である。

追突判定式及び危険判定式を求めるには、追突を回

避できる減速開始車間距離及び追突が生じる減速開

始車間距離において、制動制御を評価する必要があ

る。そこで、DS 実験で評価する減速開始車間距とし

て、28.3m（平均値）, 19.2m（平均値－標準偏差）, 9.1m
（平均値－2×標準偏差）の 3 種類を選定することとし

た。 
３．２．２．減速度の選定 
被験者（被験者人数：9 名、平均年齢 45.4 歳、標

準偏差：11.9 歳）は、Adaptive Cruise Control（以下、

ACC）を使用し、車両速度を 60km/h で定速走行させ

た状態から、過去に被験者自身が経験したことがあ

る急制動を再現する。なお、本実験は被験者自身が

急制動を再現できたと判断するまで繰り返す。計測

項目は、被験者が運転する車両の速度であり、その

車両速度から減速度を算出する。 
図 4 の青色のデータは、全被験者の急制動時にお

ける車両速度の変化を示す。本実験結果より、急制

動時は全被験者がほぼ一定の減速度で車両を停止さ

せる傾向を確認した。そこで、実験データから車両

速度が 59km/h 以下、1km/h 以上の区間を抽出し、線

形回帰分析により、全被験者の急制動時における平

均減速度を求めることとした。その結果、この平均

減速度は 4.64m/s2（以下、基準減速度）となった。こ

の基準減速度で60km/hから停止するまで減速する制

動制御を基準制動制御とする（図4の赤色のデータ）。

そこで、DS 実験で評価する減速度として、基準減速

度の80%（3.71m/s2）, 100%（4.64m/s2）, 130%（6.03m/s2）, 
160%（7.42m/s2）, 200%（9.28m/s2）の 5 種類を選定

することとした（図 5 参照）。 
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講演７．自動運転中の作業負荷定量化手法に関する基礎的検討 
 

自動車安全研究部   ※関根 道昭  榎本 恵  加藤 洋子 
東京農工大学      澤間 祐人 

 
１．はじめに 

日本政府は、2020 年までに高速道路におけるハン

ドルの自動操作と限定地域の無人自動運転移動サー

ビスの実現を目指しており、さらに 2025 年までに高

速道路における完全自動運転の実現を目標に掲げて

いる。SAE J30161)が定義するレベル 3 以上の自動運

転は、従来人間が行ってきた認知、判断、操作をすべ

て車両システムが行うため、ドライバは運転以外の作

業（以下、副次タスク）を行うことができる可能性が

ある。2019 年 5 月に改正された道路交通法は、自動

運転の一定の条件を満たさなくなったときにドライ

バが直ちに適切に対処できる場合は、携帯電話の保持

通話やカーナビなどの画像注視の禁止規定を適用し

ないこととした。 
レベル 3 の自動運転システムは、必要に応じたシス

テムからドライバへの権限委譲（運転操作の引き継

ぎ）を前提としており、システムが運転引き継ぎ要請

（Take Over Request、以下 TOR）を提示したら、ド

ライバは直ちに運転を引き継がなければならない。 

また、レベル 4 の高度自動運転システムにおいても、

設計運行領域（Operational Design Domain、以下 
ODD）が限定されており、例えば高速道路の出口な

どの目的地に到着して ODD から外れる前には、シス

テムが TOR を提示してドライバに運転の引き継ぎを

求める可能性が高いと考えられる。 
ドライバが副次タスクを行っている時に TOR を提

示すると、何もしていない場合よりもハンドルを握っ

て運転を引き継ぐまでの時間が長くなることが示さ

れている 2)。特に複雑で作業負荷が高い副次タスクを

行っている場合は、すぐに中断することが難しいた

め、運転引き継ぎ時間がさらに長くなると考えられ

る。そこで、本研究は副次タスクの作業負荷の程度を

理解し、より詳細に運転引き継ぎ時間に与える影響を

考察するため、検出反応課題 3）4）（Detection Reaction 
Task、以下 DRT）により副次タスクの作業負荷の定

量化を試みたので、その結果を報告する。 
 
 

２．実 験 方 法 

２．１．実験概要 

ドライビングシミュレータ（以下 DS）を用いて、

レベル 4 相当の自動運転中にドライバが副次タスク

を行い、目的地に近づいてODDから外れる前にTOR
が提示される場面を設定した。実験参加者は、副次タ

スクと並行して DRT を行った。副次タスクの最中に

視覚刺激あるいは触覚刺激を提示して、実験参加者は

これらを検出したら、速やかに左の人差し指に装着し

たボタンを押した。このときの刺激提示からボタンを

押すまでの反応時間を求めた。副次タスクの負荷が高

い場合は、ドライバの注意が副次タスクに集中するた

め、DRT の反応時間が長くなると考えられている 3) 

4)。TOR 後にハンドルを握るなどの運転を引き継ぐま

での時間と DRT の反応時間の相関を求めることによ

り、副次タスクの負荷が運転引き継ぎ時間に与える影

響を評価できると考えられる。 
この実験には、20 歳代から 50 歳代の非高齢者 18

名と 70 歳代～80 歳代の高齢者 18 名が参加した。こ

の実験は、交通安全環境研究所における人間を対象と

する実験に関する倫理規程に基づき、事前審査を経た

上で実施したものである。 
２．２．副次タスクの内容 

この研究では副次タスクとして SuRT (Surrogate 
Reference Task)と呼ばれる図形課題を採用した 5)。 

実験参加者は、画面上に表示される多数の円の中から

一つだけ他の円より1.2倍大きい円を指先でタッチし

た（図 1）。タッチの直後には次の画面が表示され、

この作業を一定時間繰り返し行った。 

 
図 1 SuRT 画面の例 
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図 6 制動制御の安全性評価 

図 6 は、判定式(5)及び(6)を用いて、制動制御の安

全性評価を図示したものである。赤色でハッチング

した領域は、後方車のドライバが追突する可能性が

高い制動制御の減速度及び減速開始車間距離を示

す。黄色でハッチングした領域は、追突の可能性は

低くいが、後方車のドライバに追突の危険感を与え

る可能性が高い制動制御の減速度及び減速開始車間

距離を示す。また、青色でハッチングした領域は、

追突の可能性は低く、かつ、後方車のドライバに追

突の危険感を与えない可能性が高い制動制御の減速

度及び減速開始車間距離となる。 
 

４．考察 
本評価手法は、最小仮想車間距離及び主観評価値

を推定する回帰式から、追突判定式及び危険判定式

を求め、制動制御の安全性を評価するものである。

追突判定式を求めるには、自動運転車の制動制御に

対して、後方車のドライバが追突する減速度及び減

速開始車間距離から、追突を回避できる減速度及び

減速開始車間距離までを包括して評価する必要があ

る。また、危険判定式を求めるには、自動運転車の

制動制御に対して、後方車のドライバが追突の危険

を感じる減速度及び減速開始車間距離から、追突の

危険を感じない減速度及び減速開始車間距離までを

包括して評価する必要がある。 
 
 
 

本研究で得られた最小仮想車間距離を推定する回

帰式は、評価した減速度及び減速開始車間距離に対

して、-2.8～10.6m の範囲で推定が可能であった（実

験値と推定値に有意差なし：P 値<0.01）。これは、追

突が発生する状況から、追突を回避できる状況まで

を推定できている。また、主観評価値を推定する回

帰式は、評価した減速度及び減速開始車間距離に対

して、1～3.9 の範囲で推定が可能であった（実験値

と推定値に有意差なし：P 値<0.01）。これは、主観評

価値の 1（危険）～5（安全）までの 73%の範囲で推

定できている。 
 

５．結論 
本研究では、一般道路における直進単路を想定し

た自動運転車の制動制御の安全性を、後方車のドラ

イバが感じる追突に対する危険感及び追突の有無か

ら評価する手法を検討した。DS 上で異なる減速度及

び減速開始車間距離の制動制御をドライバが評価す

る被験者実験を実施し、その結果を基に追突判定式

及び危険判定式を求め、制動制御の安全性を評価す

る手法を開発した。 
 

６．今後の展望 
本研究では、一般道路における直進単路を想定し

た 60km/h からの制動制御を評価の対象としたが、高

速道路や直進単路以外における適用の可否について

も検討する必要があると考える。 
 

参考文献 

1) 内閣府，“第 10 次交通安全基本計画” 
2) 警視庁，“平成 30 年における交通死亡事故の特徴

について” 
3) 国土交通省，“自動走行システムの実現に向けた諸

課題とその解決の方向性に関する調査･検討にお

けるダイナミックマップの多用途利用に向けた

実現可能性の調査検討” 
4) 公益財団法人 交通事故統合分析センター，“交通

統計平成 23～29 年版” 

5
10
15
20
25
30
35
40
45

3.7 5.1 6.5 7.9 9.3

減
速
開
始
車
間
距
離

[m
]

減速度 [m/s2]

追突の可能性が高い領域

追突の危険感を与える可能性が高い領域

追突の危険感を与えない可能性が高い領域  
図 6 制動制御の安全性評価 

図 6 は、判定式(5)及び(6)を用いて、制動制御の安

全性評価を図示したものである。赤色でハッチング

した領域は、後方車のドライバが追突する可能性が

高い制動制御の減速度及び減速開始車間距離を示

す。黄色でハッチングした領域は、追突の可能性は

低くいが、後方車のドライバに追突の危険感を与え

る可能性が高い制動制御の減速度及び減速開始車間

距離を示す。また、青色でハッチングした領域は、

追突の可能性は低く、かつ、後方車のドライバに追

突の危険感を与えない可能性が高い制動制御の減速

度及び減速開始車間距離となる。 
 

４．考察 
本評価手法は、最小仮想車間距離及び主観評価値

を推定する回帰式から、追突判定式及び危険判定式

を求め、制動制御の安全性を評価するものである。

追突判定式を求めるには、自動運転車の制動制御に

対して、後方車のドライバが追突する減速度及び減

速開始車間距離から、追突を回避できる減速度及び

減速開始車間距離までを包括して評価する必要があ

る。また、危険判定式を求めるには、自動運転車の

制動制御に対して、後方車のドライバが追突の危険

を感じる減速度及び減速開始車間距離から、追突の

危険を感じない減速度及び減速開始車間距離までを

包括して評価する必要がある。 
 
 
 

本研究で得られた最小仮想車間距離を推定する回

帰式は、評価した減速度及び減速開始車間距離に対

して、-2.8～10.6m の範囲で推定が可能であった（実

験値と推定値に有意差なし：P 値<0.01）。これは、追

突が発生する状況から、追突を回避できる状況まで

を推定できている。また、主観評価値を推定する回

帰式は、評価した減速度及び減速開始車間距離に対

して、1～3.9 の範囲で推定が可能であった（実験値

と推定値に有意差なし：P 値<0.01）。これは、主観評

価値の 1（危険）～5（安全）までの 73%の範囲で推

定できている。 
 

５．結論 
本研究では、一般道路における直進単路を想定し

た自動運転車の制動制御の安全性を、後方車のドラ

イバが感じる追突に対する危険感及び追突の有無か

ら評価する手法を検討した。DS 上で異なる減速度及

び減速開始車間距離の制動制御をドライバが評価す

る被験者実験を実施し、その結果を基に追突判定式

及び危険判定式を求め、制動制御の安全性を評価す

る手法を開発した。 
 

６．今後の展望 
本研究では、一般道路における直進単路を想定し

た 60km/h からの制動制御を評価の対象としたが、高

速道路や直進単路以外における適用の可否について

も検討する必要があると考える。 
 

参考文献 

1) 内閣府，“第 10 次交通安全基本計画” 
2) 警視庁，“平成 30 年における交通死亡事故の特徴

について” 
3) 国土交通省，“自動走行システムの実現に向けた諸

課題とその解決の方向性に関する調査･検討にお

けるダイナミックマップの多用途利用に向けた

実現可能性の調査検討” 
4) 公益財団法人 交通事故統合分析センター，“交通

統計平成 23～29 年版” 



－ 57 －

講演７．自動運転中の作業負荷定量化手法に関する基礎的検討

自動車安全研究部 ※関根 道昭 榎本 恵 加藤 洋子

東京農工大学      澤間 祐人

１．はじめに

日本政府は、2020 年までに高速道路におけるハン

ドルの自動操作と限定地域の無人自動運転移動サー

ビスの実現を目指しており、さらに 2025 年までに高

速道路における完全自動運転の実現を目標に掲げて

いる。SAE J30161)が定義するレベル 3 以上の自動運

転は、従来人間が行ってきた認知、判断、操作をすべ

て車両システムが行うため、ドライバは運転以外の作

業（以下、副次タスク）を行うことができる可能性が

ある。そのため、2019 年 5 月に改正された道路交通

法は、自動運転の一定の条件を満たさなくなったとき

にドライバが直ちに適切に対処できる場合は、携帯電

話の保持通話やカーナビなどの画像注視の禁止規定

を適用しないこととしている。

レベル 3 の自動運転システムは、必要に応じたシス

テムからドライバへの権限委譲（運転操作の引き継

ぎ）を前提としており、システムが運転引き継ぎ要請

（Take Over Request、以下 TOR）を提示したら、ド

ライバは直ちに運転を引き継がなければならない。

また、レベル 4 の高度自動運転システムにおいても、

設計運行領域（Operational Design Domain、以下

ODD）が限定されており、例えば高速道路の出口な

どの目的地に到着して ODD から外れる前には、シス

テムが TOR を提示してドライバに運転の引き継ぎを

求める可能性が高いと考えられる。

ドライバが副次タスクを行っている時に TOR を提

示すると、何もしていない場合よりもハンドルを握っ

て運転を引き継ぐまでの時間が長くなることが示さ

れている 2)。特に複雑で作業負荷が高い副次タスクを

行っている場合は、すぐに中断することが難しいた

め、運転引き継ぎ時間がさらに長くなると考えられ

る。そこで、本研究は副次タスクの作業負荷の程度を

理解し、より詳細に運転引き継ぎ時間に与える影響を

考察するため、検出反応課題 3）4）（Detection Reaction 
Task、以下 DRT）により副次タスクの作業負荷の定

量化を試みたので、その結果を報告する。

２．実 験 方 法

２．１．実験概要

ドライビングシミュレータ（以下 DS）を用いて、

レベル 4 相当の自動運転中にドライバが副次タスク

を行い、目的地に近づいてODDから外れる前にTOR
を提示する場面を設定した。実験参加者は、副次タス

クと並行して DRT を行った。副次タスクの最中に視

覚刺激あるいは触覚刺激を提示して、実験参加者はこ

れらを検出したら、速やかに左の人差し指に装着した

ボタンを押した。このときの刺激提示からボタンを押

すまでの反応時間を求めた。副次タスクの負荷が高い

場合は、ドライバの注意が副次タスクに集中するた

め、DRT の反応時間が長くなると考えられている 3)

4)。TOR 後にハンドルを握るなどの運転を引き継ぐま

での時間と DRT の反応時間の相関を求めることによ

り、副次タスクの負荷が運転引き継ぎ時間に与える影

響を評価できると考えた。

この実験には、20 歳代から 50 歳代の非高齢者 18
名と 70 歳代～80 歳代の高齢者 18 名が参加した。こ

の実験は、交通安全環境研究所における人間を対象と

する実験に関する倫理規程に基づき、事前審査を経た

上で実施したものである。

２．２．副次タスクの内容

この研究では副次タスクとして SuRT (Surrogate 
Reference Task)と呼ばれる図形課題を採用した 5)。

実験参加者は、画面上に表示される多数の円の中から

一つだけ他の円より1.2倍大きい円を指先でタッチし

た（図 1）。タッチの直後には次の画面が表示され、

この作業を一定時間繰り返し行った。

図 1 SuRT 画面の例
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して、1～3.9 の範囲で推定が可能であった（実験値

と推定値に有意差なし：P 値<0.01）。これは、主観評

価値の 1（危険）～5（安全）までの 73%の範囲で推

定できている。 
 

５．結論 
本研究では、一般道路における直進単路を想定し

た自動運転車の制動制御の安全性を、後方車のドラ

イバが感じる追突に対する危険感及び追突の有無か

ら評価する手法を検討した。DS 上で異なる減速度及

び減速開始車間距離の制動制御をドライバが評価す

る被験者実験を実施し、その結果を基に追突判定式

及び危険判定式を求め、制動制御の安全性を評価す

る手法を開発した。 
 

６．今後の展望 
本研究では、一般道路における直進単路を想定し

た 60km/h からの制動制御を評価の対象としたが、高

速道路や直進単路以外における適用の可否について

も検討する必要があると考える。 
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一方，アクセルペダルに足を乗せて踏み込む行動に

は個人差が大きかった.今回の実験ではレベル 4 にお

ける ODD 終了前の TOR を想定しており、他車両が

接近するなどの緊急対応が必要なイベントを設定し

なかったため、実験参加者は自分のペースで運転を引

き継いでいたと考えられる。緊急対応が必要でない場

合でも、非高齢者は、速やかに運転を引き継ぐことが

できるが、高齢者は、全体的に TOR に対する反応が

遅く、運転を引き継ぐときの動作に個人差が大きいこ

とがわかった。 
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図 5 TOR 後の運転引き継ぎ時間（高齢者） 

 
３．２．DRTの反応時間 

DRT 刺激に反応できた場合の平均反応時間（DRT
反応時間）について、図 6 に非高齢者の結果、図 7 に

高齢者の結果を示す。「SuRT なし」は副次タスクを

行わない場合の結果である。非高齢者と高齢者のどち

らも「SuRT なし」の DRT 反応時間が最も短かった。

そして、非高齢者の場合は「SuRT なし」以外の条件

では刺激の種類と画面の種類に関係なく、ほとんど差

がなかった。高齢者では触覚刺激において、非高齢者

と比較して約 0.2 秒遅かったが、固定画面と携帯画面

の間にはほとんど差がなかった。 
３．３．DRTと TOR反応時間の関係 

図 8 と図 9 に非高齢者と高齢者のDRT 反応時間と

TOR 発行後に前を向くまでの時間の関係を示す。こ

こでは、実験参加者別、条件別の平均反応時間を用い

ている。さらに表 1 に各条件における DRT 反応時間

と TOR 反応時間の相関係数を示す。非高齢者におい

ては携帯画面の条件において、正の相関が見られた。

高齢者においては個人差が大きく、すべての条件にお

いて相関が見られなかった。高齢者にとって DRT と

副次タスクの二重課題の難易度が高すぎた可能性が

考えられる。 
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図 6 DRT の平均反応時間（非高齢者） 

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2

SuRT
なし

SuRT
固定

SuRT
携帯

SuRT
なし

SuRT
固定

SuRT
携帯

視覚刺激 触覚刺激

DR
T平

均
反
応

時
間

（
秒

）

高齢

  
図 7 DRT の平均反応時間（高齢者） 
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図8 DRT反応時間とTOR後前を向くまでの時間の関係 
（視覚刺激、非高齢者） 
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図9 DRT反応時間とTOR後前を向くまでの時間の関係 
（視覚刺激、高齢者） 

表示画面の設置方法に二つの条件を設けた。一つは

カーナビ画面のように7インチのタブレットPCを運

転席の左前方に固定して操作する固定画面条件であ

り、もう一つは手に持ったスマートフォンで操作を行

う携帯画面条件であった（図 2）。

図 2 固定画面条件（左）と携帯画面条件（右）

２．３．DRTの内容

DRT に用いる刺激は視覚刺激と触覚刺激の 2 種類

とした。視覚刺激はヘッドバンドに取り付けた LED
の点灯により提示した（図 2）。触覚刺激は右鎖骨付

近に貼り付けた小型の振動モータにより提示した。視

覚刺激、触覚刺激はどちらも１回あたり 1 秒間持続さ

せた。刺激を提示する時間間隔は、3 秒間から 5 秒間

（平均 4 秒間）とした。

実験参加者は刺激を検出したらできるだけ速やか

に図 3 左に示す左手人差し指のボタンを押した。刺激

を与えてからボタンを押すまでの時間を DRT の反応

時間とした。ボタンの押し方として、固定画面条件で

は左手の親指と人差し指にボタンを挟んで操作させ、

携帯画面条件では人差し指をスマートフォンの裏側

に押しつけてボタンを操作させた（図 3 右）。

図 3 応答ボタンと携帯画面条件のボタンの押し方

２．４．実験のシナリオ

三菱プレシジョン製の DS（DS-2000 を改修）を用

いて、高速道路の左側走行レーンを 80 km/h で自動

走行する場面を再現した。自車両の周りに複数の車両

を走行させ、時々車線変更や追い越しを行い、自然な

交通流を再現した。実験参加者には、周りの車両に衝

突する恐れはないと教示した。走行時間の長さは 10
分と 13 分のいずれかとして、最後に提示される TOR
のタイミングを推測されにくくした。

走行開始後、2 分から 4 分の間に副次タスクを行わ

ない状態で DRT 反応時間を測定した。1 分間のイン

ターバルを挟んだのち、副次タスクを開始した。始め

の 30 秒間は副次タスクのみを行い、その後の 2 分間

は副次タスクと DRT を両方並行して行った。

TOR として、車内に設置したスピーカから「ピピ

ピ」という音に続き「自動運転モードを終了します」

という音声メッセージを提示した。実験参加者には、

自動運転には有効区間があり、TOR が聞こえたら副

次タスクを中断して運転を引き継ぐように教示した。

実験の最初に、副次タスクを行わない状態で自動運転

を行い、TOR を受けて運転を引き継ぐ練習を行った。

３．実 験 結 果

３．１．DRT各条件における運転引き継ぎ時間

TOR 発行後に運転を引き継いだことを確認するた

め、次の四つの行動を観察した。

① 副次タスクを止めて前を向く

② ハンドルを握る（ハンドル上のボタンを押す）

③ アクセルペダルに足を載せる

④ アクセルペダルを踏み込む

行動①と行動③は実験の記録映像、行動②と行動④

は DS の記録データから解析した。非高齢者と高齢者

の DRT 各条件における TOR への反応時間をそれぞ

れ図 4 と図 5 に示す。誤差線は標準偏差である（以下

の図も同じ）。「SuRT なし」は、練習走行の DS の記

録データから行動②と行動④のみを示した。

高齢者における TOR への反応時間は非高齢者より

も全体的に長く、標準偏差が大きいという特徴が見ら

れた。TOR への平均反応時間を副次タスクの有無で

比較すると、非高齢者は副次タスクを行った場合で

も、TOR への反応時間はほとんど変化しなかった。

しかし、高齢者は副次タスクを行っている場合におい

て、TOR への反応時間が長くなっていた。

行動別に見ると，TOR 発行後、前を向く行動とハ

ンドルを握る行動は速やかに生起することがわかっ

た．非高齢者においては、携帯画面よりも固定画面の

方が、TOR が提示されてから前を向くまでの時間が

短い傾向が見られた。固定画面は実験参加者の左前方

に設置されていたため、手に持って少しうつむいて使

用する携帯画面よりも、前方への視線の移動距離が短

いことが関係していると考えられる。
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一方，アクセルペダルに足を乗せて踏み込む行動に

は個人差が大きかった.今回の実験ではレベル 4 にお

ける ODD 終了前の TOR を想定しており、他車両が

接近するなどの緊急対応が必要なイベントを設定し

なかったため、実験参加者は自分のペースで運転を引

き継いでいたと考えられる。緊急対応が必要でない場

合でも、非高齢者は、速やかに運転を引き継ぐことが

できるが、高齢者は、全体的に TOR に対する反応が

遅く、運転を引き継ぐときの動作に個人差が大きいこ

とがわかった。 
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図 4 TOR 後の運転引き継ぎ時間（非高齢者） 
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図 5 TOR 後の運転引き継ぎ時間（高齢者） 
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図 6 DRT の平均反応時間（非高齢者） 
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図 7 DRT の平均反応時間（高齢者） 
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図8 DRT反応時間とTOR後前を向くまでの時間の関係 
（視覚刺激、非高齢者） 
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図9 DRT反応時間とTOR後前を向くまでの時間の関係 
（視覚刺激、高齢者） 

表示画面の設置方法に二つの条件を設けた。一つは

カーナビ画面のように7インチのタブレットPCを運

転席の左前方に固定して操作する固定画面条件であ

り、もう一つは手に持ったスマートフォンで操作を行

う携帯画面条件であった（図 2）。

図 2 固定画面条件（左）と携帯画面条件（右）

２．３．DRTの内容

DRT に用いる刺激は視覚刺激と触覚刺激の 2 種類

とした。視覚刺激はヘッドバンドに取り付けた LED
の点灯により提示した（図 2）。触覚刺激は右鎖骨付

近に貼り付けた小型の振動モータにより提示した。視

覚刺激、触覚刺激はどちらも１回あたり 1 秒間持続さ

せた。刺激を提示する時間間隔は、3 秒間から 5 秒間

（平均 4 秒間）とした。

実験参加者は刺激を検出したらできるだけ速やか

に図 3 左に示す左手人差し指のボタンを押した。刺激

を与えてからボタンを押すまでの時間を DRT の反応

時間とした。ボタンの押し方として、固定画面条件で

は左手の親指と人差し指にボタンを挟んで操作させ、

携帯画面条件では人差し指をスマートフォンの裏側

に押しつけてボタンを操作させた（図 3 右）。

図 3 応答ボタンと携帯画面条件のボタンの押し方

２．４．実験のシナリオ

三菱プレシジョン製の DS（DS-2000 を改修）を用

いて、高速道路の左側走行レーンを 80 km/h で自動

走行する場面を再現した。自車両の周りに複数の車両

を走行させ、時々車線変更や追い越しを行い、自然な

交通流を再現した。実験参加者には、周りの車両に衝

突する恐れはないと教示した。走行時間の長さは 10
分と 13 分のいずれかとして、最後に提示される TOR
のタイミングを推測されにくくした。

走行開始後、2 分から 4 分の間に副次タスクを行わ

ない状態で DRT 反応時間を測定した。1 分間のイン

ターバルを挟んだのち、副次タスクを開始した。始め

の 30 秒間は副次タスクのみを行い、その後の 2 分間

は副次タスクと DRT を両方並行して行った。

TOR として、車内に設置したスピーカから「ピピ

ピ」という音に続き「自動運転モードを終了します」

という音声メッセージを提示した。実験参加者には、

自動運転には有効区間があり、TOR が聞こえたら副

次タスクを中断して運転を引き継ぐように教示した。

実験の最初に、副次タスクを行わない状態で自動運転

を行い、TOR を受けて運転を引き継ぐ練習を行った。

３．実 験 結 果

３．１．DRT各条件における運転引き継ぎ時間

TOR 発行後に運転を引き継いだことを確認するた

め、次の四つの行動を観察した。

① 副次タスクを止めて前を向く

② ハンドルを握る（ハンドル上のボタンを押す）

③ アクセルペダルに足を載せる

④ アクセルペダルを踏み込む

行動①と行動③は実験の記録映像、行動②と行動④
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表 1 DRT 反応時間と前を向く時間の相関係数 

年齢 
視覚 DRT 触覚 DRT 

固定画面 携帯画面 固定画面 携帯画面 
非高齢 0.21 0.53* -0.09 0.52* 
高齢 0.28 0.27 0.31 0.24 

（* p<.05） 

表 2 DRT 反応時間とハンドルを握る時間の相関係数 

年齢 
視覚 DRT 触覚 DRT 

固定画面 携帯画面 固定画面 携帯画面 
非高齢 0.21 0.66** 0.05 0.44+ 
高齢 -0.17 0.15 0.24 0.11 

（** p<.01、+ p<.10） 
同様に、非高齢者と高齢者における DRT 反応時間

と TOR 提示からハンドル上のボタンを押すまでの時

間について、表 2 に各条件における相関係数を示す。

前を向くまでの時間と同様に、非高齢者における携帯

画面条件の相関係数に有意差が認められた。 
 

４．結 論 

非高齢者の携帯画面条件においては、視覚刺激、触

覚刺激のいずれにおいても、DRT の反応時間と TOR
後の反応時間の相関に有意差が確認された。ただし、

DRT の反応時間、TOR への反応時間のどちらも全体

的に短く、ばらつきが小さかったため、今回の実験よ

りも大きい作業負荷の副次タスクを与えた場合の反

応時間を検討する必要があると考えられる。 
一方、高齢者の場合はいずれの条件においても

DRT と TOR の相関が観察できなかった。高齢者のデ

ータは全体的にばらつきが大きかったことから、DRT
と副次タスクを同時に行うことが高齢者にとっては

過大な負荷であったと考えられる。DRT の負荷を調

整すれば、全体の作業負荷を軽減できるため高齢者に

おいても副次タスクの作業負荷を定量化できる可能

性が残っていると考えられる。 
DRT は本来、運転中に短時間で行うカーナビ操作

などの作業負荷を調べる課題であるため、刺激の時間

間隔が 3 秒から 5 秒間に設定されている。しかし、自

動運転中の副次タスクを評価する場合、DRT が実験

参加者に余計な負荷を与える恐れがある。今後の実験

では DRT 刺激の間隔を長くするなどして、DRT 自体

の負荷を小さくする必要があると考えられる。 
また、非高齢者における TOR 後の運転引き継ぎ時

間は全体的に短かった。SuRT という副次タスクは、

没入度が低く、躊躇せずに中断することができるた

め、実験参加者は速やかに運転を引き継いだものと考

えられる。しかし、実際の自動運転では運転手が積極

的に行いたい副次タスクを実行すると考えられるた

め、没入度が高くなると予想される。そのため、今後

の実験では没入度が高い副次タスクについても検討

する必要があると考えられる。 
本実験におけるシナリオでは、レベル 4 における

ODD 終了前の TOR を想定しており、TOR 発行時の

交通状況に緊急性がなく、急いで運転を引き継ぐ必要

性が薄かった。そのため、特に高齢者においては、運

転を引き継ごうとする動機づけに個人差が生じやす

かったと考えられる。今後、TOR 発行時にある程度

緊急性がある場面についても検討する必要があると

考えられる。 
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① 第三者安全性評価と規格適合性評価の併存について 
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１．はじめに 

当研究所はこれまでに、国内外向けの鉄軌道システ

ムに対する第三者安全性評価を数多く行ってきた。し

かし近年、海外においては、鉄道関連のメーカ等が自

社システムの安全性を導入先に対して証明する手段

として、同じく第三者による国際規格（ IEC 
(International Electrotechnical Commission, 英) シリー

ズ等）への適合性評価を受け、認証書を取得すること

（以下、認証手続の有無に係わらず「規格適合性評価」

という。）が主流になっている 1)。このような状況を踏

まえ、規格適合性評価との併存を念頭に置いて、技術

的な検討を主体とする第三者安全性評価の課題や方

向性について考察した結果を述べる。なお、規格適合

性評価も広義の安全性評価に含まれると考えられる

ため 2)、本報告では安全性評価又は規格適合性評価を

実施する第三者を「ISA（Independent Safety Assessor）」
と総称する。 

２．第三者安全性評価の形態 
 日本の鉄道技術が国内外に導入される際、導入先

の鉄道事業者（以下、「事業者」という。）がシステ

ム受入れの妥当性を判断するために、第三者安全性

評価が必要とされる形態を、当研究所の実施事例に

基づいて図 1 に示す 3)。［ケース 1］は国内導入のケ

ースである。事業者が十分な技術力によってシステ

ムインテグレータを務め、技術基準等による他、自

社のノウハウに基づいてシステムの受入の妥当性を

判断する。ただし、技術の新規性が高い場合等には

第三者安全性評価が要求される。［ケース 2］及び

［ケース 3］は海外での導入のケースである。［ケース

2］は、［ケース 1］と同様に技術力を有する事業者が

システム受入の妥当性判断を行うが、その判断材料

の 1 つとして第三者安全性評価が要求されるケース

である。［ケース 3］は、技術ノウハウが少ない事業

者が、第三者機関（鉄道技術コンサルタント等）

に、技術力を要する業務を委託するケースである。

この場合、事業者から委託された第三者機関（以

下、「事業者側 ISA」という。）により、システムの

安全性の証明（主に規格適合性評価、場合により安

全性評価も）が要求される。事業者側 ISA はそれら

の評価報告書を他の技術文書等と共に精査したうえ

で、システム受入れの妥当性を判断する。 

 
図 1 第三者安全性評価の形態 3) 
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図 2 安全性評価と規格適合性評価の範囲（IEC 62425 の例） 

３．４．今後の併存に向けた課題と対策 

３．４．１．規格適合性評価報告書の全般的な整合 

 3.3 に前述したようなケースでは、事業者側 ISA が、

安全性評価報告書と規格適合性評価報告書を見比べ

ながら精査すると考えられる。もし両報告書の記述内

容に整合性が不十分な点が残っていると、それを事業

者側 ISA に指摘され、妥当性判断に支障をきたす可能

性が生じる。このような事態を回避するため、両報告

書の作成に当たっては、記述の細部に至るまで整合性
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Analysis, 英）等）は双方の評価で共有することが望ま

しい。また安全性評価のために提示される、技術内容

の詳細な説明のための文書は、書式や表現が多様化し

がちであるが、できるだけ統一性を有し、また総合的
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が望ましい。 
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文書に対して準拠の可否を判断していくため、評価項

目を特に絞り込むことは無いと考える。 
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 一般的に、安全性評価報告書には、定型的な文書構
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テム受入れ可否の判断材料の一部とされる。ただし、

実態として、該当する国や事業者は極めて限られてい
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例も存在する。3.2.に後述するように、規格適合性評価

だけではリスク解析の妥当性評価が困難な事例も少

なくないと考える。したがって、非安全事象の発生の

可能性を最小限に留めるためには、今後も、技術内容

に関与する安全性評価の意義は小さくないと考える。

本報告では、主に［ケース 3］において、安全性評価

が規格適合性と併存していくための方策を考察した。 

３．２．評価実施面での比較 

 ［ケース 3］において、同一のシステムに対し、安

全性評価及び規格適合性評価が実施されるケースで

の、両者の実施面での性格を表 1 に示す。 

表 1 安全性評価と規格適合性評価の実施面での比較 

 

 安全性評価の主眼はシステムの技術内容であり、判

断の指標は、SIL（Safety Integrity Level, 英）等の指標

で要求される定量的な安全性（例えば SIL4：非安全事

象の発生頻度が 1×10-9/h～1×10-8/h）の担保の可否等と

考える。これに対し、機能安全関連の規格適合性評価

の主眼は、システムに対する安全マネジメントのプロ

セスであり、判断の指標は、当該規格の全ての条文へ

の準拠の有無であると考える。 
 また評価のために委託元から提示される文書は、安

全性評価ではシステムの安全性の判断材料であるが、

規格適合性評価では文書の存在及び記述そのものが

評価の対象である。このように、安全性評価と規格適

合性評価の性格は大きく異なるが、前者の成果物であ

る安全性評価報告書が、後者の評価対象文書の一部と

して扱われることとなる。 

３．３．評価対象及び成果物の関連性 
 3.2 で前述したように、［ケース 3］においては、安

全性評価報告書が規格適合性評価の対象文書の一部

として扱われ、その記述内容が規格適合性評価報告書

の記述にも反映されるという事例が存在する。このよ

うな事例で、安全性評価及び規格適合性評価（IEC 
62425 の例）が並行して行われる場合の、双方の評価

範囲の包含関係を図 2 に示す。 
 規格適合性評価の対象は「Safety Case」と呼ばれる
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例も存在する。3.2.に後述するように、規格適合性評価
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なくないと考える。したがって、非安全事象の発生の

可能性を最小限に留めるためには、今後も、技術内容
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規格適合性評価
（機能安全関連）

評価の主眼 ・システムの技術内容
・システムに対する安全マネジメント
のプロセス

評価のために
提示される文書

［参照文書］（安全性の判断の根拠）
・システムの基本設計資料
・システムの新規性、安全性等を示
す技術資料
・システムのリスク解析資料

［評価文書］（文書自体が評価対象）
・適用する国際規格（例：IEC 62425
等）
・システムが当該国際規格の各条文
に適合していることを証明する各種
文書（文書自体が評価対象）

検討項目

・新技術要素の基本設計の妥当性
・SIL等の指標に沿ったリスク分析に
基づく定量的な安全性
・従来システムとの安全性の比較
・システムの維持管理に依存する定
性的な安全性

・システムの当該国際規格への適合
性を証明する各文書の記述内容の
妥当性

可否判断の指標（例）
・SILで規定される安全性（SIL4等）
・従来システムと同等以上の安全性

・当該規格の全ての条文への準拠
（評価対象文書上の記述の確認）

成果物
・安全性評価報告書
（規格適合性評価参照文書の一部と
される場合あり）

・規格適合性評価報告書
・認証書

第三者評価機関としての
オーソライズの仕組み

・国内外におけるオーソライズの仕組
みは特に無し

・認証機関に対する要求事項に関す
る国際規格(ISO/IEC 17065) への準
拠
・認定機関による製品認証機関とし
ての認定（上記準拠と共に取得済）
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交通システム研究部 ※渡邉 翔一郎 竹内 俊裕 長谷川 智紀 山口 大助  

押立 貴志(客員研究員) 
 
 

１．はじめに 
１．１．これまでの研究と解決すべき課題 
交通安全環境研究所は図 1 に示す列車運行システ

ム安全性評価シミュレータ(以降、運転シミュレータ

とする)を有しており、車両の運転の模擬と運転操作

の結果を記録することができる。また、運転支援手法

の研究を行うため、運転シミュレータに対し、図 2 の

赤枠のように、外部演算装置と運転支援装置を追加し

た。これにより、車両の運転に伴う消費エネルギー等

の計算結果を基に、運転支援装置上で支援情報を提供

することが可能となった。そして、外部演算装置で消

費エネルギーの計算が妥当に行われていること及び

運転支援に必要な運転曲線の計算結果がリアルタイ

ムに得られることを確認した 1)。 
外部演算装置と運転支援装置を用いて、省エネルギ

ーを目的とした運転支援手法の研究を進めていたと

ころ、運転シミュレータの実験結果が必ずしも想定す

る結果と一致しないことがあり、改めて測定データを

分析した。その結果、支援情報の提供から、運転士が

運転操作を完了するまでの時間が結果に影響してい

る可能性があることが判明した。 
一方、現車では図 3 に示すように、支援情報の提供

から車両が駆動するまでの間には、運転士の認知・判

断・操作を含む遅延時間が生じる。先行研究では、現

車試験において2.5秒の遅延時間を考慮した運転支援

を行っている 2)。 
１．２．本稿の目的 
より現車に近いシミュレーション環境を構築し、支

援方法の研究を進めるためには、遅延時間を確認する

実験が必要と考えた。はじめに、運転シミュレータで

は、車輪、モータ、等の車両機器は実装しておらず、

図 3 に示す「車両が駆動するまでの時間」はゼロであ

ることから、外部演算装置を活用して、測定データを

分析すれば、支援情報の提供から運転士の操作完了ま 

図１ 列車運行システム安全性評価シミュレータ 1) 

図２ 運転支援装置用の評価装置の構成 

図３ 遅延時間の内訳 
 
での時間を正確に測定することができる。そこで、支

援情報の提供から運転士の操作完了までの時間を測

定するため下記 2 の実験を行った。次に、先行研究の

現車試験において測定された遅延時間との差を求め、

することが多い。一方、規格適合性評価報告書には、

ある程度定型的な文書構成が存在する。そのため、安

全性評価報告書の構成は、規格適合性評価報告書や総

合的な設計仕様書の構成との対応が分かりやすい形

とすることが望ましい。 
３．４．５．報告書の記述 
 安全性評価報告書と規格適合性評価報告書で用い

る用語や文体は、極力整合させることが望ましい。特

に類義語（例えば「危険事象」と「非安全事象」）につ

いては、共通化が必要であると考える。ただし、判断

の記述としては、規格適合性評価報告書と違い、安全

性評価報告書では参照文書に基づいて断言できる事

項は極めて限られるため、推定的な語調（「・・・問題

は無いと考えられる。」等）が多用される。 
３．４．６．指摘事項と対応 
 安全性評価報告書には、指摘事項、対策及び対応状

況について記述される事例が多い。この記述について

は、規格適合性評価の観点では、対応状況が全て

「Close（了）」であることが必須である。すわなち、指

摘と対策の必要性のみが記述された事項は「Open（未

了）」と見なされ、規格不適合と判断される可能性が

あることに留意することが望ましい。また、指摘事項

と対応に関する記述は、ハザードログの記述とも整合

することが望ましい。 
 

４．第三者安全性評価の今後について 
４．１．国内導入向け［ケース 1］ 

 今後は、1980 年代のように全く新しい鉄軌道システ

ムが続出することはあまり期待できないものの、国内

導入向けの安全性評価のニーズは一定数残ることが

予想される。当面の間、国内導入向けのシステムには、

国際規格適合の必要性は小さく、規格適合性評価も行

われないと考えられる。しかし国外で開発され、規格

適合性評価／認証済のシステムが国内に導入される

ケースにも対応できるように、安全性評価に国際規格

の考え方を積極的に採り入れていく方向になると考

えられる。 
４．２．国外導入向け［ケース 2］ 

 安全性評価を規格適合性評価と同等のものとして

扱う少数の国外事業者（技術力有り）をターゲットと

する安全性評価のニーズは、当面の間は持続すると考

えられる。ただし、将来的にはそのような事業者が要

求する安全性証明手段が、規格適合性評価／認証へ移

行する可能性は否定できない。そのため、安全性評価

は、3.4 で前述した方向になると考えられる。 
４．３．国外導入向け［ケース 3］ 

 技術力が十分でない国外事業者に代わって事業者

側 ISA がシステム受入れの妥当性を判断するこのケ

ースでは、規格適合性評価が増加していく可能性が高

いと考えられる。しかし将来的にも、技術内容を主眼

とする安全性評価が、規格適合性評価と併存する必要

性は残ると予想されるため、3.4 で前述した方向にな

ると考えられる。 
 

５．まとめ 
 第三者安全性評価の実施形態について、当研究所の

事例に基づき、3 種類のケースに分けて整理した。ま

た国際的なシステムの安全性証明手段としては規格

適合性評価／認証が一般化している状況を踏まえ、国

外導入先のケースにおける第三者安全性評価と規格

適合性評価の併存に関する課題と対策について検討

した。そのうえで、第三者安全性評価の将来に向けた

方向性を考察した。 
 

参考文献 

1) 江國実，"鉄道認証室における最近の動向"，交通
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１．はじめに

１．１．これまでの研究と解決すべき課題

交通安全環境研究所は図 1 に示す列車運行システ

ム安全性評価シミュレータ(以降、運転シミュレータ

とする)を有しており、車両の運転の模擬と運転操作

の結果を記録することができる。また、運転支援手法

の研究を行うため、運転シミュレータに対し、図 2 の

赤枠のように、外部演算装置と運転支援装置を追加し

た。これにより、車両の運転に伴う消費エネルギー等

の計算結果を基に、運転支援装置上で支援情報を提供

することが可能となった。そして、外部演算装置で消

費エネルギーの計算が妥当に行われていること及び

運転支援に必要な運転曲線の計算結果がリアルタイ

ムに得られることを確認した 1)。

外部演算装置と運転支援装置を用いて、省エネルギ

ーを目的とした運転支援手法の研究を進めていたと

ころ、運転シミュレータの実験結果が必ずしも想定す

る結果と一致しないことがあり、改めて測定データを

分析した。その結果、支援情報の提供から、運転士が

運転操作を完了するまでの時間が結果に影響してい

る可能性があることが判明した。

一方、現車では図 3 に示すように、支援情報の提供

から車両が駆動するまでの間には、運転士の認知・判

断・操作を含む遅延時間が生じる。先行研究では、現

車試験において2.5秒の遅延時間を考慮した運転支援

を行っている 2)。

１．２．本稿の目的

より現車に近いシミュレーション環境を構築し、支

援方法の研究を進めるためには、遅延時間を確認する

実験が必要と考えた。はじめに、運転シミュレータで

は、車輪、モータ、等の車両機器は実装しておらず、

図 3 に示す「車両が駆動するまでの時間」はゼロであ

ることから、外部演算装置を活用して、測定データを

分析すれば、支援情報の提供から運転士の操作完了ま

図１ 列車運行システム安全性評価シミュレータ 1)

図２ 運転支援装置用の評価装置の構成

図３ 遅延時間の内訳

での時間を正確に測定することができる。そこで、支

援情報の提供から運転士の操作完了までの時間を測

定するため下記 2 の実験を行った。次に、先行研究の

現車試験において測定された遅延時間との差を求め、

することが多い。一方、規格適合性評価報告書には、

ある程度定型的な文書構成が存在する。そのため、安

全性評価報告書の構成は、規格適合性評価報告書や総

合的な設計仕様書の構成との対応が分かりやすい形

とすることが望ましい。 
３．４．５．報告書の記述 
 安全性評価報告書と規格適合性評価報告書で用い

る用語や文体は、極力整合させることが望ましい。特

に類義語（例えば「危険事象」と「非安全事象」）につ

いては、共通化が必要であると考える。ただし、判断

の記述としては、規格適合性評価報告書と違い、安全

性評価報告書では参照文書に基づいて断言できる事

項は極めて限られるため、推定的な語調（「・・・問題

は無いと考えられる。」等）が多用される。 
３．４．６．指摘事項と対応 
 安全性評価報告書には、指摘事項、対策及び対応状

況について記述される事例が多い。この記述について

は、規格適合性評価の観点では、対応状況が全て

「Close（了）」であることが必須である。すわなち、指

摘と対策の必要性のみが記述された事項は「Open（未

了）」と見なされ、規格不適合と判断される可能性が

あることに留意することが望ましい。また、指摘事項

と対応に関する記述は、ハザードログの記述とも整合

することが望ましい。 
 

４．第三者安全性評価の今後について 
４．１．国内導入向け［ケース 1］ 

 今後は、1980 年代のように全く新しい鉄軌道システ

ムが続出することはあまり期待できないものの、国内

導入向けの安全性評価のニーズは一定数残ることが

予想される。当面の間、国内導入向けのシステムには、

国際規格適合の必要性は小さく、規格適合性評価も行

われないと考えられる。しかし国外で開発され、規格

適合性評価／認証済のシステムが国内に導入される

ケースにも対応できるように、安全性評価に国際規格

の考え方を積極的に採り入れていく方向になると考

えられる。 
４．２．国外導入向け［ケース 2］ 

 安全性評価を規格適合性評価と同等のものとして

扱う少数の国外事業者（技術力有り）をターゲットと

する安全性評価のニーズは、当面の間は持続すると考

えられる。ただし、将来的にはそのような事業者が要

求する安全性証明手段が、規格適合性評価／認証へ移

行する可能性は否定できない。そのため、安全性評価

は、3.4 で前述した方向になると考えられる。 
４．３．国外導入向け［ケース 3］ 

 技術力が十分でない国外事業者に代わって事業者

側 ISA がシステム受入れの妥当性を判断するこのケ

ースでは、規格適合性評価が増加していく可能性が高

いと考えられる。しかし将来的にも、技術内容を主眼

とする安全性評価が、規格適合性評価と併存する必要

性は残ると予想されるため、3.4 で前述した方向にな

ると考えられる。 
 

５．まとめ 
 第三者安全性評価の実施形態について、当研究所の

事例に基づき、3 種類のケースに分けて整理した。ま

た国際的なシステムの安全性証明手段としては規格

適合性評価／認証が一般化している状況を踏まえ、国

外導入先のケースにおける第三者安全性評価と規格

適合性評価の併存に関する課題と対策について検討

した。そのうえで、第三者安全性評価の将来に向けた

方向性を考察した。 
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③ 標準ドライバモデルを適用した

シャシダイナモメーター試験手法の検討

 
環境研究部 奥井 伸宜 

 
 

１．は じ め に

自動車（乗用車）の販売カタログ等に記載される燃

料消費率（燃費）及び二酸化炭素等の排出ガス量は、

シャシダイナモメーター（CHDY）に実車両を設置し、

国際連合の自動車基準調和世界フォーラム（WP29）
で定められた WLTP（Worldwide harmonized Light 
vehicles Test Procedure）等で規定された WLTC
（Worldwide Light-duty Test Cycle）等の走行パター

ンを走行し計測している。最近、この値と実路走行時

の燃費や排出ガス量の乖離が問題となっており、一要

因に運転動作が挙げられる。表 1 に CHDY 試験の運

用方法を示す。現状、車両メーカーのプロドライバー

が運転しており、一般ユーザーの運転動作と異なる。

そこで、車両走行性能を公平に評価できるよう、人間

の頭脳にあたるドライバモデルを共通化し（標準ドラ

イバモデル）、その指令で運転ロボットを操作させる

CHDY 試験手法を検討している。 
検討①では、標準ドライバモデルを構築し、特定メ

ーカーの運転ロボットで操作した結果、事前調整が不

要で、人間の運転動作と同等の性能が得られることが

分かり 1)、「フォーラム 2018」で紹介した。将来この

手法で CHDY 試験を行うには、標準ドライバモデル

から操作指令を受け取る運転ロボットは、メーカーを

特定しないことが望まれる。そこで検討②として、複

数の運転ロボットを用意し、標準ドライバモデルの制

御で CHDY 試験を行い、運転ロボットのメーカー（仕

様）の違いが車両走行性能に及ぼす影響を調査した。 

２．実験装置 および 実験条件 
実験装置

運転ロボット A（RBT200ST：明電舎）及び運転ロ

ボット B（ADS-7000：堀場製作所）を用いた。両ロ

ボットとも市販品である。1 自由度の直動アクチュエ

ーターの伸縮量や速度を任意に調整することで、アク

セル及びブレーキペダルを操作する。各運転ロボット

のアクチュエーターの仕様を表 2 に示す。各運転ロボ

ットのアクセルの仕様はほぼ同等であるが、ブレーキ

は異なる。さらに、アクセル制御信号を車両側に直接

入力することで、アクチュエーターを用いない運転を

行った（ただし、ブレーキは運転ロボットＡを使用）。 
本実験は、供試ロボットに付属するドライバモデル

は使用せず、標準ドライバモデルで制御した。図 1 に

制御システムの構成を示す。供試ロボットに加え、標

準ドライバモデルを搭載した PC と DSP（高速演算装

置：dSPACE）から成る。DSP で演算した各ペダル

開度情報を運転ロボット制御盤の外部端子に入力し、

各アクチュエーターを操作した。また、実際の車速情

報は CHDY から取得し、DSP に入力させることで、

各ペダルの操作量をリアルタイムに演算させている。 

表 1 シャシダイナモメーター試験の運用方法 

【将来】

＜競争領域＞
運転ロボット

↓

・メーカー①
・メーカー②

・
・

・

・メーカー○

＜共通領域＞
ドライバモデル

↓

・交通研所有
（標準モデル）

【現状】
人間（プロドライバー）

＜指令＞頭脳 ＜操作＞足

表 2 運転ロボットのアクチュエーターの仕様 
運転ロボット＆アクチュエーター

アクセル

235 mm

ストローク

150 mm
400 N

操作量

160 N
0.40 s

操作時間

0.20 s
ブレーキ

アクセル

200 mm
150 mm

220 N
160 N

0.28 s
0.28 s

ブレーキ

運転ロボットA

運転ロボットB

アクセルペダル

ブレーキペダル

DSP
（演算部）

運転ロボット
（制御部）

ペダル指令値

運転ロボット
（操作部）

車外

車内

車速
（フィードバック）

共通領域 競争領域

操作PC

車外

図 1 運転ロボット及び制御システム 

現車を想定した運転シミュレーションを行う際に考

慮すべき「車両が駆動するまでの時間」を明らかにし

た。本稿では、これらの検討結果 3-4)を報告するとと

もに、今後の研究の方向性について述べる。

２．検証実験

２．１．実験条件

本実験では、支援情報の提供から操作完了までの時

間を求めるために、運転操作開始後、車両が任意の位

置に到達すると、運転支援装置上に非常ブレーキを取

り扱うよう支援情報を提供し、合わせて同装置から警

報音を出すように設定した。そして、外部演算装置の

測定データを用いて支援情報の提供から操作完了ま

での時間を求めた。実験では、運転シミュレータの操

作経験のある研究員３名を運転者として測定を行っ

た。運転者には、事前にこの実験の趣旨を教示しつつ

も、支援情報が提供される位置は教示せず、1 人の運

転者につき 5 回測定を行った。

２．２．実験結果と考察

実験の結果を表１に示す。支援情報の提供から操作

完了までの時間を平均すると、1.5 秒であった。この

時間は、図３に示した整理で考えると遅延時間に含ま

れるため、現車における車両が駆動するまでの時間を

含めた遅延時間2.5秒より小さくなるとの予想に合致

する結果となっている。これらの差を取ると車両機器

が駆動するまでの時間を導くことができ、その時間は

おおよそ 1.0 秒であることが明らかになった。また、

情報を提供した時点でのノッチ位置が操作時間に及

ぼす影響も合わせて分析したところ、それらに相関関

係は認められないことも確認できた。

３．結論と今後の課題

本研究では、運転シミュレータと外部演算装置を活

用し、運転支援情報の提供から運転士の操作完了まで

の時間を測定した。支援情報の提供から運転士の操作

完了までの時間は、実験の結果約 1.5 秒であった。こ

の結果と先行研究の結果を比較して、操作完了から車

両機器が駆動するまでの時間は約1.0秒であることを

明らかにした。この時間を考慮すれば、より現車に近

いシミュレーションを行うことが可能となる。

今後は、遅延時間を考慮した支援情報の提供によ

り、想定する結果と実験結果との再現性の検証を進め

る予定である。加えて、運転支援方法の研究を深度化

するためには、車両の HMI（Human Machine 
Interface）機器の高性能化に対応する必要があるた

め、図４に示すタッチパネルディスプレイの活用や指

令所と運転士の相互通信を模擬する等、運転シミュレ

ータを活用した実験を進めていきたい。

表1 情報提供から操作完了するまでの時間測定結果

図４ 運転支援装置と外部演算装置の相互通信実験
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③ 標準ドライバモデルを適用した

シャシダイナモメーター試験手法の検討

 
環境研究部 奥井 伸宜 

 
 

１．は じ め に

自動車（乗用車）の販売カタログ等に記載される燃

料消費率（燃費）及び二酸化炭素等の排出ガス量は、

シャシダイナモメーター（CHDY）に実車両を設置し、

国際連合の自動車基準調和世界フォーラム（WP29）
で定められた WLTP（Worldwide harmonized Light 
vehicles Test Procedure）等で規定された WLTC
（Worldwide Light-duty Test Cycle）等の走行パター

ンを走行し計測している。最近、この値と実路走行時

の燃費や排出ガス量の乖離が問題となっており、一要

因に運転動作が挙げられる。表 1 に CHDY 試験の運

用方法を示す。現状、車両メーカーのプロドライバー

が運転しており、一般ユーザーの運転動作と異なる。

そこで、車両走行性能を公平に評価できるよう、人間

の頭脳にあたるドライバモデルを共通化し（標準ドラ

イバモデル）、その指令で運転ロボットを操作させる

CHDY 試験手法を検討している。 
検討①では、標準ドライバモデルを構築し、特定メ

ーカーの運転ロボットで操作した結果、事前調整が不

要で、人間の運転動作と同等の性能が得られることが

分かり 1)、「フォーラム 2018」で紹介した。将来この

手法で CHDY 試験を行うには、標準ドライバモデル

から操作指令を受け取る運転ロボットは、メーカーを

特定しないことが望まれる。そこで検討②として、複

数の運転ロボットを用意し、標準ドライバモデルの制

御で CHDY 試験を行い、運転ロボットのメーカー（仕

様）の違いが車両走行性能に及ぼす影響を調査した。 

２．実験装置 および 実験条件 
実験装置

運転ロボット A（RBT200ST：明電舎）及び運転ロ

ボット B（ADS-7000：堀場製作所）を用いた。両ロ

ボットとも市販品である。1 自由度の直動アクチュエ

ーターの伸縮量や速度を任意に調整することで、アク

セル及びブレーキペダルを操作する。各運転ロボット

のアクチュエーターの仕様を表 2 に示す。各運転ロボ

ットのアクセルの仕様はほぼ同等であるが、ブレーキ

は異なる。さらに、アクセル制御信号を車両側に直接

入力することで、アクチュエーターを用いない運転を

行った（ただし、ブレーキは運転ロボットＡを使用）。 
本実験は、供試ロボットに付属するドライバモデル

は使用せず、標準ドライバモデルで制御した。図 1 に

制御システムの構成を示す。供試ロボットに加え、標

準ドライバモデルを搭載した PC と DSP（高速演算装

置：dSPACE）から成る。DSP で演算した各ペダル

開度情報を運転ロボット制御盤の外部端子に入力し、

各アクチュエーターを操作した。また、実際の車速情

報は CHDY から取得し、DSP に入力させることで、

各ペダルの操作量をリアルタイムに演算させている。 

表 1 シャシダイナモメーター試験の運用方法 

【将来】

＜競争領域＞
運転ロボット

↓

・メーカー①
・メーカー②

・
・

・

・メーカー○

＜共通領域＞
ドライバモデル

↓

・交通研所有
（標準モデル）

【現状】
人間（プロドライバー）

＜指令＞頭脳 ＜操作＞足

表 2 運転ロボットのアクチュエーターの仕様 
運転ロボット＆アクチュエーター

アクセル

235 mm

ストローク

150 mm
400 N

操作量

160 N
0.40 s

操作時間

0.20 s
ブレーキ

アクセル

200 mm
150 mm

220 N
160 N

0.28 s
0.28 s

ブレーキ

運転ロボットA

運転ロボットB

アクセルペダル

ブレーキペダル

DSP
（演算部）

運転ロボット
（制御部）

ペダル指令値

運転ロボット
（操作部）

車外

車内

車速
（フィードバック）

共通領域 競争領域

操作PC

車外

図 1 運転ロボット及び制御システム 

現車を想定した運転シミュレーションを行う際に考

慮すべき「車両が駆動するまでの時間」を明らかにし

た。本稿では、これらの検討結果 3-4)を報告するとと

もに、今後の研究の方向性について述べる。

２．検証実験

２．１．実験条件

本実験では、支援情報の提供から操作完了までの時

間を求めるために、運転操作開始後、車両が任意の位

置に到達すると、運転支援装置上に非常ブレーキを取

り扱うよう支援情報を提供し、合わせて同装置から警

報音を出すように設定した。そして、外部演算装置の

測定データを用いて支援情報の提供から操作完了ま

での時間を求めた。実験では、運転シミュレータの操

作経験のある研究員３名を運転者として測定を行っ

た。運転者には、事前にこの実験の趣旨を教示しつつ

も、支援情報が提供される位置は教示せず、1 人の運

転者につき 5 回測定を行った。

２．２．実験結果と考察

実験の結果を表１に示す。支援情報の提供から操作

完了までの時間を平均すると、1.5 秒であった。この

時間は、図３に示した整理で考えると遅延時間に含ま

れるため、現車における車両が駆動するまでの時間を

含めた遅延時間2.5秒より小さくなるとの予想に合致

する結果となっている。これらの差を取ると車両機器

が駆動するまでの時間を導くことができ、その時間は

おおよそ 1.0 秒であることが明らかになった。また、

情報を提供した時点でのノッチ位置が操作時間に及

ぼす影響も合わせて分析したところ、それらに相関関

係は認められないことも確認できた。

３．結論と今後の課題

本研究では、運転シミュレータと外部演算装置を活

用し、運転支援情報の提供から運転士の操作完了まで

の時間を測定した。支援情報の提供から運転士の操作

完了までの時間は、実験の結果約 1.5 秒であった。こ

の結果と先行研究の結果を比較して、操作完了から車

両機器が駆動するまでの時間は約1.0秒であることを

明らかにした。この時間を考慮すれば、より現車に近

いシミュレーションを行うことが可能となる。

今後は、遅延時間を考慮した支援情報の提供によ

り、想定する結果と実験結果との再現性の検証を進め

る予定である。加えて、運転支援方法の研究を深度化

するためには、車両の HMI（Human Machine 
Interface）機器の高性能化に対応する必要があるた

め、図４に示すタッチパネルディスプレイの活用や指

令所と運転士の相互通信を模擬する等、運転シミュレ

ータを活用した実験を進めていきたい。

表1 情報提供から操作完了するまでの時間測定結果

図４ 運転支援装置と外部演算装置の相互通信実験
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④ 重量貨物車のディーゼル微粒子捕集フィルター（DPF） 
再生時における排出ガス挙動等の把握 

 
 環境研究部    ※山本 敏朗  鈴木 央一  柴﨑 勇一 
 
 

 
 

１．まえがき 
ディーゼル車の排出ガス対策において、有害成分の

PM（粒子状物質）を捕集して除去する DPF（ディーゼ

ル微粒子捕集フィルター）は、必要不可欠である。DPF

の捕集効率は高く PM 除去に有効であるが、捕集され

た PM は DPF 細孔内に堆積するため、目詰まり防止策

として PM を燃やして取り除く DPF 再生処理が必要と

なる。これまで DPF再生時の排出ガス挙動は、頻度が

低いと考えられて注目されなかった。しかしながら、

路上走行でのDPFの再生頻度については明らかになっ

ておらず、再生頻度が高い場合は DPF再生時の排出ガ

ス挙動を無視できない可能性がある。また、DPF再生

時には、600℃程度の高温条件で PMを燃焼させる場合

があり、ポスト新長期規制以降の車両では DPF後段に

尿素 SCR（選択的触媒還元）触媒を配置していること

から、SCR触媒の熱劣化問題に注意を払う必要がある。 

このような状況から、本報では、路上走行時に、自

動制御で排出ガス温度を上昇させて PM を燃焼し除去

する「DPF自動再生」時における排出ガス挙動等を調

査した。尿素 SCRシステム搭載車と未搭載車（EGRの

み）で排出ガス挙動が異なることが予測されることか

ら、それぞれの車両について試験を実施した。さらに、

NOxセンサベースの車載計測器（SEMS: Sensor-based 

Emissions Measurement System）1)を運送事業用貨物

車に装着して 2か月間の通常運送業務走行を行い、走

行中における DPF 自動再生時の NOx 等の排出ガス挙

動、排出ガスの昇温状態、GPS（全地球測位システム）

による走行状態および燃料消費量等のエンジン作動

状態に関するデータを収集し、走行中における DPF自

動再生の頻度、DPF自動再生による燃料消費量の増加

分について調査した。さらに、DPF自動再生が後段の

SCR 触媒の熱劣化に及ぼす影響について検討するた

め、第一段階としてSCR触媒に加わる熱量を概算した。

以下に、これらの調査結果の概要を報告する。 

 
２．実験方法 

DPF再生時における排出ガス挙動の調査には、尿素

SCR システム搭載の小型貨物車 A（ポスト新長期規制

適合、車両総重量 5.8 t、EGR 装置搭載）と未搭載の

小型貨物車 B（ポスト新長期規制適合、車両総重量 6.6 

t、EGR装置搭載）を用いた。また、通常運送業務走行

での路上走行試験には、尿素 SCRシステム搭載の中型

貨物車 C（ポストポスト新長期規制適合、車両総重量

7.8 t、EGR装置搭載）を用いた。 

これらの車両に、ジルコニア式 NOxセンサをベース

とした SEMS あるいは車載型排出ガス測定システム

（PEMS: Portable Emissions Measurement System）を

搭載して、一般道、高速道路等を走行して各種の走行

データ、排出ガスデータ、燃料消費量データ等を取得

した。 

通常運送業務走行での路上走行試験は、尿素 SCRシ

ステム搭載の中型貨物車 C に SEMS を装着して実施し

た。試験期間は、平成 30年 12月 3日～平成 31年 2

月 1日の 61日間であり、39日間の運行、22日間の運

休で、継続的に実施した。走行試験データは、サンプ

リングレート 0.5秒で収集されて、それらのデータは

デジタコ（デジタル式の運行記録計）の通信モジュー

ルにより、1分間隔で遠隔地のデータサーバーに送信

された。運送業務終了後にデータサーバーから試験デ

ータを取得して、収集データに異常はないか等の試験

実施状況の確認を行った。 
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ドライビングインデックスも併せて記す。
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が、アクセル信号を車両側に直接入力した結果に比べ

ると、多少劣っている。これは、アクチュエーターの

動作遅れが一要因として考えられる。そこで図 2 右端

で、車両 C のアクセル及びブレーキペダルの挙動を比

較する。信号を直接入力したペダル動作に比べ、アク

チュエーター使用時の挙動の山や谷のピーク値がや

や大きく出る箇所が確認される（特に、運転ロボット

B）。しかし、ドライビングインデックスは、いずれも

許容値を満たしている。つまり、標準ドライバモデル

にはロバスト性があることから、標準ドライバモデル

を適用した CHDY 試験は、運転ロボットのメーカー

（仕様）を特定しなくても運用できることを確認した。 

４．まとめ

仕様の異なる運転ロボットを用意し、標準ドライバ

モデルの制御指令にて、CHDY 試験を行った。その

結果、標準ドライバモデルにはロバスト性があるた

め、運転ロボットの仕様が異なっても、ほぼ同等の車

両走行性能が得られることが確認できた。 
今後は CHDY 試験場等へ運転ロボット及び制御装

置の持ち運びを容易とするため、小型化を検討する。 
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④ 重量貨物車のディーゼル微粒子捕集フィルター（DPF） 
再生時における排出ガス挙動等の把握 

 
 環境研究部    ※山本 敏朗  鈴木 央一  柴﨑 勇一 
 
 

 
 

１．まえがき 
ディーゼル車の排出ガス対策において、有害成分の

PM（粒子状物質）を捕集して除去する DPF（ディーゼ

ル微粒子捕集フィルター）は、必要不可欠である。DPF

の捕集効率は高く PM 除去に有効であるが、捕集され

た PM は DPF 細孔内に堆積するため、目詰まり防止策

として PM を燃やして取り除く DPF 再生処理が必要と

なる。これまで DPF再生時の排出ガス挙動は、頻度が

低いと考えられて注目されなかった。しかしながら、

路上走行でのDPFの再生頻度については明らかになっ

ておらず、再生頻度が高い場合は DPF再生時の排出ガ

ス挙動を無視できない可能性がある。また、DPF再生

時には、600℃程度の高温条件で PMを燃焼させる場合

があり、ポスト新長期規制以降の車両では DPF後段に

尿素 SCR（選択的触媒還元）触媒を配置していること

から、SCR触媒の熱劣化問題に注意を払う必要がある。 
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動制御で排出ガス温度を上昇させて PM を燃焼し除去

する「DPF自動再生」時における排出ガス挙動等を調

査した。尿素 SCRシステム搭載車と未搭載車（EGRの

み）で排出ガス挙動が異なることが予測されることか

ら、それぞれの車両について試験を実施した。さらに、

NOxセンサベースの車載計測器（SEMS: Sensor-based 

Emissions Measurement System）1)を運送事業用貨物

車に装着して 2か月間の通常運送業務走行を行い、走

行中における DPF 自動再生時の NOx 等の排出ガス挙

動、排出ガスの昇温状態、GPS（全地球測位システム）

による走行状態および燃料消費量等のエンジン作動

状態に関するデータを収集し、走行中における DPF自

動再生の頻度、DPF自動再生による燃料消費量の増加

分について調査した。さらに、DPF自動再生が後段の

SCR 触媒の熱劣化に及ぼす影響について検討するた

め、第一段階としてSCR触媒に加わる熱量を概算した。

以下に、これらの調査結果の概要を報告する。 

 
２．実験方法 
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7.8 t、EGR装置搭載）を用いた。 

これらの車両に、ジルコニア式 NOxセンサをベース

とした SEMS あるいは車載型排出ガス測定システム

（PEMS: Portable Emissions Measurement System）を

搭載して、一般道、高速道路等を走行して各種の走行

データ、排出ガスデータ、燃料消費量データ等を取得

した。 

通常運送業務走行での路上走行試験は、尿素 SCRシ

ステム搭載の中型貨物車 C に SEMS を装着して実施し

た。試験期間は、平成 30年 12月 3日～平成 31年 2

月 1日の 61日間であり、39日間の運行、22日間の運

休で、継続的に実施した。走行試験データは、サンプ

リングレート 0.5秒で収集されて、それらのデータは

デジタコ（デジタル式の運行記録計）の通信モジュー

ルにより、1分間隔で遠隔地のデータサーバーに送信

された。運送業務終了後にデータサーバーから試験デ

ータを取得して、収集データに異常はないか等の試験

実施状況の確認を行った。 
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率（電費）、燃費、NOx 排出率は、運転ロボットの仕

様によらず、ほぼ同等の値を示した。車両 C において

も、運転ロボットの仕様違いによる影響はほぼない

が、アクセル信号を車両側に直接入力した結果に比べ

ると、多少劣っている。これは、アクチュエーターの

動作遅れが一要因として考えられる。そこで図 2 右端

で、車両 C のアクセル及びブレーキペダルの挙動を比

較する。信号を直接入力したペダル動作に比べ、アク

チュエーター使用時の挙動の山や谷のピーク値がや

や大きく出る箇所が確認される（特に、運転ロボット

B）。しかし、ドライビングインデックスは、いずれも

許容値を満たしている。つまり、標準ドライバモデル

にはロバスト性があることから、標準ドライバモデル

を適用した CHDY 試験は、運転ロボットのメーカー

（仕様）を特定しなくても運用できることを確認した。 

４．まとめ

仕様の異なる運転ロボットを用意し、標準ドライバ

モデルの制御指令にて、CHDY 試験を行った。その

結果、標準ドライバモデルにはロバスト性があるた

め、運転ロボットの仕様が異なっても、ほぼ同等の車

両走行性能が得られることが確認できた。 
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とがわかる。ここで、DPF自動再生時は EGR機能が停

止することを確認していることからNOx排出が増加す

る可能性があるが、これを尿素 SCRシステムが機能し

て NOxを抑制しているものと考えられる。 

一方、図 3 に、尿素 SCR システム未搭載車 B（EGR

＋DPF）の路上走行時における DPF 自動再生時の排出

ガス挙動を、PEMSおよび SEMSを用いて測定した結果

を示す。同図より、経過時間 800秒ほどで DPF自動再

生が開始され、それと同時に NOx濃度が同期して増加

し、DPF自動再生が終了するまでその増加状態は継続

していることがわかる。この NOx 濃度の増加は、EGR

機能の停止に起因するものと考えられる。 

以上より、DPF自動再生時の排出ガス挙動としては、

尿素SCRシステム搭載車ではSCR触媒に吸着している

アンモニアの脱離による一時的な排出が、また尿素

SCRシステム未搭載車（EGR＋DPF）では EGR機能停止

に起因する NOx排出量の増加が確認された。 

３．２．通常運送業務走行での DPF自動再生の頻度 

実際に運送事業者が運用している車両（尿素 SCRシ

ステム搭載の中型貨物車 C）を用いて、通常運送業務

走行での路上走行試験を 39 日間にわたって継続的に

実施した。走行ルートは、一般道および首都高速道路

等を用いる中距離走行ルートと主に高速道路を用い

る長距離走行ルートから成り、一週間サイクルで、ほ

ぼ定まったルートを走行している。この路上走行試験

で、19回の DPF自動再生が実施された。これらの DPF

自動再生を時系列に並べて、再生と次の再生の間のエ

ンジン作動時間、走行距離およびエンジン仕事量を算

出し、それらを時系列に並べて、それぞれプロットし

た結果を、図 4に示す。図中には、エンジン作動時間、

走行距離およびエンジン仕事量それぞれの 1 日当た

り、2日当たりおよび 3日当たりの平均値を記してい

る。エンジン作動時間、走行距離およびエンジン仕事

量のいずれにしても、1日の走行では DPF自動再生は

実施されないが、2 日間の走行で 19 回中 11 回の DPF

自動再生が実施され、3 日間の走行では 19 回全ての

DPF自動再生が実施されていることがわかる。このこ

とから、本試験の運送事業走行では、2 日～3 日に 1

回（走行距離：450km～1050km に 1 回）の頻度で DPF

自動再生が実施されていることがわかる。また、図中

に「四角のマーカー」でプロットしたのは、主に高速

道路を用いる長距離走行ルートにおいて実施された

DPF自動再生である。比較的、短いエンジン作動時間、

短い走行距離および少ないエンジン仕事量でDPF自動

再生が実施されていることがわかる。高速道路走行で

は、エンジン回転数が高く排出ガス流量が継続的に大

きくなり DPFの昇温が容易であることから、DPF自動

再生の必要条件を整え易く、これに起因して再生頻度

が高くなっている可能性がある。 
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とがわかる。ここで、DPF自動再生時は EGR機能が停

止することを確認していることからNOx排出が増加す

る可能性があるが、これを尿素 SCRシステムが機能し

て NOxを抑制しているものと考えられる。 

一方、図 3 に、尿素 SCR システム未搭載車 B（EGR

＋DPF）の路上走行時における DPF 自動再生時の排出

ガス挙動を、PEMSおよび SEMSを用いて測定した結果

を示す。同図より、経過時間 800秒ほどで DPF自動再

生が開始され、それと同時に NOx濃度が同期して増加

し、DPF自動再生が終了するまでその増加状態は継続

していることがわかる。この NOx 濃度の増加は、EGR

機能の停止に起因するものと考えられる。 

以上より、DPF自動再生時の排出ガス挙動としては、

尿素SCRシステム搭載車ではSCR触媒に吸着している

アンモニアの脱離による一時的な排出が、また尿素

SCRシステム未搭載車（EGR＋DPF）では EGR機能停止

に起因する NOx排出量の増加が確認された。 

３．２．通常運送業務走行での DPF自動再生の頻度 

実際に運送事業者が運用している車両（尿素 SCRシ

ステム搭載の中型貨物車 C）を用いて、通常運送業務

走行での路上走行試験を 39 日間にわたって継続的に

実施した。走行ルートは、一般道および首都高速道路

等を用いる中距離走行ルートと主に高速道路を用い

る長距離走行ルートから成り、一週間サイクルで、ほ

ぼ定まったルートを走行している。この路上走行試験

で、19回の DPF自動再生が実施された。これらの DPF

自動再生を時系列に並べて、再生と次の再生の間のエ

ンジン作動時間、走行距離およびエンジン仕事量を算

出し、それらを時系列に並べて、それぞれプロットし

た結果を、図 4に示す。図中には、エンジン作動時間、

走行距離およびエンジン仕事量それぞれの 1 日当た

り、2日当たりおよび 3日当たりの平均値を記してい

る。エンジン作動時間、走行距離およびエンジン仕事

量のいずれにしても、1日の走行では DPF自動再生は

実施されないが、2 日間の走行で 19 回中 11 回の DPF

自動再生が実施され、3 日間の走行では 19 回全ての

DPF自動再生が実施されていることがわかる。このこ

とから、本試験の運送事業走行では、2 日～3 日に 1

回（走行距離：450km～1050km に 1 回）の頻度で DPF

自動再生が実施されていることがわかる。また、図中

に「四角のマーカー」でプロットしたのは、主に高速

道路を用いる長距離走行ルートにおいて実施された

DPF自動再生である。比較的、短いエンジン作動時間、

短い走行距離および少ないエンジン仕事量でDPF自動

再生が実施されていることがわかる。高速道路走行で

は、エンジン回転数が高く排出ガス流量が継続的に大

きくなり DPFの昇温が容易であることから、DPF自動

再生の必要条件を整え易く、これに起因して再生頻度

が高くなっている可能性がある。 

 

図 4 通常運送業務走行における DPF自動再生の頻度 

表 1 高速道路走行における DPF自動再生時と通常走行時のエンジンデータ等の比較 

 

て PM を燃焼し除去する。走行中に自動制御により行

われる「DPF自動再生」、停車中にユーザー操作により

行われる「DPF 手動再生」等がある。DPF 自動あるい

は手動再生時における NOx等の排出ガス挙動を、尿素

SCRシステム搭載車Aと未搭載車Bにおいて調査した。 

先ず、尿素 SCRシステム搭載車 Aにおける、高回転

アイドリング状態での DPF手動再生時の NOx濃度、CO

濃度、アンモニア濃度およびテールパイプ排出ガス温

度を、PEMSおよび SEMSを用いて測定した。その結果

を、図 1に示す。ここで、アンモニア濃度は、NOxセ

ンサのアンモニア干渉特性（アンモニアを NOxとして

検知する特性）を利用して、NOxセンサの NOx濃度出

力と PEMS の NOx 濃度出力の差分として求めた 2)。同

図より、テールパイプ排出ガス温度が上昇して 200℃

近傍（DPF手動再生開始後 400秒ほど）となった時点

で、CO濃度およびアンモニア濃度が急増・急減してい

ることがわかる。その後の温度上昇では、両者の濃度

は抑制されていることから、CO濃度の急増は DPFの燃

焼温度の上昇を目的としたインジェクターのポスト

噴射により供給された未燃燃料の酸化触媒での不完

全酸化に、またアンモニア濃度の急増は尿素噴射で生

成され一時的にSCR触媒に吸着していたアンモニアが

加熱により SCR触媒を離脱したことに、それぞれ起因

するものと考えられる。 

また、同車両の路上走行時における DPF自動再生時

の排出ガス挙動を、SEMSを用いて測定した。その結果

を、図 2 に示す。時刻 7:40 頃の DPF 自動再生初期に

おける排出ガス温度上昇期の 200℃近傍において、図

1と同様に、主にアンモニアと推測される物質の濃度

の増加が一時的に観測され、その後の NOxと推測され

る物質の排出はDPF自動再生中には抑制されているこ

 
図 1 尿素 SCRシステム搭載車の DPF手動再生時の 

排出ガス挙動 

 
図 2 尿素 SCRシステム搭載車 Aの路上走行時における DPF再生時の排出ガス挙動 

 
図 3 尿素 SCRシステム未搭載車 B（EGR＋DPF）の路上走行時における DPF再生時の排出ガス挙動 

 



－ 74 －

 
 

⑤ 燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法のバリデーションと 
国際基準調和活動への貢献 

 
環境研究部   ※小鹿 健一郎 
自動車認証審査部  菊野 樹     

 
 

１．はじめに 
燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法を含む

WLTP(Worldwide harmonized Light vehicles Test 
Procedure)1) が国際技術基準（Global technical 
regulation No. 15: GTR-15）として 2016 年 11 月に

成立した。日本政府は GTR-15 の国内法への取り込み

を進めており、2017 年 4 月より交通安全環境研究所

が燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法のバリデ

ーションを行うこととなった。バリデーションは

GTR-15 の記載に基づいて実施した試験が①技術的

に正しく測定が行える内容であること②公正な審査

が実施可能あることの２つを最終確認する作業であ

る。この作業は GTR が成立する前に実施されること

が通例であるが、燃料電池自動車においては、本試験

法の法文案の活発な議論が行われていた当時、量産型

の燃料電池自動車が販売されていない状態であった

ため、バリデーションは行われず GTR が成立すると

いう特殊な状況となった。 
 

２．バリデーションの実施体制 
本バリデーションは、環境研究部、自動車認証審査

部の共同プロジェクトとして実施された。環境研究部

が量産型車両を用いた実験を行い、自動車認証審査部

が 試 験 規 程 (TRIAS: Test Requirements and 
Instructions for Automobile Standards)案の作成を

行った。また、バリデーション実施によって、GTR-15
の記述に対して、公正な試験実施に必要な追加の要件

等があることが判明した場合は、GTR-15 の修正を日

本として提案することを本プロジェクトの最終的な

目標として設定した。 
 

３．バリデーションの実施と結果 2) 
３．１．GTR-15 に記載された測定方法 

ここでは、GTR-15 に記載された燃料電池自動車の

水素燃料消費率の測定方法（重量法）の概要について

説明する。水素燃料消費率は、ある距離を走行したと

きにどれだけの重量の水素が消費されたかを表す値

である。消費された水素重量の計測方法として、本測

定法では、車載タンクは使用せず、外付けボンベから

水素供給配管を通じて、車載の燃料電池に水素を供給

するように準備し、走行試験前後の外付けボンベの重

量を計量し、その差分を消費された水素重量とするこ

とになっている(図 1)。 
 
 
 
 
 
図 1 水素燃料消費率試験の概要を示す模式図 

 
３．２．本測定法に特有と考えられる要素と影響度評

価 
本測定法と内燃機関車等の燃費測定法を比べて特

有と考えられる要素に、①天秤を用いたタンクの計

量、②配管を用いた車載燃料電池への水素供給があ

る。本バリデーションでは、①計量精度による燃費へ

の影響の大きさ、②供給配管管理による燃費への影響

の大きさを評価した。 
 影響評価の結果、①計量精度による燃費への影響は

最大 0.5%であることが推定された。これは GTR-15
で規定されている天秤の最小読み取り値が 0.1 g であ

り、最も影響が大きくなると想定される WLTC Low
フェーズにおける水素消費量が 20.6 g 程度であるこ

との関係から推定された。他方、②供給配管管理によ

る燃費への影響の大きさは、今回試験した 2 種類の燃

料電池自動車に対する試験条件の範囲では、最大

0.3%であることが推定された。 

３．３．DPF自動再生による燃料消費量の増加および

DPF後段の SCR触媒に加わる熱量 

 DPF自動再生の過程は、先ず、インジェクターのポ

スト噴射で燃料の未燃分を酸化触媒に送って酸化反

応を生じさせる。次に、その反応熱で DPF内の温度を

効率よく上昇させて 600℃程度の高温状態にし、DPF

内に捕集された PMを燃焼させる。このため、DPF自動

再生時には、通常走行時よりも燃料消費量が増加する

ことになる。この燃料消費量の増加分を概算した。表

1に、通常運送業務走行において、高速道路走行中に

DPF自動再生が実施されたときのエンジンデータと走

行条件が同等の通常走行時のエンジンデータを比較

した一例を示す。ここで、15分間の DPF自動再生にお

ける燃料消費量の差がポスト噴射による燃料消費量

と見なせる。よって、軽油密度（15℃）を 0.8295 g/cm3

とすると、1.26 Lの軽油が DPF自動再生に使用されて

いることになる。 

 次に、DPF自動再生によって、後段の SCR触媒は熱

劣化の影響を受ける可能性があることから、それを検

討するための基礎データを取得することとした。現

在、中型・大型貨物車では、総走行距離 100 万 km を

超える車両が存在している。このことから、NOx等の

低減を排出ガス後処理装置に依存している現状にお

いては、SCR触媒等の耐久性能（劣化状態）の把握が

重要となっている。しかしながら、年間 10万 kmを走

行する車両においても 100万 kmを走行するには 10年

間を要することから、認証等で耐久性能評価を行うた

めには、時間短縮を図って性能把握を可能にする「加

速劣化試験法」の作成が重要となる。作成に当たって

は、路上走行時の排出ガスデータ、エンジンデータ、

走行条件データ、劣化に関連する算出データ（SCR触

媒等の加熱条件データ等）等を基礎において、性能劣

化に繋がる要件を検討する必要がある。本報では、基

礎データを得るための第一段階として、DPFの自動再

生によって、後段に配置されている SCR触媒を通過す

る排出ガスの熱量の増加分を概算した。15分間の DPF

自動再生時に通過する排出ガス量は、吸入空量に燃料

消費量を加算して求められる。ここで、DPF自動再生

時の吸入空気量は、増加していることがわかる。通過

熱量は、排出ガス量に排出ガス温度の上昇分および排

出ガスの定圧比熱を乗算することにより算出するこ

とができる。概算では、排出ガス温度の上昇分はテー

ルパイプ排出ガス温度（平均値）の上昇分で与え、排

出ガスの定圧比熱は 600 ℃の空気の定圧比熱 1.054 

J/(g・K)を用いて算出し、約 20 MJとなった。この熱

量が加算された排出ガスは、DPF自動再生により継続

的に SCR触媒を通過して触媒を加熱することになる。

この SCR触媒の加熱条件が、熱劣化要因になるかどう

かについては、次段階の検討課題である。 

 

４．まとめ 
 路上走行試験等により、DPF自動再生時の排出ガス

挙動、走行中における DPF自動再生の頻度、DPF自動

再生時の燃料消費量の増加およびDPF後段のSCR触媒

に加わる熱量について調査し、以下の点が明らかとな

った。 

(1) DPF自動再生時の排出ガス挙動としては、尿素 SCR

システム搭載車ではSCR触媒に吸着しているアンモニ

アの脱離と考えられる一時的な排出が、また尿素 SCR

システム未搭載車（EGR＋DPF）では EGR機能停止に起

因すると考えられる NOx排出量の増加が確認された。 

(2) 本試験の運送事業走行において、DPF自動再生は、

2日～3日に 1回（走行距離：450km～1050kmに 1回）

の頻度で実施されていることがわかった。また、高速

道路走行では、DPF自動再生の頻度が高くなる傾向が

みられた。これは、DPF自動再生の必要条件を整え易

いことに起因している可能性がある。 

(3) DPF 自動再生による燃料消費量の増加分および

DPF自動再生によって後段の SCR触媒を通過する排出

ガスの熱量の増加分を試算した。DPF自動再生により

加熱された排出ガスは、継続的に SCR触媒を通過して

触媒を加熱することから、熱劣化の一因となる可能性

がある。 
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2) 山本敏朗，野田明，阪本高志：排出ガス対策装置

の車載機能診断システム（OBD）に関する性能要件

及び機能評価法の研究（第 1報）－触媒劣化の検

知方法に関する基礎的考察－，平成 12年度（第 30

回）交通安全公害研究所研究発表会講演概要, 

pp.93-96 (2000) 
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⑤ 燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法のバリデーションと
国際基準調和活動への貢献

環境研究部   ※小鹿 健一郎

自動車認証審査部  菊野 樹    

１．はじめに

燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法を含む

WLTP(Worldwide harmonized Light vehicles Test 
Procedure)1) が国際技術基準（Global technical 
regulation No. 15: GTR-15）として 2016 年 11 月に

成立した。日本政府は GTR-15 の国内法への取り込み

を進めており、2017 年 4 月より交通安全環境研究所

が燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法のバリデ

ーションを行うこととなった。バリデーションは

GTR-15 の記載に基づいて実施した試験が①技術的

に正しく測定が行える内容であること②公正な審査

が実施可能あることの２つを最終確認する作業であ

る。この作業は GTR が成立する前に実施されること

が通例であるが、燃料電池自動車においては、本試験

法の法文案の活発な議論が行われていた当時、量産型

の燃料電池自動車が販売されていない状態であった

ため、バリデーションは行われず GTR が成立すると

いう特殊な状況となった。

２．バリデーションの実施体制

本バリデーションは、環境研究部、自動車認証審査

部の共同プロジェクトとして実施された。環境研究部

が量産型車両を用いた実験を行い、自動車認証審査部

が 試 験 規 程 (TRIAS: Test Requirements and 
Instructions for Automobile Standards)案の作成を

行った。また、バリデーション実施によって、GTR-15
の記述に対して、公正な試験実施に必要な追加の要件

等があることが判明した場合は、GTR-15 の修正を日

本として提案することを本プロジェクトの最終的な

目標として設定した。

３．バリデーションの実施と結果 2)

３．１．GTR-15 に記載された測定方法

ここでは、GTR-15 に記載された燃料電池自動車の

水素燃料消費率の測定方法（重量法）の概要について

説明する。水素燃料消費率は、ある距離を走行したと

きにどれだけの重量の水素が消費されたかを表す値

である。消費された水素重量の計測方法として、本測

定法では、車載タンクは使用せず、外付けボンベから

水素供給配管を通じて、車載の燃料電池に水素を供給

するように準備し、走行試験前後の外付けボンベの重

量を計量し、その差分を消費された水素重量とするこ

とになっている(図 1)。

図 1 水素燃料消費率試験の概要を示す模式図

３．２．本測定法に特有と考えられる要素と影響度評

価

本測定法と内燃機関車等の燃費測定法を比べて特

有と考えられる要素に、①天秤を用いたタンクの計

量、②配管を用いた車載燃料電池への水素供給があ

る。本バリデーションでは、①計量精度による燃費へ

の影響の大きさ、②供給配管管理による燃費への影響

の大きさを評価した。

影響評価の結果、①計量精度による燃費への影響は

最大 0.5%であることが推定された。これは GTR-15
で規定されている天秤の最小読み取り値が 0.1 g であ

り、最も影響が大きくなると想定される WLTC Low
フェーズにおける水素消費量が 20.6 g 程度であるこ

との関係から推定された。他方、②供給配管管理によ

る燃費への影響の大きさは、今回試験した 2 種類の燃

料電池自動車に対する試験条件の範囲では、最大

0.3%であることが推定された。

３．３．DPF自動再生による燃料消費量の増加および

DPF後段の SCR触媒に加わる熱量 

 DPF自動再生の過程は、先ず、インジェクターのポ

スト噴射で燃料の未燃分を酸化触媒に送って酸化反

応を生じさせる。次に、その反応熱で DPF内の温度を

効率よく上昇させて 600℃程度の高温状態にし、DPF

内に捕集された PMを燃焼させる。このため、DPF自動

再生時には、通常走行時よりも燃料消費量が増加する

ことになる。この燃料消費量の増加分を概算した。表

1に、通常運送業務走行において、高速道路走行中に

DPF自動再生が実施されたときのエンジンデータと走

行条件が同等の通常走行時のエンジンデータを比較

した一例を示す。ここで、15分間の DPF自動再生にお

ける燃料消費量の差がポスト噴射による燃料消費量

と見なせる。よって、軽油密度（15℃）を 0.8295 g/cm3

とすると、1.26 Lの軽油が DPF自動再生に使用されて

いることになる。 

 次に、DPF自動再生によって、後段の SCR触媒は熱

劣化の影響を受ける可能性があることから、それを検

討するための基礎データを取得することとした。現

在、中型・大型貨物車では、総走行距離 100 万 km を

超える車両が存在している。このことから、NOx等の

低減を排出ガス後処理装置に依存している現状にお

いては、SCR触媒等の耐久性能（劣化状態）の把握が

重要となっている。しかしながら、年間 10万 kmを走

行する車両においても 100万 kmを走行するには 10年

間を要することから、認証等で耐久性能評価を行うた

めには、時間短縮を図って性能把握を可能にする「加

速劣化試験法」の作成が重要となる。作成に当たって

は、路上走行時の排出ガスデータ、エンジンデータ、

走行条件データ、劣化に関連する算出データ（SCR触

媒等の加熱条件データ等）等を基礎において、性能劣

化に繋がる要件を検討する必要がある。本報では、基

礎データを得るための第一段階として、DPFの自動再

生によって、後段に配置されている SCR触媒を通過す

る排出ガスの熱量の増加分を概算した。15分間の DPF

自動再生時に通過する排出ガス量は、吸入空量に燃料

消費量を加算して求められる。ここで、DPF自動再生

時の吸入空気量は、増加していることがわかる。通過

熱量は、排出ガス量に排出ガス温度の上昇分および排

出ガスの定圧比熱を乗算することにより算出するこ

とができる。概算では、排出ガス温度の上昇分はテー

ルパイプ排出ガス温度（平均値）の上昇分で与え、排

出ガスの定圧比熱は 600 ℃の空気の定圧比熱 1.054 

J/(g・K)を用いて算出し、約 20 MJとなった。この熱

量が加算された排出ガスは、DPF自動再生により継続

的に SCR触媒を通過して触媒を加熱することになる。

この SCR触媒の加熱条件が、熱劣化要因になるかどう

かについては、次段階の検討課題である。 

 

４．まとめ 
 路上走行試験等により、DPF自動再生時の排出ガス

挙動、走行中における DPF自動再生の頻度、DPF自動

再生時の燃料消費量の増加およびDPF後段のSCR触媒

に加わる熱量について調査し、以下の点が明らかとな

った。 

(1) DPF自動再生時の排出ガス挙動としては、尿素 SCR

システム搭載車ではSCR触媒に吸着しているアンモニ

アの脱離と考えられる一時的な排出が、また尿素 SCR

システム未搭載車（EGR＋DPF）では EGR機能停止に起

因すると考えられる NOx排出量の増加が確認された。 

(2) 本試験の運送事業走行において、DPF自動再生は、

2日～3日に 1回（走行距離：450km～1050kmに 1回）

の頻度で実施されていることがわかった。また、高速

道路走行では、DPF自動再生の頻度が高くなる傾向が

みられた。これは、DPF自動再生の必要条件を整え易

いことに起因している可能性がある。 

(3) DPF 自動再生による燃料消費量の増加分および

DPF自動再生によって後段の SCR触媒を通過する排出

ガスの熱量の増加分を試算した。DPF自動再生により

加熱された排出ガスは、継続的に SCR触媒を通過して

触媒を加熱することから、熱劣化の一因となる可能性

がある。 
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⑥ 軽貨物自動車の前面衝突時の乗員傷害について

自動車安全研究部 ※細川 成之 田中 良知 松井 靖浩

１．はじめに

軽自動車は、維持管理費用が比較的安いことや環境

負荷が低い等により、販売台数を伸ばしている。一方

で、（公財）交通事故総合分析センターの車種別前面衝

突事故における運転者の死亡重傷割合（死亡、重傷、

軽傷、無傷の合計に対する死亡＋重傷の割合）による

と、軽貨物車の死亡重傷割合は他の車種に比べて高

く、この傾向は高齢者ほど顕著である１）。

そこで、本稿では軽貨物車の前面衝突時の乗員傷害

について、軽乗用車や小型乗用車と比較してその特徴

を調査した。

図１ 運転者の死亡重傷割合

２．実車衝突試験

２．１．試験条件

車種の違いによる前面衝突時の乗員傷害について

比較するために、表１の条件で前面衝突試験を実施し

た。軽貨物車は、2013年式の軽トラックを、軽乗用車

は 2004 年式、小型乗用車は 2007 年式の車両を用い

た。衝突速度は、軽貨物車と軽乗用車は 55km/h（法規

試験速度の 10%の増し）、小型乗用車は 60km/h（法規

試験速度の 20%の増し）で実施した。乗員傷害は運転

席に搭載した成人男性ダミーで評価した。なお、いず

れの車両も運転席には衝突時の乗員保護装置としてエ

アバッグと 3 点式シートベルト（プリテンショナー及びフォ

ースリミッタ機能付き）が装備されている。

表１ 試験条件

Test 1

軽貨物車

Test 2

軽乗用車

Test 3

小型乗用車
車両

外観

衝突速度 55 km/h 55 km/h 60 km/h

車両重量 871kg 1,063kg 1,226kg

ダミー 運転席：成人男性ダミー

２．２．車両構造

図２に試験車両の前面構造を示す。いずれの車両も

前面衝突時の衝突エネルギー吸収に重要な役目を果

たすフロントサイドメンバーが客室から前方に配置され、

前端がバンパークロスビームで連結されている。軽貨物

車は、他の車両と異なり左右のフロントサイドメンバー間

にエンジンがなく、また長さも短い。これは、軽貨物車で

は、限定された全長内で荷台長さを確保するために工

夫された構造と考えられる。一方で、衝突安全には不利

な車型と考えられる。

軽貨物車   軽乗用車  小型乗用車

図２ 試験車両の前面構造

２．３．試験結果

図３に衝突試験状況を示す。いずれの車両について

も車両前面は大きくつぶれて衝突エネルギーの吸収

を行っているものの、客室部分の変形は軽微であっ

た。ちなみに、いずれの車両も衝突後はドアを片手で

開放することができた。また、軽貨物車は客室後部の

荷台部分が大きく曲げ変形を生じており、ここでも衝

突エネルギーを吸収している。
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３．３．本試験法に対するバリデーション結果と発生

しうる課題の整理

前述の燃費への影響度評価の結果、GTR-15 に記載

された燃料電池自動車の水素燃料消費率の測定方法

を用いることで、内燃機関自動車等の燃費試験に比べ

て遜色なく、公正な試験が実施可能であることを確認

した。

一方、2 車種の量産車を対象とした試験では問題と

ならなかったが、今後対応が必要になるケースがある

ことも本バリデーションにより判明した。それは、前

述②の供給配管管理にかかわるものであった。

GTR-15 に供給配管の具体的設計の要件の記載はな

く、自動車メーカーが試験設備と車両（車載燃料電池）

の制約の範囲内で、配管の長さや径、配管内圧力等を

自由に設定することができる状態である。このため、

供給配管の設計（配管の大きさや配管内圧力調整能

力）によっては、次のような場合に正確な水素消費量

を求めるのが困難になる可能性がある(図 2)。
正確な水素消費量の測定のためには、外付け水素ボ

ンベから、車載の燃料電池スタックに水素を供給する

配管内（図 2-a の青色の配管部分）の水素量は、車両

試験の前後で変化しないように制御される必要があ

る(図 2-a)。試験後の配管内圧力が試験前の配管内圧

力より低下している場合、燃料電池自動車は外付けの

水素ボンベ内の水素および、配管内に存在する水素の

両方を消費して走行しており、外付けボンベの重量計

測結果のみでは、水素消費量が過少評価されてしまう

(図 2-b)。

図2 配管管理が水素燃料消費率の測定結果に影響を

及ぼす場合の例

４．GTR-15 に対する修正提案の内容

前節3.3に示したケースが発生しても対応できるよ

うに、日本から第 24 回 WLTP インフォーマル会議

(2018 年 9 月)においてGTR-15 の修正案を提案した。

修正案の主旨は、走行試験前後で配管内の圧力に変化

（試験結果に影響を及ぼすレベル）が発生した場合、

配管内から消費された水素量を計算（実在気体の状態

方程式）により求めることで、測定結果を補正し、走

行に使用した水素量を正確に求めることを可能にす

るものであった。

５．おわりに

今回、燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法のバ

リデーションを世界の公的研究機関に先駆けて実施

した。バリデーションの結果、本調査において評価し

た項目の影響度はどれも 0.5%未満と低い値であった

ことから GTR-15 に記載された方法でFCV の水素燃

料消費率が適正に測定できると結論づけた。また、今

回のバリデーションでは、配管の設計や制御が水素燃

料消費率の測定に影響を与える可能性が示唆された。

（今回の調査では、問題はなかったが、将来問題とな

るケースが起こる可能性がある。）このバリデーショ

ン結果を JASIC において審議し、GTR-15 への配管

補正に関する要件の追記を日本として提案すること

となった。日本の提案内容は第 178 回 WP29 で了承

され、GTR-15 Amendment 5 として 2019 年 6 月に

成立した。
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⑥ 軽貨物自動車の前面衝突時の乗員傷害について

自動車安全研究部 ※細川 成之 田中 良知 松井 靖浩

１．はじめに

軽自動車は、維持管理費用が比較的安いことや環境

負荷が低い等により、販売台数を伸ばしている。一方

で、（公財）交通事故総合分析センターの車種別前面衝

突事故における運転者の死亡重傷割合（死亡、重傷、

軽傷、無傷の合計に対する死亡＋重傷の割合）による

と、軽貨物車の死亡重傷割合は他の車種に比べて高

く、この傾向は高齢者ほど顕著である１）。

そこで、本稿では軽貨物車の前面衝突時の乗員傷害

について、軽乗用車や小型乗用車と比較してその特徴

を調査した。

図１ 運転者の死亡重傷割合

２．実車衝突試験

２．１．試験条件

車種の違いによる前面衝突時の乗員傷害について

比較するために、表１の条件で前面衝突試験を実施し

た。軽貨物車は、2013年式の軽トラックを、軽乗用車

は 2004 年式、小型乗用車は 2007 年式の車両を用い

た。衝突速度は、軽貨物車と軽乗用車は 55km/h（法規

試験速度の 10%の増し）、小型乗用車は 60km/h（法規

試験速度の 20%の増し）で実施した。乗員傷害は運転

席に搭載した成人男性ダミーで評価した。なお、いず

れの車両も運転席には衝突時の乗員保護装置としてエ

アバッグと 3 点式シートベルト（プリテンショナー及びフォ

ースリミッタ機能付き）が装備されている。

表１ 試験条件

Test 1

軽貨物車

Test 2

軽乗用車

Test 3

小型乗用車
車両

外観

衝突速度 55 km/h 55 km/h 60 km/h

車両重量 871kg 1,063kg 1,226kg

ダミー 運転席：成人男性ダミー

２．２．車両構造

図２に試験車両の前面構造を示す。いずれの車両も

前面衝突時の衝突エネルギー吸収に重要な役目を果

たすフロントサイドメンバーが客室から前方に配置され、

前端がバンパークロスビームで連結されている。軽貨物

車は、他の車両と異なり左右のフロントサイドメンバー間

にエンジンがなく、また長さも短い。これは、軽貨物車で

は、限定された全長内で荷台長さを確保するために工

夫された構造と考えられる。一方で、衝突安全には不利

な車型と考えられる。

軽貨物車   軽乗用車  小型乗用車

図２ 試験車両の前面構造

２．３．試験結果

図３に衝突試験状況を示す。いずれの車両について

も車両前面は大きくつぶれて衝突エネルギーの吸収

を行っているものの、客室部分の変形は軽微であっ

た。ちなみに、いずれの車両も衝突後はドアを片手で

開放することができた。また、軽貨物車は客室後部の

荷台部分が大きく曲げ変形を生じており、ここでも衝

突エネルギーを吸収している。
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３．３．本試験法に対するバリデーション結果と発生

しうる課題の整理

前述の燃費への影響度評価の結果、GTR-15 に記載

された燃料電池自動車の水素燃料消費率の測定方法

を用いることで、内燃機関自動車等の燃費試験に比べ

て遜色なく、公正な試験が実施可能であることを確認

した。

一方、2 車種の量産車を対象とした試験では問題と

ならなかったが、今後対応が必要になるケースがある

ことも本バリデーションにより判明した。それは、前

述②の供給配管管理にかかわるものであった。

GTR-15 に供給配管の具体的設計の要件の記載はな

く、自動車メーカーが試験設備と車両（車載燃料電池）

の制約の範囲内で、配管の長さや径、配管内圧力等を

自由に設定することができる状態である。このため、

供給配管の設計（配管の大きさや配管内圧力調整能

力）によっては、次のような場合に正確な水素消費量

を求めるのが困難になる可能性がある(図 2)。
正確な水素消費量の測定のためには、外付け水素ボ

ンベから、車載の燃料電池スタックに水素を供給する

配管内（図 2-a の青色の配管部分）の水素量は、車両

試験の前後で変化しないように制御される必要があ

る(図 2-a)。試験後の配管内圧力が試験前の配管内圧

力より低下している場合、燃料電池自動車は外付けの

水素ボンベ内の水素および、配管内に存在する水素の

両方を消費して走行しており、外付けボンベの重量計

測結果のみでは、水素消費量が過少評価されてしまう

(図 2-b)。

図2 配管管理が水素燃料消費率の測定結果に影響を

及ぼす場合の例

４．GTR-15 に対する修正提案の内容

前節3.3に示したケースが発生しても対応できるよ

うに、日本から第 24 回 WLTP インフォーマル会議

(2018 年 9 月)においてGTR-15 の修正案を提案した。

修正案の主旨は、走行試験前後で配管内の圧力に変化

（試験結果に影響を及ぼすレベル）が発生した場合、

配管内から消費された水素量を計算（実在気体の状態

方程式）により求めることで、測定結果を補正し、走

行に使用した水素量を正確に求めることを可能にす

るものであった。

５．おわりに

今回、燃料電池自動車の水素燃料消費率測定法のバ

リデーションを世界の公的研究機関に先駆けて実施

した。バリデーションの結果、本調査において評価し

た項目の影響度はどれも 0.5%未満と低い値であった

ことから GTR-15 に記載された方法でFCV の水素燃

料消費率が適正に測定できると結論づけた。また、今

回のバリデーションでは、配管の設計や制御が水素燃

料消費率の測定に影響を与える可能性が示唆された。

（今回の調査では、問題はなかったが、将来問題とな

るケースが起こる可能性がある。）このバリデーショ

ン結果を JASIC において審議し、GTR-15 への配管

補正に関する要件の追記を日本として提案すること

となった。日本の提案内容は第 178 回 WP29 で了承

され、GTR-15 Amendment 5 として 2019 年 6 月に

成立した。
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１．はじめに 

 2018 年の我が国の交通事故死者数は 3,532 人であ

り、その中で歩行者は 1,258 人で 36%を占め、その割

合は近年高まる傾向にある(1)。歩行者の事故では頭部

に傷害を受け死亡する事例が最も多いことから、我が

国では、乗用車に衝突された際の歩行者頭部を保護す

るための技術基準が、ボンネットを対象として 2005
年に導入された。一方､トラックを含む貨物車につい

ては、乗用車派生の車両を除き、歩行者頭部保護を目

的とした技術基準は存在しない。センサーで予め歩行

者を検知し、事故時の車両衝突速度を低減させる歩行

者検知型被害軽減装置の装着は、歩行者死亡事故減少

への有効な対策技術の一つであると考えられる。こう

した装置により車両衝突速度が低下すれば死亡率が

大きく低減すると考えられる。 
 本研究では、そのような装置による車両の衝突速度

低減時における、歩行者の被害軽減効果を明確にする

ことを目的とし、貨物車を含む車両の衝突速度と歩行

者重傷率・死亡率との関係を交通事故実態に基づき分

析したので、以下に知見を述べる。ここでは、公益財

団法人交通事故総合分析センター所有のマクロデー

タ及びミクロデータを使用した。 
２．マクロデータを用いた車両走行速度による重傷

率・死亡率の算出 
 2000～2013 年（14 年間）のマクロ事故データを使

用した。交通事故における車両の各走行速度帯におけ

る歩行者の重傷率・死亡率を求めた。尚、本研究の重

傷率は、軽傷者数、重傷者数の中で重傷者数の占める

割合、死亡率は、軽傷者数、重傷者数、死者数の中で

死者数の占める割合とした。 
 車両種類は、貨物車に加えセダンも分析対象とし

た。ここでは(a) 車両総重量 11t 以上貨物車（大型貨

物車と呼称）、(b) 5t～11t 未満貨物車（中型貨物車と呼

称）、(c) 軽自動車及び1Box車を除く5t未満貨物車（小

型貨物車と呼称）、(d) 1Box タイプの 3t 未満貨物車

（1Box 車と呼称）、(e) セダン（軽自動車、ミニカー除

く）の 5 車種を対象とした。マクロデータを用いて求

めた車両走行速度と重傷率・死亡率との関係をそれぞ

れ図 1 に示す。車両走行速度の増加に伴い、歩行者の

重傷率・死亡率は増加する傾向であった。 
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図 1 車両走行速度と重傷率、死亡率との関係 

 
特に、大型貨物車の場合、重傷率は車両走行速度

50 km/h 以下において、死亡率は車両走行速度 30 km/h
以下において、他の車種と比べ高い傾向を示した。こ

のように、大型車との衝突では、車両走行速度が低い

場合においても他の車種と比べ重傷率、死亡率が高か

った。 

３．ミクロデータを用いた車両走行速度と車両衝突速

度との関係式の算出 
 実際の交通事故では、運転者が危険を認知しブレー

キをかけることで、速度が低減した状態で歩行者に衝

突することが予測される。その時の車両の速度を車両

衝突速度と呼称する。ミクロデータでは、車両走行速

度だけでなく、マクロデータには存在しない車両衝突

速度を有する。そこで本稿では、1993 年から 2013 年

（21 年間）までの歩行者が関与したミクロデータを使

用し、車両走行速度と車両衝突速度との関係を算出し

た。 ここでは(a)～(d)を合算して貨物車とし、車両走

行速度と車両衝突速度との関係を算出した。貨物車及

びセダンにおける傷害程度別の車両走行速度と車両

図３ 衝突試験状況

車両減速度の時間履歴を図 4 に示す。車両減速度は

運転席側のサイドシルで計測した。軽乗用車と小型乗

用車では、車両減速度の一つ目のパルスはフロントサ

イドメンバーのつぶれによるものであり、二つ目のパ

ルスは客室を含むエンジン後部構造の変形によるも

のと考えられる。これに対して、軽貨物車では、車両

減速度のパルスは、一つのみであった。これは、軽貨

物車では、客室前部にエンジンがないためであり、比

較的短時間で最大減速度に達する。また、最大減速度

は軽乗用車と小型乗用車ではそれぞれ約 600m/s2 と

約 500m/s2であるのに対して、軽貨物車は約 800m/s2

と非常に大きかった。

図４ 車両減速度の時間履歴

次に、車両減速度と車体変形量の関係を図５に示

す。軽貨物車の車体変形量は 0.24m であったのに対

して、軽乗用車と小型乗用車では、それぞれ

0.43m、0.67m と大きかった。

図５ 車両減速度と車体変形量の関係

図６に代表的な乗員傷害値を示す。いずれも、保安

基準の傷害評価基準値に対する比率で示した。胸部た

わみ以外の傷害値はいずれも評価基準値以下であっ

た。また、小型乗用車については、衝突速度が法規試

験速度の 20％増しであるにもかかわらず、全ての傷

害値が評価基準値以下であった。これに対して、軽貨

物車は、ほとんどの項目で傷害値が最も高かった。

図６ 乗員の傷害値

３．まとめ

軽貨物車は、他の車種に比べて車体変形量が小さ

く、車両減速度が高い。したがって、頭部傷害はエア

バッグで緩和できるものの、上体部はシートベルトで

より強く拘束されるため胸部たわみを抑制すること

は難しいと考えられる。また、車両減速度が衝突直後

から急激に上昇するためにシートベルトのプリテン

ショナーの作動開始時間に余裕が少ないといえる。

４．おわりに

軽貨物車は、貨物車の中で最も保有台数が多く必要

不可欠な存在となっている。しかし、前部構造の制約

のために衝突安全には不利な車種であると考えられ

る。よって、軽貨物車乗員の交通事故死傷者を低減す

るためには、衝突安全対策の充実だけでなく、予防安

全装置の積極的な採用による衝突速度の低減を図る

ことも重要であると考える。すでに、一部では衝突被

害軽減ブレーキを標準装備する車種も販売されてい

ることから、旧式車両からの乗り換えの促進が期待さ

れる。

５．参考文献
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 2018 年の我が国の交通事故死者数は 3,532 人であ

り、その中で歩行者は 1,258 人で 36%を占め、その割

合は近年高まる傾向にある(1)。歩行者の事故では頭部

に傷害を受け死亡する事例が最も多いことから、我が

国では、乗用車に衝突された際の歩行者頭部を保護す

るための技術基準が、ボンネットを対象として 2005
年に導入された。一方､トラックを含む貨物車につい

ては、乗用車派生の車両を除き、歩行者頭部保護を目

的とした技術基準は存在しない。センサーで予め歩行

者を検知し、事故時の車両衝突速度を低減させる歩行

者検知型被害軽減装置の装着は、歩行者死亡事故減少

への有効な対策技術の一つであると考えられる。こう

した装置により車両衝突速度が低下すれば死亡率が

大きく低減すると考えられる。 
 本研究では、そのような装置による車両の衝突速度

低減時における、歩行者の被害軽減効果を明確にする

ことを目的とし、貨物車を含む車両の衝突速度と歩行

者重傷率・死亡率との関係を交通事故実態に基づき分
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率・死亡率の算出 
 2000～2013 年（14 年間）のマクロ事故データを使

用した。交通事故における車両の各走行速度帯におけ

る歩行者の重傷率・死亡率を求めた。尚、本研究の重

傷率は、軽傷者数、重傷者数の中で重傷者数の占める

割合、死亡率は、軽傷者数、重傷者数、死者数の中で

死者数の占める割合とした。 
 車両種類は、貨物車に加えセダンも分析対象とし

た。ここでは(a) 車両総重量 11t 以上貨物車（大型貨

物車と呼称）、(b) 5t～11t 未満貨物車（中型貨物車と呼

称）、(c) 軽自動車及び1Box車を除く5t未満貨物車（小

型貨物車と呼称）、(d) 1Box タイプの 3t 未満貨物車

（1Box 車と呼称）、(e) セダン（軽自動車、ミニカー除

く）の 5 車種を対象とした。マクロデータを用いて求

めた車両走行速度と重傷率・死亡率との関係をそれぞ

れ図 1 に示す。車両走行速度の増加に伴い、歩行者の

重傷率・死亡率は増加する傾向であった。 
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図 1 車両走行速度と重傷率、死亡率との関係 

 
特に、大型貨物車の場合、重傷率は車両走行速度

50 km/h 以下において、死亡率は車両走行速度 30 km/h
以下において、他の車種と比べ高い傾向を示した。こ

のように、大型車との衝突では、車両走行速度が低い

場合においても他の車種と比べ重傷率、死亡率が高か

った。 

３．ミクロデータを用いた車両走行速度と車両衝突速

度との関係式の算出 
 実際の交通事故では、運転者が危険を認知しブレー

キをかけることで、速度が低減した状態で歩行者に衝

突することが予測される。その時の車両の速度を車両

衝突速度と呼称する。ミクロデータでは、車両走行速

度だけでなく、マクロデータには存在しない車両衝突

速度を有する。そこで本稿では、1993 年から 2013 年

（21 年間）までの歩行者が関与したミクロデータを使

用し、車両走行速度と車両衝突速度との関係を算出し

た。 ここでは(a)～(d)を合算して貨物車とし、車両走

行速度と車両衝突速度との関係を算出した。貨物車及

びセダンにおける傷害程度別の車両走行速度と車両

図３ 衝突試験状況

車両減速度の時間履歴を図 4 に示す。車両減速度は

運転席側のサイドシルで計測した。軽乗用車と小型乗

用車では、車両減速度の一つ目のパルスはフロントサ

イドメンバーのつぶれによるものであり、二つ目のパ

ルスは客室を含むエンジン後部構造の変形によるも

のと考えられる。これに対して、軽貨物車では、車両

減速度のパルスは、一つのみであった。これは、軽貨

物車では、客室前部にエンジンがないためであり、比

較的短時間で最大減速度に達する。また、最大減速度

は軽乗用車と小型乗用車ではそれぞれ約 600m/s2 と

約 500m/s2であるのに対して、軽貨物車は約 800m/s2

と非常に大きかった。

図４ 車両減速度の時間履歴

次に、車両減速度と車体変形量の関係を図５に示

す。軽貨物車の車体変形量は 0.24m であったのに対

して、軽乗用車と小型乗用車では、それぞれ

0.43m、0.67m と大きかった。

図５ 車両減速度と車体変形量の関係

図６に代表的な乗員傷害値を示す。いずれも、保安

基準の傷害評価基準値に対する比率で示した。胸部た

わみ以外の傷害値はいずれも評価基準値以下であっ

た。また、小型乗用車については、衝突速度が法規試

験速度の 20％増しであるにもかかわらず、全ての傷

害値が評価基準値以下であった。これに対して、軽貨

物車は、ほとんどの項目で傷害値が最も高かった。

図６ 乗員の傷害値

３．まとめ

軽貨物車は、他の車種に比べて車体変形量が小さ

く、車両減速度が高い。したがって、頭部傷害はエア

バッグで緩和できるものの、上体部はシートベルトで

より強く拘束されるため胸部たわみを抑制すること

は難しいと考えられる。また、車両減速度が衝突直後

から急激に上昇するためにシートベルトのプリテン

ショナーの作動開始時間に余裕が少ないといえる。

４．おわりに

軽貨物車は、貨物車の中で最も保有台数が多く必要

不可欠な存在となっている。しかし、前部構造の制約

のために衝突安全には不利な車種であると考えられ

る。よって、軽貨物車乗員の交通事故死傷者を低減す

るためには、衝突安全対策の充実だけでなく、予防安

全装置の積極的な採用による衝突速度の低減を図る

ことも重要であると考える。すでに、一部では衝突被

害軽減ブレーキを標準装備する車種も販売されてい

ることから、旧式車両からの乗り換えの促進が期待さ

れる。
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⑧ 交通弱者に配慮したグレアレス ADB に関する評価解析 
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１．はじめに 

夜間時において対歩行者の交通事故の割合は高く、

そして重大事故につながりやすい 1)。これは、夜間時

における歩行者の被視認性の低下が原因と考えられ

る。こうしたことから夜間の歩行者被視認性向上のた

め、前照灯の高光度化や、対向車のドライバにグレア

を与えず歩行者がより見えやすくするような配光可

変型前照灯 Adaptive Driving Beam（ADB）の開発

導入が行われてきている。 
これらによりドライバから見た夜間歩行者被視認

性の向上が期待されるが、その一方で高光度化した前

照灯が歩行者に与える影響については十分な知見が

得られていない。そこで筆者らは歩行者へのグレアに

も配慮した新しいグレアレス ADB について歩行者被

視認性実験を行い、走行ビームと同等の歩行者被視認

性を確保できることを明らかにした 2)。 
本研究ではさらに、グレアレス ADB によって歩行

者のグレア感や横断判断がどのように変化するのか

評価実験を実施した。 
 

２．前照灯に関する歩行者へのアンケート調査 

歩行者から見た前照灯の明るさに関するアンケー

ト調査を実施した 2)。その結果を図１に示す。 
高齢歩行者、非高齢歩行者いずれも最近の前照灯は

眩しく感じる人の割合が高く、高齢歩行者はその割合

がより高くなる。このため本研究では歩行者にグレア

を与えにくく、かつ歩行者の被視認性が走行ビーム並

みに確保できるような配光特性を持つグレアレス

ADB（図 2）を提案し、評価実験を行うこととした。 
 

３．歩行者グレア及び歩行者横断判断評価実験方法 

本研究では、前照灯の配光によって歩行者のグレア

感や横断判断がどのように変化するのか夜間評価実

験（図 3 参照）を実施した。 

実験参加者は 14 名である。なお実験参加者は外部

から派遣されており、当研究所の人間を対象とする実

験に関する倫理審査規程に基づき実験前に内容説明

を行い、実験参加の同意を得た。また本田技術研究所

生命倫理委員会の承認を得て行った。 

 

  

 

 

 

 

（a）非高齢歩行者（n=312） (b)高齢歩行者（n=312） 
図1 前照灯の明るさに関する歩行者アンケート結果 
（Q.最近の自動車前照灯、以前と比べてどのように感じるか?） 

歩行者被視認性は走行ビーム及びADBと同等

歩行者へのグレアは低減
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図 2 グレアレス ADB 配光 
 

         
 
 
 
 
 

図 3 実験風景 
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衝突速度との関係を図 2 に示す。車両走行速度と車両

衝突速度の分布を直線近似した際の近似直線式を図

中に表示した。貨物車の場合、死亡（0.87）の回帰係

数は重傷（0.81）の回帰係数より大きい数値を示した。

このことから、死亡事故の場合、車両衝突速度はマク

ロデータの車両走行速度の 0.87 倍であり、重傷事故の

場合はマクロデータの車両走行速度の 0.81 倍である

と推定された。 
 セダンにおいても死亡（0.94）の回帰係数は重傷

（0.85）の回帰係数より大きかったことから、車両はほ

とんど減速せずに歩行者へ衝突し、その結果、歩行者

が死亡に至ったと推察される。従って、死亡事故の場

合、車両衝突速度はマクロデータの車両走行速度の

0.94 倍、重傷事故の場合にはマクロデータの車両走行

速度の 0.85 倍であると推定された。 
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図 2 車両走行速度と車両衝突速度との関係 
 

４．車両衝突速度毎の重傷率・死亡率の算出 
 2 章で求めた車両走行速度と重傷率・死亡率との関

係に、3 章で求めた回帰係数を適用し、車両衝突速度

毎の歩行者の重傷率・死亡率を車種別に算出した。大

型貨物車、中型貨物車、小型貨物車、1Box 車の 4 車

種については、3 章で貨物車として求めた回帰係数（重

傷率を算出する場合は 0.81、死亡率を算出する場合は

0.87）を 2 章で求めた車両走行速度に適用し、車両衝

突速度毎の歩行者の重傷率・死亡率を算出した。同様

に、セダンに関しては 3 章で求めた回帰係数（重傷率

を算出する場合は0.85、死亡率を算出する場合は0.94）
を 2 章で求めた車両走行速度に適用し、車両衝突速度

毎の歩行者の重傷率・死亡率を算出した。 
 算出した車両衝突速度と歩行者の重傷率・死亡率と

の関係を図 3 に示す。歩行者の重傷率が 20%以下の車

両衝突速度に着目する。小型貨物車、1Box 車、セダ

ンが 20 km/h 以下、中型貨物車が 10 km/h 以下の場合、

歩行者の重傷率は 20%以下となった。さらに、歩行者

の死亡率が 5%以下の車両衝突速度に着目する。小型

貨物車、1Box 車、セダンが 30 km/h 以下、中型貨物車

が 20 km/h 以下の場合、死亡率は 5%以下となった。

尚､大型貨物車は 10 km/h 以下の場合でも死亡率は

10%と高くなった。このように歩行者の重傷率・死亡

率は、車種により異なる傾向を示すことが明らかとな

った。 
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図 3 車両衝突速度と重傷率、死亡率との関係 

 

５．おわりに 
 交通事故状況を基に大型貨物車、中型貨物車、小型

貨物車、1Box 車、セダンを対象として、車両衝突速

度が減少した場合の歩行者の被害状況を分析した。そ

の結果、車両衝突速度の低減が重症率・死亡率の低減

に与える効果は大きいことがわかった。将来、車両衝

突速度を減少させる機能が適切に作動可能な歩行者

検知型被害軽減装置がトラックを含む各種車両に適

用された場合、交通事故における歩行者の死傷者数の

大幅な削減が期待される。 
 尚、本研究は、株式会社いすゞ中央研究所からの助

成を得て実施したものである。記して謝意を表する。 
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計平成 30 年版” (2019) 
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１．はじめに

夜間時において対歩行者の交通事故の割合は高く、

そして重大事故につながりやすい 1)。これは、夜間時

における歩行者の被視認性の低下が原因と考えられ

る。こうしたことから夜間の歩行者被視認性向上のた

め、前照灯の高光度化や、対向車のドライバにグレア

を与えず歩行者がより見えやすくするような配光可

変型前照灯 Adaptive Driving Beam（ADB）の開発

導入が行われてきている。

これらによりドライバから見た夜間歩行者被視認

性の向上が期待されるが、その一方で高光度化した前

照灯が歩行者に与える影響については十分な知見が

得られていない。そこで筆者らは歩行者へのグレアに

も配慮した新しいグレアレス ADB について歩行者被

視認性実験を行い、走行ビームと同等の歩行者被視認

性を確保できることを明らかにした 2)。

本研究ではさらに、グレアレス ADB によって歩行

者のグレア感や横断判断がどのように変化するのか

評価実験を実施した。

２．前照灯に関する歩行者へのアンケート調査

歩行者から見た前照灯の明るさに関するアンケー

ト調査を実施した 2)。その結果を図１に示す。

高齢歩行者、非高齢歩行者いずれも最近の前照灯は

眩しく感じる人の割合が高く、高齢歩行者はその割合

がより高くなる。このため本研究では歩行者にグレア

を与えにくく、かつ歩行者の被視認性が走行ビーム並

みに確保できるような配光特性を持つグレアレス

ADB（図 2）を提案し、評価実験を行うこととした。

３．歩行者グレア及び歩行者横断判断評価実験方法

本研究では、前照灯の配光によって歩行者のグレア

感や横断判断がどのように変化するのか夜間評価実

験（図 3 参照）を実施した。

実験参加者は 14 名である。なお実験参加者は外部

から派遣されており、当研究所の人間を対象とする実

験に関する倫理審査規程に基づき実験前に内容説明

を行い、実験参加の同意を得た。また本田技術研究所

生命倫理委員会の承認を得て行った。

（a）非高齢歩行者（n=312） (b)高齢歩行者（n=312）
図1 前照灯の明るさに関する歩行者アンケート結果

（Q.最近の自動車前照灯、以前と比べてどのように感じるか?）
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４．車両衝突速度毎の重傷率・死亡率の算出 
 2 章で求めた車両走行速度と重傷率・死亡率との関
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図 3 車両衝突速度と重傷率、死亡率との関係 

 

５．おわりに 
 交通事故状況を基に大型貨物車、中型貨物車、小型

貨物車、1Box 車、セダンを対象として、車両衝突速

度が減少した場合の歩行者の被害状況を分析した。そ

の結果、車両衝突速度の低減が重症率・死亡率の低減

に与える効果は大きいことがわかった。将来、車両衝

突速度を減少させる機能が適切に作動可能な歩行者

検知型被害軽減装置がトラックを含む各種車両に適

用された場合、交通事故における歩行者の死傷者数の

大幅な削減が期待される。 
 尚、本研究は、株式会社いすゞ中央研究所からの助

成を得て実施したものである。記して謝意を表する。 
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１．はじめに 
国連の自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第

178 回会合において、乗用車等の衝突被害軽減ブレー

キ（Advanced Emergency Braking System、以下、

AEBS とする）の国際基準が成立した。同基準では、

前方の車両及び歩行者に対して所定の制動要件を満

たすことが規定されている他、衝突の危険性が差し迫

っていない状況における警報及び制動制御の作動

（False reaction、以下、不要作動とする）を最小化す

ることが規定されている。不要作動が最小化されてい

ることを審査の際に確認する方法として、Annex 3 
Special requirements to be applied to the safety 
aspects of electronic control systems（電子車両制御

システムの安全性に適用する特別要件）の Appendix 
2に示される試験シナリオを実施することとなってい

る。図１に対車両及び対歩行者の不要作動確認試験シ

ナリオの概念図を示す。対車両、対歩行者ともに、試

験車両が対象物の側方を通過するシナリオである。 
図１のシナリオは、AEBS の不要作動が発生する可

能性のある交通場面の例であり、現実には各社の

AEBS のシステム構成や制御アルゴリズム等により、

不要作動が発生する可能性のある交通場面は数多く

存在すると考えられる。 

 
 

AEBS を装備した車両の取扱説明書には、不要作動

が発生する可能性のある交通場面、環境等の説明が記

載されている他、国土交通省ホームページの「自動車

のリコール・不具合情報」の中にも AEBS の不要作動

によるものと推定される不具合情報が存在する。 
そこで本研究では、自動車メーカー各社の取扱説明

書や国土交通省ホームページの「自動車のリコール・

不具合情報」を参考に、不要作動の有無を確認するた

めの試験シナリオ（案）を複数作成し、実車による検

証を行った。なお、AEBS の不要作動については、物

理的な衝突の可能性だけではなく、当該場面における

ドライバの運転行動（例：図１の場面において、AEBS
が作動しなくともドライバ自身の操作によって速度

を低下させる場合も考えられる）との関係等も考慮し

た上で判断する必要があると考えられるが、本研究で

は、AEBS が作動しなくとも物理的に衝突が発生しな

い状況において警報またはブレーキ制御が行われた

場合を不要作動と定義した。 
 

２．試験シナリオ（案） 
図２に本研究で作成した試験シナリオ（案）を示す。

全部で 8 つの試験シナリオを作成した。以下、順に概

要を説明する。 
試験シナリオ 1 は、試験車両が交差点を右折する際

に、対向車線にも右折待ちの相手車両（静止）が存在

する場面である。本シナリオでは試験車両が右折を開

始する時点の試験車両と相手車両の距離を実車検証

時の実験パラメータとした。試験シナリオ 2 は、試験

車両が直進中に前方の相手車両が左折する場面であ

る。本シナリオでは試験車両の速度及び相手車両が左

折を開始する時点の試験車両と相手車両の衝突予測

時間（Time To Collision、以下、TTC とする）を実車

検証時の実験パラメータとした。試験シナリオ 3 は、

試験車両と相手車両が比較的半径の小さい曲線路で

すれ違う場面である。試験車両が左旋回を行い、曲線

路の中央付近ですれ違うものとした。試験シナリオ 4

図１ Annex3 Appendix 2 で規定される   
      不要作動確認試験シナリオの概念図 
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 車両接近時（図４参照）における前照灯のグレア感

について実験参加者はアンケート形式で評価した。 
３．２．横断判断評価 

実験参加者は接近してくる車両に対して左側ある

いは右側の道路脇に立ち、ぎりぎり横断できるタイミ

ングについて押しボタンスイッチによる評価を行っ

た。 
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図４ 実験状況 
     

４．実験結果 

４．１．グレア評価 

接近車両の前照灯に対する実験参加者のグレア評

価結果を de Boer スケールに置き換え（気にならない

=9、満足できる=7、許容できる=5、邪魔になる=3、
耐えられない=1。この値が 4 の時にグレア許容限界）、

その平均値を算出した。その結果を図 5 に示す。 
図 5 より、走行ビームは、いずれの接近速度でも許

容限界を超えるグレアが発生する（グレア評価値 4 以

下）のに対して、グレアレス ADB の場合にはグレア

は許容限界内（グレア評価値 4 以上）に収まることが

示された。  
 

４．２．横断判断評価 

 接近車両の前照灯に対する実験参加者の横断判断

評価結果の平均値を算出した。その結果を図 6 に示

す。 
 すれ違いビームよりも走行ビームの方が、ぎりぎり

横断できると判断した歩車間距離は長くなり、歩行者

への光度が高くなるほど、歩行者の横断判断は慎重に

なることが示された。なお、グレアレス ADB の場合

は、すれ違いビームと比較すると歩車間距離は短くな

らず横断判断は慎重になる傾向が示された。 
 

５． まとめ 

この研究では、歩行者へのグレアも配慮したグレア

レス ADB によって歩行者のグレア感や横断判断がど

のように変化するのか評価実験を実施した。 

その結果、グレアレス ADB を用いた場合には、歩

行者に対するグレアは許容限界内に収まり、横断判断

もすれ違いビームと比べて慎重になる傾向が示され

た。 
 今後も新しい前照灯システムについて評価実験を

行い、交通弱者に安全な前照灯について検討を行う。 
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耐えられない=1。この値が 4 の時にグレア許容限界）、

その平均値を算出した。その結果を図 5 に示す。 
図 5 より、走行ビームは、いずれの接近速度でも許

容限界を超えるグレアが発生する（グレア評価値 4 以

下）のに対して、グレアレス ADB の場合にはグレア

は許容限界内（グレア評価値 4 以上）に収まることが

示された。  
 

４．２．横断判断評価 

 接近車両の前照灯に対する実験参加者の横断判断

評価結果の平均値を算出した。その結果を図 6 に示

す。 
 すれ違いビームよりも走行ビームの方が、ぎりぎり

横断できると判断した歩車間距離は長くなり、歩行者

への光度が高くなるほど、歩行者の横断判断は慎重に

なることが示された。なお、グレアレス ADB の場合

は、すれ違いビームと比較すると歩車間距離は短くな

らず横断判断は慎重になる傾向が示された。 
 

５． まとめ 

この研究では、歩行者へのグレアも配慮したグレア

レス ADB によって歩行者のグレア感や横断判断がど

のように変化するのか評価実験を実施した。 

その結果、グレアレス ADB を用いた場合には、歩

行者に対するグレアは許容限界内に収まり、横断判断

もすれ違いビームと比べて慎重になる傾向が示され

た。 
 今後も新しい前照灯システムについて評価実験を

行い、交通弱者に安全な前照灯について検討を行う。 
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１．はじめに

レベル 3 以上の自動運転では、ドライバに代わって

システムが認知・判断・操作を行うことになる 1)。自

動運転車が ODD（運行設計領域: Operational Design 
Domain）内において、合理的に予見される防止可能な

事故を起こさない 2)ためには、道路条件、地理条件、

環境条件、最高速度など自車を中心とした近接領域の

局所情報 3)を正確に取得することが重要である。

なかでも、交通事故の削減には速度の抑制が有効で

あり、自動運転車が道路に設定された最高速度を正確

に認知し遵守する必要がある。しかし、自動運転車に

よって使用するセンサの種類や構成が異なり、認知の

正確性を一義的に評価することが難しい。

そこで本研究では、道路に設定された最高速度の認

知に着目して、認知原理が異なる 2 車両を使用して認

知の正確性及び特性を比較し、自動運転車における道

路に設定された最高速度の認知に関する安全上の課

題について検討する。

２．実験に使用した車両と評価値

２．１．実験に使用した車両と認知原理

車両 A は、ステレオカメラによって標識を認識し、

最高速度を認知する。画像認識を使用することで、最

高速度のほかに「追越しのため右側はみ出し禁止」や

「終わり」も認知できる（図 1 (a)）。車両 B は、GPS
により取得した位置情報と地図情報を照合し、地図情

報に基づいて最高速度を認知する（図 1 (b)）。
車両 A、B ともに、ある程度以上ステアリングを操

作すると認知された情報がキャンセルされる。

     (a) 車両 A                (b) 車両 B
図 1 認知した最高速度の表示

２．２．評価指標：F 値

システムが認知した最高速度の正確性を評価する

ため、後述の表 1 から算出される適合率（=TP/(TP+
FP)）と再現率（=TP/(TP+FN)）の調和平均である F
値 4)を使用する。F 値は 0~1 の値をとり、1 に近い方

が正確であることを示している。

表 1 に最高速度 40km/h の認知を例として、F 値を

算出するためのデータ分類の定義を示す。40km/h 道

路で 40km/h と認知すれば正解：True Positive (TP)とな

り､40km/h 以外と認知すれば誤認知：False Negative
(FN)となる。一方、40km/h 道路ではない道路で 40km/h
と認知すれば過認知：False Positive (FP)、40km/h 以外

と認知すれば True Negative (TN)となる。ここで、TN
には、30km/h 道路で 10km/h と誤認知したものなど評

価対象以外も含まれるが、F 値には影響しない。

表 1 データ分類
真値

40km/h 40km/h 以外

システム

出力

40km/h TP FP
40km/h 以外 FN TN

実験により計測されたデータを（データ点数は後

述）、上記定義にしたがって TP, FN, FP, TN（単位：点）

に分類し、F 値を算出した。

３．道路に設定された最高速度の認知実験

図 2 に示す 1 周 11.2km の交通研周辺の一般道を走行

し、道路に設定された最高速度の認知実験を行った。

図 2 最高速度の認知実験コース

は、道路脇にガードパイプが設置された曲線路（右旋

回）において、ガードパイプの外側に静止した相手車

両または歩行者が存在する場面である。本シナリオで

は試験車両の速度を実車検証時の実験パラメータと

した。試験シナリオ 5 は、試験車両が直進中に、左前

方を歩行中の歩行者の横を通過する場面である。歩行

者の進行方向は試験車両と同方向及び逆方向の 2 条

件とした。また、ガードパイプ有と無の条件を実施し

た。試験シナリオ 6 は、直進中の試験車両の前方に工

事看板が設置されており、右方向に操舵して隣の車線

に移る場面である。本シナリオでは右操舵を開始する

時点の試験車両と工事看板の TTC を実車検証時の実

験パラメータとした。試験シナリオ 7 は、試験車両が

直線路を走行中に、対向車線側の脇道より相手車両が

左折して直線路に進入する場面である。本シナリオで

は相手車両の右前端が道路白線に最接近した時点の

試験車両と相手車両の TTC を実車検証時の実験パラ

メータとした。試験シナリオ 8 は、試験車両が片側 2
車線の直線路の右車線を走行中に、左車線に進路変更

する場面である。道路左脇にはガードパイプが設置さ

れている。ガードパイプの外側に静止した歩行者ター

ゲットを設置する条件及び設置しない条件を実施し

た。また、本シナリオでは左方向へ操舵時の操舵速度

を実車検証時の実験パラメータとした。

３．実車検証実験

３．１．試験車両及び試験場について

試験車両は表１に示す国内メーカーの普通乗用車3
台とした。また、実車検証は当研究所の自動車試験場

第二地区（埼玉県熊谷市）で実施した。

３．２．実車検証結果

表２に実車検証結果一覧を示す。計 8 つの試験シナ

リオのうち、試験シナリオ 1、2、4、6 において、複

数の試験車両で不要作動が確認された。

４．まとめ

本研究では、乗用車用 AEBS の不要作動を確認す

るための試験シナリオ（案）を作成し、実車による検

証を行った。実車検証の結果、複数の試験シナリオに

おいて不要作動が確認された。今後は、不要作動が確

認された試験シナリオを対象に、当該場面におけるド

ライバの運転行動（走行速度、対象物への接近状況等）

との関係等についても調査を行い、更に精査した上で

基準の改正提案の資料としてまとめる予定である。
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図２ 試験シナリオ（案）の概要図

表１ 試験車両の仕様

表２ 実車検証結果一覧

試験車両 車体形状 登録年月 検知方式

ミニバン 2018年2月 単眼カメラ

セダン 2018年3月 ミリ波レーダー＋ステレオカメラ

ステーションワゴン 2018年1月 ステレオカメラ

警報無し、制動制御無し 警報あり、制動制御無し 警報あり、制動制御あり

試験車両20km/h

試験車両30km/h

試験車両20 km/h

試験車両30 km/h

実験結果

試験車両C

１回目 ２回目 ３回目

手前側で操舵 （5.7 m）

奥側で操舵     （3.9 m）

試験
シナリオ

実験条件

１回目 ２回目 ３回目

TTC= 6sで左操舵開始

試験車両A 試験車両B

１回目 ２回目 ３回目

やや急操舵

試験車両30km/h,
相手車両10km/h

試験車両40km/h,
相手車両10km/h

相手車両 TTC=0s付近で白線に最接近

相手車両 TTC=1s付近で白線に最接近

相手車両 TTC=0s付近で白線に最接近

TTC=0.8sで右操舵開始

相手車両（静止）

相手車両（静止）

歩行者ターゲット（静止）

歩行者ターゲット（静止）

試験車両30km/h

試験車両30km/h

TTC= 4sで左操舵開始

TTC= 5sで左操舵開始

ガードパイプ有

ガードパイプ有

ガードパイプ無

ガードパイプ無

試験車両30km/h

試験車両40km/h

試験車両30km/h
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TTC=1.4sで右操舵開始
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相手車両 TTC=1s付近で白線に最接近
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歩行者ターゲット無

歩行者ターゲット無

歩行者ターゲット有

歩行者ターゲット有

試験車両30km/h
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やや急操舵

通常の操舵

試験車両20km/h, 相手車両20 km/h, 中央付近ですれ違い

TTC= 4sで左操舵開始

TTC= 5sで左操舵開始

TTC= 6sで左操舵開始

試験車両20km/h 
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１．はじめに

レベル 3 以上の自動運転では、ドライバに代わって

システムが認知・判断・操作を行うことになる 1)。自

動運転車が ODD（運行設計領域: Operational Design 
Domain）内において、合理的に予見される防止可能な

事故を起こさない 2)ためには、道路条件、地理条件、

環境条件、最高速度など自車を中心とした近接領域の

局所情報 3)を正確に取得することが重要である。

なかでも、交通事故の削減には速度の抑制が有効で

あり、自動運転車が道路に設定された最高速度を正確

に認知し遵守する必要がある。しかし、自動運転車に

よって使用するセンサの種類や構成が異なり、認知の

正確性を一義的に評価することが難しい。

そこで本研究では、道路に設定された最高速度の認

知に着目して、認知原理が異なる 2 車両を使用して認

知の正確性及び特性を比較し、自動運転車における道

路に設定された最高速度の認知に関する安全上の課

題について検討する。

２．実験に使用した車両と評価値

２．１．実験に使用した車両と認知原理

車両 A は、ステレオカメラによって標識を認識し、

最高速度を認知する。画像認識を使用することで、最

高速度のほかに「追越しのため右側はみ出し禁止」や

「終わり」も認知できる（図 1 (a)）。車両 B は、GPS
により取得した位置情報と地図情報を照合し、地図情

報に基づいて最高速度を認知する（図 1 (b)）。
車両 A、B ともに、ある程度以上ステアリングを操

作すると認知された情報がキャンセルされる。

     (a) 車両 A                (b) 車両 B
図 1 認知した最高速度の表示

２．２．評価指標：F 値

システムが認知した最高速度の正確性を評価する

ため、後述の表 1 から算出される適合率（=TP/(TP+
FP)）と再現率（=TP/(TP+FN)）の調和平均である F
値 4)を使用する。F 値は 0~1 の値をとり、1 に近い方

が正確であることを示している。

表 1 に最高速度 40km/h の認知を例として、F 値を

算出するためのデータ分類の定義を示す。40km/h 道

路で 40km/h と認知すれば正解：True Positive (TP)とな

り､40km/h 以外と認知すれば誤認知：False Negative
(FN)となる。一方、40km/h 道路ではない道路で 40km/h
と認知すれば過認知：False Positive (FP)、40km/h 以外

と認知すれば True Negative (TN)となる。ここで、TN
には、30km/h 道路で 10km/h と誤認知したものなど評

価対象以外も含まれるが、F 値には影響しない。

表 1 データ分類
真値

40km/h 40km/h 以外

システム

出力

40km/h TP FP
40km/h 以外 FN TN

実験により計測されたデータを（データ点数は後

述）、上記定義にしたがって TP, FN, FP, TN（単位：点）

に分類し、F 値を算出した。

３．道路に設定された最高速度の認知実験

図 2 に示す 1 周 11.2km の交通研周辺の一般道を走行

し、道路に設定された最高速度の認知実験を行った。

図 2 最高速度の認知実験コース

は、道路脇にガードパイプが設置された曲線路（右旋

回）において、ガードパイプの外側に静止した相手車

両または歩行者が存在する場面である。本シナリオで

は試験車両の速度を実車検証時の実験パラメータと

した。試験シナリオ 5 は、試験車両が直進中に、左前

方を歩行中の歩行者の横を通過する場面である。歩行

者の進行方向は試験車両と同方向及び逆方向の 2 条

件とした。また、ガードパイプ有と無の条件を実施し

た。試験シナリオ 6 は、直進中の試験車両の前方に工

事看板が設置されており、右方向に操舵して隣の車線

に移る場面である。本シナリオでは右操舵を開始する

時点の試験車両と工事看板の TTC を実車検証時の実

験パラメータとした。試験シナリオ 7 は、試験車両が

直線路を走行中に、対向車線側の脇道より相手車両が

左折して直線路に進入する場面である。本シナリオで

は相手車両の右前端が道路白線に最接近した時点の

試験車両と相手車両の TTC を実車検証時の実験パラ

メータとした。試験シナリオ 8 は、試験車両が片側 2
車線の直線路の右車線を走行中に、左車線に進路変更

する場面である。道路左脇にはガードパイプが設置さ

れている。ガードパイプの外側に静止した歩行者ター

ゲットを設置する条件及び設置しない条件を実施し

た。また、本シナリオでは左方向へ操舵時の操舵速度

を実車検証時の実験パラメータとした。

３．実車検証実験

３．１．試験車両及び試験場について

試験車両は表１に示す国内メーカーの普通乗用車3
台とした。また、実車検証は当研究所の自動車試験場

第二地区（埼玉県熊谷市）で実施した。

３．２．実車検証結果

表２に実車検証結果一覧を示す。計 8 つの試験シナ

リオのうち、試験シナリオ 1、2、4、6 において、複

数の試験車両で不要作動が確認された。

４．まとめ

本研究では、乗用車用 AEBS の不要作動を確認す

るための試験シナリオ（案）を作成し、実車による検

証を行った。実車検証の結果、複数の試験シナリオに

おいて不要作動が確認された。今後は、不要作動が確

認された試験シナリオを対象に、当該場面におけるド

ライバの運転行動（走行速度、対象物への接近状況等）

との関係等についても調査を行い、更に精査した上で

基準の改正提案の資料としてまとめる予定である。

左折開始タイミング
右折開始タイミング
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試験シナリオ 試験シナリオ
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約
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約
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試験シナリオ
（対歩行者）

操舵開始タイミング試験シナリオ

30km/h

約5km/h

試験シナリオ
（ガードパイプ有）

ガードパイプ

• 試験車両車体左側面～ガードパイプ間は約50cm
• 歩行者は可能な限りガードパイプに近接して歩行

（試験車両車体左側面～歩行者間は約80cm）

30km/h

約5km/h

• 試験車両、歩行者ともに横位置はガードパイプ有
の条件と同一

試験シナリオ
（ガードパイプ無）

相手車両が白線に最接近時
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図２ 試験シナリオ（案）の概要図

表１ 試験車両の仕様

表２ 実車検証結果一覧

試験車両 車体形状 登録年月 検知方式

ミニバン 2018年2月 単眼カメラ

セダン 2018年3月 ミリ波レーダー＋ステレオカメラ

ステーションワゴン 2018年1月 ステレオカメラ

警報無し、制動制御無し 警報あり、制動制御無し 警報あり、制動制御あり

試験車両20km/h

試験車両30km/h

試験車両20 km/h

試験車両30 km/h

実験結果
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１回目 ２回目 ３回目
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自動車安全研究部   新国 哲也 
 

１．はじめに 
国連欧州経済委員会における自動車基準調和世界

フォーラム（WP29）では、自動運転及び関連する技

術について基準案の策定を進めている。優先課題とし

て、表 1 に示す項目が掲げられている。これらの課題

は、自動運転に関する専門家分科会として 2018 年に

発足した自動運転技術分科会 GRVA(Working Party 
on Automated / Autonomous and Connected 
Vehicles)において検討が進められている。 

表１ WP29 における自動運転の優先課題 1) 

本報告では、著者が議長として関わっているサイバ

ーセキュリティ、ソフトウェアアップデート及び自動

運転に関するデータ記録装置（DSSAD）について、

活動の状況を概説する。 
２．サイバーセキュリティに関する基準案について 
 専門家会議により検討されている基準案の特徴は

次の通りである。 
① 車両のセキュリティを確保するため、自動車メー

カが取るべき組織的なルールを設定することと、そ

のルールが自動車メーカの組織により守られてい

ることを認可当局が確認すること。 

② 自動車メーカの組織的なルールの下に、セキュリ

ティ方策が車両型式に適切に反映されていること

を認可当局が確認すること。 
・基準案が想定する適用対象と範囲： 
自動車の開発やサービス等について、セキュリティ

を担当する組織的な主体として、サイバー・セキュリ

ティ・マネージメント・システム（CSMS）という概

念を定義している。CSMS には、製造されるプロダク

ツ（車両や部品・システム）そのものではなく、自動

車メーカを中心とする組織が取るべき行動等に関す

る規定やそれを運用する仕組みが含まれる。CSMS
の対象になる組織には、自動車メーカのみならず、関

連するサプライチェーンなどの組織も含まれる。 
・提案された基準の仕組み： 
認可当局は、サイバーセキュリティに関する要件

が、当該自動車メーカの組織により確実に実施されて

いることを確認の上、認可を行う。さらに車両型式の

認可は、自動車メーカが CSMS の有効な証明書を有

する状態でのみ与えられる。 
・車両型式の認証について： 
型式認証を受けようとする際には、自動車メーカが

その時点で有効な CSMS の証明書を有することが必

要となる。その上で、審査の対象になる型式の車両に

適切なセキュリティ対策がなされていることを認可

当局が確認する（例えば、CSMS により実施された脅

威分析に基づき各装置のセキュリティ機能が設計さ

れていることを確認する）。これにより型式が審査さ

れる。 
以上、サイバーセキュリティの基準案を解説した。

この基準案の特徴は、セキュリティに関する技術的要

件そのものが基準とされているのではなく、自動車メ

ーカの組織が取るべき行動に関して、基準の要件が定

められている点にある。このために、進歩の早い情報

技術に合わせ基準を頻繁に変更する必要はない。ま

た、基準として個別の技術（例えば特定の暗号化技術

課題名 概要 
Functional 
Requirements for 
automated / 
autonomous vehicles 

自動運転に関する機能要件を検討す

る。車両制御のみならず、安全性に対

するリスク低減方策、ヒューマンマシ

ンインターフェース等をカバーする。 
New assessment / 
Test method 

自動運転のための新しいアセスメント

及び試験方法を検討する。 
Cyber security and 
(Over-the-Air) 
Software updates  

サイバーセキュリティ及びソフトウェ

アアップデートに関する基準案を策定

する。 
Data Storage System 
for Automated 
Driving vehicles 
(DSSAD：Data 
Storage System for 
Automated Driving) 

自動運転に関するデータ記録装置の要

件を検討する。なお、衝突による衝撃

をイベントとした車両情報記録装置

（EDR: Event Data Recorder）の検討

も同時に進める。 

 コースを標識や交差点などによって 42 のセクター

に分割し、各車両で 4 周して評価を行った（総データ

点数：各車両 168 点 (TP+FP+FN+TN=168)）。 
 本コースには、最高速度 20, 30, 40, 50km/h の区間が

存在し、各最高速度に関して F 値を算出した。 

４．実験結果及び考察 
４．１．認知の正確性及び特性の比較 
道路に設定された最高速度の認知に関して、最高速

度ごとの各車両の F 値の結果を表 2 に示す。 

表 2 F 値の結果 

 
F 値 

20km/h 30km/h 40km/h 50km/h 

車両 A 0.93 0.8 0.94 0.74 

車両 B 

GNSS 
良 

0 0 0.83 0.55 

GNSS 
悪 

0 0 0.87 0.55 

車両 A はカメラで標識を認識すると、間違えること

なく最高速度を認知していたが、標識のない道路やコ

ーナーを曲がった直後では標識が現れるまで最高速

度が不明となり F 値が低下した。これは、画像認識を

利用する車両が最高速度を認識し続けるためには、速

度標識が一定間隔で存在しなければならないことを

示唆している。また、車両 A は速度標識の横を通過す

るまで最高速度を表示しないため、標識の認識から最

高速度の認知までの処理時間を検証できなかった。 
車両 B は GPS のみに依存しているため、速度標識

がない箇所でも最高速度を認知できた。その一方で、

20km/h 道路では認知せず、30km/h 道路では誤って全

て 10km/h と認知した。また、50km/h 道路でも一部認

知しない区間が存在し、GPS の衛星情報の捕捉状況

（位置精度劣化度 PDOP: 1.5 未満（良）及び 2.1 付近

（悪）の 2 水準で比較、図 3）による影響もないことか

ら、参照する地図情報に依存していると考えられる。

よって、GPS により道路に設定された最高速度を認知 

 
 
 
 
 
 

図 3 衛星の配置例 (PDOP: 1.5 & 2.1) 

する車両では、ダイナミックマップ 5)などの地図情報

の分解能や情報の正確性が重要であると示唆された。 
以上より、道路に設定された最高速度の認知におい

て、原理の差異によって認知特性が異なることがわか

り、その差異を考慮に入れた認知の正確性の評価手法

の構築が必要である。 

４．２．偽造 GPS信号による誤認知 
4.1 節で述べたように、車両 B における最高速度の

認知は地図情報に大きく依存しているが、GPS 信号に

よる位置情報が誤っている場合に最高速度を誤認知

することが考えられる。そこで、車両 B に偽造した

GPS 信号を与え、最高速度を誤認知するリスクについ

て実験を行った。車両 B の GPS 2 系統のうち 1 系統

に図 2 のコースで収録したGPS 信号の一部を挿入し、

構内で静止状態にも関わらずコース上の道路を走行

していると認識させた。 
結果、車両 B に偽造 GPS 信号を挿入することで、

コース上任意の道路に設定された最高速度を認知す

ることが確認された。さらに、誤認知した最高速度に

従って走行する危険性が考えられることもわかった。 
今後、自動運転車における最高速度の認知におい

て、偽造された GPS 信号によって道路の最高速度が

誤って認知された場合、実際の最高速度を遵守できな

い危険性があると考えられる。 

５．まとめ 
運転操作の自動化に向けて、センサの種類や構成が

異なるシステムの安全性を確保する上で、ODD の要

件となり得る「道路の最高速度の認知」が車両によっ

て異なる可能性が示唆された。誤認知の危険性なども

踏まえ、その差異による詳細な要件及びその性能の評

価手法の構築が必要である。今後は、WP29 で議論が

進められている自動運転車の安全性評価方法への反

映なども視野に研究を進めていく。 
参考文献 
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この基準案の特徴は、セキュリティに関する技術的要
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められている点にある。このために、進歩の早い情報
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（EDR: Event Data Recorder）の検討

も同時に進める。 

 コースを標識や交差点などによって 42 のセクター

に分割し、各車両で 4 周して評価を行った（総データ

点数：各車両 168 点 (TP+FP+FN+TN=168)）。 
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存在し、各最高速度に関して F 値を算出した。 

４．実験結果及び考察 
４．１．認知の正確性及び特性の比較 
道路に設定された最高速度の認知に関して、最高速

度ごとの各車両の F 値の結果を表 2 に示す。 

表 2 F 値の結果 

 
F 値 

20km/h 30km/h 40km/h 50km/h 

車両 A 0.93 0.8 0.94 0.74 

車両 B 

GNSS 
良 

0 0 0.83 0.55 

GNSS 
悪 

0 0 0.87 0.55 

車両 A はカメラで標識を認識すると、間違えること

なく最高速度を認知していたが、標識のない道路やコ

ーナーを曲がった直後では標識が現れるまで最高速

度が不明となり F 値が低下した。これは、画像認識を

利用する車両が最高速度を認識し続けるためには、速

度標識が一定間隔で存在しなければならないことを

示唆している。また、車両 A は速度標識の横を通過す

るまで最高速度を表示しないため、標識の認識から最

高速度の認知までの処理時間を検証できなかった。 
車両 B は GPS のみに依存しているため、速度標識

がない箇所でも最高速度を認知できた。その一方で、

20km/h 道路では認知せず、30km/h 道路では誤って全

て 10km/h と認知した。また、50km/h 道路でも一部認

知しない区間が存在し、GPS の衛星情報の捕捉状況

（位置精度劣化度 PDOP: 1.5 未満（良）及び 2.1 付近

（悪）の 2 水準で比較、図 3）による影響もないことか

ら、参照する地図情報に依存していると考えられる。

よって、GPS により道路に設定された最高速度を認知 

 
 
 
 
 
 

図 3 衛星の配置例 (PDOP: 1.5 & 2.1) 
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など）を指定することもないため、攻撃の対象が公に

さらされることもない。 
３．ソフトウェアアップデートの基準案について 
２．で説明したサイバーセキュリティに関する基準

案の特徴と同様に、ソフトウェアアップデートに関す

る基準案においても次の２つの段階を有するアプロ

ーチが提案されている。 
①車両安全を確保するためのソフトウェアアップデ

ートプロセス（後に説明する）を組織的なルールと

して設定することと、そのルールが自動車メーカの

組織により守られていることを認可当局が確認す

ること。 
②自動車メーカの組織的なルールの下に、適切にソフ

トウェアアップデートが実施されるための仕組み

が型式を取得する車両に備わっていることを認可

当局が確認すること。 
・基準案が想定する適用対象と範囲：  
自動車のためのソフトウェアアップデートの仕組

みに関して、ソフトウェア・アップデート・マネージ

メント・システム（SUMS）という概念を定義してい

る。SUMS とは、製造されるプロダクツ（車両や部

品・システム）そのものではなく、自動車メーカを中

心とする組織がソフトウェアアップデートのために

適用する行動等に関する規定や、それを運用する仕組

みを表す。SUMS の対象になる組織には、自動車メ

ーカのみならず、関連するサプライチェーンなどの組

織が含まれる。自動車メーカは、SUMS によってど

のように安全性が確保されるかについて、証明するこ

とが求められる。さらに車両型式の認可は、自動車メ

ーカが SUMS の有効な証明書を有する状態でのみ与

えられる。  
・車両型式の認証について：  
型式認証を受けようとする際には、自動車メーカが

その時点で有効な SUMS の証明書を有することが必

要となる。その上で、審査の対象になる型式の車両に

適切な対策がなされていることを認可当局が確認す

る（例えば、安全性を確保するため、車両制御に係わ

るアップデートを走行中に実施できないようにする

仕組みが、設計通り機能するかを確認する）。これに

より型式が審査される。 
・ソフトウェア照合番号の定義について 
ソフトウェアアップデートのプロセスの透明化を

図るため、車両に搭載されたソフトウェアと認可当局

の承認内容とを照合する方法が検討された。この検討

において RxSWIN（Regulation x に対する Software 
Identification Number）は、型式認証を受けた車載

のシステムにインストールされたソフトウェア（複数

のユニットにより構成されるシステムであれば、それ

ぞれのユニットに存在する複数のソフトウェア）のバ

ージョン情報を集約し、管理する概念として考案され

た。なお、ソフトウェアのバージョン管理などの運用

ルールは、自動車メーカがそれぞれのシステムに応じ

て設定することができるとしている。 
４．データ記録装置に関する基準について 

DSSAD については、WP29 の GRSG(Working 
Party on General Safety、一般安全)専門家会議の議

題であった EDR(Event Data Recorder、車両衝突を

トリガとした、車両状態に関するデータの記録装置)
とともに、新たに発足したインフォーマルワーキング

グループ（Informal Working Group on Event Data 
Recorder (EDR) and Data Storage System for 
Automated Driving (DSSAD) 、 以 下 IWG 
EDR/DSSAD とする）において、基準化の議論が開

始された。 
IWG EDR/DSSAD の活動方針は次の通りである。 
① EDR と DSSAD の違いを明確化する 
② WP29の指示である同一車線内の自動運転機能

（ALKS: Automated Lane Keeping System）に

対応する DSSAD の要件を検討する 
③ さらに高度な自動運転機能に対応するデータ記

録要件を整理し、基準案をまとめる 
 ①及び②の課題は、2020 年 3 月をめどに基準案を

まとめるよう取り組んでいる。 
５．まとめ 

GRVA において、優先的に取り組まれている課題の

中から、サイバーセキュリティ、ソフトウェアアップ

デート及び DSSAD の基準化に関する活動状況を概

説した。今後も、交通安全環境研究所として積極的に

WP29 の議論に参画し、基準の公平性を確保しつつ国

内導入の円滑化を図っていく。 
参考文献 

1) United Nations/Economic and Social Council，
ECE/TRANS/WP.29/2019/34”Framework document 
on automated/autonomous vehicles”（2019） 
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